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第１編 総  論

１ 計画の目的

  本実施計画は、平成 18 (2006)年 12 月に策定した第４次八幡市総合計画の基本構想に

掲げられた将来都市像 

「自然と歴史文化が調和し 人が輝く やすらぎの生活都市」 

 ～自立と協働による個性あふれるまちづくり～ 

と７つのまちづくりの基本目標 

(1) 人権を大切にし、みんなが力をあわせてまちづくりを進めるまち  

(2) 次代を担う人づくりを進め、文化芸術を守り育てるまち  

(3) 豊かな自然を守り、循環型の社会づくりを進めるまち  

(4) だれもが明るく元気に暮らせるまち  

(5) 人がつどい、活力あふれるまち  

(6) 安心して暮らせる安全で快適なまち  

(7) 計画の実現に向けた取組や体制の強化 

を実現していくための基本となるもので、予算編成や事務事業執行の具体的な指針とな

るものです。 

２ 計画の性格・構成・期間

(1)計画の性格 

   基本計画に位置づけられている施策及び事業について、優先度や財政状況等を勘案し、

総合計画の実現に向けた事業の概要・内容等を示したものです。 

(2)計画の構成 

 基本計画に掲げる７つの部門別計画について、同計画の各節ごとに「めざす姿」及び 

「施策体系」を示し、それに基づく「実施計画事業一覧」を掲載しています。 

(3)計画の期間 

 本計画の期間は、平成２７年度から平成２９年度までの３年間となっています。 

《協働とは》 

「協働」とは、共通の目的を達成するために、互いが力を合わせて活動することを指します。市

民と行政とが協働してまちづくりを進めていくうえでは、どちらかが主導するのではなく、互いが

対等の立場、目線に立って責任と行動を分ちあうことが重要となります。 

なお、他に用いられる用語として、市民「参画」がありますが、これは、政策形成過程において

市民の意見を反映することを指し、例として、計画策定の際に市民参画組織の一員として参加して

いただくことや、市政について意見を提出していただくことなどが挙げられます。 
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第２編 施策体系別計画

第１章 人権を大切にし、みんなが力をあわせてまちづくりを進めるまち

―人権の尊重、市民協働― 

社会が成熟期を迎え、個人の生活様式や価値観の多様化が進むなかで、心ふれあう住み

よい地域社会を実現するためには、市民一人ひとりが、人権を尊重し、互いを認め理解し

あう姿勢を持つことが大切です。 

このため、全ての人が尊重しあい、豊かな人間関係に基づいた信頼関係の深い地域づく

りをめざして、さまざまな取組を進めます。 

また、地方分権が進むなかで、効率的かつ個性あるまちづくりを進めていくために、健

全な地域コミュニティの育成や、市民、ＮＰＯ1、事業者、行政の協働の仕組みづくりを通

じて、市民、ＮＰＯ、事業者、行政が対等な立場でよりよい地域の実現に向けた活動ので

きるまちづくりを進めます。 

■成果指標 …………………………………………………………………………………

※「現状値」については、後期基本計画策定時に設定した値。（平成 23年度末実績値） 

1 ＮＰＯ：Non-Profit Organization（特定非営利活動法人）の略であり、非営利で政府（行政）とは独立して社会的活
動を行う団体を指す。行政の担う社会的役割の一部を非営利で行うことから、市民協働を推進するうえで重要な意義を
有する。 

指  標 計画当初値 26年度実績値 目標値 

自治組織率 67.8％ 64.8％ 70.0％ 

自治組織への加入率 ― 72.0％ 80.0％ 

ＮＰＯ法人数 12団体 20団体 
※現状値(21団体) 

より高い数値 

市民公募委員を選任している審議

会等の比率 
― 59.1％ 

※現状値(73.7％)

より高い比率 

市民公募委員選任審議会等におけ

る市民公募委員の比率 
16.7％ 13.7％ 20.0％ 

設置要綱に基づく審議会等委員へ

の女性登用比率 
32.5％ 35.3％ 35.0％ 

2



第１節 人権・平和 

[めざす姿]  

■ 一人ひとりの人権が一層尊重される社会に向けて、人権問題への認識を深める

ための機会が提供され、市民の人権意識が高まっているとともに、情報化の進

展に伴う新たな人権侵害への対策が進んでいることをめざします。また、平和

に関する学習機会が充実し、市民主体の平和活動が盛んに行われていることを

めざします。

[施策体系] 

１．人権尊重の総合的・計画

的な推進 

(1) 人権教育・啓発の推進【重点】 

(2) 同和問題など人権問題解決への取組 

(3) 人権擁護の推進 

２．地域づくりの推進 

(1) コミュニティ活動の促進 

(2) 人権交流センター活動の推進 

３．教育関係機関等との連携 

(1) 各学校（園）と連携を図る取組の推進 

(2) 社会教育関係団体との連携・協力の推進 

４．非核平和都市宣言 2の推

進 

(1) 平和意識の啓発【重点】 

(2) 平和活動の促進 

2 非核平和都市宣言：暮らしの原点である自治体が率先して、核兵器の廃絶と軍備の縮小を訴え、その輪を広く全国、ひ
いては全世界に広げていくために行った宣言。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 八幡市人権のまちづくり推進計画策定・推進 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
次期計画推進

事業名 人権文化セミナー 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 やわた人権フェスタ 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権啓発パネル・ポスター等展示 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権啓発冊子「ふれあい」発行 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 部落解放・人権政策推進八幡市実行委員会助成 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権相談（人権擁護委員） 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公益通報窓口 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 城南人権擁護委員協議会負担金 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
人権週間にあわせ、市民一人ひとりが人権の大切さについて考
える機会として、やわた人権フェスタを開催する。
26年度実績：平成26年12月6日開催　参加者 230人

人権フェスタ開催

内  容
市民一人ひとりが人権の大切さについて考える機会として、人権
啓発パネルやポスターを展示する。
26年度実績：平成26年11月2日実施（絆フェスタ）

パネル・ポスター展示

内  容

人権を大切にし、みんなが力をあわせてまちづくりを進めるまちの
実現を目指して、平成18年度から平成27年度までの10年間を計
画期間とする「八幡市人権のまちづくり推進計画」を策定し、計画
に基づく取組を推進する。

現行計画推
進

次期計画
策定

内  容
あらゆる人権を尊重する意識の高揚を図るため、市民を対象とし
た講演会等を開催する。
26年度実績： 開催 4回　参加者　延 430人

セミナー開催

内  容

差別、いやがらせなどの人権に関する悩み事等について、人権
擁護委員による人権相談を実施する。
（相談窓口：八幡人権・交流センター、生涯学習センター）
26年度実績：相談 12件

相談窓口設置

内  容
基本的人権である労働基本権等の擁護及び通報者の保護等を
目的として、民間事業者の労働者からの外部通報を受け付ける
窓口を設置し、通報内容を関係機関につなげる。

相談実施

内  容

市民に対する人権意識啓発を図るため、人権啓発冊子「ふれあ
い」を発行し、事業開催時に配布するほか市内公共施設に配置
して市民の閲覧に供する。
26年度実績：1,000部作成

啓発冊子発行

内  容

人権問題の解決に向け、国に対して総合的な政策を講ずること
を求め活動する部落解放・人権政策推進八幡市実行委員会に
対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：構成員 50団体

活動助成

内  容

基本的人権を擁護し、自由人権思想の普及、高揚を図るため、
人権擁護のための啓発活動等に取り組む城南人権擁護委員協
議会に対し、事業費の一部を負担する。
26年度実績：構成員 12市町村　委員数 69名

事業費負担
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 山城人権ネットワーク推進協議会負担金 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権啓発推進事業助成 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権の花運動 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡人権・交流センター管理運営 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡人権・交流センター整備 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 各種相談事業（八幡人権・交流センター） 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権学習講座（八幡人権・交流センター） 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地域交流事業（八幡人権・交流センター） 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡人権・交流センターまつり 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
八幡市内で組織されている自治組織等の各種団体に対し、人権
問題の啓発活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成 2団体

活動助成

内  容

花の栽培及び観賞を通じて人権思想に対する理解を深め、豊か
な人権感覚を身につけることを目的に、市内小中学校・幼稚園・
こども園の児童・園児に人権の花（スイセン）の球根を配付する。
26年度実績：配付 12校 6園

人権の花（スイセン）の球根配付

内  容

山城地域における人権尊重理念の普及と様々な人権問題の解
決を図るため、山城人権ネットワーク推進協議会に対し、広報啓
発事業や就業促進事業等の事業費の一部を負担する。
26年度実績：構成員 15市町村及び 70事業所

事業費負担

内  容
市民の人権意識啓発を図るため、人権学習講座を開催する。
26年度実績：開催 1回　参加者　延 95人

講座開催

内  容
地域住民の交流促進を図るため、人権学習を柱とした各種講座・
教室を開催する。
26年度実績：講座等開設　延 291回開催　参加者延 4,321人

講座等開催

内  容

地域福祉の推進及び住民交流の拠点となるコミュニティセンター
として、人権課題の解決のための市民の生活相談をはじめとする
各種事業を総合的に実施する八幡人権・交流センターの管理運
営を行う。
26年度実績：利用 延 346件　延 10,132人

管理運営

内  容
八幡人権・交流センターについて、必要に応じ施設改修等の整
備を行う。【耐震化完了】
26年度実績：太陽光発電設備等整備

内  容

日常生活や教育、就労等について、地域住民の各種相談に応
じ、指導や助言を行う。
26年度実績：就職相談 延 118人　　育児相談 延 350人
　　　  　　　　家庭支援相談 延 299人

各種相談窓口設置

内  容
市民一人ひとりが人権の大切さについて考える機会として、八幡
人権・交流センターまつりを開催し、作品展示やイベントを行う。
26年度実績：平成27年3月7日 開催　参加者 500人

センターまつり開催
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 有都交流センター管理運営 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【充実】有都交流センター整備 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 各種相談事業（有都交流センター） 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地域交流事業（有都交流センター） 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権情報誌「あゆみ」発行 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権問題学習講座 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人権啓発ポスター展 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
ポスター募集・展示
リーフレット作成

事業名 人権教育推進協議会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 【新規】戦争体験録作成・活用 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活用推進

内  容

有都交流センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。また、八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行
う。
26年度実績：大規模改修実施設計

必要に応じ改修等実施

大規模改修

内  容

地域福祉の推進及び住民交流の拠点となるコミュニティセンター
として、人権課題の解決のための市民の生活相談等の各種事業
を総合的に実施する有都交流センターの管理運営を行う。
26年度実績：会議室利用 78件 570人

管理運営

内  容

地域福祉及び人権のまちづくり推進を図るため、八幡人権・交流
センター及び有都交流センターの取組や催しを紹介する情報誌
を発行し、全戸配布する。
26年度実績：4回発行

情報誌発行

内  容
市民の人権意識の向上を目的として、人権教育推進協議会との
共催により、人権問題学習講座等を開催する。
26年度実績：開催2回　参加者　延131人

講座等開催

内  容
地域住民の日常生活、教育、就労等について各種相談に応じ、
指導や助言を行う。
26年度実績：相談者　延 24人

各種相談窓口設置

内  容

地域住民の交流促進を目的として、人権学習を柱とした各種講
座・教室を開設する。
26年度実績：講座開設 延 192回開催 　参加者　延 1,927人
　　　　　　　  交流フェスタ　2日間開催　参加者　延　175人

講座等開催

戦争体験収
録

体験録作
成・公表

内  容
市内小・中学生に人権意識を深めてもらうため、人権をテーマと
したポスターを募集し、審査のうえ優秀作品の展示・表彰を行う。
26年度実績：出展数　1,399点

内  容
人権教育に取り組む人権教育推進協議会に対し、活動費の一部
を助成する。
26年度実績：構成員 281人

内  容
平和意識の啓発に向け、戦争を体験された方々の戦争体験を聞
き取り、体験録として作成・公表し、資料としての活用を推進す
る。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 八幡市非核平和都市推進協議会助成 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 平和のつどい 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 平和の折り鶴事業 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 平和大使派遣事業 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 平和植樹事業 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 核実験等抗議 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 戦没者追悼事業 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
追悼式開催

内  容

平和で住みよいまちをつくるため、非核平和都市宣言の趣旨に
基づく諸事業を推進することを目的に、八幡市内の各種団体、個
人によって組織される八幡市非核平和都市推進協議会（ピース
八幡）に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：構成員 14団体 55人

活動助成

内  容

世界の恒久平和に向けた市民意識の啓発を図るため、八幡市非
核平和都市推進協議会との連携により、「平和のつどい」を開催
する。
26年度実績：平成26年8月30日開催　参加者 95人

つどい開催

内  容
大戦において亡くなられた方々の慰霊と世界の恒久平和を願
い、市主催により戦没者追悼式を開催する。
26年度実績：平成26年10月14日開催　参列者　98人

内  容
八幡市非核平和都市推進協議会と連携し、平和の花「アンネの
バラ」を市内公共施設等に植樹する。
26年度実績：植樹 2箇所

市内公共施設等に植樹実施

内  容
八幡市非核平和都市宣言に基づき、核実験等を行った国に抗
議文等を送付する。

抗議文送付
抗議声明

内  容

八幡市非核平和都市推進協議会との連携により、市内公共施設
に回収かごを設置して折り鶴を募集し、一定期間公共施設で展
示したのち、広島・長崎に届ける。
26年度実績：市内 18カ所に回収かご設置　約 76,000羽回収

平和の折り鶴募集

内  容

八幡市非核平和都市推進協議会と連携し、広島平和記念式典
に市内各中学校から代表者各2人を派遣し、報告会を行う。
26年度実績：市内中学生8人　協議会委員 2人　職員1人派遣
　　　　　　　　平成26年8月30日報告会開催

平和大使派遣
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第２節 地域コミュニティ 

 

[めざす姿]  

■ 自治組織団体・小学校区・中学校区におけるコミュニティ活動が盛んに行われ、

地域住民どうしの交流が活性化し、互いに助け合える環境がつくられているこ

とをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．自治意識の醸成 (1) 自治意識の醸成【重点】 

２．コミュニティ活動の促進 (1) コミュニティ活動の促進【重点】 

３．コミュニティ施設の整備 (1) コミュニティ施設の整備 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 自治組織未組織地域の組織化促進 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
未組織地域の組織化促進

事業名 自治組織加入促進リーフレット作成・配付 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
リーフレット作成・配付
男山団地新規入居者への加入促進

事業名 市民自治推進交付金 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
交付による活動支援

事業名 【充実】八幡市自治連合会活動事業助成 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 自治振興助成 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 自治会活動保険加入料助成 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 自治会広報板設置等助成 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 コミュニティ施設設備整備事業助成 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設等整備費用助成

事業名 自治会活動室管理運営 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理・貸出

内  容

自治組織未組織地域の組織化を促進するため、地域住民との協
議による組織化や他の組織化地域への要請による未組織地域の
参画を図る。
26年度実績： 組織化促進　4地域（石不動、美桜、指月、川口浜
　　　　　　　　　の一部）、自治会ハンドブック作成

内  容

自治組織未加入世帯の加入促進及び未組織地域の組織化に向
けて、自治連合会との連携により自治組織加入促進リーフレット
を作成、配付し活用する。
26年度実績：加入申込書と共に男山団地案内所に設置
 　　　　　　　 自治組織加入率　72％

内  容

市長と市政推進に関する協定を締結し、市政の周知及び伝達、
行事等への参加、地域住民における生活環境の充実、住民の福
祉向上等の活動を行う自治組織に対し、要綱に基づく額を交付
して活動を支援する。
26年度実績：交付　49団体

保険加入料助成

内  容
自治組織に対し、管理する広報板の新設、建替え、修繕等の費
用の一部を助成する。
26年度実績：助成　22基

広報板設置等費用助成

内  容

自治連合会と行政との連携及び市民の交流活動の調整・活性化
を図るため、八幡市自治連合会に対し、活動事業（連絡調整会
議、先進地視察、市民活動啓発）費の一部を助成する。
26年度実績：加入自治組織　49団体

20周年記念
事業助成

内  容

自治組織の主体的なまちづくり活動や地域住民の交流活動等
（社会見学、運動会、防犯訓練等）を促進するため、地区自治連
合会及び単位自治組織に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成　5地区　45団体

活動助成

内  容

自治組織に対し、集会所等の新築、改築、増築及び既存建物の
取得並びに改修経費の一部を助成する。
26年度実績：助成　4件（三区・戸津区・上区公会堂、男山Ｅ地区
　　　　　　　　管理組合集会所）

内  容
自治会活動室を管理し、自治組織団体へ貸出を行う。
26年度実績：貸出　6件

内  容

各地域の自治会活動をより活性化し、市民との協働のまちづくり
を促進するため、八幡市自治連合会に対し、自治連合会が加入
する自治会活動保険加入料の一部を助成する。
26年度実績：助成　49団体

9



第３節 市民協働 

 

[めざす姿] 

■ 市民、ＮＰＯ等、事業者等、行政が対等の立場で協働しながらまちづくりを進

めるために必要な制度や環境の整備が進み、担い手となる組織や人材が育って

いることをめざします。 

 
 

[施策体系] 

１．市民参画の推進 

(1) 選挙啓発の推進 

(2) 政策形成過程での市民参画の推進 

２．市民協働の推進 

(1) 政策実行段階での市民協働の推進【重点】 

(2) 市民協働に向けた人材・組織の育成【重点】 

３．市民協働に向けた基盤

の整備 

(1) 広報広聴活動の充実 

(2) 情報公開制度の推進 

(3) 個人情報の保護 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 啓発ポスター・標語募集事業（府共同事業） 選挙管理委員会 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 新成人お誕生日カード送付 選挙管理委員会 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 審議会等市民公募委員選任及び公開推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 パブリックコメント募集推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市民活動協働指針の策定・推進 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
指針に基づく取組の推進

事業名 市民協働活動センター運営 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市民協働活動センター整備 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【新規】市民協働活動助成 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業費助成

事業名 NPO設立支援 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

市民参画の基礎となる選挙への関心を高めるため、啓発ポス
ター・標語を募集し、選挙啓発に活用する。
26年度実績：ポスター 応募者 72人 入賞者 3人
　　　　　　 　　標語　応募者 469人　入賞者 4人

ポスター・標語募集

内  容
若い世代の投票率向上を図るため、20歳の誕生日を迎える市内
の新成人に、選挙啓発を兼ねたお誕生日カードを送付する。
26年度実績：毎月 3回 646人

啓発文書送付

内  容

政策形成過程での市民参画を進めるため、「審議会等市民公募
委員選任及び公開に関する指針」に基づき、市民公募委員の選
任及び公開を推進する。
26年度実績：市民公募委員選任　22件中13件（59.1％）
　　　　　　　　審議会市民公開　29件中13件（44.8％）

市民公募委員選任推進
審議会公開推進

内  容

政策形成過程での市民参画を進めるため、「パブリックコメント募
集に関する指針」に基づき、市の重要な計画等の策定に際し、広
く市民等の意見を反映するパブリックコメント募集を推進する。
26年度実績：6計画中6計画募集（100％）

パブリックコメント募集推進

内  容

行政だけでは解決できない課題について地域社会と連携した取
組を推進し、コミュニティ政策の確立と、多様な団体とのネットワー
クを作る仕組みの構築を進めるため、市民活動協働指針を策定
し、指針に基づく取組を推進する。

市民協働
事例集作成

内  容

NPO等、非営利での市民活動を目的とする団体の共有スペース
として、市民協働活動センターの運営を行う。
26年度実績：団体活動室利用　117回　1,226人

運営

内  容
市民協働活動センターについて、必要に応じ施設改修等の整備
を行う。

必要に応じ改修等実施

Wi-Fi整備

内  容

市民協働の推進に向け、京都府・公益財団法人京都府市町村
振興協会が実施する地域力再生プロジェクト支援事業の交付決
定を受けた事業を行う団体等に対して、自己負担となる事業費の
一部を助成する。

内  容
NPOの育成を図り、市民活力の醸成と市民自身の手によるまちづ
くりをめざすため、その設立を支援する。
26年度実績：新規　1団体　解散　1団体　市内NPO法人　20団体

関連部署との調整による設立支援

11



＜実施計画事業一覧＞

事業名 市民活動情報サイト運営 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 「広報やわた」発行 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 議会広報紙発行 議会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度
八幡市議会だより発行

事業名 市ホームページ運営 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 「ようこそ市長室」ホームページ作成・更新 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 やわた事典発行 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

窓口等配置

事業名 くらしのガイド作成 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
部分改訂

事業名 やわたご意見たまて箱 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 出前講座 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
市内の文化・スポーツ・ボランティア団体など各種団体やNPO法
人等の活動状況等を紹介し、相互交流を図るサイトを管理運営
する。

運用・拡充・システム保守

内  容
市での各種手続きや制度等をまとめたガイドパンフレットを作成
する。

内  容
行政情報やまちの話題等を提供し、市政への理解と関心を深め
るため、広報紙を毎月1回発行し、全戸配布する。
26年度実績：発行　12回　各約　31,600部

「広報やわた」発行

内  容
市民の市議会に対する理解と関心を深めるため、八幡市議会だ
よりを年6回発行し、全戸配布する。
26年度実績：発行　5回（定例会号　4回　新年号　1回）

内  容

市の内外に本市の行政情報等を発信するため、市ホームページ
を運営する。
26年度実績：システムリニューアル
              　 市ホームページアクセス件数　455,873件

行政情報の発信
バナー広告掲載
意見提案を随時募集

内  容
市ホームページの「ようこそ市長室」の月次更新を行うとともに、市
長交際費を公開する。

ページ更新
市長交際費の公開

内  容
官民協働事業として行政サービス情報や観光案内、医療機関案
内等の地域の情報をまとめた「やわた事典」を発行し、全戸配布
する。

内  容

「開かれた市政」「市民とともに考え歩む市政」を推進するため、
市民からの提案やアイデア等を、公共施設に設置した用紙また
はホームページ上のメールフォームにより募集する。
26年度実績：意見等　99件（提案件数　7件　要望等件数　92件）

意見提案を随時募集

内  容

市政への理解促進及び市民参画のまちづくり推進のため、市職
員が市民のもとへ出向き、市の業務等の内容に関する講座を実
施する。
26年度実績：開催　48回　受講者　1,378人

出前講座実施
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 行政相談（総務省事業） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ふれあいトーク 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 情報公開・個人情報保護 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

市民からの公文書や自己情報の情報開示請求の受理・審査及
び開示決定等を行うとともに、各課等で適切な個人情報保護がな
されているか点検等を行う。また、社会保障・税番号制度の施行
に伴う個人情報保護条例の一部改正を行う。
26年度実績：公文書開示請求　289件　自己情報開示請求　5件

情報公開条例運用
個人情報保護条例運用

個人情報保
護条例一部

改正

内  容

総務省で実施している行政相談の開設場所を市で提供し、国や
府、市などの行政に関する苦情や意見・要望を受け付ける。（毎
月１回・特設相談年１回）
26年度実績：開催　13回

行政相談実施

内  容
市政についての理解と参加を促進するため、市長と市民（団体）
との座談会を実施する。

ふれあいトーク実施
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第４節 男女共同参画 

 

[めざす姿]  

■ 性別にかかわらず個性と能力が十分に発揮される男女共同参画社会の実現に向

け、社会的な意思決定の場における女性の進出が進んでいるとともに、仕事と

生活の調和（ワークライフバランス）が取れた環境の整備が進んでいることを

めざします。 

 

 

[施策体系] 

１．男女共同参画の推進 

(1) 総合的な施策の推進【重点】 

(2) 男女共同参画の意識高揚 

(3) 男女の人権の尊重 

２．男女の社会参画の促進 

(1) 女性登用の推進 

(2) 自主的活動の促進 

(3) 
雇用機会の均等と仕事と生活の調和（ワークライフバラ

ンス）の促進 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 【充実】八幡市男女共同参画プラン策定・推進 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
「るーぷ計画Ⅱ」推進

事業名 やわた男女共同参画るーぷフェスティバル 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 男女共同参画社会啓発講座 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 男女共同参画社会リーダー養成講座 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 女性問題アドバイザーだより発行 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 男女共同参画社会をめざす啓発リーフレット 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 男女共同参画週間啓発パネル展示 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 女性相談 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 女性に対する暴力をなくす運動啓発 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

八幡市女性団体連絡協議会と連携し、男女共同参画社会の実
現に向けた市民意識啓発を図るため、やわた男女共同参画るー
ぷフェスティバルを開催する。
26年度実績：平成27年2月14日開催　参加者 200人

フェスティバル開催

内  容
社会が複雑かつ急速に変化している中で、将来に対応できる地
域に根差した男女共同参画社会をめざす八幡市男女共同参画
プランを策定し、計画に基づく取組を推進する。

アンケート
実施

計画改訂

内  容
男女共同参画社会の実現に向けた市民意識啓発を図るため、市
民を対象とした啓発講座を開催する。
26年度実績：平成26年10月18日開催　参加者 130人

講座開催

内  容
男女共同参画推進に向け、市民啓発等を行うリーダーの養成を
めざし、講座を開催する。
26年度実績：平成26年6月25日開催　参加者 15人

講座開催

内  容
女性を応援する情報紙として、女性問題アドバイザーだよりを発
行する。
26年度実績：年 3回発行　各 500部

女性問題アドバイザーだより発行

内  容
男女共同参画社会の実現に向けた市民意識啓発を図るため、
リーフレットを作成し、配布する。
26年度実績：ワーク・ライフ・バランス 1,200部作成

啓発リーフレット作成・配布

内  容
男女共同参画社会の実現に向けた市民意識啓発を図るため、男
女共同参画週間に啓発パネル展示を行う。
26年度実績：7日間展示（八幡人権・交流センター）

啓発パネル展示

内  容

八幡人権・交流センターにおいて女性相談窓口を設置し、DVや
ストーカー、セクハラなどに悩む女性の相談を面接・電話で受け
付ける。また、専門相談員（フェミニスト・カウンセラー）による相談
窓口を開設し、女性にかかわる相談に対応する。
26年度実績：一般相談 452件　専門相談 23件

相談窓口設置
フェミニスト・カウンセラー配置

内  容

女性団体との連携・協力のもと、社会の意識啓発など、女性に対
する暴力の問題に関する取組を一層強化し、女性の人権の尊重
のための意識啓発や教育の充実を図る。
26年度実績：平成26年11月14日街頭啓発実施
　　　    　　　 啓発パネル展示 2回実施

啓発パネル展示
街頭啓発
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 女性に対する暴力をなくす運動啓発講座 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ＤＶカード作成 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市女性会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 八幡市女性団体連絡協議会活動助成 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 女性ルームの運営 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

女性団体との連携・協力のもと、社会の意識啓発など、女性に対
する暴力の問題に関する啓発講座を開催し、女性の人権の尊重
のための意識啓発や教育の充実を図る。
26年度実績：平成26年11月14日開催　参加者 22人

講座開催

内  容
男女共同参画社会を目指す拠点として、八幡人権・交流セン
ター内に「女性ルーム」を設置し、運営する。
26年度実績：利用 537人

女性ルーム運営

内  容

DV被害者は一人で悩まず誰かに相談することが大切であるが、
相談できないことが多い。DVカードを作成し、公共機関等に設置
することにより、相談窓口の周知を図り、被害者の相談を促す。
26年度実績：作成 1,000部

ＤＶカード作成

内  容
女性の社会参画促進等を目的とする八幡市女性会に対し、活動
費の一部を助成する。
26年度実績：会員数83人

内  容

女性団体の行う実践活動を支援し、男女共同参画社会の実現を
目指す八幡市女性団体連絡協議会に対し、活動費の一部を助
成する。
26年度実績：構成員 9団体 757人

活動助成
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第５節 国際理解 

 

[めざす姿]  

■ 友好都市等との交流や市内在住の外国人との交流が進むことにより、市民の国

際感覚が高まり、多文化理解が進んでいることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．市民レベルでの国際交

流の促進 
(1) 友好都市等との交流の促進 

２．国際理解の促進 

(1) 多文化理解の促進【重点】 

(2) 受け入れ体制の充実 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 市民による友好都市交流促進 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 絵画交流（マイラン村） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
マイラン村との絵画交流

事業名 小学校外国語活動推進（外国人講師派遣） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
外国人講師派遣

事業名 中学校英語教育推進（外国人講師配置） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

外国人講師配置（全中学校）

事業名 公民館講座等開設（外国語講座等） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
外国語講座等開設

事業名 一時帰国中体験入学受入 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
体験入学受入

内  容

小学校における英語能力の向上及び国際理解教育の推進に向
け、市内全小学校へ外国人講師を派遣し、外国語活動を実施す
る。
26年度実績:講師派遣 延255回　延1,780時間

内  容
友好都市協定を結んでいるアメリカのマイラン村及び中国の宝鶏
市と市民主体の交流を促進する。

市民交流に際し市長親書を託す

内  容

友好都市であるアメリカ合衆国マイラン村との交流促進を目的と
して、市内幼稚園園児、小・中学校児童生徒の絵画作品の中か
ら選出した作品による絵画交流等を実施する。
26年度実績:絵画送付 18枚　到着 18枚

内  容
中学校における英語能力の向上及び国際理解教育の推進に向
け、市内全中学校へ外国人講師を配置し、教員の支援を行う。
26年度実績：講師配置　延535回　延3,745時間

内  容

生涯学習の拠点施設である生涯学習センター及び各地域の公
民館等において、外国語講座等の国際交流に向けた講座を開
設する。
26年度実績：開催 7回　参加者　延74人

内  容
外国に移住または滞在し現地の学校に就学している方が、一時
帰国中に市内小中学校への就学を希望される場合、申請に基づ
き体験入学（2ヶ月間）の受入れを行う。
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第２章 次代を担う人づくりを進め、文化芸術を守り育てるまち

―子育て、教育、文化芸術振興― 

次代を担う子どもたちの健やかな成長は、家庭はもちろんのこと、地域全体の願いでも

あります。喜びを感じ、希望をもち、安心して子どもを産み、育てられる環境整備を総合

的に進めます。 

そして、学校教育・社会教育の連携の重要性を踏まえ、子どもたちが社会の変化に対応

できる力と豊かな人間性を身につけることができるよう、保育・教育施設、家庭、地域の

連携を強化するとともに、社会全体で教育力の向上に努めます。また、子どもたちが安心

して学校生活等を送れるよう施設の整備に努めます。 

市民が文化・芸術・スポーツ等の活動を通じて、地域に愛着をもちながら、心豊かにう

るおいのある暮らしを送ることができるよう、市民の自発的な活動を支援しつつ、豊富な

歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めます。 

■成果指標 …………………………………………………………………………………

指  標 計画当初値 26年度実績値 目標値 

保育園の待機児童率 0.4％ ※10.0％ 0.0％ 

子育て支援センター事業の参加人数 5,309人/年 16,364 人/年 17,700 人/年 

京都府小学校学力診断テスト結果 

（６年生正答率） 
― 平成 24年度で終了 府平均を上回る 

※2全国学力・学習状況調査結果 

（小学校６年生正答率） 
― 

国語 A 府平均以下 

差 3％以内 

国語 B 府平均以下

差 3％以内 

算数 A 府平均以下

差 1％以内 

算数 B 府平均以下 

差 5％以内 

府平均を上回る 

京都府中学校学力診断テスト結果 

（２年生正答率） 
― 

国語 府平均以下  

差 5％以内 

数学 府平均以下  

5％を超える 

英語 府平均以下 

 5％を超える 

府平均を上回る 

市内不登校児童出現率（小学校） 
八 幡 市 0.39％ 

全国平均（H17～H22） 

0.32％～0.34％ 
八 幡 市 0.76％ 

0.3％を下回る 

比率 

市内不登校生徒出現率（中学校） 
八 幡 市 4.12％ 

全国平均（H17～H22） 

2.74％～2.91％ 
八 幡 市 4.02％ 

2.7％を下回る 

比率 

八幡市民スポーツ公園利用者数 140,419 人/年 149,369 人/年 145,000 人/年 

八幡市文化センター利用者数 147,917 人/年 164,920 人/年 170,000 人/年 

※1については、平成27年４月１日実績値。 

※2京都府小学校学力診断テストの対象学年から 6年生が外れたことに伴い、代替指標として設置。 
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第１節 保育・幼稚園 

[めざす姿]  

■ すべての子どもがいきいきと活動でき、親が子育てに喜びを感じ、希望が持て

るよう、地域におけるさまざまな機関が連携するなかで、子育て環境及び保育・

教育内容が充実していることをめざします。

[施策体系] 

１．子育て支援の充実 

(1) 「八幡市次世代育成支援行動計画」の推進 

(2) 子育て環境の充実【重点】 

２．保育園・幼稚園の運営 

(1) 保育園の運営 

(2) 幼稚園教育の推進 

(3) 保育内容・教育内容の充実【重点】 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 次世代育成支援行動計画策定・推進 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 子ども・子育て支援事業計画策定・推進 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

子ども・子育て会議開催
委員改選

事業名 子ども・子育て支援新制度導入 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
導入・運用

事業名 【充実】就学前施設再編計画策定・推進 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

再編計画
推進

事業名 【充実】八幡市特定事業主行動計画策定・推進 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画推進

事業名 【新規】親子で絵本事業 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

絵本配付

事業名 子育て支援総合ガイドブック配付 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

窓口等配置・配付

事業名 ファミリーサポートセンター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用会員・サポート会員募集
一時預かり実施
講習会開催
交流会開催

事業名 【新規】子ども・子育て支援センターすくすくの杜運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

開所・運営（平成27年5月開所）

内  容

子ども・子育て支援新制度の導入に向け、民間保育園のこども園
化に向けた先進地視察を行うほか、運用に係る関係条例等及び
システムの整備を行う。
26年度実績：先進地視察実施、関係条例等整備

内  容
八幡市子ども・子育て支援事業計画及び園児数の状況、民間で
の認定こども園化の動きを踏まえ、就学前施設の再編計画を推
進する。

就学前施設
再編基本
方針策定

再編計画
策定

内  容

平成17年度から26年度までの10年間を計画期間とする次世代育
成支援行動計画（平成21年度までが前期、平成22年度から26年
度までが後記）を策定し、計画に基づく児童福祉施策を推進す
る。

平成26年度で終了

内  容

地域における教育・保育内容の充実等に向け、平成27年度から
平成31年度までの5年間を計画期間とする子ども・子育て支援事
業計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。また、計画の変
更に関する意見をいただくため、子ども・子育て会議を開催する。
26年度実績：計画策定、子ども・子育て会議開催　6回

具体的事業
の調査研究

内  容

指月児童センター内において、育児援助を行いたい方（サポート
会員）と育児援助を受けたい方（利用会員）による、相互援助活
動の調整を行うファミリーサポートセンターを運営する。
26年度実績：総会員数　316人
　　 　　　　 　一時預かり・送迎等　延230件

内  容
中核的子育て支援センターとして、欽明台地区に子ども・子育て
支援センターを設置し、運営する。 子育てイベ

ント開催（地
方創生）

内  容

次代を担う子どもたちを健やかに生み育てられる環境整備を図る
ため、八幡市も一つの事業主として、職員の子どもたちの健やか
な育成に向けた八幡市特定事業主行動計画を策定し、計画に基
づく取組を推進する。

次期計画
策定・推進

内  容
絵本の読み聞かせを通じ健やかな心や望ましい親子関係が育ま
れることを目的として、市内在住の就学前児童を対象に絵本の配
付を行う。（地方創生）

内  容
出産から中学校卒業程度までの子育てに関する市の施策等をま
とめたガイドブックを配付し、子育て支援施策の周知を図る。
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 子ども・子育て支援センター整備 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 子育て支援センターあいあいポケット運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

あいあいポケット運営

事業名 第二子育て支援センターそよかぜ運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

そよかぜ運営

事業名 子育て支援センターだより等発行 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

センターだより発行
子育て情報誌発行
子育て通信発行

事業名 子育て支援センター事業「ままくらぶ」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 子育て支援センター事業「ひよこサロン」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

サロン開催

事業名 子育て支援センター事業「あいあいサロン」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

サロン開催

事業名 子育て支援センター事業「双子(多胎児）交流会」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

交流会開催

事業名 子育て支援センター事業「そよかぜサロン」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

サロン開催

内  容

美濃山地域への子育て支援施設の新設について、平成26年度
の完成を目指し取組を進める。
26年度実績：実施設計
　　　　　　　　建築・外構工事実施 開所

内  容

美濃山小学校内放課後児童健全育成施設において、妊婦さんと
おおむね生後2カ月から就学前の親子を対象とした出張子育て
支援センターを運営する。
26年度実績：利用者　延1,066人

平成26年度で終了

内  容

子育て支援センターあいあいポケットにおいて、妊婦さんとおお
むね生後2カ月から6カ月の親子を対象に、親同士の交流、子育
て相談のできる集いの場を開設する。
26年度実績：利用者　延50人

内  容

子育て支援センターあいあいポケットにおいて、妊婦さんとおお
むね生後2カ月から1歳半までの親子を対象に、親同士の交流、
子育て相談のできる集いの場を開設する。
26年度実績：利用者　延286人

内  容

指月児童センター内において、乳幼児とその保護者を対象とし
て、育児に関する相談・指導や情報提供を行う子育て支援セン
ターあいあいポケットを運営する。
26年度実績：電話相談　延35件　心理士相談　26件
　　  　　　　　来所・出張相談　延1,517件

内  容

南ヶ丘第二保育園内において、乳幼児とその保護者を対象とし
て、育児に関する相談・指導や情報提供を行う第二子育て支援
センターそよかぜを運営する。
26年度実績：電話相談　1件
　　　 　　　　　来所・出張相談　延191件

内  容

子育て支援センターあいあいポケット及び第二子育て支援セン
ターそよかぜにおいて実施する事業や、子育て支援に関する情
報を記載した広報紙等を作成・発行する。
26年度実績：子育て情報誌発行　年13回

内  容

市内2施設（あいあいポケット、すくすくの杜）において、多胎児を
妊娠している方や、多胎児の子どもがいる親子を対象に、子育て
相談のできる交流の場を開設する。
26年度実績：利用者　延4人

内  容

第二子育て支援センターそよかぜにおいて、妊婦さんとおおむ
ね生後2カ月から１歳半までの親子を対象に、親同士の交流、子
育て相談のできる集いの場を開設する。
26年度実績：利用者　延133人
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 子育て支援センター事業「妊婦サロン」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

サロン開催

事業名 子育て支援センター事業「赤ちゃんの広場」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

赤ちゃんの広場開催

事業名 子育て支援センター事業「あそびの広場」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

あそびの広場開催

事業名 子育て支援センター事業「お話の出前」 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

随時開催

事業名 子育て支援サークル等の育成・支援 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座等開催

事業名 地域少子化対策強化事業 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

タブレット端末等による情報提供

事業名 【新規】子どもの学習支援事業 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

学習支援

事業名 【新規】みなし寡婦（夫）制度創設 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

制度創設・運用

事業名 【新規】第3子以降幼・保・こども園保育料無料化 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

無料化実施

内  容

市内3施設（竹園児童センター、橋本児童センター、市民交流セ
ンター）において、妊婦さんとおおむね生後2カ月から1歳半の親
子を対象に、親同士の交流、子育て相談のできる集いの場を開
設する。
26年度実績：市内　施設　利用者　延690人

内  容

市内2施設（竹園児童センター、橋本児童センター）において、妊
婦さんと1歳半から就学前の親子を対象に、親子で遊べる場、子
育て相談のできる集いの場を開設する。
26年度実績：市内　施設　利用者　延755人

内  容
市内各施設において、子どもを対象とした「お話」の出前を行う。
26年度実績：参加者　延104人

内  容
市内３施設（あいあいポケット、そよかぜ、すくすくの杜）におい
て、妊婦さん同士の交流の場を開設する。
26年度実績：利用者　延4人

試行実施

内  容
税法上の「寡婦（寡夫）控除」が適用されないひとり親家庭を寡婦
（夫）とみなし、控除適用を受けるものとして保育園及びこども園
の保育料を算出する「みなし寡婦（夫）制度」を創設する。

内  容
各認定区分に応じた所得制限以下であり、18歳未満の子が3人
以上いる世帯を対象に、第3子以降の幼稚園、保育園、こども園
保育料を無料化する。

内  容
子育て支援サークルの育成及び支援を図るため、講座等の開催
を行う。
26年度実績：講座　回開催　延376人参加

内  容

子ども・子育て支援センターを中心とした子育て支援ネットワーク
化に向け、子どもの成長・発達などの記録や支援内容に関する
情報をタブレット端末等を使って作成し、子育て支援に活用す
る。
26年度実績：タブレット端末等設置　6箇所

内  容
貧困の連鎖の防止を図るため、生活保護世帯や非課税世帯の
児童（小学校3年生～6年生）を対象とした学習支援を中央小学
校において試行的に実施する。
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 子育て世帯臨時特例給付金 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 有都こども園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

子育て支援実施
各種検診実施
預かり保育実施
障がい児保育実施

事業名 南ヶ丘保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施
産休明け保育実施
家庭支援推進保育事業実施
各種検診実施

事業名 南ヶ丘第二保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施
産休明け保育実施
家庭支援推進保育事業実施
各種検診実施

事業名 みその保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施
延長保育実施
産休明け保育実施
家庭支援推進保育事業実施
各種検診実施

事業名 みやこ保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施
家庭支援推進保育事業実施
各種検診実施

事業名 有都保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 わかたけ保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施
延長保育実施
家庭支援推進保育事業実施

事業名 八幡保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施

内  容

平成26年度に引き続き、平成27年6月分の児童手当の受給者
（特例給付を除く）に対し、子育て世帯臨時特例給付金を支給す
る。（所得制限あり）
26年度実績：給付　7,646人

給付金給付

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う乳幼児期において、乳幼児
の健全な心身の発達を図るため、公立保育園として南ヶ丘第二
保育園を運営する。
26年度実績：園児数　延994人

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う乳幼児期において、乳幼児
の健全な心身の発達を図るため、公立保育園としてみその保育
園を運営する。
26年度実績：園児数　延1,519人

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う乳幼児期において、乳幼児
の健全な心身の発達を図るため、公立保育園としてみやこ保育
園を運営する。
26年度実績：園児数　延264人

―

内  容
就学前の子どもに対する教育及び保育、保護者に対する子育て
支援を総合的に実施する有都こども園を運営する。

通常・時間外保育実施

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う乳幼児期において、乳幼児
の健全な心身の発達を図るため、公立保育園として南ヶ丘保育
園を運営する。
26年度実績：園児数　延729人

内  容
保育内容の充実、保育環境の向上を図るため、民間保育園を運
営する宗教法人正法寺への委託により保育を実施する。
26年度実績：園児数　延855人

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う乳幼児期において、乳幼児
の健全な心身の発達を図るため、公立幼保合同園として有都保
育園を運営する。
26年度実績：園児数　延838人

平成27年度から「認定こども園」に移行

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う乳幼児期において、乳幼児
の健全な心身の発達を図るため、公立保育園としてわかたけ保
育園を運営する。
26年度実績：園児数　延1,647人 各種検診実施
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 西遊寺保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施

事業名 山鳩保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施

事業名 男山保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施

事業名 ぶどうの木保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施

事業名 くすのき保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施

事業名 山鳩第二保育園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常・時間外保育実施

事業名 広域入所枠確保 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

つぼみ保育園での入所枠確保

事業名 【充実】公立保育園整備 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 公立保育園施設防災機能強化整備 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

順次実施

内  容
保育内容の充実、保育環境の向上を図るため、民間保育園を運
営する宗教法人西遊寺への委託により保育を実施する。
26年度実績：園児数　延584人

内  容

保育内容の充実、保育環境の向上を図るため、民間保育園を運
営する社会福祉法人若竹福祉会への委託により保育を実施す
る。
26年度実績：園児数　延2,765人

内  容

保育内容の充実、保育環境の向上を図るため、民間保育園を運
営する社会福祉法人若竹福祉会への委託により保育を実施す
る。
26年度実績：園児数　延2,634人

内  容
京都市と広域入所に関する協定を締結し、京都市内の保育園に
おいて、長町・樋ノ口地区等の在住者専用入所枠を確保する。
26年度実績：入所枠確保　15人分　園児数　延120人

内  容
公立保育園について、必要に応じ施設改修等の整備を行う。ま
た、八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行う。

内  容
保育内容の充実、保育環境の向上を図るため、民間保育園を運
営する社会福祉法人徳風会への委託により保育を実施する。
26年度実績：園児数　延2,247人

内  容
保育内容の充実、保育環境の向上を図るため、民間保育園を運
営する社会福祉法人イエス団への委託により保育を実施する。
26年度実績：園児数　延1,821人

内  容

保育内容の充実、保育環境の向上を図るため、民間保育園を運
営する社会福祉法人若竹福祉会への委託により保育を実施す
る。
26年度実績：園児数　延1,482人

整備検討
（みその）

耐震補強等
実施設計

（わかたけ）

内  容

耐震化の完了した公立保育園について防災機能の強化を図るた
め、備品転倒防止対策や外壁・照明塔落下防止対策及びガラス
飛散防止フィルム貼付等の非構造部材耐震化及び避難所機能
強化に向けた整備を行う。
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 公立保育園備品等整備（AED等） 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公立保育園緊急連絡網メール配信 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保護者へのメール配信実施

事業名 公立保育園家庭支援推進保育事業 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

加配保育士配置

事業名 公立保育園給食事業 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

全園で完全給食実施

事業名 公立保育園延長保育事業 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

延長保育実施

事業名 公立保育園障がい児保育 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

加配保育士・障がい児カウンセラー
配置
スクリーニング実施

事業名 公立保育園産休明け保育 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

産休明け保育実施

事業名 日本スポーツ振興センター負担金(公立保育園） 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

共済掛金負担及び一部助成

事業名 公立保育園園長補佐のフリー化 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

園長補佐のフリー化

内  容

安心・安全な保育環境整備に向け、地区の不審者情報や遠足の
解散時間等の通知を、緊急連絡網にて保護者にメール配信す
る。
26年度実績：メール配信実施

内  容
公立保育園において、保育を行う上で、家庭環境に対する配慮
など特に家庭支援が必要とされる園に、加配保育士を配置する。
26年度実績：配置5園

内  容

子どもの健全な発育等に見合った食事を家庭における食生活と
連携し提供するため、公立保育園全園での完全給食を実施す
る。
26年度実績：実施　6園　延123,091人

内  容
公立保育園における園児の安心・安全な園生活を確保するた
め、緊急時に使用できるAEDを設置する。

AEDその他備品等整備

内  容

公立保育園において、園児のために加入した独立行政法人日本
スポーツ振興センター法の災害共済給付に係る共済掛金を支払
うとともに、保護者の負担軽減を図るため掛金の一部を助成す
る。
26年度実績：540人分

内  容

公立保育園全園において、園長補佐をフリーの状態とし、地域住
民への情報提供、子育て相談、職員の資質向上等の業務を行
う。
26年度実績：実施　6園

内  容
公立保育園全園において、保育ニーズの多様化に対応し、通常
及び時間外保育時間（11時間）を超えて延長保育を実施する。
26年度実績：実施　2園（みその・わかたけ）　延590人

内  容

公立保育園全園において、特別支援教育の充実を図るため、加
配保育士及び障がい児カウンセラーを配置し、障がい児保育を
実施する。また、障がいの早期発見のため、4歳児を対象としたス
クリーニングを行う。
26年度実績：実施　6園　延32人

内  容
公立保育園において、産休明け後（生後57日以降）から保育を
行う。
26年度実績：実施　3園（南ケ丘・南ヶ丘第二・みその）　延11人

26



＜実施計画事業一覧表＞

事業名 公立保育園保育園児のつどい 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

第29回開催 第30回開催 第31回開催

事業名 病児保育事業助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運営助成

事業名 病児保育利用料助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用料助成

事業名 民間保育園運営費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運営助成

事業名 【新規】民間認定こども園運営費給付 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

施設運営費給付

事業名 【新規】民間認定こども園運営費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運営助成

事業名 職員給与改善費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人件費助成

事業名 職員等処遇改善臨時特例事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人件費助成

事業名 日本スポーツ振興センター共済掛金助成（民間保育園） 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

共済掛金助成

内  容

公立保育園において、園児及び保護者の交流を図るため、園児
とその保護者が集い、年に１度（9月頃）、４～５歳児が文化セン
ター大ホールにて歌の発表やコンサートなどを楽しむ「保育園児
のつどい」を開催する。
26年度実績：参加園児数　299人

内  容
保育内容の充実、職員の処遇ならびに資質の向上及び施設の
維持・改修等を図るため、民間認定こども園に対し、施設運営費
の一部を給付する。（広域入園を含む）

内  容
保育内容の充実、職員の処遇ならびに資質の向上及び施設の
維持・改修等を図るため、民間認定こども園に対し、運営費の一
部を助成する。（広域入園を含む）

内  容

民間保育園及び認定こども園に対し、1日6時間以上かつ月20日
以上勤務する常勤保育士の勤労意欲の向上と定着化を図ること
を目的として、人件費の一部を助成する。
26年度実績：助成　7園

内  容

病気中や回復期にあり保育所に通えない児童等を預かり保育・
看護する病児保育室を運営する医療法人に対し、運営費の一部
を助成する。
26年度実績：助成　2病院

内  容

病気中や回復期にあり保育所に通えない児童等を預かり保育・
看護する病児保育室を利用する生活保護及び市民税非課税世
帯に対し、病児保育利用料の一部を助成する。
26年度実績：助成　延113人

内  容

保育内容の充実、職員の処遇ならびに資質の向上及び施設の
維持・改修等を図るため、民間保育園に対し、運営費の一部を助
成する。
26年度実績：助成　7園

内  容
保育士等職員の処遇改善を行うため、民間保育園に対し、職員
の給与改善費を助成する。
26年度実績：助成　7園

内  容

民間保育園に対し、保護者の負担軽減を図るために園児を対象
として加入した、独立行政法人日本スポーツ振興センター法の災
害共済給付にかかる共済掛金を助成する。
26年度実績：助成　7園
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 保育士等研修事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

研修参加費等助成

事業名 【新規】保育体制強化事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 【新規】実費徴収減免事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 5歳児遠足事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 児童各種検診費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

各種検診費助成

事業名 時間外保育事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 延長保育事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 一時保育事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 障がい児保育事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

保育士等加配助成

内  容
保育体制の強化を図るため、民間保育園及び認定こども園に対
し、保育支援者の配置に要する費用の一部を助成する。

内  容
民間保育園及び認定こども園に対し、生活保護世帯の実費徴収
分の一部を助成する。

内  容

民間保育園及び認定こども園に対し、自然または他園児とのふ
れあい等を図ることを目的に全園合同で実施する5歳児遠足事
業費の一部を助成する。
26年度実績：助成　7園

内  容

保育士等の専門性の向上と質の確保を目的として、民間保育園
及び認定こども園に対し、京都府保育協会の主催する研修への
参加費等の一部を助成する。
26年度実績：助成　4園

内  容

就労形態の多様化や保護者の傷病等による緊急時の一時的な
保育需要に対応するため、民間保育園及び認定こども園に対し
一時保育事業費の一部を助成する。
26年度実績：助成　3園　くすのき保育園助成開始

内  容
民間保育園及び認定こども園に対し、障がい児保育に要する保
育士等加配費用について、障がい児の人数に応じて助成する。
26年度実績：助成　6園

内  容

民間保育園及び認定こども園に対し、年2回実施する園児の各
種検診経費を助成する。　＜各種検診内容＞
内科・歯科・耳鼻咽喉科・眼科、ぎょう虫・尿検査
26年度実績：助成　7園

内  容

保育ニーズの多様化に対応するため、民間保育園及び認定こど
も園に対し、正規の保育時間開始前に保育を必要とする園児の
保育費の一部を助成する。
26年度実績：助成　7園

内  容

保育ニーズの多様化に対応するため、民間保育園及び認定こど
も園に対し、正規の保育時間終了後に保育を必要とする園児の
保育費の一部を助成する。
26年度実績：助成　7園
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 施設振興費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 園児減少対策費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人件費助成

事業名 家庭支援推進保育事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

保育士加配助成

事業名 施設整備資金借入金利子補給助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利子補給

事業名 保育園用地賃借料助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

賃借料助成

事業名 【充実】民間保育園施設整備事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

施設整備事業費助成

事業名 保育園入園緊急整備事業費助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

施設整備事業費助成

事業名 八幡幼稚園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常保育事業実施
預かり保育実施
障がい児保育実施

事業名 八幡第二幼稚園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常保育事業実施
預かり保育実施
障がい児保育実施

内  容
民間保育園及び認定こども園に対し、備品購入及び施設修繕等
にかかる費用の一部を助成する。
26年度実績：助成　7園

早苗幼稚園
認定こども

園化施設整
備費助成

内  容
園児数の急激な増加に伴う保育需要増加に対応するため、民間
保育園に対し、屋外遊技場拡張等にかかる施設整備費の一部を
助成する。

内  容

民間保育園に対し、入所児童数が定員の90％に満たないことに
伴う職員の人件費等の補填を図ることを目的として、人件費の一
部を助成する。
26年度実績：助成　2園

内  容
保育を行う上で特に家庭支援が必要とされる園児の多い民間保
育園に対し、保育士加配費用の一部を助成する。
26年度実績：助成　1園

内  容
民間保育園に対し、独立行政法人福祉医療機構等の金融機関
から借り入れた施設整備資金の利子返済額を助成する。
26年度実績：助成　2園

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う幼児期において、幼児の健
全な心身の発達を図るため、公立幼稚園として八幡幼稚園を運
営する。
平成26年5月1日現在　3クラス　73人

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う幼児期において、幼児の健
全な心身の発達を図るため、公立幼稚園として八幡第二幼稚園
を運営する。
平成26年5月1日現在　3クラス　64人

内  容
借地上に保育園を新設した法人に対し、入所開始から10年間、
当該借地の賃料の一部を助成する。
26年度実績：助成　1園

内  容

国の補助制度の採択を受けた社会福祉法人を対象に、保育園
の創設や園舎の大規模改修等に要した経費の一部を助成する。
26年度実績：ぶどうの木保育園施設整備助成
　　　　　　　　歩学園幼稚園施設整備助成（認定こども園化）
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 八幡第三幼稚園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常保育事業実施
預かり保育実施
障がい児保育実施

事業名 八幡第四幼稚園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常保育事業実施
預かり保育実施
障がい児保育実施

事業名 橋本幼稚園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通常保育事業実施
預かり保育実施
障がい児保育実施

事業名 有都幼稚園運営 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 幼稚園施設設備等維持管理 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設・設備等維持管理

事業名 幼稚園整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 幼稚園空調設備整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 幼稚園施設環境整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設・設備補修

事業名 幼稚園教材等整備 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教材・管理備品購入

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う幼児期において、幼児の健
全な心身の発達を図るため、公立幼稚園として八幡第三幼稚園
を運営する。
平成26年5月1日現在　3クラス　63人

平成27年度から「認定こども園」に移行

内  容

園児の安全確保等を図るため、公立幼稚園施設・設備（自動火
災報知機、大型遊具・体育施設）の保守点検や高木剪定、軽微
な修繕や備品等の作製・修理を実施する。
26年度実績：6園

内  容
公立幼稚園について、必要に応じ施設改修等の整備を行う。【耐
震化・空調設備整備完了】

内  容
公立幼稚園において熱中症対策等の環境向上を図るため、空調
設備の整備を行う。
26年度実績：空調設備整備　5園

平成26年度で終了

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う幼児期において、幼児の健
全な心身の発達を図るため、公立幼稚園として八幡第四幼稚園
を運営する。
平成26年5月1日現在　6クラス　117人

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う幼児期において、幼児の健
全な心身の発達を図るため、公立幼稚園として橋本幼稚園を運
営する。
平成26年5月1日現在　5クラス　110人

内  容

生涯にわたる人間形成の基礎を培う幼児期において、幼児の健
全な心身の発達を図るため、公立幼保合同園として有都幼稚園
を運営する。
平成26年5月1日現在　4クラス　49人

内  容
保育・教育環境の改善を図るため、公立幼稚園の施設・設備に
ついて、老朽化等に伴う維持修繕を行う。
26年度実績：補修等実施　6園

内  容
公立幼稚園において、幼児教育等に必要な教材及び運営に係
る備品等を整備する。
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 日本スポーツ振興センター負担金（公立幼稚園） 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

共済掛金負担及び一部助成

事業名 幼稚園食中毒対策 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

検便・意識啓発等実施

事業名 幼稚園預かり保育 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

公立幼稚園全園で実施

事業名 幼稚園障がい児保育 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

加配教諭・障がい児カウンセラー配置
スクリーニング実施

事業名 幼稚園のつどい 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

第33回開催 第34回開催 第35回開催

事業名 幼稚園開放（特色ある園づくり） 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

公立幼稚園全園で実施
一部私立幼稚園で実施

事業名 幼稚園教職員研修 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

研修参加

事業名 京都府公立幼稚園教育研究会研究発表 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 私立幼稚園就園奨励等助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

就園助成

内  容
公立幼稚園の園児を対象とした食中毒防止を図るための各種取
組を実施する。

内  容

公立幼稚園全園において、就労や多様な保護者のニーズに対
応するため、保育終了後及び夏季休業中に預かり保育を実施す
る。
26年度実績：実施　6園

内  容

公立幼稚園において、特別支援教育の充実を図るため、加配教
諭及び障がい児カウンセラーを配置し、障がい児保育を実施す
る。また、障がいの早期発見のため、4歳児を対象としたスクリー
ニングを行う。
26年度実績：実施　6園

内  容

公立幼稚園において、園児のために加入した独立行政法人日本
スポーツ振興センター法の災害共済給付に係る共済掛金を支払
うとともに、保護者の負担軽減を図るため掛金の一部を助成す
る。
26年度実績：助成　484人分

内  容
京都府公立幼稚園教育研究会から指定を受け、幼児教育に係る
研究発表を実施する。
＊研究指定園：八幡第二幼稚園

平成26年度で終了

内  容

私立幼稚園に就園する幼児の保護者を対象に、その負担軽減を
図るため、所得区分に応じて保育料の減免を行う事業者に対し、
その費用の一部を助成する。
26年度実績：助成　15園　420人

内  容

公立幼稚園の園児及び保護者の交流を図るため、園児とその保
護者が集い、年に1度(11月頃）市内の幼稚園4～5歳児が文化セ
ンター大ホールにて音楽会・絵画の表現発表を行う「幼稚園のつ
どい」を開催する。
26年度実績：第32回開催（平成26年11月8日）

内  容
入園前の幼児と保護者の集う場として、月に数回、公立幼稚園及
び一部の私立幼稚園を開放する。
26年度実績：公立園　全園　90回  私立園　3園　37回

内  容

保育・教育内容の充実を図るため、公立幼稚園教諭を対象に、
学力向上、学級運営、ふるさと意識推進等に関する研修への参
加を行う。
26年度実績：研修参加　28回
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 私立幼稚園健康診断等助成 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健康診断費助成

内  容
幼児の心身の健全な生育を図るため、私立幼稚園に対し、園児
の健康診断費の一部を助成する。
26年度実績：助成　3園　436人
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第２節 児童・母子・父子福祉 

 

[めざす姿]  

■ 次代を担う児童が心身ともに健全に育成される環境の実現に向けて、関係機関

の相互連携が強化され、相談・支援体制が充実していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．児童福祉の充実 

(1) 相談・支援体制の充実【重点】 

(2) 支援施策の充実 

(3) 児童の健全育成【重点】 

２．母子・父子福祉の充実 

(1) 相談・支援体制の充実【重点】 

(2) 生活援助制度の充実 

(3) 母子福祉団体の育成 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 家庭児童相談室運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
相談・指導の実施

事業名 要保護児童訪問支援事業 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
訪問による児童の安否確認・生活改善

事業名 【新規】子育て短期支援事業 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
短期養育・保護実施

事業名 児童手当支給 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
手当支給

事業名 児童扶養手当支給 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
手当支給

事業名 特別児童扶養手当支給申請受付 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申請受付

事業名 助産費助成 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
助産施設入所費助成

事業名 八幡こどもセンター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 都児童センター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

内  容

家庭相談員により、児童及び保護者に対して電話・面接等により
相談・指導等を行い、家庭における適正な児童養育やその他家
庭児童福祉の向上を図る。
26年度実績：家庭相談員　6人　相談　503件

内  容
訪問による養育支援が特に必要であると判断される家庭に対し、
育児・家事援助を社会福祉協議会への委託により実施する。
26年度実績：訪問支援　延72件

内  容
保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を行うことが
一時的に困難になった児童を対象として、児童福祉施設への委
託により一定期間の養育又は保護を実施する。

内  容
中学校卒業まで（15歳の誕生日後の最初の3月31日まで）の児童
を養育している方を対象に、児童手当を支給する。
26年度実績：支給　延111,872人

内  容

離婚等により父（母）親と生活を共にできない児童の母（父）親ま
たは重度の障がい者である母（父）親（または母（父）親にかわっ
てその児童を養育している方）を対象に年3回支給する。
26年度実績：支給　延16,155人

内  容

精神もしくは身体に中度以上の障がいのある20歳未満の児童を
家庭において父または母が監護しているとき、または父母に代
わって児童を養育している場合に支給される、特別児童扶養手
当の支給申請受付を行う。

内  容

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産が
困難な妊産婦を対象に、助産施設への入所費の一部を助成す
る。
26年度実績：助成　12人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、遊びの場及び機会
の提供、児童の健全育成を行う施設の一つとして、八幡こどもセ
ンターを運営する。
26年度実績：利用　延4,555人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、遊びの場及び機会
の提供、児童の健全育成を行う施設の一つとして、都児童セン
ターを運営する。
26年度実績：利用　延2,653人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 地域交流支援事業（都児童センター） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講座等開催

事業名 南ヶ丘児童センター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 地域交流支援事業（南ヶ丘児童センター） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講座等開催

事業名 竹園児童センター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 指月児童センター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 橋本児童センター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 男山児童センター運営 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 【充実】児童センター等整備 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

改修等実施

事業名 放課後児童健全育成事業（八幡小学校） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、児童厚生施設の運
営を行う。健全な遊び場、機会を提供し、児童の健全育成を行
う。
26年度実績：講座開催　7回　参加　延118人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、遊びの場及び機会
の提供、児童の健全育成を行う施設の一つとして、南ヶ丘児童セ
ンターを運営する。
26年度実績：利用　延7,672人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、児童厚生施設の運
営を行う。健全な遊び場、機会を提供し、児童の健全育成を行
う。
26年度実績：講座開催　88回　参加　延4,021人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、遊びの場及び機会
の提供、児童の健全育成を行う施設の一つとして、竹園児童セン
ターを運営する。
26年度実績：利用　延4,037人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、遊びの場及び機会
の提供、児童の健全育成を行う施設の一つとして、指月児童セン
ターを運営する。
26年度実績：利用　延9,490人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、遊びの場及び機会
の提供、児童の健全育成を行う施設の一つとして、橋本児童セン
ターを運営する。
26年度実績：利用　延6,326人

内  容

児童の健康の増進と豊かな情操を育むため、遊びの場及び機会
の提供、児童の健全育成を行う施設の一つとして、男山児童セン
ターを運営する。（平成20年度から放課後児童育成事業専用施
設として利用）

内  容

市内7ヶ所の児童センター及び子どもセンターについて、必要に
応じ施設改修等の整備を行う。また、八幡市建築物耐震改修促
進計画に基づき、耐震化を行う。
26年度実績：南ケ丘児童センター大規模改修実施設計

大規模改修
（南ケ丘）

空調設備更
新（指月）

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、八幡小学校内
において実施する。
26年度実績：児童数　延981人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 放課後児童健全育成事業（中央小学校） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 放課後児童健全育成事業（南山小学校） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 放課後児童健全育成事業（有都小学校） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 放課後児童健全育成事業（美濃山小学校） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 放課後児童健全育成事業（男山児童センター） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 放課後児童健全育成事業（竹園児童センター） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 放課後児童健全育成事業（橋本児童センター） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 【新規】放課後児童健全育成事業（子ども・子育て支援ｾﾝﾀｰ） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種事業実施

事業名 【充実】放課後児童健全育成施設整備 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、中央小学校に
おいて運営する。
26年度実績：児童数　延302人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、南山小学校内
において実施する。
26年度実績：児童数　延564人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、有都小学校内
において実施する。
26年度実績：児童数　延422人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、美濃山小学校
内において実施する。
26年度実績：児童数　延1,281人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、男山児童セン
ター内において実施する。
26年度実績：児童数　延852人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、竹園児童セン
ター内において実施する。
26年度実績：児童数　延1,147人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充

内  容

両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、橋本児童セン
ター内において実施する。
26年度実績：児童数　延1,561人

対象学年を
４年生から6
年生に拡充

内  容
両親または保護者などが就労等のため、昼間家庭が留守となる
小学生を保護する放課後児童健全育成事業を、子ども・子育て
支援センター内において実施する。

内  容
放課後児童健全育成施設9施設について、必要に応じ施設改修
等の整備を行う。（児童館併設の4施設は児童館改修時に実施）
26年度実績：子ども・子育て支援センター内に設置

子ども・子育
て支援ｾﾝ

ﾀｰ内に新設
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 母子福祉推進員活動助成 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 母子生活支援施設入所 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設入所による自立支援

事業名 母子自立支援推進 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
常時相談対応

事業名 自立支援教育訓練給付金 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
給付金支給

事業名 高等職業訓練促進給付金 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
給付金支給

事業名 高等職業訓練修了支援金 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
一時金支給

事業名 児童虐待防止啓発講演会 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講演会開催

事業名 母子家庭奨学金・交通遺児奨学金等申込受付 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申込受付

事業名 ＪＲ通勤定期乗車券割引制度（証明書発行） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
証明書発行

内  容

地域の母子・寡婦福祉の推進を図るため、母子福祉推進員に対
し、母子家庭及び寡婦への相談・指導等にかかる活動費の一部
を助成する。
26年度実績：推進員　3人

内  容
自立支援を必要とする母子世帯等を対象として、母子生活支援
施設への入所により、自立に向けた生活支援を行う。
26年度実績：入所　6施設　6世帯（児童　14人　母　6人）

内  容
母子家庭の自立・就労支援や子育て相談等を行う女性の母子自
立支援員を子育て支援課に配置し、常時相談に応じる。
26年度実績：相談　240件

内  容
ひとり親家庭の母または父が厚生労働大臣指定教育訓練講座を
受講した場合に、受講費用の20％相当額（上限10万円）を支給
する。

内  容

看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士の資格
取得に向け養成機関へ通学しているひとり親家庭の母または父
を対象として、2年を限度に支給する。（非課税世帯：月額
100,000円または141,000円、課税世帯：月額70,500円）
26年度実績：受給　6人（非課税世帯　6人）

内  容

高等職業訓練促進給付金を受給し、修業期間を修了した方を対
象に、一時金を支給する。
（非課税世帯：50,000円、課税世帯：25,000円）
26年度実績：支給　1人（非課税世帯　1人）

内  容

児童虐待防止に向け、「児童虐待防止推進月間」の取組の一部
として、要保護児童対策地域協議会との共催により、啓発講演会
を開催する。
26年度実績：平成26年11月28日開催　参加　92人

内  容

母子家庭の子の教育や養育に要する経費に対して支給される奨
学金や交通事故により父母などを亡くされた子の教育等の経費
に対する奨学金、または高等学校入学支度金の支給【京都府制
度】について、申込受付を行う。
26年度実績：申請受付　647件

内  容

児童扶養手当を受給している世帯について、ＪＲ通勤定期乗車券
が3割引になる特定者資格証明書及び特定者用定期乗車券購
入証明書を発行する。
26年度実績：発行　2件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 府営住宅特定目的優先入居申込受付（母子世帯等） 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申込受付

事業名 人間ドック（母子家庭等母対象）申込受付 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申込受付

事業名 一路会活動助成 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 綴喜連合母子会活動助成 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

内  容
市内の京都府営住宅について、特定目的優先入居（母子・父子
家庭）の申込受付を行う。
26年度実績：申込受付　2件

内  容
母子家庭の母を対象として、指定医療機関にて行われる半日人
間ドック（京都府制度）の申込受付を行う。

内  容

母子・寡婦家庭を対象とした相談活動やふれあい事業、研修会
等を行う八幡市一路会（母子会）に対し、活動費の一部を助成す
る。
26年度実績：会員数　65人

内  容

綴喜地区において、母子・寡婦家庭を対象とした相談活動やふ
れあい事業、研修会等を行う綴喜連合母子会に対し、活動費の
一部を助成する。
26年度実績：構成員　4団体
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第３節 学校教育 

 

[めざす姿]  

■ 家庭・地域と連携した開かれた学校づくりや学校施設の整備が進み、子どもが

楽しく学校に通うなかで、確かな学力、豊かな人間性、健康な体力など「主体

的に生きる力としての人間力」が育成される学校教育が進んでいることをめざ

します。 

 

 

[施策体系] 

１．学校ユニバーサルデザ

イン化構想 1の推進 

(1) 学力向上と個性を活かす教育の推進【重点】 

(2) 豊かな人間性を育む教育の推進 

(3) 社会の変化に対応する教育の推進 

(4) 教育コミュニティづくりの推進 

(5) 教育指導体制の充実 

２．学校施設・教育環境の

充実 

(1) 教育環境の充実 

(2) 学校施設の大規模改修計画の推進 

３．教育支援センターの運     

営 

(1) 不登校対策の充実【重点】 

(2) 教育相談事業の充実 

(3) 特別支援教育 2の充実 

４．一貫性・連続性に配慮

した教育の推進 

(1) 小中一貫教育の推進【重点】 

(2) 保幼小及び中高連携の推進 

 

1 学校ユニバーサルデザイン化構想：市民から学校が信頼され、子どもたちが安心して通うことのできる、楽しく魅力あ
る学校づくりのため、あらゆる人が安心して快適に生活できる社会の実現をめざした「ユニバーサルデザイン」を基本
理念として、「かたち（体制・仕組）」と「きもち（発想・意識）」を変え、子どもたちの夢と志を育む教育の実現を
めざした構想。 

2 特別支援教育：平成 19 年４月に施行された改正学校教育基本法により、障がいのある子どもたちが自立し、社会参加
するために必要な力を培うため、子ども一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その可能性を最大限に伸ばし、生活や学
習上の困難を改善または克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもの。 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 男山地区スタディサポート事業（小学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
小学生学力向上教室運営
　学習支援員による自学自習支援
　英語教室実施

事業名 【充実】男山地区スタディサポート事業（中学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
中学生学力向上講座運営
　民間事業者による学習機会の提供
　（科目：英語・数学）

事業名 学力向上支援システム活用 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
全小中学校で活用

事業名 学習支援員配置（学力向上推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
全小中学校に配置

事業名 スクールソーシャルワーカー配置（学力向上推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
全中学校に配置

事業名 全国学力・学習状況調査（学力向上推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

学力状況の分析

事業名 英語検定受験支援（学力向上推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
受験料負担

事業名 中学生英語スピーチコンテスト開催（学力向上推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
コンテスト開催

事業名 【新規】学力向上実践モデル校指定（学力向上推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
実践校指定

内  容

男山地域の小学校（くすのき・さくら小学校）において、学習意欲
の高い児童（4～6年生）を対象に、英語教室及び学習支援員に
よる自学自習支援を試行的に実施する。
26年度実績：受講児童 56人　学習支援員 6人
　　　　　　　　英語教室・自学自習　各学年　各週1回実施

内  容

男山地域の中学校（男山第二・第三中学校）において、学習意欲
が高く、一定の学力のある生徒を対象に、民間事業者による学習
機会の提供を実施する。（地方創生）
26年度実績：受講生徒　91人　定期講座　各学年週2回実施
　　　　　　夏季・冬季講座開催　学力テスト　中1・2 3回、中3 5回

内  容
自学自習力を育成するシステム「学習クラブ」を導入し、児童生徒
の家庭学習や放課後学習クラブ、学校授業において活用する。

内  容

学力向上推進に向けた学習環境充実の取組として、中学校生徒
の英語検定受験を支援するため、受験料を負担する。
26年度実績：受検生徒数　1,667人
　　　　　　　　 対象学年を3年生まで拡大

内  容

英語活動に対する興味・関心を抱かせ、英語表現力の向上と充
実感を経験させるため、中学校生徒を対象に英語スピーチコンテ
ストを開催する。
26年度実績：平成26年11月15日開催　発表者　12名

内  容
学力向上に向け、先進的な取組を積極的に行う学校を教育実践
していこうとして指定し、大学教授による指導や学力テストを実施
する。

内  容
学力向上推進に向けた学習環境充実の取組として、全小中学校
に学習支援員を配置し、指導体制の充実を図る。
26年度実績：支援員配置　延64人

内  容

学力向上推進に向けた学習環境充実の取組として、困難な家庭
環境に置かれている生徒の生活習慣の改善と学習習慣の定着を
図るため、全中学校へスクールソーシャルワーカーを配置する。
26年度実績：配置 4人（うち市単独 2人）

内  容

学力向上に向けた基礎資料を作成するため、全国学力・学習状
況調査の結果について、分析を行う。
26年度実績：市内全小学校6年生及び中学校3年生を対象に実
施
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 eスクール構想（教育モデル推進事業） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
ＣＲＴテスト実施
学校評価システム活用

事業名 小学校外国語活動推進（外国人講師派遣） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
外国人講師派遣

事業名 中学校英語教育推進（外国人講師配置） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

外国人講師配置（全中学校）

事業名 八幡市学力向上プラン策定・推進 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
プラン策定・推進

事業名 学校満足度調査（学校改革推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 中学校ブロック研修会（学校改革推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

研修会開催

事業名 子ども会議（学校改革推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
会議開催

事業名 「八幡市の教育」発行 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
作成・発行
市ホームページに掲載

事業名 教育委員会広報誌「くすのき」発行 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
作成・発行
市ホームページに掲載

内  容
教育振興基本計画に代わり、児童生徒の学力向上に向けた各種
取組の方向性を定める八幡市学力向上プランを策定し、プランに
基づく取組を推進する。

内  容
学校ＵＤ化構想及び学校改革プランに基づく学校教育の取組の
一環として、学校満足度調査を全中学校で３年毎に実施し、生徒
及び保護者の満足度把握を行う。

調査実施
（3年毎）

―

内  容

各小中学校における教育モデルの推進を図るため、基礎学力の
的確な把握に向けた標準学力検査（ＣＲＴテスト）等を実施すると
ともに、学校評価システムの活用による授業改善を行う。
26年度実績：CRT購入 5,577人分

内  容

小学校における英語能力の向上及び国際理解教育の推進に向
け、市内全小学校へ外国人講師を派遣し、外国語活動を実施す
る。
26年度実績: 講師派遣 延255回　延1,780時間

内  容
中学校における英語能力の向上及び国際理解教育の推進に向
け、市内全中学校へ外国人講師を配置し、教員の支援を行う。
26年度実績：講師配置　延535回　延3,745時間

内  容

学校・家庭・地域で広く教育に関する情報を共有するため、教育
委員会や各学校の取組等を掲載した広報誌「くすのき」を発行
し、市ホームページ等への掲載を行う。
26年度実績：年2回　各6,000部作成

内  容
学校ＵＤ化構想及び学校改革プランに基づく学校教育の取組の
一環として、各中学校ブロックにおいて研修会を開催する。
26年度実績：開催 19回（4ブロック）

内  容
学校ＵＤ化構想及び学校改革プランに基づく学校教育の取組の
一環として、市内の小中高校生等による子ども会議を開催する。
26年度実績：会議開催 8回

内  容
市教育行政に関する統計資料を収録した要覧である「八幡市の
教育」を年1回発行し、市ホームページへの掲載等を行う。
26年度実績：発行100部

41



＜実施計画事業一覧表＞

事業名 教育委員会事務事業点検評価報告書作成 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事務事業点検・評価委員会開催
報告書作成・市ホームページに掲載

事業名 土曜日教育実践研究事業（研究指定校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 法やルールに関する教育研究（研究指定校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 学力向上システム開発（研究指定校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 「農」のある暮らしづくり推進対策事業 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市・八幡浜市中学生交流事業 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

交流事業実施

事業名 楽しい学校づくり支援事業（小学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
全小学校で実施

事業名 よりよい学校生活と友達づくりのアンケート（小学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
全小学校で実施

事業名 楽しい学校づくり支援事業（中学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
全中学校で実施

内  容
教育委員会の執行した事務の進捗状況等について、外部委員
である事務事業点検・評価委員による点検・評価を行い、その結
果について報告書の作成・公表を行う。

内  容

京都府により研究指定校として指定された学校において、土曜日
を活用した効果的な教育活動の実施に向けた実践的・専門的な
研究を行う。
26年度実績：全小・中学校で実施

内  容
一年を通した体験活動及び食育の充実を図るため、小学校児童
にとって身近な小学校敷地内に農園を整備し、活用する。
26年度実績：活用計画作成　授業等での活用 26回

平成26年度で終了

内  容

郷土に対する誇りと魅力を再認識し、豊かな人間性や社会性を
育むことを目的として、二宮忠八翁の縁でつながる愛媛県八幡浜
市と本市の中学生による体験活動を通じた交流を行う。
26年度実績：交流実施（平成26年8月20日～22日（八幡浜市））

内  容
「楽しい学校」づくりに向け、各小学校の独自企画や国府等の事
業活用によるスポーツ・文化芸術活動等の取組を支援する。
26年度実績：全小学校で実施

平成26年度で終了

内  容

京都府により研究指定校として指定された学校において、土曜日
を活用した効果的な教育活動の実施に向けた実践的・専門的な
研究を行う。
26年度実績：男山第三中学校で実施

指定校（男
山第三中学
校）にて研

究実施

平成27年度で終了

内  容

学力の向上及び教職員の指導力向上に向け、京都府により研究
指定校に指定された学校において、課題の克服方策の開発に向
け取り組む。
26年度実績：八幡小学校で実施

指定校（八幡小学校）にて
研究実施

平成28年度
で終了

内  容

児童の学級生活における課題解決を図るため、各小学校におい
て「よりよい学校生活と友達づくりのアンケート」を実施し、児童の
状況把握及び適正な指導・支援を実施する。
26年度実績：全小学校5年生及び6年生を対象に実施

内  容

各中学校において、学級や個々の生徒の状況を客観的に把握
し、適切な指導・支援を展開するため「よりよい学校生活と友達づ
くりのアンケート」を実施する。
26年度実績：全学年2回実施

42



＜実施計画事業一覧表＞

事業名 夢の教室実施事業 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 部活動上位大会参加費助成 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
上位大会参加助成

事業名 クラブ活動備品整備（小学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
クラブ活動備品整備

事業名 部活動備品整備（中学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
部活動備品整備

事業名 部活動施設利用料助成（中学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
部活動施設利用助成

事業名 小学校体育連盟事業助成 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
記録会参加助成
綴喜小学校駅伝参加助成
やましろ未来っ子EKIDEN参加助成

事業名 中学校吹奏楽研究会助成 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
開催助成

事業名 中学校体育連盟事業助成 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設使用料助成

事業名 【新規】いじめ防止対策 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

委員会設置・開催

講義・実技指導実施（全小学校）

内  容

競技力の向上を図るため、市内各中学校に対し、部活動の上位
大会・広域大会（近畿大会・全国大会・ジュニアオリンピック大会）
への参加費の一部を助成する。
26年度実績：助成 44件

内  容
各種クラブの技術向上と教育活動の活性化を図るため、市内小
学校のクラブ活動備品を整備する。
26年度実績：整備 9品目 18数

内  容
各種部活動の技術向上と教育活動の活性化を図るため、市内中
学校の部活動備品を整備する。
26年度実績：整備 14品目 14数

内  容

市内全小学校5年生を対象とし、現役・ＯＢのスポーツ選手が自ら
の実体験を基に、「夢先生」として行う講義・実技指導を日本サッ
カー協会への委託により実施する。
26年度実績：講義・指導等実施 23回

内  容

中学校の交流とスポーツ振興・競技力向上を促進するため、中学
校体育連盟に対し、八幡市中学校体育大会（春季・夏季・秋季）
及び綴喜地方大会の施設使用料を助成する。
26年度実績：助成 1,329人

内  容

「八幡市いじめ防止基本方針」に基づく対策を推進するため、小
中学校におけるいじめ等の問題行動の未然防止、早期発見及び
対処等に必要な事項の調査・審議を行う「八幡市いじめ防止対
策委員会」を設置・開催する。

内  容

各種部活動の技術向上と教育活動の活性化を図るため、市内中
学校に対し、部活動等における文化事業団・公園施設事業団の
施設利用料を助成する。
26年度実績：助成 65件

内  容

児童の陸上運動を通じた親睦と交流を図るため、小学校体育連
盟に対し、府立山城総合運動公園で開催される記録会及び駅伝
競走大会への参加費を助成する。
26年度実績：助成 724人

内  容

中学校・高等学校の吹奏楽研究会に対し、「市内中学校・高校音
楽のつどい」の開催経費を助成する。
26年度実績:文化センター大ホール　4中学校1高等学校
　　　　　　　  出演者 159人
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 小中学校安全対策 学校教育課・教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教職員研修
関係機関・団体等との連携
防犯訓練等実施

事業名 小学校防犯訓練（学校安全対策） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
防犯訓練

事業名 中学校防犯訓練（学校安全対策） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
防犯訓練

事業名 仕事・文化体験活動推進 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

施設見学・職場体験等実施
（全小中学校）

事業名 農業体験学習 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

農業体験学習実施

事業名 社会科副読本作成・活用 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
授業での活用

事業名 道徳副読本採択・活用 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
授業での活用

事業名 社会人等による学習支援 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
派遣による学習等支援（全小中学校）

事業名 スクールサポート・バンク 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
社会人等ボランティア募集・登録
派遣による学習支援（全小中学校）

内  容

小中学校における総合的な安全対策の推進に向け、研修等を実
施し、児童生徒を対象とした犯罪について教職員の意識向上を
図るほか、防犯関連施設の整備を行う。
26年度実績：職員研修　全小中学校で実施　延36回

内  容
小学校児童を対象に、八幡農業ボランティアの会の協力を得て
農業体験学習を実施する。
26年度実績：くすのき・さくら・南山小学校で実施

内  容

小学校3年生・4年生を対象とする社会科副読本「わたしたちの八
幡市」を作成し、授業での活用を行う。
26年度実績：発行　700部
　　　　　　　　副読本更新

内  容
小中学校の道徳副読本を採択し、授業での活用を行う。
26年度実績：副読本採択

内  容
小学校児童の安全対策推進に向け、各小学校において防犯訓
練を実施する。
26年度実績：各小学校で実施

内  容
中学校生徒の安全対策推進に向け、各中学校において防犯訓
練を実施する。
26年度実績：各中学校で実施

内  容

社会の変化に対応する教育の推進に向け、京都府の指定を受
け、全小学校4年生及び全中学校2年生を対象として、職業に関
する知識や技能を身に付けるための体験活動（キャリア教育）を
実施する。
26年度実績：全小中学校で実施

道徳副読本
更新

内  容
文化・スポーツに精通した社会人等による学習または部活動支援
を行う。
26年度実績：派遣 574回

内  容

文化・スポーツに精通した社会人等ボランティアを「スクールサ
ポート・バンク」に登録し、全小中学校への派遣による学習支援を
行う。
26年度実績：派遣 2回

44



＜実施計画事業一覧表＞

事業名 学校評価マニフェスト作成・公表 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
学校評価及びマニフェストの作成・公表
（全小中学校）

事業名 教職員等研修 学校教育課・保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
研修等実施

事業名 教育課程研究 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教育課程研究

事業名 八幡小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 くすのき小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 さくら小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 橋本小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 有都小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 中央小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

内  容

学力向上、学級運営、地域連携・ふるさと意識の推進を図るた
め、幼稚園教諭、小中学校教職員及び養護教諭、給食調理員を
対象とした研修等を実施する。
26年度実績：小中学校教職員 19回（うち、幼稚園教諭 5回）
　　　　　　　　その他幼稚園教諭対象 9回

内  容
各学校により毎年度編成される教育課程について、小・中学校教
育課程研究会等への委託により研究を行う。

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、八幡小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　21学級　502人

内  容

ＣＲＴや学校満足度調査の結果等をもとに、教職員及び学校関
係者による教育活動・学校運営の点検・評価を行い、その評価結
果と次年度の教育目標等を示した学校マニフェストを併せて作成
し、公表する。
26年度実績：全小中学校で作成・公表

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、有都小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　7学級　155人

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、中央小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　14学級　272人

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、くすのき小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　20学級　548人

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、さくら小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　17学級　437人

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、橋本小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　27学級　765人
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 南山小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 美濃山小学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 【充実】小学校整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 小学校空調設備整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 小学校施設防災機能強化整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 小学校施設設備等維持管理 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設・設備等維持管理

事業名 小学校施設等環境整備（施設環境） 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設・設備補修

事業名 小学校施設等環境整備（備品整備） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理備品購入

事業名 小学校コンピュータ整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
コンピュータ整備

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、南山小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　14学級　382人

内  容
小学校施設について、窓ガラスや照明器具等の非構造部材耐震
化及び避難所機能の強化工事を実施する。
26年度実績：整備工事実施　6校（全校完了）

平成26年度で終了

内  容

小学校施設・設備について、委託により維持管理（廃棄物処理、
設備等保守点検、警備委託、環境衛生、植栽等）を実施する。ま
た、軽微な修繕や備品等の作製などをシルバー人材センターに
委託し、同センターから派遣される会員が順次巡回して実施す
る。

内  容
小学校施設設備について、学校建設費以外の比較的軽微な工
事を環境整備として実施する。
26年度実績：照明器具安定器・回転釜交換（橋本）

家庭科室改修
（橋本）、ﾌﾟｰﾙｻ
ｲﾄﾞﾌｪﾝｽ改修

（有都）等

内  容
児童の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立小学校として、美濃山小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　25学級　754人

内  容

市立小学校について、必要に応じ施設改修等の整備を行う。【耐
震化・防災機能強化・空調設備整備完了】
26年度実績：八幡小学校プール改修工事、更衣室設計委託
　　　　　　　　さくら・中央小学校小学校敷地内通路整備設計

八幡小学校
更衣室等整
備、安全対
策工事実施

内  容
市立小学校において、熱中症対策等の児童の学習環境向上を
図るため、空調設備の整備を行う。
26年度実績：全校空調設備整備

平成26年度で終了

内  容 小学校の管理する備品について、必要に応じ更新を行う。
デジタル

教科書購入

内  容
「八幡市学校教育の情報化行動計画」に基づき、小学校コン
ピュータの整備や機器の更新等を行う。
26年度実績：校務用パソコン22台更新

―
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 小学校教材等設備整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教材等設備整備

事業名 小学校理科教育等設備整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設備・備品等整備

事業名 男山中学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 男山第二中学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 男山第三中学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 男山東中学校管理運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 【充実】中学校整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 中学校施設防災機能強化整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 中学校施設設備等維持管理 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設・設備等維持管理

内  容
小学校における教育内容の充実を図るため、必要な教材等設備
の整備を行う。
26年度実績：整備 54品目 84数

内  容
小学校における理科及び算数の教育内容充実を図るため、必要
な設備・備品等の整備を行う。
26年度実績：整備 51品目 107数

内  容
生徒の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立中学校として、男山中学校を運営する。
平成26年5月1日現在　14学級　350人

内  容

市立中学校について、必要に応じ施設改修等の整備を行う。【耐
震化・空調設備整備完了】
26年度実績：男山東山中学校トイレ改造
　　　　　　　　男山第三中学校大規模改造
　　　　　　　　男山中学校大規模改造実施設計

大規模改造
（男中）

空調設備更
新（二中）

内  容
中学校施設について、窓ガラスや照明器具等の非構造部材耐震
化及び避難所機能の強化工事を実施する。

男山中学校
実施

内  容
生徒の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立中学校として、男山第二中学校を運営する。
平成26年5月1日現在　16学級　486人

内  容
生徒の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立中学校として、男山第三中学校を運営する。
平成26年5月1日現在　19学級　572人

内  容
生徒の心身の健全な発達と学力の向上及び豊かな情操を育む
ため、市立中学校として、男山東小学校を運営する。
平成26年5月1日現在　12学級　336人

平成27年度で終了

内  容

中学校施設・設備について、委託により維持管理（廃棄物処理、
設備等保守点検、警備委託、環境衛生、植栽等）を実施する。ま
た、軽微な修繕や備品等の作製などをシルバー人材センターに
委託し、同センターから派遣される会員が順次巡回して実施す
る。
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 中学校施設等環境整備（施設環境） 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設・設備補修

事業名 中学校施設等環境整備（備品整備） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理備品購入

事業名 中学校コンピュータ整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
コンピュータ整備

事業名 中学校教材等設備整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教材等設備整備

事業名 中学校理科教育等設備整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設備・備品等整備

事業名 小学校図書館司書配置 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各小学校に1人配置

事業名 中学校図書館司書配置 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
中学校２校に１人配置

事業名 小学校学校図書館図書整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
図書購入

事業名 中学校学校図書館図書整備 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
図書購入

内  容
「八幡市学校教育の情報化行動計画」に基づき、中学校コン
ピュータの整備や機器の更新等を行う。
26年度実績：校務用パソコン5台購入

―

内  容
中学校における教育内容の充実を図るため、必要な教材等設備
の整備を行う。
26年度実績：整備 35品目 53数

内  容
中学校における理科及び数学の教育内容充実を図るため、必要
な設備・備品等の整備を行う。
26年度実績：整備 19品目 39数

内  容

中学校施設設備について、学校建設費以外の比較的軽微な工
事を環境整備として実施する。
26年度実績：中庭舗装改修（男山東）
　　　　　　　　照明器具安定器交換

内  容
中学校の管理する備品について、必要に応じ更新を行う。
26年度実績：ＡＥＤ更新
　　　　　　　　公用車更新（男山第二） 公用車更新

（男山第三）

内  容
中学校図書館の活用を促進するため、生徒のリクエストや図書館
司書の提言等に基づき、図書資料の充実化を図る。
26年度実績：購入 4,063冊

内  容

小学校児童の国語力向上に向け、図書館司書を配置し、図書の
整理や授業に必要な図書資料の準備に加え、貸出、本の紹介な
どの読書支援を行う。
26年度実績：配置 8人（各校1人）　貸出冊数 259,706冊

内  容

中学校生徒の国語力向上に向け、図書館司書を配置し、図書の
整理や授業に必要な図書資料の準備に加え、貸出、本の紹介な
どの読書支援を行う。
26年度実績：配置 2人（2校に1人）　貸出冊数 9,874冊

内  容
小学校図書館の活用を促進するため、児童のリクエストや図書館
司書の提言等に基づき、図書資料の充実化を図る。
26年度実績：購入 5,162冊
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 学校図書館システム導入・運用支援 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運用支援

事業名 小学校給食運営 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
給食実施

事業名 小学校給食用機器等更新 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
給食備品等購入

事業名 【充実】中学校給食 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
委員会設置・開催 給食開始

事業名 【新規】中学校給食施設整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 中学校昼食サポート制度 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 小学校児童健康管理（校医・薬剤師配置） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種健康診断・環境調査実施

事業名 むし歯予防対策事業 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
フッ素化物による洗口実施

事業名 小学校児童健康管理（医療機関等委託） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種検査実施

内  容
学校図書館を活用した授業等を推進するため、図書情報の電子
化及びバーコードリーダーによる貸出が可能な学校図書館シス
テムを市内全小中学校に導入し、運営支援を行う。

内  容

小学校児童の健康増進・食育等の推進を図るため、全小学校に
おいて市直営による完全給食を実施する。また、食材を通して地
域への理解を深めるため、地域の食材を使った献立を実施する。
（週5回のうち八幡産米による米飯給食を4回実施）

実施設計 改修
平成28年度

で終了

内  容
全中学校において、弁当持参が困難な生徒を対象に、栄養価に
配慮した弁当の注文・配送（昼食サポート）を実施する。
26年度実績：利用 1,197件

昼食サポート実施（全中学校）

内  容
小学校給食の適切な実施に向け、耐用年数を超えた給食用機
器食器等について、順次更新する。
26年度実績：給食食器・備品購入

内  容

中学校給食検討委員会のまとめを踏まえ、親子方式による完全
給食の平成29年度中の開始に向け、中学校給食開始準備委員
会を設置し、調査・研究等を行う。
26年度実績：方針決定

内  容
平成29年度からの中学校給食実施に向け、3小学校（くすのき・
有都・中央）給食室及び全中学校配膳室等の改修を行う。

内  容
小学校児童の健康管理を図るため、全小学校に配置した学校医
（内科医・歯科医・眼科医・耳鼻咽喉科医の各科目ごとに1名）に
よる定期的な健康診断と薬剤師による環境調査を行う。

内  容
小学校児童のむし歯予防対策を図るため、学校歯科医の指導の
もと、希望する児童を対象に、フッ素化物による洗口を実施する。
26年度実績：実施 3,117人（3,815人中） 81.7％

内  容
小学校児童の健康管理を図るため、全小学校において、医療機
関等への委託により、尿・ぎょう虫卵検査（全学年）及び心臓検査
（1年生・4年生）、結核検診精密検査（対象者のみ）を行う。
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 小学校教職員健康管理（医療機関等委託） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種検査実施

事業名 食中毒対策 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
給食調理員等検便実施

事業名 中学校生徒健康管理（校医・薬剤師配置） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種健康診断・環境調査実施

事業名 中学校生徒健康管理（医療機関等委託） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種検査実施

事業名 中学校教職員健康管理（医療機関等委託） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種検診実施

事業名 学校保健総合管理ソフト運用 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 八幡長町地区等学齢児童教育事務 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
京都市立美豆小学校での教育実施
（京都市へ委託）

事業名 八幡長町地区等学齢生徒教育事務 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
京都市立大淀中学校での教育実施
（京都市へ委託）

事業名 就学援助(要保護及び準要保護児童生徒） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教育費一部援助

内  容

小学校教職員の健康管理を図るため、全小学校において、医療
機関等への委託により、ぎょう虫卵検査及び定期健康診断（尿・
血液・心電図・身体検査等）、ウイルス性肝炎抗体検査・ワクチン
接種を行う。

内  容
小学校給食における食中毒対策として、給食調理員及び栄養士
の検便を委託により実施する。

内  容
中学校生徒の健康管理を図るため、全中学校に配置した学校医
（内科医・歯科医・眼科医・耳鼻咽喉科医の各科目ごとに1名）に
よる定期的な健康診断と薬剤師による環境調査を行う。

内  容

市内小学校への通学が遠距離となる八幡長町、八幡樋ノ口、川
口高原地区の児童について、京都市への委託により、美豆小学
校において小学校教育を実施する。
26年度実績：委託 41人分

内  容

市内中学校への通学が遠距離となる八幡長町、八幡樋ノ口、川
口高原地区の生徒について、京都市への委託により、大淀中学
校において中学校教育を実施する。
26年度実績：委託 19人分

内  容
経済的理由により就学困難な児童生徒に対し、学用品費や学校
活動費など教育費の一部援助を行う。
26年度実績：小学校 919人　中学校 532人

内  容

中学校生徒の健康管理を図るため、全中学校において、医療機
関等への委託により、尿検査（全学年）及び心臓検査（1年生）、
結核検診精密検査（対象者のみ）、貧血検査（希望する1年生）を
行う。

内  容
中学校教職員の健康管理を図るため、全中学校において、医療
機関等への委託により、定期健康診断（尿・血液・心電図・身体
検査等）、ウイルス性肝炎抗体検査・ワクチン接種を行う。

内  容
小中学校において保健総合ソフトを導入することにより、児童生
徒の体力・体位等の発達統計、疾病異常統計等を行う。
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 小・中学校教科書支給 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教科書支給

事業名 日本スポーツ振興センター負担金（小学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保険料負担

事業名 日本スポーツ振興センター負担金（中学校） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保険料負担

事業名 教育支援センター運営 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 教育支援センター整備 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 就学指導（就学指導委員会） 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
就学指導委員会設置・開催
就学指導実施
啓発講演会開催

事業名 不登校に係る実態把握 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
報告・学校訪問等に基づく状況把握

事業名 教育支援教室「さつき」 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教育支援教室開室
　学習支援実施
　体験活動実施
　ソーシャルスキルトレーニング実施

事業名 教育相談室運営 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教育相談の実施


まとめ冊子・パンフレット発行

内  容
教育支援センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。

南校舎
屋上防水

空調設備
設置

内  容
教育内容・指導体制の充実を図るため、小・中学校で使用する教
科書について検討を行ったうえで採択し、支給する（無償）。 小学校

教科書更新
中学校

教科書更新

内  容

児童の健康の保持増進を図るため、日本スポーツ振興センター
共済に加入し掛金を支払う。学校管理内における児童の負傷、
疾病が生じた場合、加入者へ医療費に応じて給付金が支給され
る。

内  容

教育関係者等で構成する就学指導委員会を設置し、心身に障が
いのある児童生徒及び就学前幼児を対象に、就学時・就学後の
相談活動や特別支援教育に関する啓発活動を実施する。
26年度実績：就学指導委員会　委員 48人　総会 2回　部会 14回
　　　　　　　　相談 55人　講演会開催 1回　参加者 87人

内  容

学校からの報告や指導主事の学校訪問により、不登校の状況把
握を行う。
26年度実績：不登校児童出現率　小学校 0.76％
　　　　　　　　不登校生徒出現率　中学校 4.02％

内  容

不登校児童生徒の学校復帰及び将来の社会的自立に向け、教
育支援センター内において教育支援教室「さつき」を開室し、小
集団活動または個別活動による学習支援、相談等を行う。
26年度実績：教育支援教室開室（月曜日から金曜日）
　　　　　　　　通室　小集団 6人　個別 21人

内  容

生徒の健康の保持増進を図るため、日本スポーツ振興センター
共済に加入し、掛金を支払う。学校管理内における生徒の負傷、
疾病が生じた場合、加入者へ医療費に応じて給付金が支給され
る。

内  容
教育相談及び不登校解消に向けた取組や特別支援教育の充実
を図るため、教育支援センターを運営する。

内  容

教育支援教室に通室する児童生徒及び学校に通いながら心に
様々な悩みをもつ児童生徒とその保護者を対象に、カウンセラー
等による教育相談を行う。（月曜日から金曜日）
26年度実績：教育相談　延 2,596回
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 心の居場所サポーター 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
「心の居場所サポーター」を配置

　

事業名 特別支援教育をともに考える集い 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講演会開催

事業名 夏の地域学校 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
夏の地域学校開催

事業名 卒業生を励ます会 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
「卒業生を励ます会」開催

事業名 早期からの教育相談・支援体制構築事業 教育支援センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 特別支援教育就学奨励費助成 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
就学費助成

事業名 特別支援教育支援（支援員配置） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 小中一貫教育推進（学校改革推進） 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
一貫教育推進
コーディネーター負担軽減講師配置

事業名 保幼小連携教育推進プロジェクト 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
プロジェクト推進
一貫教育推進協議会による研究

内  容

特別支援教育に関する理解・啓発を図るため、就学指導委員会
により開催される「夏の地域学校」において、市内在住の特別支
援学級・支援学校在籍の児童・生徒と通常の学級児童・生徒との
交流を行う。
26年度実績：平成26年7月29日開催　参加者370人

内  容

市内小・中学校特別支援学級卒業生の門出を祝うため、小・中学
校特別支援学級在籍者と保護者を招待し、ステージ発表や記念
品贈呈を行う「卒業生を励ます会」を開催する。
26年度実績：平成27年2月18日開催　参加者125人
　　　　　　　　卒業生　小学生17人　中学生5人

内  容

特別な支援が必要となる可能性のある子ども及びその保護者に
対し、早期からの一貫した情報提供や相談等の支援を行うことの
できる体制を構築する。
26年度実績：コーディネーター配置2人　協議会開催3回

内  容

小学校2校及び中学校1校に「心の居場所サポーター」を配置し、
不登校傾向の児童生徒を対象に、学習指導や教育相談及び体
験活動を行う。
26年度実績： 3校に配置

内  容

特別支援教育に関する理解・啓発を図るため、就学指導委員会
により、市民・教職員・PTA等を対象とした講演会「特別支援教育
をともに考えるつどい」を開催する。
26年度実績：平成26年11月29日開催　参加者　87人

内  容

小中一貫教育推進コーディネーターを配置し、就学前から中学
校までの系統的・連続的な教育推進に向けた各種取組を行う。
26年度実績：一貫教育推進協議会　役員会開催　3回
　　　　　　　   コーディネーター負担軽減講師派遣　4人
　　　　　　　　小学生による中学校文化発表会鑑賞会開催

内  容

円滑な小学校教育への移行を図るため、小学校入学後のスター
トカリキュラムや入学前のアプローチカリキュラムの作成に向けた
研究・検討を行う。
26年度実績：入学前のアプローチカリキュラム完成

平成26年度で終了

内  容
特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者等を対象に、経済
的負担の軽減に向け就学費の一部を助成する。
26年度実績：助成　小学校 31人　中学校 16人

内  容

障がいのある児童生徒を対象に、学校生活上の介助や学習支援
を行う「特別支援教育支援員」を配置し、特別支援教育の充実を
図る。
26年度実績：全小中学校に1名（27時間）配置

全小中学校へ配置
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 もうすぐ１年生体験入学事業 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
連携事業実施
出前授業
半日入学
給食体験

内  容

円滑な小学校教育への移行を図るため、小学校と幼稚園・保育
園が共同し、就学前の幼児を対象とした「小学校のまなび」に関
する体験授業等を行う。
26年度実績：給食体験　参加園児 425人
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第４節 青少年健全育成 

 

[めざす姿]  

■ 家庭、学校、地域社会の連携のもとで大人が子どもたちに積極的にかかわり、

同年齢だけでなく異年齢のなかで多様な活動を行う機会をつくることで、さら

なる青少年の健全育成が進んでいることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．健全育成推進体制の充

実 
(1) 地域社会との連携強化【重点】 

２．さまざまな活動・講座

の実施 

(1) 関係団体や家庭、学校、地域社会との連携強化 

(2) 教育関連施設の活用 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 南ケ丘教育集会所管理運営 南ケ丘教育集会所 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 【充実】南ケ丘教育集会所整備 南ケ丘教育集会所 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 南ケ丘教育集会所学習支援事業 南ケ丘教育集会所 平成27年度 平成28年度 平成29年度
学習支援事業実施

事業名 放課後学習クラブ運営 南ケ丘教育集会所 平成27年度 平成28年度 平成29年度
全小学校で実施
（水曜日の放課後及び土曜日）

事業名 放課後学習クラブ事業学習アドバイザー指導・育成 南ケ丘教育集会所 平成27年度 平成28年度 平成29年度
学習アドバイザーの指導・育成

事業名 放課後学習クラブ安全管理員指導・育成 南ケ丘教育集会所 平成27年度 平成28年度 平成29年度
安全管理員の指導・育成

事業名 青少年育成補導委員会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 綴喜地区青少年問題連絡協議会事業費負担 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業費負担

事業名 地域連携教育活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

内  容

児童・生徒の学力向上及び学習に関する課題解決を図るため、
家庭や学校等との連携をとり、教育指導員や学習支援ボランティ
ア（リーダーバンク登録者）による支援・助言等を行う。
26年度実績：学習支援利用者　延5,217人
　　　　　　　　 リーダーバンク登録者 10人

内  容
児童・生徒の学力向上を図るため、学習支援活動の拠点として各
種事業を行う南ヶ丘教育集会所の管理運営を行う。

内  容

南ケ丘教育集会所について、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。また、八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行
う。
26年度実績：大規模改修実施設計 大規模改修

内  容

小学校児童の学力向上を図るため、小学校5・6年生のうち、希望
者を対象に自学自習支援等を行う「放課後学習クラブ」を全小学
校で実施する。
26年度実績：参加者 13,342人

内  容
放課後学習クラブにおいて、参加児童への支援・助言を行う学習
アドバイザーの養成に向け、研修等指導を行う。
26年度実績：学習アドバイザー 45人

内  容
学習クラブの安全管理員として、会場の管理運営及び参加する
児童への適切な支援、助言が行えるよう指導・育成を図る。
26年度実績：安全管理員登録数 16人

内  容

青少年の非行防止や健全育成に取り組む青少年育成補導委員
会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：キャンプ       1回　参加者 延75人
　　　　　　　　スポーツ大会 2回　参加者 延402人
　　　　　　　　研修会開催   1回

内  容
綴喜地区内2市2町（八幡・京田辺・宇治田原・井手）における青
少年の保護並びに健全育成を図る綴喜地区青少年問題連絡協
議会に対し、事業費の一部を負担する。

内  容

地域の学校づくりを推進するため、小・中学校区地域連携団体に
対し、連携事業・学校支援事業・児童生徒のふるさと体験学習・
特別体験学習の推進に向けた活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成 12団体
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 家庭教育推進 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

子育て講座等開催
ふれあい体験学習開催

事業名 八幡市PTA連絡協議会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 中学校区PTA連絡協議会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 学校支援地域本部事業 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成（全中学校区）

事業名 社会環境浄化活動 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
啓発活動等実施

事業名 成人式開催 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
成人式開催

事業名 子ども会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 子どもまつり事業助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
子どもまつり開催助成

事業名 青少年の主張大会開催 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
大会開催

内  容

家庭教育に関する学習機会や情報提供の充実、地域での子育
て支援体制の整備など、家庭教育の向上のため諸施策を推進す
る。
26年度実績：子育て講座開催 4回　参加者　延664人
　　　　　　　　ふれあい体験学習開催 8回　参加高校生 延17人

内  容

公立幼稚園、小・中学校、高等学校、支援学校のPTA相互の連
携を図り、教育の振興を期することを目的に結成された八幡市
PTA連絡協議会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：構成 20団体　5,844人

内  容
各中学校区ごとに組織されている中学校区PTA連絡協議会に対
し、学習会や講演会等の活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成 1団体

内  容

地域全体で学校を支える体制の整備に向け、全中学校区に設置
された各学校支援地域本部に対し、学校と地域との連携を図る
地域コーディネーターの配置及び活動経費の一部助成を行う。
26年度実績：4中学校区へ助成

内  容
青少年を取り巻く社会環境の浄化促進に向け、京都府社会環境
浄化推進員との連携による啓発活動を実施する。
26年度実績：啓発活動等 1回

内  容

新成人を祝い、社会人としての自覚を促すため、新成人による実
行委員会を組織し、成人式式典を開催する。
26年度実績：参加者 467人
　　　　　　　　対象者 663人(参加率 70.4％）

内  容
心豊かな子どもの育成と青少年の社会参加への啓発を図るた
め、子ども会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成 25会    3,263人

内  容

保護者・児童・教師との交流と地域の連携を深め、児童の健全育
成を図るため、各小学校PTAに対し、子どもまつり開催経費の一
部を助成する。
26年度実績：子どもまつり開催　7ＰＴＡ

内  容

青少年の代表が学校や家庭、地域での生活を通して思うことを発
表し、同世代の意識の啓発と多くの方々の青少年に対する理解
と関心を深めることを目的に、青少年の主張大会を開催する。
26年度実績：平成26年11月3日開催
　　　　　　　　発表者 14人　参加者 320人
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 ふれあい交流事業 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
交流事業実施

事業名 少年少女合唱団助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 スポーツ交流事業（地域交流活性化） 南ケ丘教育集会所 平成27年度 平成28年度 平成29年度
スポーツ交流大会等の実施

内  容

障がい児と幅広い世代の地域住民やボランティアとの交流を目
的に、文化・スポーツを通じた交流事業を行う。
26年度実績：交流事業 6回開催
　　　　　　　　参加者 延297人（うち障がい者  51人）

内  容

音楽を通じて情操豊かな児童を育成するため、小学校1年生から
中学校3年生までの児童生徒で編成する少年少女合唱団に対
し、練習等活動費の一部を助成する。
26年度実績：団員数 24人　　団員制服更新

内  容

地域における青少年育成育成及び地域交流活性化を図るため、
スポーツ交流大会・教室等を計画し、実施する。
26年度実績：スポーツ交流大会　参加者 65人
　　　　　　　　フットサル教室・大会　参加者　延322人
　　　　　　　　バレーボール教室・大会　参加者　延98人
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第５節 生涯学習 

 

[めざす姿]  

■ 生活課題や市民意識の変化に対応した、多様な講座や事業が実施されるととも

に、施設整備や資料の充実化等が図られ、多くの市民に学習機会を提供できる

環境が整備されていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．生涯学習推進体制の充

実 

(1) 生涯学習推進体制の推進 

(2) 生涯学習にかかわる関係機関との連携【重点】 

２．生涯学習環境の整備 

(1) 生涯学習センターによる学習機能の充実 

(2) 学習機会の拡充 

(3) 生涯学習ボランティアの充実【重点】 

３．公民館の充実 

(1) 公民館施設・設備の充実 

(2) 公民館活動の充実 

４．図書館の充実 (1) 情報・資料提供の充実 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 生涯学習センター管理運営 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 生涯学習センター整備 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 生涯学習各種講座等開設 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講座等開設

事業名 生涯学習センターだより発行 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
センターだより発行

事業名 生涯学習フェスティバル 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
フェスティバル開催

事業名 市民交流センター管理運営 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 市民交流センター整備 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 生涯学習ボランティア紹介（生涯学習人材バンク） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
市ホームページ等で募集・紹介
ボランティア紹介

事業名 男山公民館運営 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

内  容

市民の学習機会の拡充を図るため、生涯学習センターにおい
て、高齢者や障がい者、青少年など広く各世代を対象とした生涯
学習講座を開設する。
26年度実績：講座等参加者　延4,334人

内  容

市民の学習機会拡充を図るため、中央公民館としての役割と各
種の情報発信機能を持つ生涯学習の中核施設として、生涯学習
センターを運営する。
26年度実績：利用人員 42,061人　非常用バッテリー更新

空調機改修
設計、ふれ
あいﾎｰﾙ機
器更新等

内  容
生涯学習センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。【耐震化完了】

内  容

学習活動の啓発を図るため、生涯学習センター・公民館等による
各種催しや活動発表等の情報を記載したリーフレットを発行す
る。
26年度実績：発行　年6回

内  容

市民の学習活動の実践と活動発表の場として、舞台発表や講演
会、模擬店等のイベントを行う生涯学習フェスティバルを開催す
る。
26年度実績：平成26年11月15、16日開催　参加者　延2,700人

内  容

社会教育団体等の活動拠点として、その自立と活動の促進等を
図り、生涯学習社会の推進に向け市民交流センターを運営す
る。
26年度実績：利用状況 2,229区分

内  容

市民交流センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。また、八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行
う。
26年度実績：耐震診断実施

内  容

各種学習項目の講師として、学習活動支援を行うボランティアに
応募された方を「生涯学習人材バンク」に登録し、自主サークル・
団体等の依頼に応じて紹介する。
26年度実績：登録ボランティア数 85人　利用件数 6件

内  容
市民の生涯学習機会の拡充及び地域コミュニティの確立を図る
ため、生涯学習の地域拠点施設として、男山公民館を運営する。
26年度実績：利用人員　延29,797人
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 橋本公民館運営 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 志水公民館運営 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 山柴公民館運営 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 川口コミュニティセンター運営 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 美濃山コミュニティセンター運営 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 公民館施設設備夜間管理 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設設備夜間管理

事業名 公民館施設環境整備 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設・設備補修

事業名 公民館管理備品整備 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
公民館管理備品整備

事業名 【充実】公民館等整備 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

内  容
市民の生涯学習機会の拡充及び地域コミュニティの確立を図る
ため、生涯学習の地域拠点施設として、橋本公民館を運営する。
26年度実績：利用人員　延38,934人

内  容
市民の生涯学習機会の拡充及び地域コミュニティの確立を図る
ため、生涯学習の地域拠点施設として、志水公民館を運営する。
26年度実績：利用人員　延14,589人　ＡＥＤ設置

内  容
市民の生涯学習機会の拡充及び地域コミュニティの確立を図る
ため、生涯学習の地域拠点施設として、山柴公民館を運営する。
26年度実績：利用人員　延10,429人

内  容

市民の生涯学習機会の拡充及び地域コミュニティの確立を図る
ため、生涯学習の地域拠点施設として、川口コミュニティセンター
を運営する。
26年度実績：利用人員　延19,325人

内  容

市民の生涯学習機会の拡充及び地域コミュニティの確立を図る
ため、生涯学習の地域拠点施設として、美濃山コミュニティセン
ターを運営する。
26年度実績：利用人員　延22,044人

内  容
公民館及びコミュニティセンターの施設・設備について、シル
バー人材センターへの委託により夜間管理を行う。

内  容
公民館及びコミュニティセンターについて、施設・設備等の補修
を行う。
26年度実績：南出入口扉自動化工事（美濃山ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ）

内  容
公民館及びコミュニティセンターの管理備品を整備する。
26年度実績：ＡＥＤ設置（志水公民館）

内  容

公民館等について、必要に応じ施設改修等の整備を行う。また、
八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行う。
26年度実績：山柴公民館大規模改造工事
　　　　　　　　川口コミュニティセンター大規模改造実施設計
　　　　　　　　男山公民館駐車場整備

大規模改造
工事（山柴・

川口）
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 生涯学習センター等事業計画書・報告書作成 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
報告書等作成・公表

事業名 公民館講座等開設（男山公民館） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度

各種講座等開設
サークルフェスティバル開催

事業名 公民館講座等開設（橋本公民館） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種講座等開設
地域文化祭開催

事業名 公民館講座等開設（志水公民館） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種講座等開設
サークルフェスティバル開催

事業名 公民館講座等開設（山柴公民館） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種講座等開設
サークルフェスティバル開催

事業名 公民館講座等開設（川口コミュニティセンター） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種講座等開設
サークルフェスティバル開催

事業名 公民館講座等開設（美濃山コミュニティセンター） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種講座等開設
サークルフェスティバル開催

事業名 出前講座（有都地区） 生涯学習センター 平成27年度 平成28年度 平成29年度
出前講座実施

事業名 八幡市民図書館運営 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運営　個人・団体貸出

インターネット蔵書検索・貸出予約シス
テム運用

新聞記事データベース運用

内  容

多様な学習機会の提供等に向け、橋本公民館において各種講
座等を開設する。また、公民館サークル活動の支援を行う。
26年度実績：講座開催 23回　参加者 延282人
　　　　　　　　地域文化祭開催

内  容
生涯学習センター及び公民館等の年間事業計画及び利用団
体・サークル等の登録管理・活動状況等に関する報告書を作成
し、公表する。

内  容

多様な学習機会の提供等に向け、男山公民館において各種講
座等を開設する。また、公民館サークル活動の支援を行う。
26年度実績：講座開催 16回　参加者 　延349人
                  サークルフェスティバル開催　参加者　延1,500人

内  容

多様な学習機会の提供等に向け、志水公民館において各種講
座等を開設する。また、公民館サークル活動の支援を行う。
26年度実績：講座開催 16回　参加者 延194人
　　　　　　　　サークルフェスティバル開催　参加者　延1,081人

内  容

多様な学習機会の提供等に向け、山柴公民館において各種講
座等を開設する。また、公民館サークル活動の支援を行う。
26年度実績：講座開催 21回　参加者 延455人
　　　　　　　　サークルフェスティバル開催　参加者 1,180人

内  容

多様な学習機会の提供等に向け、川口コミュニティセンターにお
いて各種講座等を開設する。また、サークル活動の支援を行う。
26年度実績：講座開催 34回　参加者 延382人
　　　　　　　　サークルフェスティバル開催　参加者 958人

内  容

多様な学習機会の提供等に向け、美濃山コミュニティセンターに
おいて各種講座等を開設する。また、サークル活動の支援を行
う。
26年度実績：講座開催 19回　参加者 延698人

内  容
有都地区に居住している人を対象に、有都交流センターにおい
て、出前講座の開設による公民館講座の提供を行う。
26年度実績：講座開設 1回　参加者 41人

内  容

市立図書館として八幡市民図書館を運営し、個人・団体への貸
出を行う。また、通常の書籍や大活字図書・点字図書・録音図書
に加え、デジタル情報の閲覧提供を推進する。
26年度実績：個人貸出 成人図書 83,687冊 児童図書 26,190冊
 　　　　　　　  団体貸出 65件 1,425冊
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 男山市民図書館運営 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運営　個人・団体貸出

インターネット蔵書検索・貸出予約シス
テム運用

新聞記事データベース運用

事業名 自動車文庫（市内全域） 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
巡回車での個人貸出実施

事業名 館外書庫運用 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
館外書庫運用

事業名 【充実】図書館資料（図書）等整備 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
図書等購入

事業名 図書館各種講座等開催 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
おはなし会開催（八幡・男山両館）
各種出張講座実施

事業名 障がい者サービス 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
図書・情報の提供

事業名 資料予約・リクエスト対応 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
予約対応
リクエスト対応

事業名 図書館施設設備等管理・修繕 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
施設維持管理・修繕

事業名 図書館整備 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

内  容

障がい者への情報提供サービスとして、点字・録音資料の貸し出
し等を行うとともに、朗読ボランティアサークル「よむよむ」会員に
よる対面朗読等を実施する。
26年度実績：点字・録音資料貸出 583件

内  容

市立図書館として男山市民図書館を運営し、個人・団体への貸
出を行う。また、市民の生活支援機能を高めるため、生活実用書
や軽読書を重点的に収集・提供する。
26年度実績：個人貸出 成人図書 326,570冊
　　　　　　　　児童図書 90,232冊　団体貸出 99件 1,509冊

内  容

市内2カ所の図書館への来館が困難な方の利用に供するため、
市内24カ所を巡回する移動図書館として自動車文庫を運行し、
個人貸出を行う。
26年度実績：個人貸出　成人図書 6,506冊　児童図書 6,788冊
　　　　　　　　団体貸出 134件 989冊

内  容

図書館閲覧室資料の利用活性化を図るため、行政資料や利用
頻度の低い全集等の資料を館外書庫（旧八幡東小学校）へ移動
し、活用促進を図る。
26年度実績：利用 4,328冊

内  容
八幡・男山市民図書館・自動車文庫を拠点とし、市民生活を支援
するために必要な情報・資料を収集・保存・提供する。
26年度実績：年間購入冊数 14,466冊

子育て支援
ｺｰﾅｰ設置
（地方創生）

内  容

図書館でのおはなし会や市内で開催されるマタニティスクール、4
カ月児健康診査等における各種出張講座を開催する。
26年度実績：おはなし会 27回　おはなしの出前 15回
　　　　　　　　マタニティスクール講座 6回
　　　　　　　　4カ月検診時講座 18回　その他出張講座 8回

内  容

市民の図書館資料予約またはリクエストに応じ、所蔵分の効率的
運用と未所蔵分への対応（他市町等図書館との相互協力）を推
進する。
26年度実績：予約・リクエスト 53,816件

内  容
八幡・男山市民図書館の施設設備について、委託により清掃・管
理・保守点検等の維持管理を行う。

内  容
図書館について、必要に応じ施設改修等の整備を行う。また、八
幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行う。
26年度実績：大規模改造（八幡市民図書館）
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 資料リユース 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
資源の有効活用の推進

事業名 八幡市子どもの読書活動推進計画策定・推進 市民図書館 平成27年度 平成28年度 平成29年度
第二次計画推進

内  容
蔵書としての利用が困難な寄贈資料及び保存期間を満了した雑
誌等について、再利用に向けた取組を行う。

内  容

図書館・学校・園など子どもに関わる施設がそれぞれの業務の中
で展開してきた読書活動のさらなる推進に向け、平成24年度から
28年度までの5年間を計画期間とする統一的・総合的見地での
計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。
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第６節 スポーツ 

 

[めざす姿]  

■ 指導者の養成やスポーツ施設の整備・拡充が図られているとともに、地域にお

いて、年齢や体力、目的に応じて生涯にわたり気軽にスポーツを楽しめる環境

ができていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．スポーツ施設の充実 

(1) 八幡市民スポーツ公園の充実 

(2) 運動公園等の施設の充実 

２．生涯スポーツ活動の推

進 

(1) スポーツ参加機会の拡充【重点】 

(2) スポーツ団体の育成・強化と指導者の養成 

(3) スポーツ振興のための顕彰 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 八幡市民スポーツ公園整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 学校等体育施設開放 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
学校等体育施設開放

事業名 洛南浄化センター運動広場運営協議会負担金 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運営費負担

事業名 府民総合体育大会市町村対抗競技参加助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
参加費助成

事業名 健康増進事業 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
ニュースポーツ指導・講演会等実施

事業名 市民総合体育大会 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
大会開催

事業名 市民マラソン大会開催経費負担金 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
大会開催経費負担

事業名 スポーツ教室等開催 社会教育課 平成25年度 平成26年度 平成27年度
各種教室等開催

事業名 子どもわくわく教室（スポーツ） 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教室開催

内  容
洛南浄化センター運動広場の適切かつ円滑な管理運営を図るた
め、運営協議会に対し、構成市として運営費を負担する。
26年度実績：協議会開催 2回　利用人数 25,457人

内  容

地域スポーツの振興を図り、市民が参加しやすいスポーツの機会
を提供するため、八幡市民スポーツ公園について、必要に応じ施
設改修等の整備を行う。
26年度実績：体育館自家発電装置更新

必要に応じ公園整備

内  容

地域スポーツの振興を図るため、学校等の体育施設（グラウンド・
体育館・格技場）を開放し、体育団体のスポーツ活動等の利用に
供する。
26年度実績：利用 14,539件

内  容

スポーツ参加機会の拡充を図るため、体育協会に対し、府民総
合体育大会参加者の参加経費を助成する。
26年度実績：競技 13種目　総合17位
　　　　　　　　参加 185人 　入賞　4種目

内  容

健康の保持・増進を図るため、ニュースポーツの指導や講演会等
を実施する。
26年度実績：講演会開催　1回　参加者 122人
　　　　　　　　ノルディックウォーキング開催　1回　参加者 26人
　　　　　　　　親子ニュースポーツ教室開催　1回　参加者 55人

内  容

スポーツを通じて市民相互の交流を促進するとともに、体力と競
技力の向上を図るため、体育協会への委託により、市民のフリー
エントリー制による市民総合体育大会を開催する。
26年度実績：平成26年5月25日開会　競技・参加者 延3,834人

内  容

生涯スポーツの振興を目的として、体育協会や工業会が中心と
なり実行委員会形式で開催される市民マラソン大会について、実
行委員として経費の一部を負担する。
26年度実績：平成26年12月7日開催　参加者 1,675人

内  容

スポーツ参加機会の拡充及び体力保持・技能向上を図るため、
ウォーキング、ファミリースキーなど各種のスポーツ教室等を開催
する。
26年度実績：開催 4教室　参加 137人

内  容

子どもを対象としたスポーツ体験教室（陸上競技・サッカー・ソフト
テニス・バスケットボール・バレーボール）を、八幡市体育協会へ
の委託により開催する。
26年度実績：開催 5教室　参加　1,486人
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 社会体育備品貸出 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
スポーツ用具等貸出

事業名 体育協会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 スポーツ少年団活動事業助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
都市公園等施設使用料助成

事業名 スポーツ推進委員設置（地域スポーツ振興） 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
スポーツ推進委員設置
スポーツ実技指導等実施

事業名 八幡市スポーツ賞表彰 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
個人・団体表彰

内  容
地域スポーツの普及・振興を図るため、市民へのスポーツ実技指
導・助言を行うスポーツ推進委員を設置し、派遣する。
26年度実績：スポーツ推進員 24人　出務回数 211回

内  容
スポーツ振興に大きく貢献している個人や団体を表彰する。
26年度実績：優秀選手賞　個人　15人　団体　1団体
　　　　　　　　ジュニア賞　　個人　15人　団体　2団体

内  容
社会教育課窓口において、ストラックアウトやドッジビーなど
ニュースポーツ用具等の貸し出しを行う。
26年度実績：貸出 82件

内  容

スポーツ振興の中心的な役割を担う団体の育成を図るため、八
幡市体育協会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：スポーツ大会開催
　　　　　　　　成人 19種目　延39回　参加者　延5,529人
　　　　　　　　少年   5種目　延  9回　参加者　延2,004人

内  容
スポーツを通じ青少年の健全育成を図るため、スポーツ少年団に
対し、市内の都市公園等施設使用料の一部を助成する。
26年度実績：利用 378件
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第７節 文化芸術 

 

[めざす姿]  

■ 市民が文化芸術活動を通じて、郷土や地域に愛着と誇りをもちながら、心豊か

にやすらぎとうるおいのある暮らしを送ることができるよう、市民の自発的な

活動が支援され、貴重な文化的遺産の保存と豊富な歴史・伝統・文化資源を活

かした文化芸術都市が形成されていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．文化芸術に対する意識

高揚 

(1) 市民が気軽に親しめる文化芸術活動 

(2) 市民主体の文化芸術活動 

２．地域の歴史的文化遺産

の保存及び活用 

(1) 伝統文化の保存と継承の推進 

(2) 文化財の保存と活用【重点】 

３．芸術鑑賞など広く文化

芸術に接する機会の拡

充 

(1) 文化芸術の鑑賞機会の充実 

(2) 文化施設等の運営 

４．文化芸術を担う人材育    
成 

(1)  文化活動指導者の人材育成 

(2)  文化芸術ボランティアの推進 

(3)  文化振興のための顕彰 

５．文化芸術に係る交流の
促進 

(1)  文化団体をつなぐ交流基盤づくり 

(2)  文化芸術による国際交流の促進 

６．文化芸術に係る環境の
整備及び充実 

(1)  公共施設等への文化性の導入 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 文化芸術振興（基本方針及び基本計画推進） 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
指針・計画推進
文化芸術振興会議開催

事業名 文化協会活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 市民文化祭開催 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
市民文化祭開催

事業名 音の祭典inYAWATA開催 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
「音の祭典inYAWATA」開催

事業名 子どもわくわく教室(文化芸術) 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
教室開催

事業名 やわた市民文化事業団主催事業助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
主催事業助成
・クリスマスコンサート
・松花堂つばき展　他

事業名 おやじたちのコンサート 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
コンサート開催

事業名 佐藤康光杯争奪将棋大会開催経費負担金 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
大会開催経費負担

事業名 【追加】地域文化活動助成 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

内  容
文化芸術都市の形成に向け、「文化芸術振興に関する基本方針
及び基本計画」を策定し、計画に基づく取組を推進する。また、
文化芸術振興会議を設置・開催し、計画の進行管理等を行う。

内  容
各種文化団体の活動の活発化を図るため、八幡市文化協会に
対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：構成 10連盟 26部会　会員 2,627人

内  容

市民による文化活動を促進するため、市民が気軽に親しめる活
動（成果）発表の場として、文化協会への委託により、市民文化
祭を開催する。
26年度実績：平成26年11月1、2日開催
　　　　　　　　舞台発表 45団体(818人)　作品展示 523点(442人)

内  容

市民による文化活動を促進するため、市民が気軽に親しめる活
動（成果）の発表の場として、文化協会への委託により、「音の祭
典inYAWATA」を開催する。
26年度実績：平成26年11月9日開催　参加者 10団体 300人

内  容
文化芸術に接する機会の拡充を図るため、文化協会への委託に
より、子どもを対象とした文化芸術の体験教室を開催する。
26年度実績：茶道・華道教室　各10回開催　参加者　延256人

内  容

市民文化の向上を図り、優れた文化芸術の公開と創造活動の奨
励・育成及び市民交流の促進を図るため、公益財団法人やわた
市民文化事業団に対し、主催事業費の一部を助成する。
26年度実績：主催 44事業

内  容
平成23年度に国民文化祭事業において開催した「おやじたちの
コンサート」の盛り上がりを継承するため、継続して開催する。
26年度実績：入場者 693人

内  容

本市出身の佐藤康光棋士（永世棋聖）の偉業を後世に伝えるとと
もに、青少年に夢と希望を与えることを目的として、実行委員会形
式で開催される将棋大会について、実行委員として経費の一部
を負担する。
26年度実績：平成26年6月15日開催　参加者　239人

内  容
地域における文化活動の促進を図るため、活動団体等に対し、
活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成　1団体
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 歴史シンポジウム 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
開催検討

事業名 石清水八幡宮本殿調査支援 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 国庫補助市内遺跡調査（緊急目的の試掘・確認） 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ実施

事業名 国庫補助市内遺跡調査（石清水八幡宮境内） 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 国庫補助市内遺跡調査（重要遺跡の範囲確認） 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 緊急発掘調査（開発事前調査） 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
緊急発掘調査・報告書作成

事業名 美術工芸品調査・目録作成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
美術工芸品調査・目録作成
道標・墓標調査
拓本作成

事業名 古文書等調査・目録作成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

古文書等調査・目録釈文作成

事業名 文化財保存地保全事業 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
除草等保全

石清水八幡宮境内石垣
測量等調査

内  容
石清水八幡宮を中心とした文化財に関する意識啓発や本殿国
宝指定支援の一環として、シンポジウム等を開催する。

―

内  容
石清水八幡宮の適切な保存等を図るため組織されている本殿調
査委員会に参画し、共同で報告書の作成を行う。

平成26年度で終了

内  容
開発事業を円滑に進めるため、開発に伴う緊急の試掘・確認調
査を行う。
26年度実績：馬場遺跡試掘確認調査

内  容
国指定史跡となった石清水八幡宮境内について、今後の適切な
保存を図るため、崩落の危険度の高い石垣の測量・調査を行う。
26年度実績：石垣測量等調査実施

―

内  容

石清水八幡宮境内が国指定史跡となったことを受け、石清水八
幡宮と関係が深く、一体的に考えるべき重要遺跡について、調査
を行う。（事業期間：平成23年度～平成28年度）
26年度実績：馬場遺跡範囲確認調査実施

善法寺家邸宅跡範囲確
認調査

平成28年度
で終了

内  容

宅地造成等土木工事に伴う埋蔵文化財の緊急本発掘調査事業
について、開発業者より委託を受け実施し報告書の作成を行う。
26年度実績：出垣内遺跡報告書作成
　　　　　　　　 馬場遺跡埋蔵文化財発掘調査

内  容
市内の社寺旧家等が保有する美術工芸品について調査し、文化
財保護に向けた基礎資料として目録（所蔵台帳）を作成する。
26年度実績：内里西方寺仏像木版・辻村家南山焼

内  容

市内の社寺旧家等が保有する古文書について調査し、文化財保
護に向けた基礎資料として目録（所蔵台帳）を作成する。
26年度実績：内里安田家、内里島田家、美濃山区所有文書、橋
                  本山田家、八幡上林家

内  容
文化財の保存地となる土地について、定期的に除草等の保全作
業を行う。
26年度実績：除草実施　3カ所
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 史跡等記念物保全事業 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保全推進

事業名 国庫補助史跡保存整備事業（八角堂） 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保存修理順次実施

事業名 国庫補助史跡保存整備事業（松花堂） 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【充実】史跡石清水八幡宮境内保存管理計画策定・推進 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画推進

事業名 文化財指定 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
指定候補文化財の調査

事業名 国宝重要文化財等保存整備費助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備費助成

事業名 国指定文化財維持管理費助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理費助成

事業名 府指定登録文化財等維持管理費助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理費助成

事業名 府指定登録文化財等助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保存経費助成

内  容
市内の文化財について、市指定文化財とすべき候補文化財を調
査のうえ、文化財保護審議会による答申に基づき検討し、市文化
財の指定を行う。

内  容
遺跡・名勝などの記念物について、新規の史跡指定等に向けた
適切な保全を行う。
26年度実績：松花堂及び書院庭園が国名勝に指定

内  容

国史跡指定を受けた石清水八幡宮境内の一部である八角堂に
ついて、国庫補助を受け適切な保存に向けた整備を行う。（事業
期間：平成26年度～平成29年度）
26年度実績：仮設工事・屋根解体工事

内  容

国指定史跡である松花堂およびその跡について、国庫補助を受
け適切な保全に向けた整備を行う。（事業期間：平成24年度～平
成26年度）
26年度実績：庭園整備、報告書刊行

平成26年度で終了

内  容

史跡石清水八幡宮境内の適切な保存管理に向け、有識者等で
構成する委員会において審議・検討のうえ保存管理計画を策定
し、計画に基づく取組を推進する。
26年度実績：委員会開催 2回

委員会
開催・検討

計画策定・
報告書刊行

内  容

国宝重要文化財等保存整備費補助金を受けて文化財等の保存
修理を行った所有者に対し、自己負担となった経費の一部を助
成する。
26年度実績：石清水八幡宮文書保存修理、史跡石清水八幡宮
　　　　　　　　境内災害復旧

内  容
国指定文化財維持管理費補助金を受けて文化財の維持管理を
行った所有者に対し、自己負担となった経費の一部を助成する。
26年度実績：4件

内  容

府指定登録文化財等維持管理費補助金を受けて文化財等の維
持管理を行った所有者に対し、自己負担となった経費の一部を
助成する。
26年度実績：4件

内  容
文化財保護推進に向け、府指定登録文化財の保存を行った所
有者に対し、自己負担となった経費の一部を助成する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 府社寺等文化資料保全助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保全経費助成

事業名 文化財を守り伝える京都府基金等事業費助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保存・継承経費助成

事業名 市文化財保護事業費助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保護経費助成

事業名 郷土史会活動助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 ずいきみこし保存会活動助成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 ふるさと学習館管理運営 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営
常設展示及び体験学習の実施
社会見学への対応
文化財貸出

事業名 ふるさと学習館体験学習事業 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
体験学習実施

事業名 文化財ボランティア養成 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
ボランティア募集
養成講座等開催

事業名 文化財講座等開催 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講座等開催
出前講座開催

内  容
府社寺等文化資料保全補助金を受けて文化資料の保全を行っ
た所有者に対し、自己負担となった経費の一部を助成する。
26年度実績：2件

内  容

文化財を守り伝える京都府基金等事業費補助金を受けて文化財
の保存修理等を行った所有者に対し、自己負担となった経費の
一部を助成する。
26年度実績：2件

内  容
文化財保護推進に向け、市内文化財の保護を行った所有者に
対し、自己負担となった経費の一部を助成する。

内  容
郷土の歴史を研究し、普及活動や史跡の保護等を行う郷土史会
に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：会員数 61人

内  容

伝統文化の保存継承を図るため、平成18年度に京都府無形民
俗文化財に登録された「ずいきみこし」の保存会に対し、活動費
の一部を助成する。
26年度実績：会員数 100人

内  容

市民のふるさと意識や文化財保護意識の高揚を図るため、旧八
幡東小学校において「ふるさと学習館」を運営し、文化財や民具
等の資料整備及び展示・公開等を行う。
26年度実績：来館者 1,140人（うち小学生 658人）
　　　　　　　　 夏休みふるさと学習相談室　参加者 4人

内  容

ふるさとの文化財をより身近に感じてもらい、保護意識の高揚を
はかるため、ふるさと学習館において、埋蔵文化財や民具を用い
た体験学習を実施する。
26年度実績：開催 3回　参加者　延34人
                   （勾玉づくり・草木染め）

内  容

文化芸術を担う人材の育成を図り、ふるさと学習館における各種
事業を推進するため、ふるさと学習館支援ボランティアを募集し、
養成する。
26年度実績：ボランティア　4人

内  容
文化財保護意識の高揚を図るため、これまでの調査成果を公開
し、市民への周知を目的とした講座等を開催する。
26年度実績：講座等開催 10回
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 文化財展示事業 文化財保護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
常設展示

事業名 文化センター管理運営 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
指定管理者制度による管理運営

事業名 文化センター整備 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 松花堂庭園・美術館管理運営 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
指定管理者制度による管理運営

事業名 【充実】松花堂庭園・美術館整備 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施
外構改修
・タイル舗装
・芝貼
・階段設置等

事業名 八幡市文化賞表彰 社会教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
個人・団体表彰

内  容
ふるさと学習館所蔵資料を用い、常設展示を行うほか、発掘調査
現地説明会における展示を行う。

内  容

市民が文化芸術に接する機会の拡充を図るため、文化活動等を
行い交流を深める場として、指定管理者制度により、文化セン
ターを運営する。
26年度実績：利用件数 3,738件　利用人数　164,920人

内  容

市民文化振興に大きく貢献している個人や団体を表彰する。
26年度実績：功労賞　個人 3人

     優秀賞　個人 1人
　　　　　　　 　ジュニア賞　個人 3人　　団体 1団体

内  容

文化センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行う。ま
た、防災機能の強化を図るため、非構造部材の耐震化を行う。
26年度実績：外内壁タイル調査・補修
　　　　　　　　施設リニューアル計画策定

ロビー監視
用カメラ設

置

内  容

市民が文化芸術に接する機会の拡充を図るため、松花堂昭乗ゆ
かりの施設及び市内美術館として、指定管理者制度により、松花
堂庭園・美術館を運営する。
26年度実績：利用件数 739件　利用人数 23,507人
　　　　　　　　 美術館入館者 6,206人　庭園入園者 25,986人

内  容

松花堂庭園・美術館について、必要に応じ施設改修等の整備を
行う。
26年度実績：本館外構改修実施設計
　　　　　　　　別館耐震診断
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第３章 豊かな自然を守り、循環型の社会づくりを進めるまち

―環境保全、土地利用― 

本市では平成 14（2002）年に「環境自治体宣言」を行い、「人と自然が共生する環境に

やさしいまち」にしていくことを決意しました。今後もこの宣言を大切にし、豊かな自然

を守り、循環型の社会づくりを進めていく必要があります。 

このため、市民、行政、事業者が協力してごみを減らし、分別により再資源化するため

の取組を進めます。 

また、市全体の土地利用計画を適切に運用し、保全する地域と活用する地域が明確で、

快適で暮らしやすいまちづくりを進め、省エネルギーで、環境負荷 1の小さなまちをめざし

ます。 

さらに、まちなみや身近な河川、公園、緑地、田園等の自然が美しく保たれるよう、市

民や関係機関とともに取組を進めます。 

■成果指標 …………………………………………………………………………………

指  標 計画当初値 26年度実績値 目標値 

調査地点における河川のＢＯＤ環

境基準達成率 
100.0％ 66.67％ 100.0％ 

市域における温室効果ガス排出量 284,922t-CO2/年 ※359,823t-CO2/年 261,668t-CO2/年 

不法投棄件数 107件/年 140件/年 0件/年 

野外の違法な燃焼行為件数 61件/年 14件/年 0件/年 

市民 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ

排出量 
616g 587g 598g 

資源化率（可燃系） ― 16.37％ 25％ 

資源化率（不燃系） ― 20.37％ 25％ 

※については、平成 26年３月 31 日実績値。 

1 人々の活動が環境に与える悪影響。 
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第１節 自然環境 

 

[めざす姿]  

■ 「人と自然が共生する環境にやさしいまち」の実現に向けて、市民の環境意識

の高揚が進み、市民、NPO 等、事業者等、行政により、環境負荷を減らす取

組が継続的に行われ、豊かな自然環境が保全されていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．自然環境との共生をめ

ざした都市基盤の整備 

(1) 自然との調和の推進 

(2) 自然環境・再生可能エネルギー2の活用の促進 

２．省エネルギーの推進 

(1) 省エネ商品の普及・啓発 

(2) 環境マネジメントシステムの認証取得の促進 

(3) 省エネ学習の推進 

(4) 

 

直接・間接エネルギー3消費を削減するための取組の推

進【重点】 

３．自然環境の保全 (1) 自然環境の保全【重点】 

 

2 再生可能エネルギー：有限で枯渇の危険性を有する石油・石炭等の化石燃料や原子力と対比して、自然環境の中で繰り
返し起こる現象から取り出すエネルギーの総称。太陽光・太陽熱、水力、風力、地熱、など。 

3 間接エネルギー：我々が直接的にエネルギーを消費するまでに間接的に費やすエネルギーであり、製造や輸送に係わる
エネルギー等を指す。例えば、テレビを「見る」ために消費するエネルギーは直接エネルギーであるが、そのテレビの
製造・輸送・販売等に費やされるエネルギーは間接エネルギーである。 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 住宅用太陽光発電システム設置費助成 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境マネジメントシステム認証取得支援 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境セミナー 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 みどりのつどい　グリーンカーテン講習会 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 スマート・エコ祭 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【充実】第2次八幡市エコ・オフィス計画策定・推進 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
次期計画
推進

事業名 第2次八幡市環境基本計画策定・推進 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進
環境審議会開催

事業名 八幡市地球温暖化対策実行計画策定・推進 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市環境白書作成 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

温室効果ガスの削減と低炭素社会づくりを目指し、自然エネル
ギーを利用した発電システムの普及を目的に、住宅用太陽光発
電システム設置者に対し、設置費の一部（上限10万円）を助成す
る。
26年度実績：助成 143件

設置費助成

内  容
地球温暖化防止に向けた取組を推進するため、講習会や運営・
運用支援に向けた取組を行い、市内事業者等による環境マネジ
メントシステムの認証取得を促進する。

取得促進

内  容
市民・事業者等を対象に、省エネ・省資源やリサイクル、廃棄物
削減などの環境保全の取組について学習・啓発を図る。

環境セミナー開催

内  容

みどりのつどいにおいて、グリーンカーテン講習会を開催し、遮
光性・断熱性のある植物（ゴーヤ等）を建物の壁面周辺に設置す
ることを市民・事業者等に対し啓発することで、エネルギー消費抑
制を図る。
26年度実績：講習会開催 2回　参加者延 212人

講習会開催
ゴーヤ苗配布

内  容
環境問題に関する意識啓発を図るため、スマート・エコ祭を開催
し、グリーンカーテン写真コンテストやワークショップを行う。
26年度実績：平成26年11月1日開催　参加者　500人

スマート・エコ祭開催

内  容
市自らの事務事業に伴い排出される温室効果ガス排出量削減を
図るとともに、市が率先して温暖化対策に取り組むためエコ・オ
フィス計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。

現行計画推
進

次期計画
策定

内  容
「人と自然が共生する環境にやさしいまち」の実現を目指して環
境基本計画を策定し、地球温暖化防止に向けた取組を市民・ＮＰ
Ｏ・事業者等との協働により推進する。 中間見直し

内  容

環境基本計画に示されている「省資源・省エネルギーに努め、環
境負荷の少ない自然エネルギーの利用により、地球環境を保全
するまち」の実現に向け実行計画を策定し、市民・ＮＰＯ・事業者
等との協働により取組を推進する。

計画推進
環境審議会開催

内  容
環境基本計画に掲げる各項目の取組内容及び目標の進捗状況
等についてとりまとめ、白書として作成・公表する。
26年度実績：作成 100部

環境白書発行
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 環境マネジメントシステム推進（ＫＥＳ） 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境マネジメントシステム市民監査 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境マネジメントシステム中学生監査 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【新規】ナラ枯れ防除対策 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 自然生態系調査 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

広く事業者や市民を対象とする環境マネジメントシステム（ＫＥＳ）
について、市内１事業者として率先し、環境マネジメントシステム
運用に向けた各種取組を行う。
26年度実績：ステップ1確認登録取得

ＫＥＳ環境マネジメントシステムスタン
ダード(ステップ1)の適用

内  容
環境マネジメントシステム運用に係る取組内容や目標の進捗状
況等について、市民監査員による監査を実施する。
26年度実績：監査員 4人　1回実施

市民監査実施

内  容
環境マネジメントシステム運用に係る取組内容や目標の進捗状
況等について、中学生監査員による監査を実施する。
26年度実績：監査員 9人　1回実施

中学生監査実施

内  容
男山京都府歴史的自然環境保全地域及びその周辺を対象とし
て、京都府との連携によりナラ枯れ防除に向けた調査・害虫駆除
を行う。

調査・駆除実施

内  容

生物多様性の維持等、今後の本市の自然環境の保全に向け八
幡市内に生息する野鳥、昆虫、魚貝類、植物、哺乳類等につい
て自然生態系調査を行い、平成4年度に作成した「八幡のまちの
小さな仲間たち」の改訂を行う。
26年度実績：調査員 23人　調査実施

現地調査・
分析・資料
作成 平成27年度で終了

冊子作成
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第２節 生活環境 

 

[めざす姿]  

■ 市民、NPO 等、事業者等、行政の環境への取組により、公害の防止や、環境意

識の高揚が進み、快適な生活環境が確保されていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．環境にやさしい市民、

事業者の育成 

(1) 環境教育や環境学習の推進【重点】 

(2) 市民・事業者の環境保全活動への支援 

(3) 環境関連団体との連携・支援 

(4) 環境保全に係る情報提供の推進 

(5) 美しいまちづくりの推進【重点】 

２．公害防止活動の推進 

(1) 大気汚染の防止 

(2) 水質汚濁の防止 

(3) 騒音・振動の低減 

(4) 不法投棄の防止 

(5) 野外焼却行為の禁止 

(6) 低公害車の導入 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 就学前環境教育推進 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境保全協定締結推進 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市環境市民ネット活動支援 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市民美化活動推進（「まちかどのごみ」ゼロの日） 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境美化協議会活動事業助成 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水と緑を守る市民の会活動事業助成 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 美しいまちづくり推進 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 美しいまちづくりまかせて！事業 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 除草指導 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
幼稚園・保育園児等を対象に、就学前環境教育（大型紙芝居、
環境啓発クイズ等）を行う。
26年度実績：講座開催 12回　参加者 延837人

講座等開催

内  容

市内事業所からの公害発生を防止することで市民の健康を保持
し、快適な生活環境を保全するため、市と事業者との環境保全協
定の締結を行う。
26年度実績：協定締結 196事業所

締結推進

内  容

環境基本計画等の取組の推進を目的として市民・事業者・行政
で構成する環境パートナーシップ組織である環境市民ネットの活
動支援を行う。
26年度実績：個人会員 23人

活動支援

内  容

環境月間（6月）及び環境衛生週間（9月）に、八幡市「まちかどの
ごみ」ゼロの日実行委員会の主催により、市民参加による市内美
化活動（「まちかどのごみ」ゼロの日）を実施する。
26年度実績：実施 2回（6月1日、9月28日)　参加者　延462人

「まちかどのごみ」ゼロの日実施

内  容

環境美化協議会に対し、活動（「まちかどのごみ」ゼロの日実行委
員会事務局、駅前及び放生川の定期清掃、大谷川桜の木害虫
防除等）費の一部を助成する。
26年度実績：構成員 9団体　駅前・放生川定期清掃 2回実施

活動助成

内  容

水と緑を守る市民の会に対し、廃食油を原料とする石鹸作り・リサ
イクル商品の使用啓発、環境関連施設見学会の開催などの活動
費の一部を助成する。
26年度実績：構成員 33人

活動助成

内  容

環境基本計画の実現を図ることを目的に、「八幡市美しいまちづ
くりに関する条例」の遵守について啓発し、市民協働によりまちの
美化を推進する。
26年度実績：路面ステッカー貼付 15枚

啓発推進
モデル地域選定

内  容

「八幡市美しいまちづくりに関する条例」に基づき、市と協定を結
び一定区画の公共の場所等の環境美化活動を行う事業者・市民
等に対して掃除用具等の支援を行う（アダプト制度）。
26年度実績：新規登録 2団体　計 14団体

事業者・市民等と行政のパートナーシッ
プのもとでのまちの美化推進

内  容

八幡市美しいまちづくりに関する条例に基づき、生活環境の保全
及び火災予防を図るため、必要に応じて空き地等の所有者に対
する除草指導及び委託による処理を行う。
26年度実績：指導 328件　処理 321件

空き地等除草指導
処理実施
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 犬の登録・狂犬病予防注射 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 犬・猫避妊手術費助成 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 野犬捕獲 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 動物死体引き取り 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 害虫対策 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境パトロール 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公害等に係る相談対応 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 光化学スモッグ対策 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 河川水質調査 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

犬の適正な飼養を図るため、犬の登録及び狂犬病予防注射済
票の交付を行う。また、ペットの適正飼養の啓発・広報活動を行
い、予防注射実施率の向上を図る。
26年度実績：新規登録数 230頭　予防注射 2,304頭

登録・鑑札交付
狂犬病予防注射済票交付

内  容

動物の適正飼養について啓発するとともに、野犬・野猫の繁殖を
抑制するため、犬・猫の避妊手術を行う方に対し、避妊手術に係
る費用の一部を助成する。
助成額：犬1頭または猫1匹 5千円
26年度実績：犬 85件　　猫 200件

手術費助成
動物の適正使用啓発チラシ配布

内  容
美しいまちづくり及び安全・安心のまちづくりを推進するため、野
犬の捕獲及び搬送を行う。
26年度実績：捕獲数 5頭

捕獲・搬送

内  容

動物の死体について、所有者不明または処分困難な場合に、引
き取りを行い、集積場へ搬送する。
26年度実績：引き取り 638件
　　　　　　　　（犬 95件　猫 405件　その他 138件）

引き取り

内  容
蜂等の害虫に関して相談を受け付け、駆除業者紹介及び蜂駆除
防護服の無料貸し出しを行う。
26年度実績：貸出 18件

防護服貸出

内  容

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、不法投棄、その他の5項目につ
いて、発生源の特定及び発生の未然防止を目的とし、パトロール
を実施する。
26年度実績：環境パトロール　延136回

パトロール・指導
・日常パトロール、夜間パトロール
・年末パトロール　・緊急パトロール

パトロール
用車両更新

内  容

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、悪臭、不法投棄、
その他の8つの項目について、発生源の特定及び発生の未然防
止を目的とし、市民からの相談に応じる。
26年度実績：相談 189件

相談対応

内  容
毎年5月1日から9月30日までを光化学スモッグ緊急対策期間と
し、京都府から注意報及び警報が発令された場合、市内の関係
機関に連絡、発令横断幕を掲げる等、市民に警戒を促す。

警戒
関係機関との調整

内  容
河川水質汚濁に係る現状把握を目的とし、日常的な監視活動と
併せ、定期的な調査を実施する。
26年度実績：調査 60回（15地点　4回）

水質測定調査
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 地下水利用実態調査 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地盤沈下防止対策 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 騒音測定検査・指導等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
騒音測定調査・指導

事業名 騒音関係届出受理・指導等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
監視・指導

事業名 振動測定検査・指導等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 振動関係届出受理・指導等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 悪臭検査分析・指導等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 悪臭関係届出受理・指導等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 不法投棄対策 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

広域幹線道路の整備に伴う振動についての現状把握を目的と
し、市内5カ所において定期的な調査を行うとともに、発生源の特
定及び指導等を実施する。規制値を超過した場合、道路管理者
に改善を要請する。
26年度実績：調査4カ所

振動測定調査・指導

内  容

公害を防止するため、日常的な監視活動と併せて定期的な調査
（市内事業所、農業揚水、市揚水）を行い、発生源に対する指導
を図る。
26年度実績：調査　井戸本数 57本

地下水調査

内  容
地盤沈下の未然防止に向け、市の要綱により、井戸の設置・廃止
や取水量等について事業者より届出を義務付け、監視・指導等
を行う。

監視・指導

内  容

広域幹線道路の整備に伴う騒音についての現状把握を目的と
し、定期的な調査を行うとともに、規制値を超過した場合、道路管
理者に改善を要請する。
26年度実績：調査 独自４カ所、権限移譲１カ所
　　　　　　　　測定器更新

一部民間
委託開始

内  容

騒音規制法及び京都府環境を守り育てる条例に基づく対象施設
等の届出を受理し、騒音発生施設等の監視及び指導を行う。
26年度実績：特定施設届出 21件
　　　　　　　　 （騒音規制法：0件・京都府条例：21件）
　　　　　　　　特定建設届出 5件

内  容

振動規制法及び京都府環境を守り育てる条例により義務付けら
れた届出を受理し、振動発生施設等の監視及び指導を行う。
26年度実績：特定施設届出 10件
　　　　　　　　 （振動規制法：1件・京都府条例：9件）
　　　　　　　　特定建設届出 5件

監視・指導

内  容
悪臭等に係る現状把握を目的とした調査を、相談等に基づき行
い、発生源の特定及び指導等を実施する。

臭気測定調査・指導

内  容
悪臭防止法及び京都府環境を守り育てる条例により義務付けら
れた届出（特定施設に関する届出）を受理し、飼料・肥料の原料
置き場などの施設設置者等の監視及び指導を行う。

監視・指導

内  容
環境パトロールや相談・苦情等に基づき、投棄者特定、警察引継
など不法投棄対策を総合的に推進する。
26年度実績：不法投棄 140件

パトロール実施
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 埋立・盛土及び土砂採取に係る届出受理・許可等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 違法燃焼行為監視・指導等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境配慮型車両の導入推進 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
導入推進

事業名 電気自動車用充電設備整備 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
不法投棄や産業廃棄物の無許可処分行為等を未然に防止する
ため、事業者から事前届出を受け、審査のうえ各種許可を行う。
26年度実績：届出 1件

届出受理・許可

内  容
野外での不正な燃焼行為及び焼却炉の不正使用について指導
等を行う。
26年度実績：指導　野外 14件　　焼却炉 2件

パトロール・指導

内  容

自動車による大気汚染を軽減するため、公用車への低公害車
（ハイブリッド車、天然ガス車、電気自動車など）の導入を推進す
る。
26年度実績：ハイブリッド車　1台

クリーン
ディーゼル
車１台導入

内  容
電気自動車の普及を促進し、温室効果ガスの発生抑制を図るた
め、電気自動車用の充電設備を市役所駐車場に設置し、運用す
る。

運用
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第３節 循環型社会 

 

[めざす姿]  

■ 廃棄物の発生抑制（リデュース）、資源の再利用（リユース）、資源の再生利用

（リサイクル）等の促進により、環境への負荷の少ない循環型社会が形成され

ていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．ごみ減量化の推進  

(1) 発生抑制と再利用の推進【重点】 

(2) リサイクルの推進【重点】 

２．収集システムの確立 

(1) 収集体制の整備 

(2) 収集拠点の整備 

３．城南衛生管理組合 3の

効率的運営の促進 

(1) 処理施設・処分地の整備 

(2) し尿処理対策の促進 

 

3 城南衛生管理組合：宇治市・城陽市・八幡市・久御山町・井手町・宇治田原町の３市３町で構成する一部事務組合。ご
み処理やし尿処理など、広域行政による効率的な事業を進めている。 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 八幡市一般廃棄物処理基本計画策定・推進 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 八幡市一般廃棄物処理実施計画策定・推進 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 清掃概要作成 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ごみ減量・リサイクル推進啓発事業 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 買い物袋持参運動 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地域懇談会開催 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 環境まつり 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 事業系ごみ減量対策 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 一般廃棄物収集運搬・処分業の許可・指導 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

環境の保全及び公衆衛生の向上に努め、循環型社会を実現す
るために、八幡市一般廃棄物処理基本計画を策定し、3R【リ
デュース（発生抑制）、リユース（再利用）、リサイクル（再生利用）】
等、計画に基づく取組を推進する。

次期計画推
進

次期計画
策定

内  容
八幡市一般廃棄物処理基本計画を実効性のあるものにするため
に、毎年度実施計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。

計画策定・推進

内  容

レジ袋の削減を図るため、各種団体と連携し、買い物時における
買い物袋・買い物かごの持参を促進する。
26年度実績：啓発活動　スーパーマーケット6カ所
　　　　　　　 　街頭アンケート実施 1回

啓発
マイバッグの配布

内  容

ごみ減量・リサイクル推進に係る施策の理解促進及び市民の意
識啓発等を図るため、出前講座をはじめとする施策の説明会を
開催する。
26年度実績：出前講座 41回実施

出前講座開催

内  容
ごみ・リサイクル等に関する施策および廃棄物排出量等のデータ
を記載した清掃概要を毎年度作成し、公表する。
26年度実績：公表 3月

清掃概要作成・公表

内  容

ごみ減量・リサイクル推進啓発に係る刊行物（ごみ分別啓発チラ
シ「ごみの分け方・出し方 資源物回収日程表」）を作成し、市内
全戸に配付する。
26年度実績：35,000部作成

チラシ作成・配付

内  容

一般廃棄物収集運搬・処分業の許可・更新等について、事業者
の申請に基づく許可の決定及び報告徴収等を行い、必要に応じ
て指導を行う。
26年度実績：許可事業所　15件（新規　2件）

許可・指導

内  容
環境問題に関する意識啓発を図るため、環境をテーマにしたイ
ベントを城南衛生管理組合及び構成3市3町の主催で開催する。

環境まつり開催

内  容
市内事業所から排出される事業系ごみの減量を図るため、事業
系ごみの動向把握及び指導啓発を行う。

指導啓発

83



＜実施計画事業一覧表＞

事業名 一般廃棄物再生利用業の指定 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 一般廃棄物搬入承認申請 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ごみ有料化検討 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 大型ごみ手数料見直し検討 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 再生資源化活動促進 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 廃家電等リサイクル 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 リサイクル情報提供 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 可燃物、不燃物収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 大型ごみ収集・搬送 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

再生利用されることが確実な一般廃棄物のみの収集・運搬・処分
を行う一般廃棄物再生利用業の指定申請及び範囲変更の申請
に基づき、指定等の決定を行う。
26年度実績：指定 2件

指定・指導

内  容 大型ごみの回収・運搬等の手数料の見直しについて検討を行う。

手数料見直し検討

内  容

古紙・古布回収等の再生資源化活動を行う自治会、ＰＴＡ、地域
子ども会等の団体を対象として奨励金を支給する。また、未実施
地区における啓発を行う。
26年度実績：支給 66団体　回収量 2,144t

奨励金支給

内  容

病院・国土交通省・ＵＲ等の一般廃棄物搬入申請または変更申
請を受理し、承認等の決定を行い、必要に応じて立ち入り調査を
行う。
26年度実績：審査  9件　承認 9件

承認・指導

内  容
ごみ収集業務のあり方として、一般家庭ごみ収集の有料化につ
いて検討する。

有料化検討

内  容

環境事務所収集作業員により、可燃物・不燃物収集を行う。ま
た、一部地域について民間委託により収集を行う。
26年度実績：可燃物（週2回）　収集量　11146.53ｔ
　　　　　　　　不燃物（週1回）　収集量　3342.01t
　　　　　　　　※不燃物はＨ27.1より隔週１回

可燃物（週2回）・不燃物（隔週1回）収
集

内  容

家庭から出る大型ごみについて、電話による予約戸別収集及び
持ち込みによる収集を行い、処理施設への搬送を行う。
26年度実績：収集量　246.16t
　　（戸別収集： 2,065件、持込収集：平日 5,380件・休日 569件）

有料収集の実施
平日戸別収集・休日持込受付

内  容

家電4品目及びパソコンについて、販売店や指定取引場所への
持参が困難なケースなどやむを得ない場合に、市で回収を行
い、取次所へ搬送する。
26年度実績：回収 31件

回収・運搬

内  容
リサイクル関連の情報を広く市民に発信するため、市ホームペー
ジ及び広報やわたにごみ減量に関する情報を掲載する。

情報提供
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 じんかい収集車整備 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

事業名 分別収集対策推進 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 空ビン分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 空缶分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 プラスチック製容器包装分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
分別収集

事業名 紙パック分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ペットボトル分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 食品トレー・発泡スチロール分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 廃乾電池分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託により空ビンの回収を行う。
26年度実績：月2回　回収量　325.2ｔ

分別収集

内  容
ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託により空缶の回収を行う。
26年度実績：月2回　回収量　92.16ｔ

分別収集

内  容

じんかい収集車の定期的更新を行う。その際、環境に配慮した低
公害車への更新を推進する。
26年度実績：3.5ｔディーゼル　2台
　　　　　　　   2ｔ回転式　1台

3.5ｔディー
ゼル2台、
2ｔディーゼ
ル１台　更新

内  容

ごみの減量化・再資源化を目指し、シルバー人材センター等へ
の委託によりごみの分別収集（8品目）を行うとともに、学習機会の
拡充や情報の提供により、市民、事業者等への意識啓発を行う。
26年度実績：資源化率：可燃系　16.37％、不燃系　20.37％

資源物の分別収集
　市内全域・地区ステーション

内  容

ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託により食品トレー・発泡スチ
ロールの回収を行う。
26年度実績：月2回　回収量　13.51ｔ

分別収集

内  容
ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託により廃乾電池の回収を行う。
26年度実績：月2回　回収量 5ｔ

分別収集

内  容

ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託により、プラスチック製容器包
装廃棄物（プラマークの付いた容器包装）の収集を行う。
26年度実績：分別収集開始（平成27年1月から）
              月2回　回収量　321.13ｔ

内  容
ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託により紙パックの回収を行う。
26年度実績：月2回　回収量　27.91ｔ

分別収集

内  容

ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託によりペットボトルの回収を行
う。
26年度実績：月2回　回収量　119.82ｔ

分別収集
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 スプレー缶・カセットボンベ分別回収 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 家庭食用廃油分別収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ふれあい訪問収集 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ごみ集積場等整備 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 カラスよけネット等購入費助成 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ごみステーション設置開発指導 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 城南衛生管理組合負担金 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 浄化槽設置（変更）に関する届出受理等 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

市内在住の要介護認定を受けている方及び身体障害者手帳の
交付を受けている一人暮らしの方で、ごみ収集場所へのごみ出
しが困難な方の自宅を訪問し、個別にゴミ収集を行う。また、ごみ
出しがされていない場合については安否確認も行う。
26年度実績：申込41件（うち安否確認申請37件）　緊急連絡3件

申請受付
個別訪問収集・安否確認実施

内  容
ごみ集積場及び資源物集積所の改良等整備及び維持管理を行
う。
26年度実績：改良 2カ所

維持管理

内  容

ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託によりスプレー缶の回収を行
う。
26年度実績：月2回　回収量　13ｔ

分別収集

内  容

ごみ減量に対する意識向上及び資源の有効活用を目的として、
シルバー人材センター等への委託により家庭食用廃油の回収を
行う（地区ステーション）。また、回収拠点の拡大及び再利用シス
テムの構築に向けた検討を行う。
26年度実績：回収 26カ所　6,528リットル

分別収集

内  容
城南衛生管理組合での廃棄物処理・し尿処理に係る運営経費・
建設経費について、構成団体として分担割合を負担する。
26年度実績：粗大ごみ処理施設整備

運営経費負担
建設経費負担

内  容
浄化槽設置（変更）届出の受理や浄化槽廃止届出の受理等を行
う。
26年度実績：設置 1件　廃止 8件

届出受理等

内  容

ごみの飛散防止と定点収集の促進を図るため、カラスよけネット
等を購入した市内の自治組織等に対し、カラスよけネット購入費
の一部を助成する。
26年度実績：助成　新規 108件　更新 21件

購入費助成

内  容
ごみステーション設置等に関する相談・事前協議申請を受理し、
協議書への回答及び境界確定への立会い等を行う。
26年度実績：立会い 57件

申請審査・指導
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第４節 景観 

 

[めざす姿]  

■ 豊かな自然景観や歴史的景観の保全、市街地の良好な景観の創出が進み、快適

な生活環境や、個性的で活力ある地域社会が形成されているとともに、地域へ

の愛着が育まれていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．都市景観の向上 (1) 良好な市街地景観の創出 

２．都市の快適性の確保と

住環境の保全 

(1) 市街地の緑地の保全 

(2) 親水事業の促進【重点】 

３．自然景観・歴史的景観

の保全 

(1) 自然景観の保全【重点】 

(2) 歴史的景観の保全【重点】 
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＜実施計画事業一覧表＞

事業名 屋外広告物管理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 景観法に関する調整 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 電線の地中化の検討 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 歴史街道計画推進 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

内  容
良好な景観の創出に向け、適正な屋外広告物の許可及び違法
な屋外広告物の除却等を行う。
26年度実績：新規25件　更新61件　除去66件

申請の受理・許可等

内  容
京都府による景観計画との連携推進及び景観行政に関する調整
等を行う。

関係機関との連携・調整

内  容 良好な景観を創出するため、電線の地中化について検討を行う。

検討

内  容

歴史や文化資産を活かした個性と魅力ある地域づくりを進めるこ
とを目的として、歴史街道計画に基づく事業実施について八幡
市歴史街道計画整備検討委員会を設置・開催し景観等の検討を
行い、取組を推進する。
26年度実績：歴史街道計画整備検討委員会設置　開催　1回
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第４章 だれもが明るく元気に暮らせるまち

―健康・福祉― 

少子高齢化が進行するなかで、だれもが明るく元気に暮らせるまちを実現するためには、

人々が地域社会のなかでともに助け合い、支え合うことが不可欠です。また、支える側も

支えられる側も、社会とのかかわりを保ちながらいきいきと暮らせるようにしていく必要

があります。 

そのため、保健・医療、高齢者福祉、母子・父子福祉、障がい者福祉、生活保障といっ

た福祉の各分野において、ボランティアやＮＰＯをはじめとする地域コミュニティにおけ

る福祉活動を支援していくとともに、高齢者や障がい者等の社会参画を重視した取組を進

めます。 

■成果指標 ………………………………………………………………………………

指  標 計画当初値 26年度実績値 目標値 

特定健康診査受診率（人間ドック含

む）  
― ※140.5％ 65.0％ 

国民健康保険料徴収率（現年度分） ―   91.4％ 92.0％ 

バリアフリー化を実現した公共施

設・設備の件数 
42件 52件 52件 

福祉ボランティア登録人数 572人 539人 700人 

介護・支援を受けなくてもよい高齢

者の割合 
84.1％ 83.3％ 

※2現状値(83.5％)

より高い比率 

障がい福祉施設から一般就労への移

行者数 
― 4人/年 4人/年 

※1 については、平成 27年 3月末時点で本市により整理した値。 

※2「現状値」については、後期基本計画策定時に設定した値。（平成 23年度実績値） 
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第１節 保健・医療 
 

[めざす姿]  

■ だれもが安心して元気に暮らすための保健・医療の確立に向けて、市民の主体

的な健康づくりや、生活習慣病予防の取組等が進み、救急医療など、地域にお

いて適切かつ効率的に医療を受けられる体制がつくられていることをめざしま

す。 

 
 

[施策体系] 

１．健康づくりの推進 

(1) 健康管理意識の啓発【重点】 

(2) ライフステージに応じた健康づくり事業の充実 

(3) 食育の推進【重点】 

(4) 総合保健福祉センターの整備 

２．保健体制の充実 

(1) 人材の育成・確保 

(2) 母子保健の充実 

(3) 成人保健の充実 

(4) 感染症対策の充実 

３．医療体制の充実 

(1) 地域医療・医療費助成制度の充実【重点】 

(2) 医療施設の充実 

(3) 救急医療体制の充実【重点】 

４．医療保険制度の健全運

営 
(1) 国民健康保険の運営【重点】 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 市民健康づくり推進 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市民健康づくり推進協議会開催
健康づくり推進に向けた事業等の企画

事業名 健康マイレージ事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健康マイレージポイント付与

事業名 健康フェスタ開催 健康部各課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

開催

事業名 【新規】ウォーキング推進事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

「ウォーキングの日」制定・推進

事業名 【新規】ラジオ体操普及啓発事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ラジオ体操ＣＤ配付

事業名 健康コーナー設置 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

測定機器・パンフレット等常設

事業名 健康ウォーキングマップ配付 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市内各公共施設等に配置

事業名 健康手帳配付 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健康手帳配付

事業名 市民健康相談 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談事業実施

内  容

市民健康づくり推進協議会を開催し、各種健康診査事業及び健
康相談、保健栄養指導、食生活改善等地域の衛生組織の育成、
健康教育について審議企画を行い、市民の健康づくり推進に向
けた各種取組を実施する。
26年度実績：協議会開催　1回

内  容

市民への健康づくりの動機づけを図るため、20歳以上で、健（検）
診の受診や健康に関する教室への参加等に取り組まれた方を対
象に、景品や市内保育園・幼稚園等への寄附に交換できる健康
マイレージポイントを付与する。
26年度実績：申込者　217人

内  容

健康づくり意識の啓発を図り、疾病予防や健康づくりの機会を提
供することを目的に、八幡市民スポーツ公園にて、健康フェスタを
開催し、健康づくりに関する相談、体験、情報提供等の事業を実
施する。
26年度実績：平成26年10月26日開催　参加者　約2,500人

内  容
市民が自らの健康を管理するサポートとして、市内の健康施設・
設備等を記載したウォーキングマップを公共施設に配置し、市民
へ提供する。

ウォーキング
マップ作成・

公表

内  容

健康管理意識の啓発を図るため、医療機関や薬局での記録記
入や健康診査、健康教育、健康相談、訪問指導、機能訓練等の
記録を行う健康手帳を発行し、40歳以上の希望者へ配付するとと
もに、市内公共施設等に配置する。
26年度実績：発行　452冊

内  容

15歳から39歳の方で、職場などで健康診断を受ける機会のない
方を対象に、血液検査（貧血・LDLコレステロール・空腹時血糖・
中性脂肪・ヘモグロビンA1c等）、血圧測定、尿検査及び保健師・
医師による相談を実施する。
26年度実績：開催　4日間（3会場）　相談　延234人

内  容
市民の健康づくり意識の啓発に向け、毎月第1土曜日を「ウォー
キングの日」に制定するとともにウォーキングマップを作成・公表
し、ウォーキングの動機づけを図る。

ウォーキング
マップ作成・

公表

内  容
市民の健康づくり意識の啓発に向け、ラジオ体操に取り組んでい
る、またはこれから取り組む予定の団体に対し、ラジオ体操ＣＤの
配付を行う。

内  容

市民が自らの健康を管理するサポートとして、市内の公共施設に
血圧、脈拍、体重等を測定できる機器の設置及び生活習慣病に
関する各種パンフレットを配置する健康コーナーを設置し、市民
の利用に供する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 窓口健康相談 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談窓口設置

事業名 窓口リハビリ相談 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談窓口設置

事業名 高齢者健康相談 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談窓口設置

事業名 骨粗しょう症健診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健診実施

事業名 骨粗しょう症予防教室 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 動脈硬化症予防教室 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 料理教室 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 減塩みそ手づくり教室 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 歯のひろば 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ひろば開催

内  容

18歳以上の女性を対象に、年１回、毎年7月に骨粗しょう症健診
（踵骨（かかと）の骨量を超音波で測定する）を実施し、保健指導
を行う。
26年度実績：受診者　1,682人

内  容
健康教育事業として、骨粗しょう症や骨折の予防推進に向け、運
動や食生活を学ぶための教室を開催する。
26年度実績：開催　3回　参加　延70人

内  容
健康教育事業として、動脈硬化症予防の推進を図るため、運動
実践や栄養についての講義を内容とする教室を開催する。
26年度実績：開催　3回　参加　延81人

内  容

40歳以上の方を対象に、月1回、母子健康センターにおいて、血
圧測定・尿検査その他健康に関する相談窓口を設置する。（要予
約）
26年度実績：設置　12日間　相談　4人

内  容

40歳以上の方を対象に、月1回、母子健康センターにおいて、作
業療法士による家庭での運動方法や福祉用具などに関する相談
窓口を設置する。（要予約）
26年度実績：設置　12日間　相談　26　人

内  容

65歳以上の高齢者を対象に、南ケ丘老人の家・八寿園において
月1回、都老人の家・有都福祉交流センターにおいて偶数月に血
圧測定や尿検査を行い、介護予防に関する基本的な知識の習
得を目的とした健康相談窓口を設置する。
26年度実績：市内　4施設で延30回実施　相談　延372人

内  容
健康教育事業として、生活習慣病の予防に向けた調理実習を、
八幡市食生活改善推進員が中心となって公民館等で実施する。
26年度実績：開催　27回　参加　延453人

内  容

健康教育事業として、食生活の改善を図るため、減塩で無添加
の「みそ手づくり教室」を八幡市食生活改善推進員が中心となっ
て実施する。
26年度実績：開催　6回　参加　延188人

内  容

口腔衛生の推進を図るため、「80歳まで20本の歯を残そう」を
テーマに、歯科医等による歯の検診などを行う「歯のひろば」を文
化センターで開催し、口腔ケアの指導を行う。
26年度実績：開催　1回　参加　延606人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 高齢者健康長寿教室（健康長寿普及啓発） 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 自殺予防対策 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

パンフレット等による啓発実施
自殺のない社会づくり市区町村会参加
市ホームページにて「こころの体温計」
運用
ゲートキーパー養成研修開催

事業名 食育計画策定・推進 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

次期計画策定検討

事業名 食生活改善推進事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

食生活改善推進員の設置
各事業における調理指導等実施

事業名 母子健康センター管理運営 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営　

事業名 母子健康センター整備 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地域ボランティア養成事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

地域出向講座開催

事業名 母子・父子健康手帳交付 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

母子健康手帳交付
父子健康手帳交付

事業名 妊婦健康診査受診券交付 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
受診券つづり交付

内  容

一次予防事業対象者を対象に、健康寿命を延ばし、要介護状態
になることを防ぐため、小学校区の公民館や集会所などでミニ健
康講座を開催する。また、閉じこもり予防のきっかけづくりとして体
操・レクリエーションなどを行う。
26年度実績：開催　10回　参加　延441人

内  容

パンフレット等により、心の問題を抱えたときの相談先や対処につ
いて啓発を図る。また、市ホームページにて心の健康状態を
チェックできる「こころの体温計」を導入・運用し、市民の利用に供
する。
26年度実績：ゲートキーパー養成研修開催　参加　90人

内  容
平成23年度から27年度までの5年間を計画期間とする「八幡市地
産地消推進計画」の中で「八幡市食育推進計画」を策定し、計画
に基づく取組を進めるとともに、進捗状況の把握を行う。

内  容
介護予防に関する運動等の知識と実技を地域で広めることを目
的として、一般高齢者を対象に講座を開催する。
26年度実績：実施　9回　参加　延192人

内  容

母子保健の充実を図るため、妊産婦の届出に基づき、母子健康
手帳を交付する。また、父性に関する意識啓発を図るため、同様
に父子健康手帳を交付する。
26年度実績：母子健康手帳交付　554件
　　　　　　　 　父子健康手帳交付　543件

内  容
母子健康手帳の交付にあわせて申請を行った方に対し、指定医
療機関での妊婦健康診査受診券つづりを交付する。
26年度実績：受診者　574人

計画推進・
進捗状況

点検

内  容

食生活改善を通した地域の健康づくりを推進するため、食生活改
善推進員を設置し、研修会及び講習会、各種教室において参加
者に対し調理指導等を行う。
26年度実績：食生活改善推進員　38人
　　　　　　　　 研修会及び講習会開催　110回　参加　延2,922人

内  容
母子保健に係る様々な相談・検診等を行う母子健康センターの
管理運営を行う。

内  容

母子健康センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。また、八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行
う。
26年度実績：耐震診断実施

必要に応じ改修等実施
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 ハイリスク妊婦対策 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

保健指導実施

事業名 母子栄養強化事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
牛乳・粉ミルクの支給

事業名 妊産婦・こんにちは赤ちゃん訪問事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

訪問実施
こんにちは赤ちゃんプレゼント配付

事業名 4ヵ月児健康診査事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
健康診査実施
育児相談・離乳食指導等実施

事業名 離乳食教室 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 1歳6ヵ月児健康診査事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
健康診査実施
育児相談・栄養指導等実施

事業名 3歳児健康診査事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健康診査実施
育児相談・栄養指導等実施

事業名 マタニティスクール 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

スクール開催

事業名 育児健康相談 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談実施

内  容

生後3～4ヵ月児を対象に、医師による診察、身体計測、発達面
の観察、保健師による育児相談、栄養士による離乳食指導、図
書館司書によるお話、子育て支援センターの紹介、離乳食パン
フレットの配付を母子健康センターにおいて行う。
26年度実績：実施　18回　受診　延531人

内  容

1歳までの乳児をもち、これから離乳食を始める方や離乳食につ
いて不安や心配のある方を対象に、文化センターにおいて、離
乳食の講習会をマタニティスクールパート2と同時に開催する。
26年度実績：開催　6回　参加　延55人

内  容

1歳6ヵ月児を対象に、医師・歯科医師による診察、歯科衛生士に
よる歯科指導、身体計測、保健師による問診と個別相談、栄養士
による栄養指導と手作りおやつの試食などを母子健康センターに
おいて行う。
26年度実績：実施　18回　受診　延518人

内  容

妊婦のうち、受胎状況や年齢その他の理由によりリスクの高い妊
婦の把握を行い、母子手帳発行時に保健師による面談や電話・
訪問等による相談・指導などの保健指導を行う。
26年度実績：電話・訪問によるフォロー　17件

内  容

母性ならびに乳幼児の健康の保持及び増進を図るため、妊産婦
及び乳児に対して牛乳1本又または粉ミルクを支給する。
26年度実績：牛乳支給　5,061本
　　　　　　　　 受給者数　妊産婦　32人　乳幼児　3人

内  容

生後4ヵ月までの乳幼児及びその保護者を対象に、委託助産師・
保健師が自宅を訪問し、健康相談への対応及び予防注射や健
康診査等の説明を行う。また、より早く訪問できるよう、出生児届
出の提出を促進する。
26年度実績：訪問　延1,018人

内  容

3歳6ヵ月児を対象に、視力検査、医師による診察、歯科医師によ
る診察、歯科衛生士による歯科指導、栄養士による栄養指導、身
体計測、保健師による問診と個別相談を母子健康センターにお
いて行う。
26年度実績：実施　24回　受診　延600人

内  容

妊婦の方を対象とした、パート1デンタルケアと絵本編、パート2栄
養編、パート3育児編から構成するマタニティスクールを母子健康
センター等において開催する。（父親の参加も可）
26年度実績：開催　延18回　参加　延162人

内  容

主に10ヵ月児を対象に身体計測、保健師による発達面の観察・
育児相談、栄養士による栄養相談を母子健康センター及び公民
館・交流センター等において実施する。対象者には事前に個人
通知を行う。
26年度実績：実施　75回　相談　延1,228人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 親子教室（いちごくらぶ） 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

育児支援教室開催

事業名 親子教室（ピーチくらぶ） 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

育児支援教室開催

事業名 マタニティマークデザインキーホルダー配付 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 発達健康相談 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

心理判定員による指導実施

事業名 不妊治療給付助成 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成

事業名 特定健康診査等実施計画策定・推進 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
第2期計画推進

事業名 特定健康診査(国民健康保険加入者） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健康診査実施

事業名 特定保健指導 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

積極的支援実施
動機付け支援実施

事業名 後期高齢者等健康診査 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健康診査実施

内  容

育児支援強化事業として、1歳6ヵ月児健診で育児支援が必要と
された幼児及びその保護者を対象に、遊びを中心とした教室を
開催する。
26年度実績：開催　3クール（1クール4回）　参加　延121人

内  容

育児支援強化事業として、育児健康相談や訪問指導の中で育児
支援が必要とされた乳幼児及びその保護者を対象に、遊びを中
心とした教室を開催する。
26年度実績：開催　3クール（1クール6回）　参加　延266人

内  容

母子保健の充実を図るため、妊婦であることが周囲の人に分かる
ようデザインされたマタニティマークのキーホルダーを母子健康
手帳交付時に希望者へ配付する。
26年度実績：配付　546人

内  容
40歳以上の国民健康保険被保険者を対象に、年1回、指定医療
機関において無料で特定健康診査を実施する。
26年度実績：受診者　5,653人

内  容

国民健康保険被保険者の健康管理意識の啓発を図るため、特
定健康診査の受診者に対し、審査結果に基づき運動実践指導
や栄養指導等を行う。
26年度実績：指導　75件

内  容

75歳以上の人と65歳以上の一定の障がい認定者（京都府後期
高齢者医療被保険者）等を対象に、年1回、指定医療機関にお
いて後期高齢者健康診査を実施する。
26年度実績：受診者　1,832人　受診率　27.2％

キーホルダー配付

内  容

乳幼児の心身の健全な発達を図るため、発達支援が必要とされ
た乳児及びその保護者を対象に、心理判定員による個別指導を
行う。
26年度実績：実施　118回　相談　延225人

内  容

不妊治療等を受けている方の経済的負担軽減を図るため、八幡
市に住所を有し、かつ京都府内の市町村に1年以上住所を有す
る夫婦に対し、治療等にかかる自己負担額の一部を助成する。
26年度実績：保険適用の不妊治療　112人　不育治療　1人
　　　　　　　　（うち人工授精と重複　45人）

内  容
国の特定健康診査等基本指針に基づき、特定健康診査等実施
計画を策定し、特定健診・特定保健指導等、計画に基づく取組を
推進する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 生活習慣病予防健康診査 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

健康診査実施

事業名 【充実】国民健康保険総合健康診断助成（人間ドック） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人間ドック費用助成

事業名 【充実】国民健康保険総合健康診断助成（脳ドック） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

脳ドック費用助成

事業名 【充実】後期高齢者医療総合健康診断助成（人間ドック） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人間ドック費用助成

事業名 【充実】後期高齢者医療総合健康診断助成（脳ドック） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

脳ドック費用助成

事業名 検診の一括申込受付 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

一括申込受付

事業名 肝炎ウイルス検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

検診実施

事業名 胃がん検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

検診実施

事業名 子宮がん検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

検診実施
子宮体がん検診同日実施

内  容

後期高齢者医療制度加入者を対象として、申込制により指定医
療機関において総合健康診断（人間ドック）を行い、利用者負担
額（3割相当）を除く医療費を助成する。
26年度実績：受診者　159人

募集人数
拡大

内  容

後期高齢者医療制度加入者を対象として、申込制により指定医
療機関において総合健康診断（脳ドック）を行い、利用者負担額
（3割相当）を除く医療費を助成する。
26年度実績：受診者　105人

募集人数
拡大

内  容
生活保護受給者等の40歳以上の人を対象に、年１回、指定医療
機関において生活習慣病予防健康診査を実施する。
26年度実績：受診者　27人

内  容

40歳以上の国民健康保険加入者を対象として、申込制で指定医
療機関において総合健康診断（人間ドック）を行い、利用者負担
額（3割相当）を除く医療費を助成する。
26年度実績：受診者　590人

募集人数
拡大

内  容

40歳以上の国民健康保険加入者を対象として、申込制で指定医
療機関において総合健康診断（脳ドック）を行い、利用者負担額
（3割相当）を除く医療費を助成する。
26年度実績：受診者　307人

募集人数
拡大

内  容

20歳以上の女性を対象に、2年に1回指定医療機関において子
宮頸がん検診を無料で実施する。子宮体がんについては、頸が
ん検診実施後の必要性により受診可能。
26年度実績：受診者　1,817人　受診率　23.1％（ｸｰﾎﾟﾝ含む）

内  容

市民の利便性を図り、検診の受診率向上を図るため、全戸配布
する「保健事業のお知らせ」に検診申し込みはがきを印刷し、5月
の1ヵ月間、検診の一括申込期間を設ける。
26年度実績：一括申込開始　申込　4,140件

内  容

40歳以上で肝炎ウイルス検診を過去に受けたことのない人に対
し、年1回指定医療機関において肝炎ウイルス検診を無料で実施
する。
26年度実績：受診者数　HCV・HBＳ　990人

　　　　　　　　　　　　　　　（HCVのみ　2人　HBSのみ　4人）

内  容
40歳以上の人を対象に、年1回母子健康センターにおいて胃が
ん検診を無料で実施する。
26年度実績：受診者　1,323人　受診率　5.4％
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 乳がん検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

検診実施
　マンモグラフィ2方向併用（40歳代）
　マンモグラフィ１方向併用（50歳以上）

事業名 肺がん検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

結核検診と同時実施
喀たん検査実施

事業名 結核検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

肺がん検診と同時実施

事業名 大腸がん検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

検診実施
健康推進課にて検体・問診票回収

事業名 前立腺がん検診 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

検診実施

事業名 がん検診推進事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

無料クーポン券、検診手帳交付
子宮頸がん検診実施
乳がん検診実施

事業名 四種混合予防接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施

事業名 三種混合予防接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施

内  容

30歳以上の女性の人を対象に、母子健康センターにおいて乳が
ん検診を無料で実施する。マンモグラフィ併用は2年に１回、視触
診のみ（30歳代）は毎年受診可能。
26年度実績：受診者　1,028人　受診率　17.3％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｸｰﾎﾟﾝ含む・視触診のみは除く）

内  容
40歳以上の人を対象に、年1回、検診車巡回により肺がん検診及
び喀たん検査を無料で実施する。
26年度実績：受診者　1,612人　受診率　6.5％

内  容

大腸がん検診の受診率向上、がんの早期発見につなげるため、
特定の年齢に達した方に対し、無料クーポン券及び検診手帳を
交付し検診受診を呼びかける。
26年度実績：大腸がん検診　721人

無料クーポン券、検診手帳交付
大腸がん検診実施

内  容

子宮頸がん及び乳がん検診の受診率向上、がんの早期発見に
つなげるため、特定の年齢に達した方及び未受診の方に対し、
無料クーポン券及び検診手帳を交付し検診受診を呼びかける。
26年度実績：子宮がん検診　564人　乳がん検診　684人

内  容
65歳以上の人を対象に、年1回、検診車巡回により結核検診を無
料で実施する。
26年度実績：受診者　1,184人

内  容

40歳以上の人を対象に、年1回大腸がん検診を無料で実施す
る。肺がん・結核検診の実施会場及び健康推進課にて申し込み
受付を行う。
26年度実績：受診者　2,704人　受診率　13.9％（ｸｰﾎﾟﾝ含む）

内  容

55歳以上の男性を対象に、年１回指定医療機関において前立腺
がん検診を無料で実施する。平成25年度から、受診率向上に向
けた無料化を実施する。
26年度実績：受診者　1,669人　受診率　21.8％

内  容
百日ぜき・ジフテリア・破傷風・不活化ポリオの四種混合ワクチン
について、通年個別接種を指定医療機関で実施する。
26年度実績：個別　2,046人　助成　11人

内  容

百日ぜき・ジフテリア・破傷風の三種混合ワクチンについて、通年
個別接種を指定医療機関で実施する。【1期初回】生後3ヵ月～7
歳6ヵ月未満の人を対象に、3～8週間の間隔で3回。【1期追加】1
期初回終了後、1年～1年6ヵ月の間に1回。
26年度実績：個別　184人　助成　4人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 二種混合予防接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施

事業名 不活化ポリオ（急性灰白髄炎）ワクチン接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 麻しん風しん混合予防接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施

事業名 風しん予防接種費助成 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

接種費助成

事業名 日本脳炎予防接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施

事業名 ＢＣＧ予防接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

集団接種実施

事業名 高齢者インフルエンザ予防接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

個別接種実施
接種費助成

事業名 子宮頸がん予防ワクチン接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

個別接種実施
接種費助成

事業名 ヒブワクチン接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施
接種費助成

内  容

ポリオ（急性灰白髄炎）の不活化ワクチンについて、20日以上の
間隔をあけて3回の初回接種、12～18ヵ月後に1回の追加接種の
計4回の接種を指定医療機関で実施する。
26年度実績：個別　448人　助成　4人

通年の個別接種実施

内  容

麻しん・風しん混合ワクチンについて、【1期】生後12～24ヵ月の
間、及び【2期】幼稚園・保育園等の年長児、で各1回、通年個別
接種を指定医療機関で実施する。
26年度実績：個別　1,034人　助成　6人

内  容

19歳以上の妊娠を希望する女性及び配偶者、妊娠している女性
の配偶者を対象に、麻しん・風しん混合ワクチンまたは風しん単
独ワクチンの接種費を助成する。
26年度実績：助成　78人
　　　　　　　　（混合ワクチン　59人　単独ワクチン　19人）

内  容

ジフテリア・破傷風の二種混合ワクチンについて、通年個別接種
を市内指定医療機関で実施する。【2期】11歳以上13歳未満の人
で、1回。
26年度実績：個別　430人　助成　1人

内  容

子宮頸がんワクチンについて、中学校1年生～高校1年生までの
女子を対象に、協力医療機関において計3回接種を実施する。
協力医療機関以外で接種する場合は、接種後の申請に基づき
接種費を助成する（上限あり）。
26年度実績：個別　6人

内  容

ヒブワクチンについて、0～4歳児を対象に、協力医療機関で無料
接種を実施する。協力医療機関以外で接種する場合は、接種後
の申請に基づき接種費を助成する（上限あり）。標準接種回数は
年4回。
26年度実績：個別　2,120人　助成　20人

内  容

日本脳炎ワクチンについて、【1期初回】3歳～7歳6ヵ月未満の人
を対象に6～28日までの間隔で2回、【1期追加】1期初回接種から
概ね1年経過後、希望者に1回、【2期】9歳～13歳未満の希望者
に1回、通年個別接種を指定医療機関で実施する。
26年度実績：個別　2,247人　助成　8人

内  容

ＢＣＧワクチンについて、毎月1回、母子健康センターで集団接種
を実施する。また、生後1歳未満の人を対象に、年1回の接種を実
施する。（推奨年齢は生後5～8ヵ月）
26年度実績：集団　505人　助成　8人

内  容

高齢者インフルエンザワクチンについて、65歳以上及び60～64
歳で定める基準に合致する人を対象に、年1回、指定医療機関
で個別接種を実施する。負担額は1,000円であるが、非課税世帯
及び生活保護世帯は免除申請により無料。
26年度実績：個別　8,757人　助成　191人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 小児用肺炎球菌ワクチン接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施
接種費助成

事業名 高齢者肺炎球菌ワクチン接種（定期） 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施
接種費助成

事業名 高齢者肺炎球菌ワクチン接種助成（任意） 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

接種費助成

事業名 水痘ワクチン接種 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通年の個別接種実施
接種費助成

事業名 地域医療活動助成 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 重度心身障害老人健康管理事業助成（府制度分） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成（府制度分）

　　　　　
　　　　　
　　

事業名 重度心身障害老人健康管理事業助成（市制度分） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成（市制度分）

　　　　

事業名 重度心身障害者医療給付（府制度分） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成（府制度分）

　　　　
　　　　

事業名 重度心身障害者医療給付（市制度分） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成（市制度分）

　　　　

内  容

小児用肺炎球菌ワクチンについて、0～4歳児を対象に、協力医
療機関で無料接種を実施する。協力医療機関以外で接種する
場合は、接種後の申請に基づき接種費を助成する（上限あり）。
標準接種回数は年4回。
26年度実績：個別　2,140人　助成　20人

内  容
八幡市、京田辺市、宇治田原町、井手町の2市2町の医師会で構
成する綴喜医師会に対し、地域医療活動費用の一部を助成す
る。

内  容

後期高齢者医療制度の被保険者である重度心身障がい者の医
療費負担軽減を図るため、①身障手帳1・2級②療育手帳Ａ③身
障手帳3級でＩＱ50以下の方を対象に、医療機関などで診療を受
けたときの医療費（保険適用分）自己負担額を助成する。
26年度実績：受給者　642人　受診　15,879件

内  容

京都府制度の対象拡大を図るため、①身障手帳3級②療育手帳
Ｂの方を対象に、医療機関などで診療を受けたときの医療費（保
険適用分）自己負担額を助成する。
26年度実績：受給者　302人　受診　8,310件

内  容

高齢者肺炎球菌ワクチンについて、市内65歳以上の定期予防接
種対象者となる方等に対し、協力医療機関で定期接種を実施す
る。協力医療機関以外で接種する場合は、接種後の申請に基づ
き接種費を助成する（上限あり）。
26年度実績：個別　20人　助成　2,132人

内  容
市内65歳以上で定期接種対象者とならない年齢の方を対象に、
肺炎球菌ワクチン接種費用の一部を助成する。
26年度実績：個別　44人　助成　888人

内  容

水痘ワクチンについて、市内1・2歳児を対象に、協力医療機関で
無料接種を実施する。協力医療機関以外で接種する場合は、接
種後の申請に基づき接種費を助成する（上限あり）。平成26年度
は経過措置として3・4歳の未接種者に対する接種を1回実施。
26年度実績：個別　1,031人　助成　4人

内  容

重度心身障がい者（児）の健康の保持と福祉の増進を図るため、
①身障手帳1・2級②療育手帳Ａ③身障手帳3級でＩＱ50以下の方
を対象に、医療機関などで診療を受けたときの医療費（保険適用
分）自己負担額を助成する。
26年度実績：受給者　581人　受診　14,123件

内  容

京都府制度の対象拡大を図るため、①身障手帳3級②療養手帳
Ｂの方を対象に、医療機関などで診療を受けたときの医療費（保
険適用分）自己負担額を助成する。
26年度実績：受給者　399人　受診　8,138件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 子育て支援医療給付（府制度分） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担額を助成
（府制度分）

事業名 【充実】子育て支援医療給付（市制度分） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担額を助成
（市制度分）

事業名 ひとり親家庭等医療給付 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成

事業名 未熟児養育医療給付 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成

事業名 老人医療給付 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成

事業名 老人医療負担金貸付 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

入院医療費貸付

事業名 京都府後期高齢者医療広域連合負担金 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運営費負担

事業名 療養の給付【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合超過分給付
（現物給付）

事業名 限度額等認定証交付【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額適用認定証交付
標準負担額減額認定証交付

内  容

京都府制度の対象拡大等を図るため、入院について、中学生を
対象に、1医療機関につき月額200円を超える自己負担額を助成
する。また通院について、3歳から中学校卒業までを対象に、1医
療機関につき月額200円を超える自己負担額を助成する。
26年度実績：受給　入院　23件　入院外　80,605件

通院分
対象拡大

内  容

児童とその保護者の健康保持と福祉増進を図るため、高校卒業
相当時点までの遺児及び母子・父子家庭の子ならびにその母・
父を対象に、医療費自己負担額を助成する。
26年度実績：受給者　2,061人　受診　23,426件

内  容

体重2,000ｇ以下かつ低体重児の中でも入院加療が必要な新生
児を対象に、健全な成長に必要な医療を受けた場合の医療費自
己負担額を助成する。
26年度実績：助成　42件

内  容

入院について、0歳から小学校卒業までを対象に、1医療機関に
つき月額200円を超える自己負担額を助成する。また通院につい
て、1医療機関につき0歳から2歳までを対象に200円、3歳から小
学校卒業までを対象に3,000円を超える自己負担額を助成する。
26年度実績：受給　入院　511件　入院外　32,065件

内  容

被保険者が保険証を提示し医療機関で診察や治療、入院等の
医療を受けたとき、年齢及び所得区分に応じ、自己負担割合を
超える医療費について、国保連合会を通じ医療機関へ支払う（現
物給付）。
26年度実績：給付　312,917件

内  容

被保険者の申請に基づき、①限度額適用認定証（高額療養費の
限度額を証明）や②標準負担額減額認定証（非課税世帯等の入
院時食費・居住費の標準負担額減額に必要）、③限度額適用・
標準負担額減額認定証（①②が一体となったもの）を交付する。
26年度実績：交付　993件

内  容

65歳から69歳の方で、ひとり暮らしなど一定の要件に該当される
方を対象に、医療機関などで診療を受けたときの医療費（保険適
用分）自己負担額の一部を助成する。
26年度実績：受給者　2,831人　受診　51,775件 見直し実施

内  容

老人医療受給者及び国民健康保険の70歳以上高齢受給者、後
期高齢者被保険者で、低所得や障がい等の要件に該当する人
を対象に、入院医療費の貸付（限度額：自己負担額の2カ月分相
当額）を行う。

内  容
後期高齢者医療制度に関する事務を共同処理する京都府後期
高齢者医療広域連合に対し、市の負担割合に基づき運営費を負
担する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 入院時食費負担【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

標準負担額を超える食費負担等

事業名 療養病床入院時食費等負担【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

標準負担額を超える食費負担等

事業名 療養費支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える医療費を支給

事業名 高額療養費支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 特定疾病受療証交付【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

受療証交付

事業名 医療費貸付【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

高額療養費分貸付

事業名 高額介護合算療養費支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 移送費支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

移送費支給

事業名 出産育児一時金支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

一時金支給

内  容

被保険者が医療機関に入院した際の食費について、標準負担
額を超える額を負担する。また、市民税非課税世帯及び低所得
者が（限度額適用・）標準負担額認定証を提示した場合、標準負
担額を減額する。
26年度実績：減額　36人

内  容
厚生労働大臣の指定する特定疾病の方に対し、申請に基づき
「特定疾病受療証」を交付し、高額療養費の支給対象とする。
26年度実績：交付　44件

内  容
被保険者が同じ月内に受けた診療の医療費が支払困難な場
合、後で償還払いとなる高額療養費部分について貸付を行う。

内  容

医療費が高額になった被保険者世帯に介護保険の受給者がい
る場合、医療保険と介護保険の限度額を適用後、合算して別途
定める自己負担限度額を超える分を支給する。
26年度実績：支給　10件

内  容

被保険者（65歳以上）が療養病床に入院した際の食費及び居住
費について、標準負担額を超える額を負担する。また、市民税非
課税世帯及び低所得者が（限度額適用）標準負担額認定証を提
示した場合、標準負担額を減額する。

内  容

保険証未提示で治療を受けた場合や治療用装具、鍼灸マッサー
ジなど現物給付の例外として法令で認められた場合について、
被保険者の申請に基づき、いったん全額自己負担となる療養費
のうち、自己負担割合を超える分を支給する。
26年度実績：支給　13,486件

内  容

被保険者が同じ月内に受けた診療の医療費が高額になったと
き、年齢及び所得区分に応じて定められた自己負担限度額を超
える分を支給する。
26年度実績：支給　7,528件

内  容
病気やけがなどにより移動が困難な被保険者が、医師の指示に
よりやむを得ず入院や転院などを行い移送費用が発生した場
合、申請に基づき移送費を支給する。

内  容
被保険者が出産されたとき（妊娠85日以上であれば死産・流産の
場合も可）、申請に基づき一時金（上限42万円）を支給する。
26年度実績：支給　101件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 葬祭費支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

葬祭費支給

事業名 訪問看護療養費支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を支給

事業名 精神・結核医療付加金支給【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

付加金支給

事業名 第三者行為に基づく医療費求償【国民健康保険】 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

立替及び第三者求償

事業名 休日応急診療所運営 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内科・小児科・歯科診療所運営

事業名 献血対策事業 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

献血バス巡回実施
啓発パンフレット等配付

事業名 病院群輪番制運営 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

15病院による輪番制実施

事業名 国民健康保険料賦課 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

料率の決定・賦課

事業名 国民健康保険料激変緩和措置 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

被保険者が、医師の判断に基づき医療保険で訪問看護ステー
ション等を利用した場合、自己負担割合を超える利用料を支給
する。
26年度実績：支給　279件

内  容
被保険者が、障害者自立支援法で定める精神障害医療または
結核医療を受けた場合、申請に基づき付加金を支給する。
26年度実績：支給　7,998件

内  容

被保険者が、交通事故など第三者の行為により医療を必要とす
る際、治療の間の立替が困難な場合、一時的に立て替え、後日
当該第三者へ求償を行う。
26年度実績：求償　27件

内  容
被保険者が死亡されたとき、その葬祭を行った方（喪主等）に対
して、申請に基づき葬祭費（1件5万円）を支給する。
26年度実績：支給　137件

内　容
毎年度国民健康保険の料率を決定し、これに基づき年間保険料
の賦課を行う。

内　容

国民健康保険料について、料率の見直しを実施するにあたり、被
保険者の負担軽減を図るため、一般会計から国民健康保険特別
会計に対し臨時特例繰出しを行う。
26年度実績：臨時特例繰出

臨時特例
繰出

―

内  容

休日応急診療所を運営し、日曜日、祝日、年末年始において内
科・小児科及び歯科の応急診療を行う。
26年度実績：内科・小児科　受診者数　計1,415人
　　　　　 　　 歯科　受診者数　計174人

内  容

救急医療への貢献を推進するため、献血に関する知識等の普及
啓発及び市内での献血バスによる献血促進を行う。
26年度実績：市内16カ所において年13日実施
　　　　　　　　献血者　527人

内  容
山城北医療圏4市3町による共同運営により、休日・時間外におけ
る初期救急医療施設等との連携のもとに、重症救急患者に対応
できる医療機関を確保し、救急医療を行う。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 後発医薬品（ジェネリック医薬品）利用差額通知 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対象者への差額通知送付

事業名 国民健康保険料減免 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

減免実施

事業名 国民健康保険自己負担額減免 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

減免実施

事業名 国民健康保険事業趣旨普及事業（医療費通知） 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

医療費通知等送付

事業名 国民健康保険財政安定化対策 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

国民健康保険広域化準備基金積立

事業名 国民健康保険料徴収率向上対策 保険料収納課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

納付相談の充実
訪問徴収の充実
強制徴収の実施
口座振替推進

事業名 国民健康保険料納付相談 保険料収納課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

平日昼間窓口での常時相談受付
金曜夜間窓口開設
休日窓口開設

事業名 国民健康保険料訪問徴収 保険料収納課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

徴収専門員による訪問徴収等実施

事業名 国民健康保険料強制徴収 保険料収納課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

悪質滞納者を対象とした財産調査
及び強制徴収の実施

内  容
医療費及び国民健康保険事業に関する市民の意識啓発等を図
るため、年6回、個人または世帯単位での医療費通知等を行う。
26年度実績：通知送付　58,450件

内  容
国民健康保険の広域化に備え、国民健康保険財政の健全化を
図るため、一般会計における基金積立等の対策を検討し、実施
する。

内  容
徴収率向上を図るための新たな方策の検討及び既存実施業務
の強化等を行う。
26年度実績：徴収率　現年度　91.4％　過年度　11.4％

内  容

後発医薬品（ジェネリック医薬品）の利用促進により被保険者の
負担軽減が図れると同時に医療費の抑制効果も期待できるた
め、対象者を選定し、ジェネリック医薬品を使用した場合との差額
通知を年4回送付する。
26年度実績：差額通知　3,622人

内  容
国民健康保険の保険料の納付が困難な被保険者に対し、申請
に基づき保険料を減額または免除する。
26年度実績：減免　431件

内  容
医療機関での支払が困難な被保険者に対し、申請に基づき国民
健康保険自己負担額を減額または免除する。
26年度実績：減免　37件

内  容
徴収率向上を図るため、平日及び金曜夜間・休日窓口、電話や
臨戸訪問等による相談体制の強化を行う。
26年度実績：相談　1,298件

内  容
徴収率向上を図るため、徴収専門員による臨戸訪問徴収を行う。
26年度実績：臨戸訪問徴収等　851件

内  容

国民健康保険料の滞納者のうち、財産調査において強制徴収等
の法的措置をとることが可能と判断した人に対し、強制徴収指導
及び強制徴収を行う。
26年度実績：財産調査　111件　強制徴収　3件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 後期高齢者医療保険料減免受付 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

減免申請受付

事業名 後期高齢者医療制度一部負担金減免受付 国保医療課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

減免申請受付

内  容
後期高齢者医療制度の保険料の納付が困難な被保険者に対
し、減免申請を受け付け、広域連合へ進達する。
26年度実績：受付　2件

内  容
後期高齢者医療制度の一部負担金について、医療機関での支
払が困難な被保険者に対し、一部負担金の減額、免除の申請を
受け付け、広域連合へ進達する。
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第２節 地域福祉 

 

[めざす姿]  

■ すべての市民が住み慣れた地域で安心して快適に暮らせる、「自助（地域住民一

人ひとりの努力）」「共助（住民どうしの相互扶助）」「公助（公的な制度）」で連

携した地域福祉が実現していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．福祉のまちづくりの推

進 

(1) 福祉の拠点施設整備と運営 

(2) 

 

施設・設備のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン 1

化の推進【重点】 

(3) 地域福祉計画の推進【重点】 

２．地域福祉推進体制の充

実 

(1) 地域福祉体制の強化【重点】 

(2) 社会福祉協議会活動の促進 

(3) ボランティア活動の促進 

 

1 ユニバーサルデザイン：高齢者や障がい者等のバリア（障害、障壁、不便など）を取り除く「バリアフリー」の考え方
をさらに進め、能力や年齢、国籍、性別等の違いを超えて、すべての人が暮らしやすいように、まちづくり、ものづく
り、環境づくり等を行っていこうとする考え方。例えば、みんなが使えるトイレとして、車いす利用者、介助者が一緒
に入れる広さがあり、ベビーベッド、子ども用便器があるなど多様な人の利用に配慮したトイレなど。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 福祉会館運営 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

指定管理者制度により運営

事業名 福祉会館整備 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 ふれあい福祉センター運営 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

福祉会館内で運営

事業名 ふれあい福祉センター相談事業 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

専任相談員による相談・支援実施

事業名 有都福祉交流センター運営 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営

事業名 有都福祉交流センター整備 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ施設改修等実施

事業名 八幡市バリアフリー基本構想推進 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 福祉のまちづくり要綱推進（事前協議） 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事前協議実施

事業名 福祉のまちづくり要綱推進（標識交付） 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

標識交付

内  容
市内の社会福祉関係団体等の使用に供する福祉会館につい
て、指定管理者制度により運営する。
指定管理者：市社会福祉協議会（平成24年度～28年度）

内  容
福祉会館について、必要に応じ施設改修等の整備を行う。【耐震
化完了】
26年度実績：駐車場整備、バリアフリー工事

内  容

専任相談員1名を配置し、来所や電話、出張・訪問により地域に
おける要援護高齢者等の各種相談に応じ、その支援を行う施設
として、社会福祉協議会への委託により福祉会館内にて運営す
る。

内  容
福祉のまちづくり要綱に定める施設等を設置する事業者が請求
を行った場合、標示板の交付を行う。

内  容

ふれあい福祉センターにおいて、専任相談員が来所や電話、出
張・訪問により地域における要援護高齢者等の各種相談に応じ、
その支援を行う。
26年度実績：相談件数　延1,975件

内  容

福祉機能を有するとともに、乳幼児から高齢者までが地域交流の
場として活用できる東部地区の施設として、有都福祉交流セン
ターを運営する。
26年度実績：利用者　延6,477人

内  容
有都福祉交流センターについて、必要に応じ施設改修等の整備
を行う。

内  容
市内の旅客施設を含む生活関連施設及びこれらの間の経路を
構成する道路、駅前広場、通路その他の施設の現状の把握、重
点整備地区の設定を行い、バリアフリー化を推進する。

計画推進
福祉のまちづくり推進
協議会スパイラルアップ

内  容

公共施設等のユニバーサルデザイン化を進めるため、京都府福
祉のまちづくり条例適用外のうち特定の建築物について、「八幡
市福祉のまちづくり要綱」を遵守するよう指導し、建築物のバリア
フリー化を促進する。
26年度実績：事前協議　15件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 地域福祉推進計画策定・推進 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
地域福祉推進計画推進
地域福祉推進協議会開催

事業名 絆ネット構築支援事業 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
コーディネーター配置（男山地域）

事業名 暮らしのサポートコーディネーター配置助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

コーディネーター配置助成

事業名 学区福祉委員会活動費助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

事業名 民生児童委員協議会活動助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

事業名 遺族会活動助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

事業名 戦傷病者相談活動 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活相談等実施

事業名 災害時要援護者支援対策 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

災害時要援護者台帳作成
災害時要援護者システム運用
避難行動要支援者名簿作成

事業名 福祉避難所開設 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

福祉避難所開設
福祉避難所運営マニュアル作成

内  容

社会福祉協議会との連携により、相互の計画を一体化させた地
域福祉推進計画（計画期間は平成25年度から29年度まで）を策
定し、計画に基づく取組を推進する。また、市民委員等で構成す
る地域福祉推進協議会を設置・開催し、進行管理を行う。
26年度実績：協議会開催　1回

内  容

社会福祉協議会への委託によりコーディネーターを配置し、高齢
者、障がい者、児童の見守りネットワークの構築支援に向けた支
援を行う。
26年度実績：コーディネーター配置　1人

内  容

平成24年度策定の地域福祉推進計画を推進するため、社会福
祉協議会に対し、地域課題の把握や各種事業等のコーディネー
トを行う「暮らしのサポートコーディネーター」配置に要する費用の
一部を助成する。
26年度実績：コーディネーター配置　1人

内  容

市内各学区ごとに設置され、地域福祉活動を行う学区福祉委員
会に対し、社会福祉協議会活動助成を通じて、活動費の一部を
助成する。
26年度実績：10学区福祉委員会に助成

内  容

地域住民の福祉全般に関し、日常的に地域での生活相談・指導
や民生委員の研修、行政機関との連絡調整等を行う民生児童委
員協議会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：民生児童委員数　150人

内  容

戦没者の霊に追悼の誠をささげ平和を守り、会員相互の親睦、
援護活動を行う市内4地区の戦没者遺族会活動に対し、活動費
の一部を助成する。
26年度実績：会員数　352人

内  容
戦傷病者への支援を図るため、相談員を配置し、生活相談等を
実施する。

内  容

災害時の避難において支援を必要とする方について、自治組織
が中心となり災害時要援護者台帳への登録を促進するとともに、
登録者の安否確認や避難誘導を円滑にするための情報管理シ
ステムを導入・運用する。
26年度実績：登録申請者総数　504人

内  容
災害時において、要援護者が避難しやすい場として、市内事業
者等との協定締結により福祉避難所を開設する。
26年度実績：総避難所数　8施設
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 引取者のいない死体の葬祭費用扶助 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

扶助実施

事業名 成年後見制度利用支援 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用支援実施
審判費用助成

事業名 社会福祉協議会社会福祉事業助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費助成

事業名 福祉有償運送審査 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

福祉有償運送運営協議会開催

内  容

要介護者や身体障がい者等への十分な移動サービスの提供を
図る福祉有償運送について、新規・継続登録等に必要な事項
（事業の必要性や対価など）の合意を行う福祉有償運送運営協
議会を設置し、必要に応じ開催する。

内  容
引取者のいない死体について、死亡診断書作成料及び葬儀一
式費用など葬祭費用扶助を行う。
26年度実績：扶助　1件

内  容

成年被後見人が成年後見制度による保護を受け、自立した地域
生活を送ることができるよう、必要に応じ、市長により成年後見、
保佐又は補助の開始審判の請求を行う。また、審判の必要経費
について助成する。

内  容
ボランティアセンターの運営や地域福祉活動、在宅福祉サービス
等の推進を行う社会福祉協議会に対し、事業費の一部を助成す
る。
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第３節 高齢者福祉 

 

[めざす姿]  

■ 高齢者の介護予防や、一人暮らし高齢者の支援、介護保険サービス提供体制が

充実し、地域住民、ボランティア等の活動と連携した地域全体で高齢者を支え

る仕組みが作られ、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らしていける地域社

会が実現していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．多様な社会参加の促進 

(1) 生涯学習の推進 

(2) 社会参加の促進 

(3) 雇用・就労対策の促進 

(4) 安心して暮らせる生活環境づくり 

２．健康づくり・総合的な

介護予防の推進 

(1) 活動的な生活の維持【重点】 

(2) 生活習慣病予防の推進 

(3) 介護予防事業の推進 

３．介護保険サービスの充

実 

(1) 介護サービス提供体制の充実 

(2) 

 

介護サービスの質の向上と適正なサービス利用の促進

【重点】 

(3) 在宅介護への支援【重点】 

４．連携と支えあいの仕組

みづくり 

(1) 地域ケア体制 2の充実【重点】 

(2) 高齢者施設等の整備 

(3) 認知症高齢者支援の推進 

 

2地域ケア体制：保険・医療・福祉等の関係機関や民生委員、住民組織等が密接な連携を保ち、援助を必要としている人
が、いつでも安心して住み慣れた地域で暮らせるよう、地域全体で見守り、支援する体制。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 敬老のつどい開催経費助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

開催助成

事業名 長寿祝い事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

記念品贈呈

事業名 老人クラブ連合会活動助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

事業名 八寿園運営 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

指定管理者制度により運営

事業名 八寿園福祉バス運行 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

バス運行

事業名 南ケ丘老人の家運営 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営

事業名 南ケ丘老人の家生きがい活動事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

各種教室開催

事業名 都老人の家運営 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

委託運営

事業名 シルバー人材センター運営事業費助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運営事業費助成

指定管理者
選定

内  容
八寿園利用者等の送迎のため、京阪バス株式会社への委託によ
り福祉バスを月曜日から金曜日まで運行する。
26年度実績：利用者　延3,337人

内  容

満70歳以上の高齢者を対象とする「敬老のつどい」を開催し、敬
老・レクリエーション等を図る各地域の実行委員会に対し、開催
経費の一部を助成する。
26年度実績：開催　27地域　参加　3,305人

内  容
市内の最高齢者及び百歳以上、新百歳、喜寿になられた方に対
し、長寿を祝う記念品の贈呈を行う。
26年度実績：最高齢者　108歳　100歳以上　46人

内  容

市内在住60歳以上の人が加入する各地域の老人クラブの連合
組織として、地域社会との交流やレクリエーション企画等を行う老
人クラブ連合会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：単位クラブ数　63クラブ　総会員数　5,028人
　　　　　　　　50周年記念大会開催　参加者　1,100人

内  容

60歳以上の高齢者の憩いと交流を目的とし、老人クラブ活動の
指導育成やレクリエーション・趣味活動等の高齢者福祉の増進に
向けた事業を実施する老人福祉施設として、南ケ丘老人の家を
運営する。
26年度実績：利用者　延8,564人

内  容
南ケ丘老人の家において、高齢者の生きがいづくりを目的とする
各種教室を開催する。
26年度実績：開催　46回　延522人参加

内  容

60歳以上の高齢者の憩いと交流を目的とし、老人クラブ活動の
指導育成やレクリエーション・趣味活動等の高齢者福祉の増進に
向けた事業を実施する老人福祉施設として、都老人の家を老人
クラブ下区寿会への委託により運営する。
26年度実績：利用者　延1,250人

内  容

60歳以上の高齢者の憩いと交流を目的とし、高齢者サークル活
動や老人クラブ活動の拠点となる老人福祉施設として、八寿園を
指定管理者制度により運営する。
指定管理者：社会福祉協議会（平成23年度～27年度）
26年度実績：利用者　延28,624人

指定管理者
公募検討

内  容

高齢者に仕事の提供を行い、その労働能力の活用及び高齢者
の生きがい創出等を図る八幡市シルバー人材センターに対し、
運営費の一部を助成する。
26年度実績：会員数　540人　受注件数 延3,063件
　　　　　　　　シニアわいわい元気教室事業開始

元気ｼﾆｱに
よる生活支
援事業開始
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 老人保護（養護老人ホーム入所措置） 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 シルバーライフラインシステム整備 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

新規設置対応
24時間対応システム管理運営
「お元気コール」実施

事業名 老人福祉施設整備 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 府営住宅特定目的優先入居申込受付（高齢者世帯） 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

高齢者世帯優先申込受付実施

事業名 高齢者健康福祉計画策定・推進 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

第6期計画推進

策定委員会開催
次期計画策定検討

事業名 高齢者健康づくり事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

マグダーツ競技会開催
マグダーツ指導者講習会開催
ペタンク講習会・競技会開催

事業名 高齢者健康づくり推進事業助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

使用料助成

事業名 日常生活用具給付等事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

日常生活用具給付

事業名 寝具乾燥等サービス事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

寝具乾燥サービス実施
寝具丸洗いサービス実施

内  容

65歳以上のひとり暮らし高齢者及び障害等級1・2級のひとり暮ら
しの方を対象に緊急通報システムを設置する。また、月1回の電
話による健康状態等の把握を行う「お元気コール」を実施する。
26年度実績：設置台数　42台　年度末現在　399台

内  容
八幡市老人憩いの家「八寿園」及び南ケ丘・都老人の家につい
て、必要に応じ施設改修等の整備を行う。【耐震化完了】

八寿園整備
実施設計、
サンルーフ

改修等

内  容
市内の京都府営住宅特定目的優先入居申込について、高齢者
世帯用の申込受付を行う。
26年度実績：受付　2件

内  容

養護老人ホーム入所判定において入所が適当と判断された65歳
以上の高齢者等を対象に、老人ホーム洛南寮等への入所手続き
その他必要な措置等を行う。
26年度実績：入所者　延24人

入所措置実施

内  容

概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者等を対象に、日常生活用具
の給付・貸与を行う。
26年度実績：福祉電話設置　1台　電磁調理器給付　2台
　　　　　　　　火災警報機給付　2台

内  容

概ね65歳以上の虚弱な高齢者及び障がい者等で、本人及び家
族等が寝具の乾燥や丸洗いをすることが困難な方を対象に、社
会福祉協議会への委託により寝具乾燥等サービスを実施する。
26年度実績：寝具乾燥　年4回　74人利用　205組
　　　　　　　 　寝具丸洗い　年2回　81人利用　230枚

内  容

本市の高齢者福祉施策の基本方向を定める高齢者健康福祉計
画を策定し、計画に基づく取組を推進する。計画策定にあたって
は、高齢者のニーズ調査を行い、市民委員等で組織する策定委
員会を開催する。
26年度実績：第6期計画策定

内  容

ニュースポーツを通じた高齢者相互の交流等を支援し、健康づく
りを推進するため、老人クラブ連合会への委託により、マグダーツ
競技会及び指導者講習会等を実施する。
26年度実績：マグダーツ指導者講習会及び競技会
　　　　　　　　開催　1回　参加者　延96人

内  容

高齢者の健康づくりを推進するため、ゲートボール大会・グラウン
ドゴルフ競技に公園施設を利用する場合、八幡市ゲートボール
連合及びグラウンドゴルフ連盟に対し、その使用料を助成する。
26年度実績：グラウンドゴルフ連盟加入者　217人
　　　　　　　　ゲートボール大会　開催　2回　参加者　延140人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 軽度生活援助事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ホームヘルパーによる家事援助、
相談・助言実施

事業名 配食サービス 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

配食サービス実施

事業名 いきいき介護予防教室（閉じこもり予防支援） 高齢介護課・健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 パワーアップ教室（運動器機能向上事業） 高齢介護課・健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 高齢者口腔機能向上支援事業（かむかむ教室） 高齢介護課・健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 生活機能評価 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 フレッシュ栄養講座（高齢者栄養改善事業） 高齢介護課・健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座開催

事業名 はつらつ健康教室 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 シニア３楽体操教室 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

内  容
在宅の概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者等のいる低所得世帯
を対象に、社会福祉協議会への委託により、ホームヘルパーによ
る軽易な日常生活上の援助、介護等サービスを実施する。

内  容

二次予防事業対象者把握基本チェックリストから抽出された高齢
者を対象に、誤嚥性肺炎予防のための口腔ケアの方法や口や舌
の動きを良くする運動等の指導を行う教室を、京都府歯科衛生
士会への委託により開催する。
26年度実績：開催　21回　参加者　延202人

内  容

二次予防事業対象者の把握を目的として、パワーアップ教室（運
動器機能向上事業）の参加希望者を対象に、診察・検査等による
生活機能の評価を行う。
26年度実績：受診者数　35人

平成26年度で終了

内  容

二次予防事業対象者のうち低栄養状態の恐れがあると認められ
た人を対象として、低栄養状態の予防・改善に向けた調理実習
や講義等を行う講座を、文化センターで開催する。
26年度実績：開催　21回　参加者　延202人

内  容

二次予防事業対象者や60歳以上のひとり暮らし高齢者等で、調
理が困難な人を対象に、社会福祉法人への委託により配食サー
ビス（月曜日～土曜日の昼食、年末年始除く）を実施する。
26年度実績：市内4事業所等で実施　延6,760食

内  容

二次予防事業対象者のうち、閉じこもりや認知症のおそれのある
高齢者を対象に、運動、レクリエーション事業、季節行事等を行う
教室を、社会福祉協議会への委託により通所形態（八寿園）で開
催する。
26年度実績：開催　54回　参加者　延379人

内  容

二次予防事業対象者のうち、運動器の機能低下の恐れがある方
を対象に、運動器の機能向上を目的としたストレッチ等の運動を
行う教室を、社会福祉協議会への委託により八寿園で開催する。
26年度実績：開催　60回　参加者　延701人

内  容

65歳以上の高齢者を対象に、介護予防の知識習得及び閉じこも
り予防を目的として体操・ゲーム等を行う教室を、社会福祉法人
等への委託により市内各所で開催する。
26年度実績：開催　164回　参加者　延2,022人

内  容

65歳以上の高齢者を対象に、介護予防の仲間づくりや健康づくり
を目的として、簡単な体操等を行う教室を、シルバー人材セン
ターへの委託により実施する。
26年度実績：開催　284回　参加者　延5,071人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 足腰しゃっきり体操 健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

教室開催

事業名 介護保険事業計画策定・推進 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

第6期計画推進

策定委員会開催
次期計画策定検討

事業名 介護保険負担限度額認定証交付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

認定証交付

事業名 障がい者控除対象者認定証交付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

認定証交付

事業名 おむつ確認証交付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

確認証交付

事業名 給付制限者保険証交付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

給付制限者保険証交付

事業名 社会福祉法人等介護保険利用者負担軽減助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用者負担額軽減助成

事業名 介護保険料減免 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

保険料減免実施

事業名 介護保険利用者負担額減免 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用者負担額減免実施

内  容

介護保険給付や施策の基本方向を定める介護保険事業計画を
策定し、計画に基づく取組を推進する。計画策定にあたっては、
高齢者のニーズ調査を行い、市民委員等で組織する策定委員
会を開催する。
26年度実績：第6期計画策定

内  容
介護保険負担限度額の認定対象者に対し、限度額認定証を交
付する。
26年度実績：交付　1,000件

内  容

介護保険の要介護認定を受けている65歳以上の高齢者のうち、
一定の要件を満たす方を障がい者控除対象者とし、確定申告等
の際に障がい者控除を受けることができる認定書を交付する。
26年度実績：交付　95件

内  容

65歳以上の高齢者を対象に、加齢に伴う運動機能の低下や生活
機能の低下の予防・改善を目的として、運動習慣の習慣づけや
体力向上を図る教室を介護老人保健施設「梨の里」への委託に
より開催する。
26年度実績：開催　24回　参加者　延　227人

内  容
被災した場合または著しい収入減があった場合に、申請に基づ
き、要綱に定める基準等に従い介護保険料の減免を行う。
26年度実績：減免　2人

内  容
介護保険法施行規則等において対象となる事情に該当する場
合、介護給付又は予防給付の額の特例の認定を行うことにより、
利用者負担額を減免する。

内  容
医療費控除の対象となるおむつ使用証明書に代わり、市の基準
を満たす場合に確認書を交付する。
26年度実績：交付　14件

内  容
介護保険制法第63条から65条の規定に基づき、給付の制限にか
かる人に対する保険者証を交付する。
26年度実績：交付　16件

内  容

低所得で生活困難な介護老人福祉施設サービス利用者の負担
額軽減を実施した社会福祉法人等を対象に、原則としてその軽
減額の1/4を上限として助成する。
26年度実績：助成　2法人　3人分軽減
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 介護給付費等適正化事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 介護認定審査 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

介護認定調査員による調査
介護認定審査会による審査・判定

事業名 居宅介護サービス計画（ケアプラン作成）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用料全額給付

事業名 訪問介護（ホームヘルプ）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 訪問入浴介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 訪問リハビリテーション給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 居宅療養管理指導給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 訪問看護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 通所介護（デイサービス）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

内  容
介護給付費適正化を図ることを目的として、介護保険サービス利
用者に利用分の介護給付費を通知する。
26年度実績：通知　885件

内  容

要介護者が訪問入浴介護サービス（移動入浴車などで訪問し、
入浴の介助を行う）を利用した場合、1割または2割の自己負担を
超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延309人

内  容

要介護者が訪問リハビリテーションサービス（理学療法士や作業
療法士、言語聴覚士の指導によるリハビリ）を利用した場合、1割
または2割の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延487人

内  容

要介護者が居宅療養管理指導サービス（医師、歯科医師、薬剤
師、管理栄養士などによる療養上の管理や指導）を利用した場
合、1割または2割の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延5,804人

利用者への介護給付費通知

内  容

介護保険サービスの適正利用を図るため、市介護認定調査員に
よる訪問調査及び市介護認定審査会による要介護・要支援認定
に係る審査・判定を行う。
26年度実績：委員会開催　124回　認定 延3,456件

内  容

要介護者が居宅介護支援事業所でのケアマネジャーによるケア
プラン作成・相談支援サービスを受ける場合、その利用料を給付
する。（全額介護保険負担）
26年度実績：給付　延26,266件

内  容

要介護者が訪問介護サービス（ホームヘルパーによる食事や掃
除、洗濯、買い物などの身体介護や生活援助、通院などを目的と
した乗降介助）を利用する場合、1割または2割の自己負担を超え
る利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延6,494人

内  容

疾患などを抱えている要介護者が訪問看護サービス（看護師に
よる療養上の世話や診療補助）を利用した場合、1割または2割の
自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延2,003人

内  容

要介護者が通所介護サービス（通所介護施設において、日帰り
で食事・入浴などの日常生活上の支援や、生活行為向上のため
の支援）を利用した場合、1割または2割の自己負担を超える利用
料を給付する。
26年度実績：利用者　延6,021人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 通所リハビリテーション（デイケア）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 福祉用具貸与給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 短期入所生活介護（ショートステイ）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 短期入所療養介護（医療型ショートステイ）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 特定施設入居者生活介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 認知症対応型通所介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 小規模多機能型居宅介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 認知症対応型共同生活介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

内  容

要介護者が福祉用具貸与サービス（特定福祉用具として定めら
れた13種類の福祉用具を貸与）を利用した場合、1割または2割
の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延8,941件

内  容

要介護者が短期入所生活介護サービス（福祉施設への短期入
所による、食事、入浴、排泄などの日常生活上の支援や機能訓
練等）を利用した場合、1割または2割の自己負担を超える利用料
を給付する。
26年度実績：利用者　延1,441人

内  容

要介護者が短期入所療養介護サービス（老人保健施設などへの
短期間入所による、医療上のケアを含む日常生活上の支援や機
能訓練、医師の診療など）を利用した場合、1割または2割の自己
負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延526人

内  容

要介護者が通所リハビリテーションサービス（老人保健施設や医
療機関等において受ける、日帰りの入浴など日常生活上の支援
や生活行為向上のためのリハビリテーション）を利用した場合、1
割または2割の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延3,916人

内  容

認知症高齢者が認知症対応型共同生活介護サービス（共同生
活住宅における、食事・入浴などの介護や支援、機能訓練）を利
用した場合、1割または2割の自己負担を超える利用料を給付す
る。
26年度実績：利用者　延653人

内  容

常時介護が必要かつ自宅での介護が困難な要介護者が、定員
30人未満の小規模な介護老人福祉施設において、食事や入
浴、排せつなどの介護サービスを利用した場合、1割または2割の
自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延11人

内  容

有料老人ホーム等の特定施設に入居している要介護者が特定
施設入居者生活介護サービス（日常生活上の支援や介護）を利
用した場合、1割または2割の自己負担を超える利用料を給付す
る。
26年度実績：利用者　延1,196人

内  容

認知症高齢者が認知症対応型通所介護サービス（日帰りで食事
や入浴、専門的なケア）を利用した場合、1割または2割の自己負
担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延207人

内  容

要介護者が小規模多機能型居宅介護サービス（通所を中心とす
る、利用者の選択に応じた訪問系や宿泊サービスを組み合わせ
た多機能なサービス）を利用した場合、1割または2割の自己負担
を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延325人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護老人保健施設給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護療養型医療施設給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防サービス計画（ケアプラン作成）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利用料全額給付

事業名 介護予防訪問介護（ホームヘルプ）給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防訪問入浴介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防訪問リハビリテーション給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防居宅療養管理指導給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防訪問看護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

内  容

常時介護が必要かつ自宅での介護が困難な要介護者が、介護
老人福祉施設（特別養護老人ホーム）において食事や入浴、排
せつなどの介護サービスを利用した場合、1割または2割の自己
負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延2,458人

内  容

要支援者が介護予防訪問介護サービス（ホームヘルパーによる
入浴や食事などの生活支援）を利用した場合、1割または2割の
自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延3,559人

内  容
要支援者が介護予防訪問入浴介護サービス（居宅における入浴
の支援）を利用した場合、1割または2割の自己負担を超える利用
料を給付する。

内  容

要支援者が介護予防訪問リハビリテーションサービス（理学療法
士や作業療法士、言語聴覚士によるリハビリテーション指導）を利
用した場合、1割または2割の自己負担を超える利用料を給付す
る。
26年度実績：利用者　延48人

内  容

病状が安定している要介護者が、老人保健施設において医学的
管理のもとで一体的に提供される医療ケアやリハビリテーション、
日常介護サービスを利用した場合、1割または2割の自己負担を
超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延3,416人

内  容

医学的管理のもとで長期療養が必要な要介護者が、介護療養型
の医療機関における医療・監護・介護・リハビリテーションなどの
サービスを利用した場合、1割または2割の自己負担を超える利
用料を給付する。
26年度実績：利用者　延419人

内  容

要支援者が、地域包括支援センター等において保健師等による
介護予防ケアプラン作成及び相談支援サービスを受ける場合、
その利用料を給付する。（全額介護保険負担）
26年度実績：給付　延6,877件

内  容

要支援者が介護予防居宅療養管理指導サービス（医師、歯科医
師、薬剤師、管理栄養士による、介護予防を目的とした療養上の
管理や指導）を利用した場合、1割または2割の自己負担を超える
利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延375人

内  容

要支援者が介護予防訪問看護サービス（介護予防を目的とした
看護師による療養上の世話や診療の補助）を利用した場合、1割
または2割の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延287人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 介護予防通所介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防通所リハビリテーション給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防短期入所生活介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防短期入所療養介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防特定施設入所者生活介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防認知症対応型通所介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防認知症対応型共同生活介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防小規模多機能型居宅介護給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 介護予防福祉用具貸与給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

内  容

要支援者が介護予防通所リハビリテーションサービス（老人保健
施設等における日常生活上の支援や生活行為向上支援）を利
用した場合、1割または2割の自己負担を超える利用料を給付す
る。
26年度実績：利用者　延1,188人

内  容

要支援者が介護予防短期入所生活介護サービス（福祉施設へ
の入所による食事、入浴、排せつなどの日常生活上の支援や機
能訓練等）を利用した場合、1割または2割の自己負担を超える利
用料を給付する。
26年度実績：利用者　延63人

内  容

要支援者が介護予防短期入所療養介護サービス（老人保健施
設等への短期入所による医療上のケアを含む日常生活上の支
援や機能訓練、医師の診療等）を利用した場合、1割または2割
の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　4人

内  容

要支援者が介護予防通所介護サービス（通所介護施設におい
て、食事・入浴等の基本的サービスや生活行為向上のための支
援、目標に合わせた選択的サービス）を利用した場合、1割また
は2割の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延1,944人

内  容

要支援者または要介護者が介護予防小規模多機能型居宅介護
サービス（通所を中心とする、利用者の選択に応じて訪問系や宿
泊サービスを組み合わせた多機能なサービス）を利用した場合、
1割または2割の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延46人

内  容

要支援者が福祉用具貸与サービス（特定福祉用具として定めら
れた13種類の福祉用具を貸与）を利用した場合、1割または2割
の自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延1,977人

内  容

有料老人ホームなどに入居している要支援者が、介護予防特定
施設入所者生活介護サービス（介護予防を目的とした日常生活
上の支援や介護）を利用した場合、1割または2割の自己負担を
超える利用料を給付する。
26年度実績：利用者　延144人

内  容
認知症高齢者が介護予防認知症対応型通所介護サービス（日
帰りによる食事や入浴、専門的なケア）を利用した場合、1割また
は2割の自己負担を超える利用料を給付する。

内  容

認知症高齢者が介護予防認知症対応型共同生活介護サービス
（共同生活をする住宅において、スタッフの介護による食事・入浴
などの介護や支援、機能訓練）を利用した場合、1割または2割の
自己負担を超える利用料を給付する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 居宅介護福祉用具購入費給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

購入費支給

事業名 介護予防福祉用具購入費給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

購入費支給

事業名 居宅介護住宅改修費給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

住宅改修費支給

事業名 介護予防住宅改修費給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

住宅改修費支給

事業名 高額介護サービス給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 高額介護予防サービス給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 高額医療合算介護サービス給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 高額医療合算介護予防サービス給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 介護老人福祉施設利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

内  容

要介護者が特定福祉用具（腰掛け便座、簡易浴槽、特殊尿器、
移動用リフトのつり具、入浴補助用具）を指定事業者より購入した
場合、10万円を上限として、申請により自己負担割合を超える分
を支給する。
26年度実績：支給　延176件　受領委任払い開始

内  容

介護サービス利用に係る自己負担額が限度額を超えたとき、基
準により超えた分を支給する。
26年度実績：第4段階　延318件　第3段階　延1,224件
　　　　　　　　 第2段階　延3,973件　第1段階　延12件

内  容
介護予防サービス利用に係る自己負担額が限度額を超えたと
き、基準により超えた分を支給する。
26年度実績：第4段階 延10件　第3段階 延6件　第2段階 延28件

内  容

介護サービス利用に係る介護保険と医療保険の自己負担額が
年間で合算し高額になった場合に、「高額医療・高額介護合算制
度」に基づき限度額を超えた部分を支給する。
26年度実績：支給　延410件

内  容

要支援者が特定福祉用具（腰掛け便座、簡易浴槽、特殊尿器、
移動用リフトのつり具、入浴補助用具）を指定事業者より購入した
場合、10万円を上限として、申請により自己負担割合を超える分
を支給する。
26年度実績：支給　延86件　受領委任払い開始

内  容

要介護者が、手すりの取り付けや段差解消など、居宅介護に必
要な改修を行った場合、20万円を上限として、申請により自己負
担割合を超える分を支給する。
26年度実績：支給　延162件　受領委任払い開始

内  容

要支援者が、手すりの取り付けや段差解消など、居宅介護に必
要な改修を行った場合、20万円を上限として、申請により自己負
担割合を超える分を支給する。
26年度実績：支給　延123件　受領委任払い開始

内  容

介護予防サービス利用に係る介護保険と医療保険の自己負担
額が年間で合算し高額になった場合に、「高額医療・高額介護合
算制度」に基づき限度額を超えた部分を支給する。
26年度実績：支給　延17件

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要介護者の申請に基づき、介護老人福祉施設における食費・
居住費について、負担限度額を超える部分を支給する。
26年度実績：食費　延1,889件　居住費　1,023件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 介護老人保健施設利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 介護療養型医療施設利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 短期入所生活介護施設利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 短期入所療養介護施設利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 介護予防短期入所生活介護施設利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 介護予防短期入所療養介護施設利用負担軽減 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

限度額を超える自己負担分を支給

事業名 軽度者例外介護保険サービス給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

例外的な介護サービス給付

事業名 通院・院内介助介護サービス給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通院・入院時の介助サービス給付

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要介護者の申請に基づき、介護療養型医療施設における食
費・居住費について、負担限度額を超える部分を支給する。
26年度実績：食費　延253件　居住費　5件

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要介護者の申請に基づき、定員30人未満の小規模な介護老
人福祉施設における食費・居住費について、負担限度額を超え
る部分を支給する。
26年度実績：食費　延11件

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要介護者の申請に基づき、短期入所生活介護施設における
食費・居住費について、負担限度額を超える部分を支給する。
26年度実績：食費　延670件　居住費　389件

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要介護者の申請に基づき、介護老人保健施設における食費・
居住費について、負担限度額を超える部分を支給する。
26年度実績：食費　延2,276件　居住費　550件

内  容

要介護1以下の軽度者のうち、申請・審査に基づき例外として認
定された方が介護保険サービスを利用した場合、自己負担を超
える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延101件

内  容
要支援・要介護認定者が医療機関等への通院及び院内介助を
利用する場合、申請・審査によって介護サービスを給付する。
26年度実績：給付　延69件

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要介護者の申請に基づき、短期入所療養介護施設における
食費・居住費について、負担限度額を超える部分を支給する。
26年度実績：食費　延265件　居住費　84件

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要支援者の申請に基づき、介護予防短期入所生活介護施設
における食費・居住費について、負担限度額を超える部分を支
給する。
26年度実績：食費　延24件　居住費　20件

内  容

低所得者の施設利用が困難とならないよう、所得等の要件を満た
す要支援者の申請に基づき、介護予防短期入所療養介護施設
における食費・居住費について、負担限度額を超える部分を支
給する。
26年度実績：食費　延4件　居住費　2件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 家族介護者交流事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

家族介護者交流事業実施

事業名 高齢者介護用品助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

介護用品購入費助成

事業名 家族介護者慰労金助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

慰労金助成

事業名 短期入所事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

短期入所サービス提供

事業名 同居家族がいる場合の生活援助 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活援助実施

事業名 高齢者訪問指導 高齢介護課・健康推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

訪問指導

事業名 二次予防事業対象者把握 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

基本チェックリスト送付による生活機能
確認及び二次予防事業対象者把握

事業名 地域包括支援センター運営 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

地域窓口運営
地域包括支援センター運営協議会開催
地域密着型サービス運営協議会開催
中学校区ごとの設置検討

事業名 多種職連携推進 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
協議会開催

内  容

要介護高齢者を介護する家族等に対し、介護から一時的に解放
し、心身のリフレッシュを図ることを目的とした事業を実施する。
26年度実績：日帰り　2回　介護者講習　1回
　　　　　　　　参加者数　延67人

内  容
同居の家族が障がい・疾病その他やむを得ない理由により介護
困難な場合に、日常生活上の援助を行う。
26年度実績：援助実施　延83人

内  容

二次予防事業対象者のうち、閉じこもりや認知症、うつ病のおそ
れがある高齢者を対象に、保健師が訪問し、生活機能に関する
相談・指導を行う。
26年度実績：訪問　延24人

内  容

二次予防事業対象者の把握を目的として、市内65歳以上高齢者
を対象に基本チェックリストを送付し、返信されたリストに基づき生
活機能の確認を行い、二次予防事業対象者を特定する。
26年度実績：対象者　3,601人

内  容

市民税非課税世帯に属する要介護度3、4、5またはこれに相当
する在宅高齢者等を介護している市民税非課税世帯に対し、介
護用品（紙おむつ等）購入経費の一部を助成する。
26年度実績：利用者　70人

内  容

市民税非課税で、過去1年間介護保険サービスをうけなかった要
介護4、5またはこれに相当する在宅高齢者等を介護している家
族を対象に、介護慰労金を助成する。（年額10万円）
26年度実績：助成　3人

内  容

おおむね65歳以上の高齢者の介護者が、冠婚葬祭等の理由で
一時的に介護が困難となった場合に、一時的な施設入所サービ
スを提供する。（1人年間14日以内）
26年度実績：利用者　14人

内  容

介護予防マネジメント、総合相談・支援、権利擁護、包括的・継続
的なマネジメント機能を持ち、介護予防事業から介護保険サービ
スを受けるまでの継続的な相談支援を行う地域包括支援セン
ター地域窓口を、市内3法人に委託し運営する。

内  容

地域包括支援センターを中心とした保健・医療介護サービスの総
合的な提供体制を進めるため、多種職連携在宅療養支援事業
協議会を開催し、在宅療養における医療職、介護職高齢者在宅
療養での連携に向けた各種取組を推進する。
26年度実績：委員　13人　開催　4回
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 男山地域再生・地域包括ケア推進拠点整備 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業費助成
・地域密着型特別養護老人ホーム運営
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業名 高齢者実態把握 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

在宅高齢者の実態調査

事業名 総合相談・支援 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

介護・福祉に関する相談・支援

事業名 介護予防マネジメント 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

予防給付プラン作成
特定高齢者個別予防プラン作成
ケアプラン見直し

事業名 包括的・継続的ケアマネジメント支援 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ケアマネジャー支援

事業名 福祉用具・住宅改修支援 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談・情報提供等支援

事業名 八幡人権・交流センター地域福祉事業（デイサービス事業） 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 民間老人福祉施設建設事業資金借入金元金補給 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

元金補給助成

事業名 小規模福祉施設整備費助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備助成

内  容
在宅支援センター事業所への委託により、在宅高齢者の生活、
状態等の実態把握を行う。
26年度実績：市内4センターで実施　延108件

内  容
高齢介護課において、高齢者、家族、地域住民からの介護や福
祉に関する相談に応じ、支援及び権利擁護等を行う。
26年度実績：相談・支援　238件

内  容

地域包括支援センターにおいて、要支援1または2と認定された
人の予防給付プラン及び特定高齢者の個別予防プランを作成す
る。また、一定期間ごとに効果を評価し、必要に応じてケアプラン
の見直しを行う。
26年度実績：ケアプラン作成　6,760件

内  容

男山地域の再生及び地域包括ケアの推進に向け、社会福祉法
人若竹福祉会の実施する拠点整備及び地域密着型特別養護老
人ホームの運営、定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る事
業費の一部を助成する。
26年度実績：整備助成

日常生活訓練、安否確認、創作・軽作
業、給食サービス等の実施

内  容
高齢者福祉施設の整備促進を図るため、民間事業者に対し、老
人福祉施設の建設事業費借入金について元金補給助成を行う。
26年度実績：助成　1施設

内  容
高齢者福祉施設の整備促進を図るため、小規模福祉施設整備
費の一部を助成する。
26年度実績：助成　1施設

内  容
高齢介護課において、多くの問題を抱えた人たちと接するケアマ
ネジャーの相談に応じ、ネットワークづくりなど様々な支援を行う。

内  容

福祉用具・住宅改修費給付事業の適正な利用を促進するため、
要介護者・要支援者に代わり支給申請理由書の作成を行うなど
の相談・情報提供等支援を、市内3社会福祉法人への委託により
実施する。
26年度実績：支援　延　69件

内  容

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、デイ
サービス事業をNPO法人やわた人権・福祉ネットへの委託により
実施する。
26年度実績：開催 12回　参加者延 707人
　　　　　　　　参加ボランティア延 196人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 認知症高齢者に係る成年後見審判申立 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

申立実施

事業名 成年後見制度利用支援助成 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

成年後見制度利用費助成

事業名 認知症予防事業（精神保健福祉相談） 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

精神科医による相談・指導実施

事業名 認知症・介護支援講習会等開催 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
認知症サポーター養成講座開催
講演会等開催

事業名 介護支援サポーター事業 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
本格実施

事業名 オレンジカフェ開催 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

開催

内  容

市内65歳以上の判断能力が不十分な認知症高齢者のうち成年
後見審判の申立が必要と認められる者について、親族等による
申立が期待できない場合に、民生児童委員等の要請または市の
判断により、市が代わって成年後見審判の申立を行う。
26年度実績：審判申立　6件

内  容

高齢者の健康・生きがいづくり等を目的として、要支援・要介護認
定を受けていない65歳以上の方を対象に、市内の介護保険サー
ビス事業所でボランティア活動を行っていただき、実績に応じて
換金できるポイントを付与する。
26年度実績：サポーター登録者 50人

内  容
認知症初期の高齢者とその介護者を支援するため、八幡市文化
センター喫茶室等において認知症カフェを開催する。（月1回）
26年度実績：開催　17回　参加者　延66人

内  容
認知症高齢者等の権利擁護を図るため、成年後見制度の普及
啓発をはじめ、成年後見制度利用に係る費用の助成を行う。
26年度実績：助成　1件

内  容
認知症のおそれがある高齢者を対象に、精神科医による相談・
指導を実施し、早期治療への援助を行う。
26年度実績：相談・指導　8件

内  容

認知症高齢者や要介護高齢者が住みなれた地域で安心して暮
らしていくための地域包括ケア推進の一環として、認知症サポー
ターの養成（出前講座）や講演会等の開催を行う。
26年度実績：認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座開催 5回 参加 延161人
　　　　　　　　講演会開催　1回　参加　約200人
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第４節 障がい者福祉 

 

[めざす姿]  

■ 障がいのある人が、等しく尊厳と権利を保障され、必要な支援を受けることが

でき、同年齢の市民と同様に、住みなれた地域のなかで普通の生活を送ること

ができる地域社会が実現していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．総合的な障がい者福祉

の充実 

(1) 障がいのある人に関する計画の推進 

(2) 相談支援体制の充実【重点】 

(3) 療育支援体制の強化 

(4) 啓発活動の推進 

２．障がい福祉サービスの

基盤整備 

(1) 訪問系サービスの充実 

(2) 日中活動系サービスの拡充【重点】 

(3) 居住系サービスの整備促進 

３．社会参加の促進 (1) 社会参加の促進 

４．地域生活支援の充実 

(1) 生活支援サービスの充実【重点】 

(2) 補装具の給付事業の推進 

(3) 生活援助制度の充実 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 障がい者計画策定・推進 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画推進
福祉のまちづくり推進協議会開催
障がい者自立支援協議会開催

事業名 【充実】障がい福祉計画策定・推進 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

第4期計画策定・推進

福祉のまちづくり推進協議会開催
障がい者自立支援協議会開催

事業名 障がい者福祉のしおり発行 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

毎年度改定
窓口等で配付

事業名 精神保健福祉のしおり発行 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

随時改定
窓口等で配付

事業名 やわたにこにこマップ作成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

公共施設等に配置

事業名 身体障がい者相談 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談活動実施

事業名 知的障がい者相談 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談活動実施

事業名 八幡支援学校放課後等支援事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費助成

事業名 親と子の育ちあい広場「わくわく」運営 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

「わくわく」運営

次期計画
策定着手

内  容

身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳を有
効に活用する手引きとして、障害者総合支援法に関する福祉
サービスや八幡市で独自に実施している制度などを中心に紹介
するしおりとして作成し、毎年改定する。
26年度実績：発行　800部

内  容

精神障害者保健福祉手帳を有効に活用してもらうため、精神障
がいに関する制度と福祉サービスを紹介するしおりを随時改定
し、発行する。
26年度実績：発行　195部

内  容
市内障がい者施設等の情報を記載したマップを作成し、市民の
閲覧に供する。

マップ改訂

内　容

身体障がい者相談員への委託により、身体障がい者のかかえて
いる様々な問題や家庭における生活・養育等に関する相談に応
じ、必要な助言・指導を行う。
26年度実績：相談員　5人　相談　29件

内  容

国及び京都府の障がい者基本計画に基づき、障がい者の施策
全般にわたる基本的事項を定める6年間（平成24年度～29年度）
の計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。また、八幡市福
祉のまちづくり推進委員会等を開催し進行管理を行う。
26年度実績：福祉のまちづくり推進協議会開催　2回

内  容

国及び京都府の計画の基となる、障がい福祉サービスに関する3
年間の実施計画について、障がい者計画と併せて策定し、計画
に基づく取組を推進する。また、八幡市障がい者自立支援協議
会等を開催し、進行管理を行う。
26年度実績：障がい者自立支援協議会開催　3回

内　容

知的障がい者相談員への委託により、知的障がい者のかかえて
いる様々な問題や家庭における生活・養育等に関する相談に応
じ、必要な助言・指導を行う。
26年度実績：相談員　2人　相談　2件

内  容

京都府立八幡支援学校の施設を利用し、学校の放課後及び夏
休み等の長期休暇期間において、障がい児を対象とした支援事
業を実施するＮＰＯ法人ディアレストに対し、事業費の一部を助
成する。
26年度実績：利用児童　26人

内  容

在宅で概ね1歳6ヵ月から就学前までの療育の必要性がある児童
とその保護者を対象に､親子通所訓練を実施する児童発達支援
事業所として、親と子の育ちあい広場「わくわく」を福祉センター
内に設置し、運営する。
26年度実績：利用児童　延658人

124



＜実施計画事業一覧＞

事業名 ささえあい広場「つなぐ」運営 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

「つなぐ」運営

事業名 精神障がい者集団指導事業（グループワーク） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

グループワーク開催

事業名 重症心身障がい者生活訓練事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

音楽療法等による生活訓練実施

事業名 重度障がい児（者）歯科衛生士訪問指導 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

歯科衛生士派遣

事業名 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

日常生活用具購入費支給

事業名 「障がい者週間」啓発事業助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 精神保健福祉を考えるつどい 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

講演等開催

事業名 障がい者介護給付費等支給決定 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

介護給付支給決定
訓練給付等支給決定
受給者証送付

事業名 自立支援医療（更生医療） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

内  容

相談支援専門委員によるサービス利用計画の作成及び実施状
況把握、利用者の継続的評価（モニタリング）を行う児童福祉法
に基づく障がい児相談支援事業として、ささえあい広場「つなぐ」
を福祉センター内に設置し、運営する。
26年度実績：利用児童　延　48人　相談支援専門員　1人

内  容

回復途上の精神障がい者を対象に、意見交換・スポーツ・料理・
創作活動・施設見学・専門家の話等、規則的な生活習慣の振り
返りや対人関係づくり等社会参加の促進を図る取組を月2回開催
する。
26年度実績：開催　24回　参加者　延111人

内  容

重症心身障がい者を対象に、PT(理学療法士）及び看護師による
機能訓練、音楽療法士によるコミュニケーション訓練など日常生
活に必要な訓練指導をＮＰＯ法人ディアレストへの委託により実
施する。
26年度実績：施設訓練　205回

内  容

精神障がいの理解を図ることを目的に、専門家や当事者等による
講演や市事業の紹介を行う『精神保健福祉を考えるつどい』を年
1回開催する。
26年度実績：平成27年1月15日開催　48人参加

内  容

障害福祉サービスにおける介護給付または訓練等給付の支給に
あたり、申請者の障害支援区分の認定または暫定支給決定を行
い、勘案事項調査及び利用意向聴取等を経て、支給を決定し、
受給者証を送付する。
26年度実績：認定　555件

内  容

18歳以上の身体障害者手帳所持者を対象に、更生医療（身体の
機能障がいを除去または軽減し、日常生活や職業生活に適応す
るよう改善する医療）の受診費用について、自己負担割合を超え
る分を給付する。
26年度実績：給付　延3,159件

内  容
障がい児者の家庭に歯科衛生士を派遣し、歯科・口腔内衛生に
関する相談、歯磨き指導、治療についての調査と専門医への連
絡を行う。

内  容

在宅で生活する小児慢性特定疾患の児童のうち、障害者総合支
援法及び知的障害者福祉法の給付が受けられない方に対し、購
入前の申請に基づき日常生活用具及び医療用具の購入費の一
部を支給する。
26年度実績：支給　2件

内  容
綴喜地区の2市2町および構成市町社会福祉協議会により組織
する実行委員会に対し、12月に定める「障害者週間」において行
う啓発事業費の一部を助成する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 自立支援医療（育成医療） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 自立支援医療（精神通院医療） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

申請受付

事業名 居宅介護給付【訪問系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 行動援護給付【訪問系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 同行援護給付【訪問系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 重度訪問介護給付【訪問系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 重度障害者等包括支援【訪問系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

訪問による居宅介護等複数サービスの
包括的な提供

事業名 重度身体障がい者訪問入浴サービス事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を支給

事業名 障がい者配食サービス事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

安否確認を含む配食サービス実施

内  容

知的障がいまたは精神障がいにより行動上著しい困難を有し、常
時介護を必要とする人が、行動援護サービス（行動時に生じ得る
危険回避のための援護や外出時における移動中の支援）を利用
した場合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延61人

内  容

重度の視覚障がいを有する人が、同行援護サービス（移動に必
要な情報提供及び外出時の必要な援助）を利用した場合、1割
自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延121人

内  容

重度の肢体不自由者で、常時介護を必要とする人が、重度訪問
介護サービス（居宅における入浴や排せつ、食事の介護、外出
時における移動支援など）を利用した場合、1割自己負担を超え
る利用料を給付する。
26年度実績：給付　延24人

内  容

25年度に京都府から権限移譲を受け、18歳未満の障がい児また
は障がいが残る可能性のある児童を対象に、育成医療の受診費
用について、自己負担割合を超える分を給付する。
26年度実績：給付　80件

内  容

精神疾患により通院による精神医療を要する方を対象に、精神
医療を受けた場合の医療給付申請を受け付け、支給者である京
都府との連絡調整等を行う。
26年度実績：申請　1,097件

内  容

障害支援区分1以上の身体・知的・精神障がい者等が居宅介護
サービス（居宅における入浴、食事などの介護や家事、生活等に
関する相談、その他の生活全般にかかる援助）を利用した場合、
1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延1,068人

内  容
常時介護の必要性が著しく高く、障がい支援区分6であり、かつ
意思疎通が困難な人を対象に、居宅介護など複数のサービスを
包括的に提供する。

内  容

介護保険非該当の重度身体障がい者（児）が、身体の清潔保持・
心身機能の維持を図るため、訪問による居宅での入浴サービス
を利用した場合、申請に基づき5％自己負担（生活保護世帯・市
民税非課税世帯除く）を超える利用料を支給する。
26年度実績：支給　延144人

内  容
調理が困難な障害者手帳所持者で、単身世帯、障がい者のみの
世帯またはこれに順ずる世帯に属する方を対象に、市内の介護
施設等で調理した昼食を届け、安否確認等を行う。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 生活介護給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 療養介護給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 短期入所給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 機能訓練給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 生活訓練給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 就労移行支援給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 就労継続支援A型給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 就労継続支援B型給付【日中活動系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 児童発達支援給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える通所費を給付

内  容

障がいにより常時介護が必要な人が、生活介護サービス（昼間の
入浴、排せつ、食事の介護や、創作的活動または生産活動の機
会の提供）を利用した場合、1割自己負担を超える利用料を給付
する。
26年度実績：給付　延1,470人　基準該当　延56人

内  容

病院等への長期入院に加え、常時介護を必要とする人が、療養
介護サービス（医療機関での機能訓練や療養上の管理、看護、
介護及び日常生活上の援助）を利用した場合、1割自己負担を
超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延103人

内  容

障害支援区分1以上の人が、居宅で介護する人が病気等で介護
できなくなった際の短期入所サービス（施設への短期間入所によ
る、夜間を含む入浴、排せつ、食事の介護など）を利用した場
合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延717人

内  容

企業等への就労が困難で、継続的就労の可能な65歳未満の障
がい者が、就労継続支援サービス（雇用契約に基づく就労機会
の提供及び一般就労に必要な知識・能力の向上に向けた支援
等）を利用した場合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延183人

内  容

就職困難な障がい者または就労移行支援利用者のうち一般企業
へ就労できなかった人などが、就労継続支援サービス（働く場の
提供や雇用形態への移行に必要な知識等の修得に向けた訓
練）を利用した場合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延1,274人

内  容

知的障がい、難聴、重度心身障がい、肢体不自由等の障がいを
持つ児童（幼児）が、市内外の指定児童発達支援センターへ通
所する場合、1割自己負担を超える通所費用を給付する。
26年度実績：市内　1施設　給付　延658人
　　　　　　　　市外　3施設　給付　延262人

内  容

地域生活への移行を図る上で身体的リハビリテーションの継続や
身体機能の維持・回復などの支援が必要な人が、機能訓練サー
ビス（身体的リハビリテーション、日常生活にかかる訓練など）を利
用した場合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延3人

内  容

地域生活へ移行する上で生活能力向上等の支援が必要な人
や、特別支援学校卒業者のうち症状が安定している人が、生活
訓練サービス（日常生活能力の向上に必要な訓練など）を利用し
た場合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延158人

内  容

一般就労を希望する65歳未満の障がいのある人が、就労移行支
援サービス（生産活動・職場体験を通じた就労訓練、適性に応じ
た職場の開拓、就職後の定着支援等）を利用した場合、1割自己
負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延155人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 医療型児童発達支援給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える医療費を給付

事業名 放課後等デイサービス給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える通所費を給付

事業名 肢体不自由児通所医療給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える医療費を給付

事業名 重度障がい児者短期入所事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

宿泊を伴う一時介護実施

事業名 施設入所者就職支度金給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

支度金支給

事業名 日中一時支援事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

宿泊を伴わない一時預かり実施

事業名 移動介護給付【個別支援型移動支援】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 リフトカーやすらぎ号運行 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

無料派遣実施

事業名 共同生活援助給付【居住系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

内  容

家族の事情により居宅において一時的に介護ができない重度障
がい児者を対象に、ＮＰＯ法人ディアレストへの委託により、宿泊
を伴う短期間の介護を行う。
26年度実績：利用日数　3日

内  容
就労移行（継続）支援を受けている人または市内施設へ入所して
いる人を対象に、就職支度金（36,000円）を支給する。

内  容

家族の就労及び一時的な休息確保を支援するため、宿泊を伴わ
ない障がい児者の一時預かり及び日中活動の場の提供を行う
（5％自己負担）。また、平成25年度から入浴・送迎にかかる実費
負担の軽減加算を新設する。
26年度実績：給付　障がい者 延736人　障がい児　延611人

内  容

知的障がい、重度心身障がいを持つ児童（幼児）が、市外の指定
医療型児童発達支援センター（京都府立こども発達支援セン
ター）へ通所し医療を受ける場合、1割自己負担を超える医療費
を給付する。
26年度実績：市外　1施設　給付　延24人

内  容

身体・知的障がいを持つ児童（幼児）が、指定放課後等デイサー
ビス施設へ通所する場合、1割自己負担を超える通所費用を給
付する。
26年度実績：市内　4施設　給付　延194人
　　　　　　　　市外　5施設　給付　延104人

内  容

上肢、下肢または体幹の機能に障がいのある児童（幼児）が、治
療及び独立自活に必要な知識技能を学ぶことを目的として市外
の指定施設（京都府立こども発達支援センター）へ通所し医療を
受ける場合、1割自己負担を超える医療費を給付する。
26年度実績：市外　1施設　給付　延22人

内  容

身体・知的・視覚・精神に障がいのある人が、移動介護サービス
（社会生活上必要不可欠な外出または社会参加のための外出時
の移動支援）を利用した場合、自己負担割合（2.5％）を超える利
用料を給付する。
26年度実績：身体 371人　知的 835人　精神 63人　児童 307人

内  容

交通機関を利用することが困難な重度の障がい者等を対象に、
申請に基づき、リフト付き自動車を社会福祉協議会への委託によ
り無料で派遣し、社会参加の促進を図る。
26年度実績：派遣　422件

内  容

障がい支援区分1以下に該当する障がいのある人が、共同生活
援助サービス（共同生活を営む住居における、主に夜間の相談
その他の日常生活上の援助）を利用した場合、1割自己負担を超
える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延400人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 共同生活介護給付【居住系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 施設入所支援給付【居住系サービス】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

事業名 療養介護医療給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える医療費を給付

事業名 計画相談支援【相談支援】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

サービス等利用計画案作成
モニタリング調査実施

事業名 地域移行支援【相談支援】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

地域生活移行に向けたサービス実施

事業名 地域定着支援【相談支援】 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

緊急時の支援
常時相談対応

事業名 【新規】社会福祉施設就労支援事業（緊急雇用創出事業） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

就労支援実施

事業名 市職員障がい者雇用 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 身体障がい者団体連合会活動等助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

内  容

障がい支援区分2以上に該当する人が、共同生活介護サービス
（主に夜間の入浴、食事等の介護や家事、生活等に関する相
談、就労先等との連絡など、必要な日常生活上の援助）を利用し
た場合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延31人

内  容

入所訓練等が必要かつ効果的であると認められる人、または通
所訓練等を受けることが困難な人が、施設入所支援サービス（夜
間・休日の施設における入浴、排せつ、食事の介護など）を利用
した場合、1割自己負担を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　延511人

内  容

療養介護給付の支給決定を受け、その有効期間内において指
定障害福祉サービス事業者等から療養介護医療を受けた人を対
象に、自己負担割合を超える医療費を給付する。
26年度実績：給付　延103人

雇用推進

内  容
身体障がい者の社会参加及び啓発等福祉事業を行う八幡市身
体障害者団体連合会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成　4団体　実施　8事業

内  容

障害福祉サービス利用者を対象に、支給決定または支給決定の
変更前後に、サービス等利用計画案を作成し、また一定期間ごと
にサービス等利用状況のモニタリングを行う。
26年度実績：計画作成　延175人

内  容

障害者支援施設等に入所・入院している障がいのある人を対象
に、地域生活に移行するための相談や住居の確保、障害福祉
サービス提供事業所への同行等の支援を行う。
26年度実績：相談支援等　2人

内  容
施設・病院から地域生活へ移行した人や、家族との同居からひと
り暮らしへ移行した障がいのある人を対象に、障がいの特性に起
因して生じる緊急事態等への相談対応を行う。

内  容
障がい福祉サービス事業者への委託により、福祉未経験者等の
就労支援や介護職員等のスキルアップに係る研修・訓練等を行
う。

内  容
事業所として、障がい者の雇用を推進する。（法定雇用率2.3％）
26年度実績：雇用人数 10（換算人数 14）人　（雇用率2.55％）
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 精神障がい者ボランティア団体活動支援事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

「いこいの場」運営
傾聴電話実施

事業名 ハートフル・フラワー事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

プランターによる花の育成管理

事業名 手話通訳者派遣 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

随時派遣

事業名 手話奉仕員養成事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座開催（託児サービス実施）

事業名 要約筆記者派遣 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

随時派遣

事業名 要約筆記者養成事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座開催

事業名 点字・声の広報発行 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

点訳広報紙発行
声の広報紙発行

事業名 点訳奉仕員養成事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座開催

事業名 朗読奉仕員養成事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

講座開催

内  容

在宅で精神に障がいを持つ人に向けて、軽スポーツや食事、会
話等を通じて社会参加のきっかけを得る「いこいの場」と傾聴電
話を、精神障がい者支援ボランティアグループ「フレンド」への委
託により、福祉会館内において実施する。
26年度実績：いこいの場　延156人参加　傾聴電話　延20回

内  容
福祉センター及び母子健康センターにおいて、施設美化及びプ
ランターによる花の育成管理を、社会福祉法人鳩ヶ峰福祉会へ
委託し実施する。

内  容
手話通訳を必要とする聴覚言語障がい者の申請に基づき、登録
手話通訳者を派遣する。
26年度実績：手話通訳者　10人　派遣　延48件

内  容

視覚障がい者のために、点訳、朗読による広報やわた等市政の
情報提供を、点字サークル「さわらび」及び朗読ボランティアサー
クル「よむよむ」への委託により定期的に実施する。
26年度実績：広報の点訳　12回　発行　各3部
　　　　　　　　声の広報　12回　発行　各8部

内  容

広報等市の発行する文書の点訳を行う点訳奉仕員の養成にむ
け、点字サークル「さわらび」への委託により養成講座を開催す
る。
26年度実績：養成講座　開催　8回　 受講　延22人

内  容

広報等市発行の文書をCD等に録音・朗読する奉仕員の養成に
むけ、朗読ボランティアサークル「よむよむ」への委託により養成
講座等を開催する。
26年度実績：養成講座　開催　6回　 受講　延94人

内  容

基本的な手話の習得と聴覚言語障がい者との交流を図るため、
京都聴覚言語障害福祉者協会への委託により、手話通訳者の養
成講座を開催する。
26年度実績：入門講座開催　16回　受講　191人
　　　　　　　　基礎講座開催　19回　受講　234人

内  容
聴覚の障がいによりコミュニケーション等について支援が必要とな
る場合に、申請に基づき要約筆記奉仕員を派遣する。
26年度実績：派遣　延66件

内  容

中途失聴・難聴者の生活及び関連する福祉制度等について理
解を深めるとともに、要約筆記に必要な知識及び技術を習得する
ため、要約筆記サークルへの委託により養成に係るカリキュラム
の前期を開催し、京都府が実施する後期養成講座へつなげる。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 卓球バレー交流大会 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大会開催

事業名 手をつなぐ親の会活動助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成

事業名 障がい者スポーツ大会 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大会開催

事業名 福祉センター運営 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営

事業名 福祉センター整備 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 八幡市障害者通所施設整備 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 やわた作業所施設整備 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 身体障がい者自動車改造助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

改造経費助成

事業名 運転免許取得助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

免許取得助成

内  容
児童発達支援及び障がい児相談支援により、療育の必要性のあ
る児童とその保護者等の支援実施に向け設置している福祉セン
ターについて、管理運営を行う。

内  容
福祉センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行う。ま
た、八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震化を行う。

内  容

八幡市障害者通所施設について、必要に応じ施設改修等の整
備を行う。また、八幡市建築物耐震改修促進計画に基づき、耐震
化を行う。
26年度実績：耐震診断実施

内  容

近隣市町に在住する身体障害者手帳の交付を受けた人とボラン
ティアがチームを編成して行うスポーツ交流大会について、身体
障害者団体連合会への委託により市民体育館で開催する。
26年度実績：参加　17チーム

内  容

障がい児(者)の保護者が会員となって親睦を図り、会員相互の情
報交換や子供たちが幸せに暮らせる環境を整えることを目的とし
て、キャンプや学習会等のイベントを行う「八幡市手をつなぐ親の
会」に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：実施　3事業

内  容

障がい者がスポーツ活動に親しむ機会の拡充を図るとともに、障
がい者スポーツの振興と市民の障がい者に対する理解の促進を
図るため、障がい者を対象としたスポーツ大会を市民体育館にお
いて開催する。
26年度実績：参加者　155人

内  容
やわた作業所について、必要に応じて施設改修等の整備を行
う。
26年度実績：エレベーター等改修

内  容
障がい者が法の基準に基づき自動車を改造する場合に、その経
費の一部（限度額10万円）を助成する。
26年度実績：助成　1件

内  容
身体障がい者を対象に、自動車運転免許取得費の一部を助成
する。限度額10万円。
26年度実績：助成　1件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 軽自動車税等減免（障がい者） 納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

減免実施

事業名 【充実】障がい者生活支援センター運営 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営

事業名 障がい児（者）相談支援事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活支援・相談活動実施

事業名 地域活動支援センター「やまびこ」運営 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営

事業名 地域活動支援センター事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活支援・相談活動実施

事業名 【新規】自発的活動支援事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自発的活動支援

事業名 日常生活用具給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

日常生活用具給付

事業名 福祉電話貸与 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

福祉電話貸与
電話料金助成

事業名 補装具給付等事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担割合を超える利用料を給付

内  容

障がい者本人が所有し、運転する場合や障がい者と生計を同じ
くする人が所有し、障がい者のために使用する場合は、規定に基
づき、軽自動車税を減免する。（障がい者1人につき1台）
26年度実績：減免 248件

内  容

障害者総合支援法に基づく基幹相談支援センターとして、福祉
サービス利用援助やピアカウンセリング、情報提供、介護相談等
を行う施設を、福祉センター内で地域活動支援センターと併せて
設置し、社会福祉協議会への委託により運営する。
26年度実績：相談　5,030件

相談員充実
（地方創生）

内  容

社会福祉法人南山城学園への委託により、市外の障がい者生活
支援センターとして、地域療育支援センター「うぃる」において生
活支援・相談活動を実施する。
26年度実績：相談　18件

介護者レクリ
エーション
実施支援

内  容
障がい児者の日常生活を容易にするため、在宅の重度障がい者
に日常生活用具（ストーマ装具、杖など）を給付する。
26年度実績：障がい者　1,578件　障がい児　148件

内  容
障がいのある方の日常生活を容易にするため、福祉電話を貸与
し、電話料金基本料を助成する。
26年度実績：貸与　2台

内  容

身体障害者手帳を所持する障がい児者および難聴の方を対象
に、機能障がいを補うための補装具の給付または修理サービス
について、自己負担割合を超える利用料を給付する。
26年度実績：給付　障がい者　延91件　障がい児　延63件
　　　　　　　　修理　障がい者　延77件　障がい児　延35件

内  容

障がい者を対象とした当事者活動の場の提供、創作活動、生産
活動、社会交流、ガイドヘルパー養成等を行う地域活動支援セン
ターを、福祉センター内で障がい者生活支援センターと併せて設
置し、社会福祉協議会への委託により運営する。
26年度実績：利用　延1,810人

内  容

京都聴覚言語障害者福祉協会等への委託により、市外の地域活
動支援センターとして、山城地域活動支援センター等において
生活支援・相談活動を実施する。
26年度実績：山城地域活動支援センター　延94人
　　　　　　　　ほっとハウス　延12人

内  容
地域生活支援の一環として、障がいのある方やその家族、地域
住民が自発的に行う活動に対し、財政支援等を行う。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 補装具自己負担金等助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担額助成

事業名 心身障がい者自助具助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

購入費助成

事業名 障がい者施設通所交通費助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

交通費助成

事業名 心身障がい者福祉サービス利用支援 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業経費助成

事業名 高額障がい福祉サービス 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担限度額超過分助成

事業名 障がい者自立支援医療特別対策 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
医療費助成

事業名 障害者福祉サービス等利用者負担金助成（自立支援医療） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担限度額超過分助成

事業名 障害者福祉サービス等利用者負担金助成（補装具) 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担限度額超過分助成

事業名 特定障がい者特別給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

特別給付（補足給付）

内  容

障がい児者が短期入所サービス利用支援事業や障害児通所利
用支援事業を利用する場合、事業所に対し事務費の一部を助成
する。
26年度実績：利用日数　821日

内  容
障がい福祉サービス利用に係る1割自己負担額が世帯の限度額
を超えたとき、基準により超えた分を助成する。
26年度実績：助成　延11人

内  容

身体障がい3級所持者について、在宅酸素療法、ぼうこう又は直
腸の機能障害に至った原因疾患及びストマ周辺の感染防止等の
医療費の一部を助成する。
26年度実績：助成　28件

内  容

補装具給付等事業を利用する障がい児者に対し、自己負担額の
一部を助成する。
26年度実績：障がい者　41件　障がい児　75件
　　　　　　　  介護予防福祉用具分　279件

内  容

身体障害者手帳・療育手帳所持者及び特定疾患治療研究事業
または小児慢性特定疾患研究事業による対象者について、年間
3万円を上限に、自助具または介護用具、訓練用具等の購入費
の一部（1/2）を助成する。
26年度実績：助成　8件

内  容
公共交通機関で障がい者施設に通所している方を対象に、交通
費の一部（1/2）を助成する。
26年度実績：助成　165人　延14,153日

内  容

障がい者の負担軽減を図るため、障がい者が医療機関等で自立
支援医療を受けた場合、所得階層区分に応じ、月額上限を超え
る医療費を助成する。
26年度実績：更生医療分　1,372人　精神通院医療分　763人
　　　　　　　　育成医療分　5人

内  容

障がい者の負担軽減を図るため、障がい者が補装具サービスを
利用した場合、所得階層区分に応じ、月額上限を超える利用料
を助成する。
26年度実績：障がい者　4人　児童　延26人

内  容

施設入所者の低所得者にかかる食費・光熱水費の実費負担を軽
減するため補足給付を支給する。また、グループホーム・ケア
ホーム居住者には、低所得者に係る家賃の実費負担を軽減する
ため補足給付を支給する。
26年度実績：給付　延928人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 心身障害者扶養共済掛金助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

掛金助成

事業名 特別障害者手当給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

手当支給

事業名 障害児福祉手当給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

手当支給

事業名 経過措置による福祉手当給付 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

手当支給

事業名 身体障害者手帳交付申請用診断書料助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

診断書料助成

事業名 精神障害者保健福祉手帳交付申請用診断書料助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

診断書料助成

事業名 在日外国人重度障害者特別給付金 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

特別給付金支給

事業名 重複利用者負担総合上限事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自己負担限度額超過分助成

事業名 府営住宅特定目的優先入居申込受付（障がい者世帯） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

申込受付

内  容

心身障がい者の将来に対し保護者の抱く不安の軽減等を図るた
め、京都府心身障害者扶養共済制度に加入した保護者に対し、
掛金の一部を助成する。
26年度実績：助成　49件

内  容

日常生活において常時介護を必要とする20歳以上の重度障が
い者（児）を対象に、申請に基づき手当（月額26,000円）を支給す
る。
26年度実績：給付　延1,483人

内  容

日常生活において常時介護を必要とする20歳未満の在宅の重
度障がい児を対象に、申請に基づき手当（月額14,140円）を支給
する。
26年度実績：支給　延671人

内  容

国民年金制度の改正が行われた1982年1月1日前に20歳に達し
ていた等の理由により、障害基礎年金の適用外となっている重度
障がい者在日外国人に対して、申請に基づき特別給付金（月
36,000円）を支給する。

内  容

療養介護及び施設入所支援以外の障害福祉サービスの利用、
自立支援医療の給付、補装具のサービス等の複数サービスを重
複して利用する方を対象に、自己負担額限度額を超える利用料
を助成する。

内  容
府内の京都府営住宅特定目的優先入居（京都府事業）につい
て、障がい者世帯用の申込受付を行う。
26年度実績：申込受付　1件

内  容

日常生活において常時介護を必要とする重度障がい者（児）のう
ち、従来の福祉手当受給者で特別障害手当及び障害基礎年金
のいずれも受給できない重度障害者を対象に、申請に基づき経
過措置として手当（月額14,140円）を支給する。
26年度実績：支給　延30人

内  容
身体障害者手帳交付申請時に必要な診断書料について、申請
に基づき助成する。（上限2,000円）
26年度実績：助成　315人

内  容
精神障害者保健福祉手帳交付申請時に必要な診断書料につい
て、申請に基づき助成する。（上限2,000円）
26年度実績：助成　74人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 障がい者行事参加支援事業 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

障がい者行事参加支援

事業名 山城ろうあ者新年大会助成 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 障がい者虐待防止センター設置・運営 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運営
夜間・休日通報受付

事業名 障がい者一時保護（虐待防止対策短期入所） 障がい福祉課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

一時保護実施

内  容
障がい者に対する虐待の防止等を図るため、ＮＰＯ法人ディアレ
ストへの委託により、虐待を受けているまたはその恐れのある障が
い者について、一時保護を行う。

内  容
京都府の実施する障がい者を対象とした行事への参加につい
て、財政的支援を行う。
26年度実績：京都ふれあい広場　参加者　42人

内  容

山城地域のろうあ者及び福祉関係者で組織する「山城ろうあ者新
年大会実行委員会」に対し、功労者表彰、手話劇コンクール開催
等の事業費の一部を、山城地域5市（宇治市、城陽市、京田辺
市、木津川市、八幡市）の輪番制により助成する。

次期実施は平成30年度

内  容

障がい者に対する虐待の防止、早期発見等を図るため、障がい
者の虐待に関する通報等及び相談の受付等を行う障がい者虐
待防止センターを、障がい福祉課内に設置し、運営する。
26年度実績：通報　3件
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第５節 社会保障 
 

[めざす姿]  

■ 国民年金の加入促進や生活保護等の低所得者福祉制度が適正に運用され、安心

で適正な社会保障が実現していることをめざします。 

 
 

[施策体系] 

１．国民年金制度の推進 

(1) 加入の促進・年金受給権の確保【重点】 

(2) 国民年金制度の充実 

２．低所得者福祉の充実と

適正化 

(1) 生活援護制度の充実 

(2) 相談体制の充実【重点】 

３．勤労者福祉の推進 

(1) 支援制度の啓発 

(2) 文化・スポーツ活動 

 

136



＜実施計画事業一覧＞

事業名 老齢福祉年金給付 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 年金相談 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 在日外国人高齢者特別給付 高齢介護課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

特別給付金支給

事業名 臨時福祉給付金給付 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

給付金支給

事業名 【新規】プレミアム商品券事業（生活支援型） 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 くらしの資金貸付 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

貸付実施

事業名 災害見舞金等支給事業 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

見舞金等支給

事業名 技能修得施設入所支度金助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

入所支度金助成

事業名 住宅支援給付 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

住宅家賃
支給

内  容

国民年金の発足当時（昭和36年）に、既に高齢等であったため、
国民年金を受け取ることができない人のために老齢福祉年金を
支給する。
26年度実績：受給者 3人

老齢福祉年金給付

内  容
国民年金制度の啓発及び加入促進のため、年金に関する相談
窓口を開設する。

相談窓口の開設

内  容
無年金の在日外国人高齢者に対して、1人月額1万円の特別給
付金を支給する。
26年度実績：受給者　1人

内  容

平成26年4月の消費税率引き上げに伴う影響を緩和するため、
臨時的な給付措置として、市民税非課税等の低所得者の方に対
し、臨時福祉給付金（6,000円）を支給する。
26年度実績：支給　11,209人

内  容
国の緊急経済対策を受け、市民税非課税世帯を対象に生活支
援を目的としたプレミアム商品券（8,000円につき5,000円のプレミ
アム付）の発行を行う。（地方創生）

商品券発行 平成27年度で終了

内  容

疾病その他不測の事故等の理由により一時的に資金を必要とし
ている世帯の世帯主を対象に、無利子・無担保で一時的な生活
資金の貸付けを行い、経済的自立と生活意欲の向上を図る。貸
付限度額15万円（単身者8万円）。
26年度実績：貸付　25件

内  容
市内で火災等の被害に遭った市民に対し、申請に基づき見舞金
等を支給する。
26年度実績：支給　3世帯

内  容
経済的理由により技能修得の困難な方に対し、公共職業訓練施
設等への入所支度金を申請に基づき助成する。
26年度実績：助成　7人

内  容

離職者で就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪失ま
たは喪失のおそれのある方を対象に、申請に基づき賃貸住宅家
賃を支給する。
26年度実績：支給　5人

平成27年度で終了
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 上下水道料金助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

上下水道料金助成

事業名 災害援護資金貸付金 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

災害援護資金貸付

事業名 災害弔慰金支給 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

弔慰金支給

事業名 災害障害見舞金支給 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

災害障害見舞金支給

事業名 高等学校奨学金【府制度】 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

申請受付
府制度の周知

事業名 行旅人の交通費貸付 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

貸付実施

事業名 外国人学校在籍児童・生徒修学援助 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

修学援助費支給

事業名 生活・就労指導 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ケースワーカーによる指導等実施

事業名 医療券等交付 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

医療券等交付

内  容

65歳以上の一人暮らし高齢者世帯や母子・父子世帯で市民税非
課税世帯、特別児童扶養手当受給世帯、特別障害者手当受給
世帯を対象とした上下水道基本料金の減免実施分について、一
般会計から水道事業会計へ助成する。
26年度実績：助成　水道料金　5,431件　下水道料金　5,431件

内  容
法令の基準に基づき、災害により被災した世帯の世帯主に対し、
申請に基づきその生活の立直しに資するための災害援護資金の
貸付を行う。

内  容
市民が法令に定める災害により死亡した場合、その遺族の申請
に基づき弔慰金を支給する。

内  容
市民が災害により負傷し、または疾病にかかり、治癒後（その症
状が固定したときを含む。）に法定基準を満たす障害がある場
合、申請に基づき災害障害見舞金を支給する。

内  容

京都府の制度である高等学校奨学金について、市HP等で広報
するなど市民への周知を図るとともに、申請受け付けを行い、京
都府との連絡調整を行う。
26年度実績：受付　56件

内  容
本市への行旅者が金銭に困窮した場合に、交通費の貸付を行
う。
26年度実績：貸付　9件

内  容

生活保護を受け、かつ日本国籍を有しない者の教育を保障する
ため、本市に居住する外国人被保護者で、学校法人京都朝鮮学
園又は京都韓国学園(中学校）に在学する児童生徒に対し、教育
扶助額等の範囲内の額を修学援助費として支給する。

内  容
生活保護申請者等を対象に、ケースワーカーによる相談対応及
び生活・就労指導等を行う。

内  容

医療扶助、介護扶助について現物給付を行うことが決定された
場合に、指定医療機関または介護施設等で受診・介護を受ける
ことのできる医療券または介護券を交付する。
26年度実績：交付　59,003件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 生活扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 住宅扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 教育扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 介護扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 医療扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 出産扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 生業扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 葬祭扶助（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活保護費支給

事業名 保護施設入所（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

入所措置実施

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない人に対し、
衣食その他日常生活及び移送に関して、法に定める必要な範囲
で保護費（生活扶助）を支給する。
26年度実績：支給　延17,825人

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない人に対し、
住居、補修その他住宅の維持に関して、法に定める必要な範囲
で保護費（住宅扶助）を支給する。
26年度実績：支給　延17,363人

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない人に対し、
義務教育に伴い必要な教科書その他の学用品、通学用品、学校
給食その他義務教育に要する費用に関して、法に定める必要な
範囲で保護費（教育扶助）を支給する。
26年度実績：支給　延2,353人

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない要介護者
または要支援者が、介護または介護予防サービスの利用を必要
とする場合、法に定める必要な範囲で保護費（介護扶助）につい
て、原則として介護券を支給する。
26年度実績：支給　延2,310人

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない人が、医
療機関等での治療や居宅における療養上の管理、移送等を必
要とする場合、法に定める必要な範囲の保護費（医療扶助）につ
いて、原則として医療券を支給する。
26年度実績：支給　延16,289人

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない妊産婦が
出産する場合、法に定める必要な範囲で保護費（出産扶助）を支
給する。
26年度実績：支給　1件

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない人又はそ
のおそれのある人に対して、生業に必要な資金、器具又は資料、
技能の修得、就労に関して、法に定める必要な範囲で保護費（生
業扶助）を支給する。
26年度実績：支給　延888人

内  容

困窮のため最低限度の生活を維持することのできない人に対し
て、検案、死体の運搬、火葬又は埋葬、納骨その他葬祭に関し
て、法に定める必要な範囲で保護費（葬祭扶助）を支給する。
26年度実績：支給　延31人

内  容
保護施設への入所が適当と判断された被保護者について、保護
施設への入所経費を当該保護施設へ支給する。
26年度実績：入所　7人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 急迫保護（生活保護制度） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

緊急時の保護実施

事業名 生活保護適正化ホットライン事業 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

適正化推進員配置
不正受給情報受付・調査

事業名 生活保護適正化対策 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

面接相談員配置
扶養義務調査員配置
収入・生活実態調査等実施

事業名 生活保護世帯自立支援推進 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

就労支援員配置
就労に向けた相談・支援実施

事業名 債務整理支援 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

司法書士による債務整理相談等実施

事業名 生活保護申請者つなぎ資金緊急貸付 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生活費貸付

事業名 【充実】自立相談支援（生活困窮者自立支援） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
自立支援相談員配置・相談実施

事業名 【新規】住居確保給付金（生活困窮者自立支援） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
給付金支給

事業名 【充実】就労準備支援（生活困窮者自立支援） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
就労支援実施

内  容
他自治体に居住する人が、本市において保護を受けるべき急迫
時にある場合、緊急として保護を実施し、本来保護を行うべき自
治体の福祉事務所へ通知を行う。

内  容

生活保護受給の適正化を図るため、適正化推進員を配置し、不
正受給に係る情報提供に基づく調査を行う他、啓発ポスターを作
成し、情報提供に関する啓発を行う。
26年度実績：情報提供　延60件　調査実施　延110件

内  容
生活保護受給の適正化を図るため、職員研修、レセプト点検、扶
養義務調査、面接相談体制整備、収入調査の徹底等の取組を
行う。

内  容
生活保護世帯の自立支援を目的として、就労支援員を配置し、
相談等の就労支援を行う。
26年度実績：支援員配置　1人　就労率　58％

内  容
生活保護世帯について、司法書士への委託により債務整理に関
する相談対応を行う。
26年度実績：相談　3件

内  容
生活保護申請者で、保護決定までに要する3～4週間の手持ち
資金がない方に対し、その間の生活費の貸付を行う。
26年度実績：単身世帯　25件　複数世帯　21件

内  容
生活困窮者自立支援法に基づく生活保護に至る前の支援とし
て、自立支援相談員を配置し、生活困窮者の一般就労など自立
に向けた相談対応を行う。【必須事業】

内  容

生活困窮者自立支援法に基づく生活保護に至る前の支援とし
て、離職により住宅を失い、所得等が一定水準以下の生活困窮
者に対し、有期で住宅の確保に係る一時的な給付金を支給す
る。【必須事業】

内  容

生活困窮者自立支援法に基づく生活保護に至る前の支援とし
て、直ちに一般就労への意向が困難な生活困窮者に対し、社会
福祉法人等への委託により、一般就労に必要な知識及び能力の
向上に向けた生活訓練・社会訓練を実施する。【任意事業】
26年度実績：モデル事業実施　利用者　2人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 【新規】一時生活支援（生活困窮者自立支援） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
一時生活支援実施

事業名 【新規】家計相談支援（生活困窮者自立支援） 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
家計相談実施

事業名 就職困難者就労対策事業 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 くらしと就職相談 人権啓発課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
相談窓口設置

内  容

京都自立就労サポートセンターとの連携により、八幡人権・交流
センターで専門カウンセラーによる就職個別相談やパーソナルサ
ポーターによる生活個別相談を実施し、指導や助言を行う。
26年度実績：窓口開設 12回　相談者延 34人

内  容
生活困窮者自立支援法に基づく生活保護に至る前の支援とし
て、住宅がなく所得が一定水準以下の生活困窮者に対し、有期
で宿泊場や衣食の提供等を委託により行う。【任意事業】

内  容
生活困窮者自立支援法に基づく生活保護に至る前の支援とし
て、家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付のあっせ
ん等を社会福祉協議会への委託により行う。【任意事業】

内  容
求職相談事業や資格免許の情報提供を行うなど、人材育成、企
業啓発等の事業を実施する。
26年度実績：パソコン講座開催 16回　受講者延 140人

パソコン講座開設等
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第５章 人がつどい、活力あふれるまち

―産業振興、交通、道路、情報通信― 

活力ある自立したまちづくりを進めていくためには、工業、商業、農業、観光等の産業

が元気であることが欠かせません。 

このため、工業においては、優良な企業の誘致や既存事業所との連携に努め、商業につ

いては、商店の振興等を通じてまちなかににぎわいが生まれるような取組を進めます。そ

の際には、立地する企業や商店が地域社会と共生していけるよう指導を行います。また、

農業については担い手の育成に努めるとともに、食の安全など時代の潮流に即しつつ、農

家の生活を守る観点から施策を進めます。 

さらに、観光分野の魅力を周辺地域と連携しながら発信し、歴史・文化資源の豊かな八

幡への来訪者を増やすよう努めます。 

また、多くの人や企業がより広く便利につどえるよう、八幡市駅のバリアフリー化など

公共交通機能の向上、道路や情報通信基盤の整備を進め、あわせて市民生活の利便性の向

上に努めます。 

■成果指標 …………………………………………………………………………………

指  標 計画当初値 26年度実績値 目標値 

コミュニティバス 1 便当たりの

利用者数 
9.2人 12.9人 

※1現状値(10.6人)よ

り高い数値 

ホームページアクセス件数 ― 455,873 件/年 400,000 件/年 

エコファーマー認定農家数 21人 20人 30人 

観光入込客数 ※2 2,014千人/年 1,830千人/年 2,215千人/年 

観光消費額 ※2 475,997 千円/年 453.623 千円/年 523,000千円/年 

※1「現状値」については、後期基本計画策定時に設定した値。（平成 23年度実績値） 

※2 については、各年末の実績値。（26 年度実績値は平成 26 年 12 月 31 日実績値） 
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第１節 市街地 

[めざす姿]  

■ 秩序ある土地利用を基本に、求心力のある都市拠点が形成され、土地利用方針

に応じた良好な市街地が形成されていることをめざします。

[施策体系] 

１．八幡市駅周辺の整備 

(1) 広域交流機能の誘導 

(2) 周辺環境の整備 

２．（仮称）八幡ジャンクシ

ョン・インターチェン

ジ周辺の整備 

(1) 広域交流機能の誘導【重点】 

(2) 周辺環境の整備 

３．橋本駅周辺の整備  

(1) 広域交流機能の誘導【重点】 

(2) 周辺環境の整備【重点】 

４．適正な土地利用の推進 

(1) 住宅地域の土地利用の促進 

(2) 商業地域の土地利用の促進 

(3) 市街化区域 1・市街化調整区域 2、用途地域 3の見直し 

(4) 工業系市街地の形成 

(5) 沿道サービス地域の土地利用の促進 

(6) 大谷飛地の土地利用の検討 

1 市街化区域：都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街地として積極的に整備・開発する区域。具体的には、既に
市街地を形成している区域及びおおむね 10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域。 

2 市街化調整区域：都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街化を抑制すべき区域。 
3 用途地域：都市計画法に基づく地域地区のうち、めざすべき市街地像に応じて、住宅地や商業地、工業地など用途別に

分類される 12種類の都市計画の総称。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 八幡市都市計画マスタープラン策定・推進 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 都市計画決定 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

都市計画決定

事業名 都市計画調査・検討 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
都市計画調査

事業名 都市計画基礎調査 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 都市計画法に関する許可等 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申請受理・許可等

事業名 地区計画制度の運用 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
行為審査

事業名 都市計画図等発行 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
発行
・総括図
・地区計画冊子

事業名 土地の利用・規制に関する調整 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
調整

事業名 八幡市駅周辺（北口地区）整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

内  容
都市計画施設の区域及び市街地開発事業の施行区域内におけ
る建築許可を行う。
26年度実績：53条申請　3件

内  容

八幡市のめざす将来都市像の実現に向けたまちづくりの指針と
なる都市計画マスタープランを策定し、計画に基づく取組を推進
する。
＊計画目標年次：平成38年
＊実現化方策等の目標年次：平成28年

内  容
都市計画決定における案作成、法定事務を行う。（用途地域・高
度地区・地区計画・防火、準防火・特別用途・生産緑地）

内  容
総合計画にかかげる将来都市像の実現のため、都市計画マス
タープランに基づき、線引きの見直しや地域地区・地区計画の決
定・変更並びに都市施設の決定・変更に係る資料の作成を行う。

第6回府南
部都市計画
の見直しに
係る調査

内  容
都市計画法第6条の規定により概ね5年ごとに都市計画に関する
基礎調査として、国土交通省令で定める事項に関する現況及び
将来の見通しについて調査を行う。

― 調査実施

内  容

「下奈良・小宮地区」、「上奈良地区」、「欽明台地区」、「一ノ坪・
河原地区」、｢ヒル塚・武蔵芝地区」の5つの地区において、道路、
公園等の施設の配置や建築物等について、地区の特性に応じて
地区計画を策定し、建築行為等の審査を行う。
26年度実績：行為審査　21件

内  容
都市計画の変更による都市計画図及び地区計画冊子等の更新
を行う。

内  容 各種土地利用規制を伴う他法令との調整を行う。

内  容
京都第二外環状道路の開通や御幸橋の架け替えに伴う駅勢圏
の拡大を踏まえ、北部広域交流エリアのターミナルである八幡市
駅北口地区について、京阪踏切部の導線確保等を検討する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 放置自転車対策 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
放置防止指導
放置自転車等撤去・移送

事業名 放置自転車管理・返還 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理・返還

事業名 （仮称）八幡ジャンクション・インターチェンジ周辺整備調査 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
調査・計画調整

事業名 橋本駅周辺拠点整備事業（橋本駅前広場整備） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 建築指導 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
建築確認事前協議

事業名 開発指導 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
開発行為事前協議

事業名 宅地造成等規制法指導 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
宅地造成に関する事前協議

事業名 道路位置指定指導 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
道路位置指定事前協議

事業名 土地区画整理事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
技術的援助

内  容

市街地の良好な環境を保全するとともに歩行者の交通安全を確
保するため、自転車等放置防止の指導を行うとともに、自転車等
放置禁止及び整理区域内に放置されている自転車等の撤去を
行う。
26年度実績：撤去　110回　135台

内  容
撤去した放置自転車等について、自転車等保管場所にて管理
し、返還を行う。
26年度実績：返還　61台　返還率　45.2％

内  容
南部広域交流拠点として秩序ある良好な土地利用を図るため、
八幡インター周辺において計画中の土地区画整理組合に対する
支援等、次回都市計画変更（線引き）に向けた情報収集を行う。

内  容
生活交流拠点として橋本駅周辺を整備するため、駅前広場の整
備について検討を行う。
26年度実績：都市計画原案作成

平成28年度
で終了整備に向け

た具体的検
討

内  容
良好な市街地形成に向け、市の開発指導要綱等に基づき個人
又は事業主に対して指導を行う。
26年度実績：事前協議　260件

内  容

良好な市街地形成に向け、市の開発指導要綱等に基づき個人
又は事業主に対して指導を行う。
26年度実績：事前協議　11件
　　　　　　　　共同住宅の駐車場に関するアンケート調査実施

内  容
良好な市街地形成に向け、市の開発指導要綱等に基づき個人
又は事業主に対して指導を行う。
26年度実績：事前協議　7件

内  容
良好な市街地形成に向け、市の都市計画に基づき個人又は事
業主に対して指導を行う。

内  容
土地区画整理事業者の求めに応じ、事業の準備又は施行のた
めの技術的援助を行う。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 土地区画整理法に関する許可等 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申請受理・許可等

事業名 自転車駐車場に関する届出受理・指導 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
届出受理・指導

事業名 国土利用計画法に基づく届出受理・報告 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
届出処理・京都府報告

事業名 公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出処理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
届出・申出処理

事業名 路外駐車場の設置等に係る届出処理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
届出処理

事業名 市有土地の底地管理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
底地管理

事業名 大谷飛地土地利用検討 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
都市計画に関する関係機関等調整・
協議

内  容
土地区画整理事業施行地区内における土地の形質の変更等の
許可、土地区画整理事業施行地区内の土地の形質の変更等の
許可に係る原状回復等の命令を行う。

内  容
開発行為に関連し、300㎡以上の施設で設置が必要となる自転
車駐車場について、届出受理及び指導を行う。
26年度実績：届出　1件

内  容
国土利用計画法に基づき、各種届出の受理及び京都府への報
告を行う。
26年度実績：届出　15件

内  容

公有地の拡大を推進するため、法に基づき、土地を譲渡しようと
する場合の届出受理及び土地売買希望の申出受理・買取協議
を行う。
26年度実績：届出　2件　申出　1件

内  容
駐車場法の規定に基づき、路外駐車場の設置等に係る届出の
処理を行う。

内  容
市有土地の底地（借地権付き土地）の適切な管理等に向け、交
換（帰属）、用途廃止、寄付等を行う。
26年度実績：申請・申出　17件

内  容
大谷飛地について、周辺環境と調和した良好な低層住居系の土
地利用を誘導する。
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第２節 道路 

 

[めざす姿]  

■ 幹線道路の整備により、近隣都市との連携が円滑になり、快適で迅速な移動が

でき、高齢者をはじめとする歩行者が安全に利用できる生活道路の改良や歩道

の整備・拡幅がなされ、バリアフリー化が進んでいることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．広域幹線道路の整備 

(1) 広域幹線道路網の整備【重点】 

(2) 

 

（仮称）八幡ジャンクション・インターチェンジ周辺の

整備【重点】 

(3) 国道 1号の改良の促進【重点】 

２．市内幹線道路の整備 

(1) 南北連携軸の整備 

(2) 東西連携軸の整備 

(3) 市内幹線道路の整備【重点】 

３．生活道路の整備 

(1) 生活道路の改良 

(2) 狭小道路の改善 

４．道路環境の整備 

(1) 道路のバリアフリー化等の推進 

(2) 道路美化の推進【重点】 

(3) 歴史的な街道の整備 

(4) 道路緑化の推進と街路樹の機能的管理 

(5) 自転車・歩行者道の整備 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 新名神高速道路整備促進 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 幹線道路・都市計画道路（街路）計画 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

事業名 都市計画道路内里高野道線（府道八幡インター線）整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

事業名 国道1号交通安全施設等整備事業（拡幅改良事業） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

事業名 （仮称）南北幹線道路整備計画 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画検討

事業名 都市計画道路八幡田辺線（上奈良工業団地～国道１号）整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 都市計画道路八幡田辺線（国道１号以西）整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

事業名 府道八幡木津線改良事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

事業名 府道長尾八幡線改良事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

内  容

21世紀の国土軸を担うとともに全国の広域幹線ネットワークを構
成する新名神高速道路の整備について、事業者・府・関係市町と
の連携により促進し、国土の東西交流を支える。（城陽～八幡間：
平成28年度末完成目標）

城陽～八幡間整備促進
大津～城陽間、八幡～高槻間整備促
進

内  容
都市の主要な骨格をなし、近隣住区等における主要な道路また
は外郭を形成する幹線道路等の整備計画を策定し取組を進め
る。

内  容

新名神高速道路（仮称）八幡JCT・ICと第二京阪道路及び国道1
号を結ぶアクセス道路として、新名神高速道路（城陽～八幡間）
の開通に合わせて都市計画道路内里高野道線（府道八幡イン
ター線）の整備を促進する。

平成28年度
で終了

内  容

都市計画道路八幡田辺線の整備を促進し、市道二階堂川口線
バイパス事業と歩調を合わせ、市道二階堂川口線の交通量を緩
和させるとともに、歩行者等の安心・安全が確保されるよう整備を
促進する。
26年度実績：事業費負担　延長630ｍ

内  容

木津川御幸橋架替事業により、一部車線数拡大・歩道整備が実
施され、その先線部分である京阪本線との交差桁下部につい
て、よりスムーズな自転車交通及び歩行者等の安心・安全を確保
するため、歩道整備を促進する。

内  容
府道長尾八幡線は国道1号から松花堂庭園や、八幡市街地への
玄関口であり、市民や来訪者等が安心して通行できるよう、国道1
号～市道八幡城陽線間について歩道整備を促進する。

内  容
自転車・歩行者道、中央分離帯、植樹帯の設置など、国道1号の
安全な歩行空間を確保し、本線部の適正化を行うことで事故防
止を図るとともに、交通安全対策・道路環境整備を促進する。

内  容
広域高規格道路の整備に伴う八幡市内の道路混雑の解消を図
るため、新たな南北幹線道路の計画を検討する。

内  容
第二京阪道路と国道1号とを結ぶアクセス道路として、また、第二
京阪道路から上津屋工業団地を経て府道内里城陽線とを結ぶア
クセス道路として、都市計画道路八幡田辺線の整備を推進する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 府道富野荘八幡線改良事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

事業名 橋本駅周辺拠点整備事業（市道橋本南山線延伸） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 橋本駅周辺拠点整備事業（市道橋本駅前線付替） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 市道二階堂川口線バイパス事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 市道西山下奈良線整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
延伸検討

事業名 市道科手土井線道路整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 市道長部代砂畠線整備事業 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
新設検討

事業名 市道野神線整備事業（園内野神1号～八幡木津線） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 市道土井南山1号線道路整備事業 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備推進

内  容
京阪橋本駅と市道橋本南山線を接続するため、交通結節点とし
てのアクセス道路である市道橋本駅前線を整備し、市道橋本南
山線整備と合わせて現道付替、駅前広場整備を行う。

平成28年度
で終了

区画整理事業費負担

内  容

都市計画道路八幡田辺線事業と歩調を合わせ、市道二階堂川
口線の交通量を緩和させるとともに、歩行者等の安心・安全が確
保されるよう、都市計画道路八幡田辺線と市道園内野神線を接
続する。
26年度実績：道路用地取得、道路新設

用地取得

道路新設

内  容
渋滞のない快適な移動の確保及び歩行者の安全を確保するた
め、府道富野荘八幡線の改良を促進する。

内  容

小金川踏切・大谷川・市道科手小金川線等の輻輳、道路線形を
見直し、渋滞の解消及び通行者の安全確保を図るために早期に
整備を行う。
26年度実績：詳細設計・延伸工事（地盤改良等）
　　　　　　　　駅下手橋梁工事

平成28年度
で終了

大谷川上部橋梁架設
京都守口線等改修

駅下手橋梁架設工事

道路整備
40ｍ

内  容
土井南山1号線について、側溝改良等の道路環境整備を行う。
26年度実績：側溝改良詳細設計　延長400ｍ 側溝整備

延長250ｍ

内  容
渋滞のない快適な移動の確保をめざし、都市計画道路八幡田辺
線（国道1号以西）の延伸事業に合わせ、市道西山下奈良線の
延伸を検討する。

内  容

御幸橋の架け替え事業の関連事業として、市道科手土井線の改
良を促進するとともに、八幡市の北の玄関口としてふさわしい形
に修景化する。
26年度実績：歩道改良　延長62ｍ

広場整備
1,064㎡

歩道整備
延長113ｍ

内  容
渋滞のない快適な移動の確保をめざし、市道長部代砂畠線の新
設の検討を行う。

内  容
歩道未整備区間の整備及び車道幅員の確保をめざし、市道野
神線の一部整備を行う。
26年度実績：歩道等整備　延長40ｍ
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 山柴交差点改良事業 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備推進

事業名 橋本地域道路改良事業 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備推進

事業名 幣原1号線歩道改良事業 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備推進

事業名 府道内里高野道線整備事業 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備推進

事業名 市道・下排水路等維持補修 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
市道維持管理
　舗装補修
　側溝しゅんせつ等

事業名 橋の長寿命化修繕計画策定・推進 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 橋の長寿命化修繕工事 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画的な修繕実施

事業名 市管理道路等点検 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ点検実施

事業名 道路台帳整備 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
台帳整備

内  容
山柴交差点について、交通安全対策として角切りの設置等の改
良工事を実施する。

内  容
橋本地域の道路について、安全かつ快適な道路環境の整備に
向け、道路側溝の暗渠化工事を実施する。
26年度実績：側溝改良　延長140ｍ

内  容
幣原1号線歩道について、安全かつ快適な道路環境の整備に向
け、計画的な改修等を実施する。
26年度実績：舗装改良　延長168ｍ

内  容
橋の長寿命化計画に基づき、市管理橋りょうの計画的な修繕を
実施する。
26年度実績：改修　3橋（栄橋・無名橋・第４小学校陸橋）

補強設計
4橋

長寿命化
補修　2橋

内  容
市管理道路等について、必要に応じ安全性の確保に向けた調
査・点検を行う。
26年度実績：橋りょう点検　6橋　路面性状調査

内  容

府道内里高野道線の新設に伴い、既存水路への区域外雨水排
水流入対策として、京都府への委託により平成26年度から平成
28年度までの3ヵ年計画で水路改修工事を実施する。
26年度実績：水路改修　延長　161.9ｍ 水路改修工事

内  容

市道について、舗装補修及び側溝のしゅんせつ等を実施し、適
切な維持管理を行う。
26年度実績：維持補修　119路線

内  容
平成19年度から20年度までの2年間で点検を実施した全ての市
管理橋りょうについて、その修繕の方向性等を定めた「橋の長寿
命化計画」を策定し、計画に基づく修繕を行う。

内  容
市管理の道路台帳を整備し、路線新設・変更等に伴う適正な修
正・管理を行う。
26年度実績：新規　5路線　変更　18路線
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 道路現況幅員証明書発行 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申請受付
証明書発行

事業名 市道認定 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申請受付・認定

事業名 法定外公共物管理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用
官民境界データ入力

事業名 法定外公共物使用許可 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
許可・指導

事業名 官民有地の境界確定・明示 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
境界確定

事業名 市道の占用許可 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
許可・指導

事業名 道路工事施工承認 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
申請受理・承認

事業名 特殊車両の通行許可 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
協議・許可

事業名 バリアフリー対策道路改良事業 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
歩道等バリアフリー対策

内  容
法定外公共物等について、「法定外公共物管理システム」の運用
により適正な管理を行う。

内  容
法定外公共物を使用する場合の申請を受理し、許可・指導を行
う。
26年度実績：許可　44件

内  容
市有地（道路・水路）と民有地との境界について確定を行う。
26年度実績：境界確定　44件

内  容
申請された土地に隣接する市道認定された道路の幅員につい
て、証明書を発行する。
26年度実績：発行　15件

内  容

開発による新設道路など、市の要綱に定める認定基準を満たす
道路について、申請に基づき、議会承認を経て、八幡市道として
認定する。
26年度実績：認定　4件　変更　3件

内  容

高齢者や障がい者等の歩行状況の改善を図るため、既存道路の
歩道・交差点について段差解消等のバリアフリー工事を実施す
る。
26年度実績：バリアフリー工事　1箇所

内  容
市道を使用する場合の申請を受理し、許可・指導を行う。
26年度実績：許可　462件

内  容
道路管理者（市）以外の者が道路及び市道付帯施設を工事する
場合の申請を受理し、承認を行う。
26年度実績：承認　37件

内  容
道路の構造に影響の大きい特殊車両の通行に関する申請を受
理し、許可等を行う。
26年度実績：許可　109件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 【充実】道路照明維持管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

ＬＥＤ化実施（地方創生）

事業名 道路照明新設 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
一般地区及び開発地区への新設

事業名 凍結防止剤設置 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
市内各所に設置

事業名 道路・河川パトロール 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
パトロール実施

事業名 市道除草及び清掃 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
除草・清掃実施

事業名 道路美化推進（巡回道路清掃） 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
巡回道路清掃実施

事業名 街路樹管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
剪定・伐採等維持管理

事業名 ポケットパーク管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
剪定・除草等維持管理

事業名 普通自転車専用通行帯（自転車レーン）設置 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
京都府警との連携による設置検討

内  容

道路状況、交通状況を的確に把握するための良好な視覚環境
確保に向け、道路照明の更新・補修など適切な維持管理を行う。
また、平成27年度～28年度の2カ年で20W・32W蛍光灯のＬＥＤ
化を行う。（地方創生）
26年度実績：維持管理　6,552灯　補修等実施　1,383灯

男山地域
先行実施

内  容

道路状況、交通状況を的確に把握するための良好な視覚環境
確保に向け、設置が必要と判断された個所に道路照明を新設す
る。
26年度実績：新設　44灯（一般地区　12灯・開発地区　23灯）

内  容
自転車運転者及び歩行者の安全確保及び車線幅の減少による
自動車等の速度抑制に向け、京都府警との連携により、自転車
専用通行帯（自転車レーン）を設置する。

内  容
まちの美化を図るため、シルバー人材センターへの委託により、
市内道路等を巡回し、適宜清掃を行う。

内  容
道路や歩道の安全を確保するため、市道における街路樹につい
て、景観等に配慮しつつ、適切な剪定等の管理を行う。

内  容

快適な都市環境の形成に向け整備されたポケットパークについ
て、景観等に配慮しつつ、樹木の剪定・除草等の維持管理を行
う。
26年度実績：14パーク管理

内  容
冬季における道路の凍結防止のため、市内各所に凍結防止剤を
設置する。
26年度実績：設置　82カ所

内  容

道路や河川における事故防止及び災害予防として、美化推進係
を設置し日常のパトロールを行うほか、定期（月1回）のパトロール
を実施する。
26年度実績：パトロール車更新　1台、貨物車更新　１台

内  容
まちの美化を図るため、シルバー人材センターへの委託により、
市道の除草及び清掃を行う。
26年度実績：除草・清掃実施　3回　28路線
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第３節 公共交通 
 

[めざす姿]  

■ バリアフリー化やダイヤ・路線の工夫など、公共交通の利便性が高まり、進行

する高齢社会 4に対応した環境にやさしいまちがつくられていることをめざし

ます。 

 

 

[施策体系] 

１．鉄道の充実 

(1) 八幡市駅のターミナル化 

(2) 橋本駅のターミナル化 

(3) 駅周辺施設の整備 

２．バス交通の充実 

(1) バス交通の利便性の向上【重点】 

(2) バス車両のバリアフリー化の促進 

 

4 高齢社会：高齢者（65 歳以上）人口の比率が高い数値で安定した社会。国連の定義では、高齢人口比率が７％以上で
高齢化しつつある社会を「高齢化社会」と呼ぶのに対し、14％以上の高い水準が持続している社会を「高齢社会」と呼
ぶ。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 市営駐車場管理運営 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市駅前広場管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
清掃等維持管理

事業名 橋本駅前広場管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
清掃等維持管理

事業名 コミュニティバス運行事業 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
コミュニティバス運行

事業名 公共交通調査研究 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
調査研究

事業名 バスカード販売 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
バスカード販売

事業名 バス停留所整備 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
停留所整備

内  容
京阪橋本駅前の良好な都市環境の形成を図るため、トイレ、植栽
等の維持管理を行う。

内  容
八幡市駅周辺での違法駐車を防ぎ、周辺環境の向上を図るた
め、駐車場を管理運営し、利用を促進する。
26年度実績：利用台数 24,081台

管理運営

内  容
京阪八幡市駅前の良好な都市環境の形成を図るため、待合所、
トイレ、植栽等の維持管理を行う。

内  容

利用者にやさしい環境づくりを目的とし、バス停留所のベンチ、上
屋等の整備を行う。
26年度実績：上屋新設（おさ田バス停・北行）
　 　 　 　  　  上屋修繕（西戸津バス停、下奈良バス停・北行）
                　ベンチ新設（吉井バス停・北行）

内  容

公共交通サービスを享受できない地域へのサービス提供として、
京阪バス株式会社への委託により、橋本地域と市民体育館を結
ぶルートを運行する。
26年度実績：運行　2台（１日20便）　利用人数　延94,704人

内  容

高齢社会をふまえ、市民の市内移動をより快適・便利なものにす
るための新たな公共交通システムについて調査研究を行うととも
に、コミュニティバス運行経路のあり方について必要に応じ検討を
行う。
26年度実績：先進・類似自治体の事例調査

内  容
市コミュニティバス及び京阪バス利用促進のため、双方で使用可
能なバスカードの販売を行う。
26年度実績：販売　72枚
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第４節 情報通信 

 

[めざす姿]  

■ 情報通信技術を活用した行政コストの削減と市民サービスの向上が図られてい

るとともに、情報通信技術の正しい使い方が普及し、安全で快適な情報化社会

が実現していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．市民がＩＴの恩恵を実

感できる利便性の向上 

(1) 市民への多様な情報提供【重点】 

(2) 申請手続き等の利便性向上【重点】 

(3) 市民の情報通信技能の向上 

(4) 超高速通信基盤の整備促進 

２．効率的で安全・安心な

電子自治体の実現 

(1) システム導入の効率化 

(2) 人材確保、技能の向上 

(3) 機器整備・更新の効率化 

(4) 個人情報保護等の安全対策【重点】 

３．迅速・的確な行政事務

の推進 

(1) 基幹業務の効率化 

(2) 個別業務の効率化 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 八幡市IT推進行動計画策定・推進 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
第3次行動計画推進

事業名 議会中継システム運用 議会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用
機器更新

事業名 会議録検索システム運用 議会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 例規データベース更新・運用 財政課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
例規データベースの更新

事業名 公共施設での情報提供 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
公共施設設置の端末による情報提供

事業名 地方税電子化（eLTAX)の促進 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
eLTAX運用　

事業名 証明書発行電子化の促進 市民部各課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【新規】公衆無線ＬＡＮ整備 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

無線アクセス装置設置
アクセスポイント設置

事業名 市職員IT研修 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市職員セキュリティ研修実施

内  容
議会中継システムを運用して本会議を市ホームページで配信し、
議事内容を市民に周知する。

内  容
総合計画に基づくIT関連の事業を推進するため、八幡市IT推進
行動計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。
26年度実績：第3次行動計画第2版策定 第3版策定 第4版策定 第5版策定

内  容
防災情報など必要な情報の市民への円滑な提供に向け、本庁
舎前広場に無線アクセス装置を設置するとともに、庁舎1階にアク
セスポイントを設置する。

内  容
八幡市議会会議録検索システムを運用し、市ホームページ上で
会議録の内容が検索できるようにし、本会議の内容を市民に周
知する。

内  容
例規データベースを更新することで、市ホームページにて市民に
対してより新しい例規情報の提供を行う。
26年度実績：更新 4回

内  容
地域イントラネットに接続される各公共施設に情報端末を設置
し、市民が希望するインターネットの情報を提供する。
（市民図書館、市民体育館、生涯学習センター）

内  容
利便性の向上と事務の効率化・省力化を図るため、地方税にお
ける申告等の手続きをインターネットを利用して電子的に行うシス
テムであるeLTAX（地方税ポータルシステム）の利用を促進する。

内  容

市民の利便性の向上を図るため、社会保障・税番号制度及び税
務共同化（課税・収納業務共同化）の運用状況を考慮し、証明書
（住民票・税務証明書等）のコンビニ交付、各種税証明書の地域
窓口での交付、時間外対応等の実施について検討する。
〈市民部各課：市民課・課税課・納税課〉

情報収集及び実施内容の検討

内  容
電子自治体構築のため、職員を対象とした情報セキュリティ研修
等を実施し、日常業務における情報セキュリティ意識及び技能向
上を図る。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 電算機器等管理運営 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
職員パソコンの計画的更新

事業名 公的個人認証制度 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
制度運用

事業名 情報セキュリティ対策の構築 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
情報セキュリティポリシー運用

事業名 地域イントラネット基盤施設整備・運用 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 【充実】基幹業務電算システム更新（第2期）及び運用 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 府・市町村共同開発システム運用 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

導入済みシステムの運用
電子申請システムの活用方法検討

事業名 総合行政ネットワークシステム（LGWAN）整備 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 総合福祉システム構築 IT推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

未導入システムの導入検討・順次導入

事業名 社会保障・税番号制度システム構築・運用 ＩＴ推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

システム運用
必要に応じて順次導入

内  容

市民サービスの向上と行政事務のレベルアップ、効率化、迅速化
を目的として、電子計算機の運用管理を行う。
26年度実績：パソコン更新 210台
　　　　　　　　デジタル疏水接続機器更新

内  容

オンラインでの申請等の行政手続きを行う際に、他人によるなり
すましや情報の改ざん等を防ぐため、住民基本台帳カード取得
済みの人に対して本人認証の手段として電子証明書を提供す
る。
26年度実績：提供 147件

内  容
情報の高度利用に伴い、個人情報保護に向けたシステムの構築
と八幡市情報セキュリティポリシーに基づく対応を推進する。
26年度実績：ポリシー一部改訂

内  容

本庁と公共施設、学校等を高速専用線で接続する地域イントラ
ネットを活用するシステムを導入し、市民用LAN、行政用LAN、教
育用LANを運用することで事務の効率化及び透明化を図る。
26年度実績：子ども・子育て支援センター内整備
                  第2分庁舎内整備

内  容

京都府・市町村共同開発の基幹業務支援システムを、市民サー
ビスの向上に留意の上で導入・運用し、行財政運営の効率化を
図り、福祉制度等の改正、税の共同化に対応する。
26年度実績：社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修

内  容

京都府・市町村の共通業務について、システムの共同化により、
業務改革・連携の推進、情報共有化及び住民サービスの向上を
図る。
◇導入済みシステム：統合型地理情報[GIS]、文書管理、公共施
設案内予約　◇活用検討システム:電子申請

内  容
総合行政情報ネットワークにて提供されるサービスの活用により
事務の効率化を図るため、サービス提供設備の機器更新を行う。

内  容
府共同化事業の基幹システム福祉系にて提供される総合福祉シ
ステムの導入により、事務の効率化及び運用経費の削減を図る。
26年度実績：児童手当システム導入

システム運用

導入1システム
更新1システム

内  容

社会保障、税、災害対策の分野において、個人番号を利用した
本人確認の簡素化等による事務の効率化を図るため、社会保
障・税番号制度システムを導入し、運用を行う。
26年度実績：システム構築（住基・統合宛名システム等）

ｼｽﾃﾑ構築
（社会保障ｼ

ｽﾃﾑ等）
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 行政系ネットワーク無線LAN構築 ＩＴ推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

運用

事業名 行政系システム構築用仮想ホストサーバ導入 ＩＴ推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運用

事業名 社会保障・税番号制度（特定個人情報保護） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じて評価実施

事業名 住民税課税データ作成支援システム運用 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 固定資産地図システム運用 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 家屋評価システム運用 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 登記履歴管理システム構築・運用 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 戸籍事務システム運用 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 住民基本台帳ネットワークシステム運用 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

内容
事務の効率化を図るため、行政系ネットワークの無線ＬＡＮを構築す
る。

システム構
築・運用

内容
コスト削減及び省スペース化を図るため、業務システム用途として活
用する行政系システム構築用仮想ホストサーバを構築する。

システム構
築・運用

内  容

社会保障・税番号制度の導入に向け、特定個人情報ファイルを
保有する業務・システムについて、特定個人情報保護評価を行
う。
26年度実績：特定個人情報保護評価　件数　20件

内  容
公平・公正かつ的確な賦課業務を行うため、住民税課税データ
作成支援システムを運用する。

内  容
事務作業の通年平準化を図り、事務の効率化と適正な評価・課
税を行うため、土地・家屋評価、所有権移転等の事務処理を行う
固定資産地図システムを運用する。

内  容
家屋評価事務の効率化と適正な評価・課税を行うため、家屋評
価システム「HYOCA-Z」を運用する。

内  容
事務の効率化を図るため、登記履歴を管理するシステムを導入
し、運用する。

内  容
市民の利便性の向上を図るため、戸籍事務の電算化による戸籍
簿管理、証明書等の発行処理等を行うシステムを導入し、運用を
行う。

内  容

市民の利便性の向上を図るため、住基カードの発行、住民票の
広域交付等を行う住民基本台帳ネットワークシステムを導入し、
システム運用を行う。なお、社会保障・税番号制度の導入に伴
い、住基カードの発行を停止し個人番号カードに移行する。

住基ｶｰﾄﾞ
発行停止

個人番号ｶｰ
ﾄﾞ発行開始
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 住民基本台帳データ連携システム運用 通信指令室 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 位置情報通知システム運用 通信指令室 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

内  容
迅速な人命救助を図るため、通報場所の位置情報を表示する位
置情報通知システム（統合型）の運用を行う。 指令台更新

に係る
実施設計

内  容
消防・救急の初動迅速化・救命率の向上を図るため、住民基本
台帳データ連携システムを運用し、各関係機関との連携による効
率的な指令業務を行う。

指令台更新
に係る

実施設計
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第５節 農業 

 

[めざす姿]  

■ 農業を支える担い手が育成され、基盤整備が進んでいるとともに、地産地消 5

の取組や農業の持つ多面的機能（自然環境の保全、文化の伝承、都市住民との

交流の場の創出）が活かされ、農業が持続的に発展していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．多様な担い手の育成・

強化 

(1) 担い手の育成・強化【重点】 

(2) 新規就農・就業の促進 

２．生産基盤の強化 

(1) 生産基盤の保全 

(2) 優良農地の保全 

３．地産地消の推進と地域

ブランドの確立 

(1) 地場産農産物の販売促進【重点】 

(2) 地場産農産物の利用促進 

４．資源の循環利用の促進 

(1) 環境にやさしい農業の促進【重点】 

(2) 地域共同活動の促進 

５．都市住民との交流の促

進 

(1) 市民農園の充実の支援 

(2) 交流の促進【重点】 

 

5 地産地消：地域生産地域消費の略語であり、地域で生産された農産物等をその地域で消費すること。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 農業委員会 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度
総会・部会開催

事業名 農業委員会活動計画作成 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 「農政やわた」発行 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業委員研修 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地中間管理 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
農地貸付・借受
相談等実施

事業名 地域担い手育成総合支援協議会助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地域農業担い手認定者支援事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 がんばる農業女性交流会事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業青年クラブ活動助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

農地法に係る許可や農地紛争処理に関する審議等を行う。総会
及び農地転用部会、農業振興部会、農業促進部会で構成され、
部会は各々の所掌事務に係る事前調査や協議等を行い、必要
に応じ総会へ報告を行う。
26年度実績：委員会開催　総会 12回　各部会　延20回

ジャンパー
作成

内  容
農業委員会の年間活動計画について、京都府農業会議事業計
画に基づき本市農業委員会役員等と協議を行い、作成・公表す
るとともに、活動内容の点検及び評価を実施する。

計画作成・公表
内容評価・公表

内  容
農業の担い手の発掘・育成を図るため、農地の貸付及び借受希
望者の掘り起こしや担い手（受け手）への公募の周知、相談等を
実施する。

内  容

八幡市地域担い手育成総合支援協議会に対し、担い手の育成・
確保及び経営改善支援、能力向上支援等の活動費の一部を助
成する。
26年度実績：構成員 8人

活動助成

内  容

地域農業の担い手認定者の経営規模拡大に向けた活動支援、
農機具等の購入・修理を行う八幡市農業経営者会議に対し、活
動費の一部を助成する。
26年度実績：構成員 85人

活動助成

内  容
農業委員会活動の周知及び農業者への情報提供のため、農業
委員会広報紙「農政やわた」を発行し、市内全農家に配付する。
26年度実績：発行1回　1,100部

「農政やわた」発行
広報紙編集委員会開催

内  容
農業委員の知識習得及び情報収集を図るため、先進地視察等
の研修を行う。
26年度実績：研修実施 2回　参加者 33人

研修実施

内  容

八幡市農業女性グループに対し、特産品料理フェスティバルや
視察研修、みそ作り、綴喜女性交流会等の活動費の一部を助成
する。
26年度実績：構成員 154人

活動助成

内  容

八幡市農業青年クラブの活性化を図るため、先進地視察に対し
て支援を行う。
26年度実績：会員 70人
　　　　　　　　視察 1回　参加 18人

農業青年クラブによる先進地視察
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 新規就農総合支援事業 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【新規】農業者労災保険特別加入促進助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
保険料助成

事業名 婚活サポート事業助成 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業助成

事業名 農業者年金業務 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 家族協定締結 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市農業振興地域整備計画策定・推進 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 【新規】京野菜生産加速化事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業助成

事業名 ほんまもん京ブランド産地支援事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 安全・安心でおいしいお米生産事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
若い世代の新規就農を拡大するため、45歳未満の新規就農者を
対象として、農業を始めてから経営が安定するまでの最長5年
間、青年就農給付金（経営開始型）を支給する。

給付金支給

内  容
農業従事者の負担軽減を図るため、特定農作業従事者を対象
に、労災保険特別加入に要する保険料の一部を助成する。

内  容

農業の担い手確保を目的として、市内在住または在勤の20～50
歳の男女を対象に、農業体験を通じた婚活事業を実施する実行
委員会に対し助成する。
26年度実績：参加者　男性21人・女性19人　カップル成立 9組

事業実施
（農業体験）

内  容

国の農用地等の確保等に関する基本指針、京都府農業振興地
域整備基本方針、市の土地利用計画等と整合を図った農業地域
振興整備計画を策定し、計画に基づく農業施策を推進する。ま
た、都市計画線引きに合わせた変更を行う。

内  容
生産団体の産地拡大、経営安定を図るため、農業者団体に対し
農業用資材等の購入費の一部を助成する。

ねぎﾈｯﾄﾊｳ
ｽ整備助成

ねぎ苗移植
機購入助成

内  容
農業者の老後の安定を図るため、市内農業者を対象とする農業
者年金制度の加入促進及び適正な運用を行う。

制度運用

内  容
農業を営む家族が、お互いの役割分担や報酬額、労働時間、休
憩時間、休日などを話し合いで決め文書化し、その家族が住む
市の首長や農業委員会会長等の立会いの下で調印を行う。

家族協定締結促進

内  容
生産団体の産地拡大、経営安定を図るため、農業者団体に対し
農業用資材等の購入費の一部を助成する。
26年度実績：パイプハウス、畔づくり機、ネギネットハウス購入

平成26年度で終了

内  容

本市の農業振興や地産地消を推進するため、山城産米改善運
動推進本部が発行する「稲作こよみ」に従って生産管理されたＪＡ
出荷米「こだわり米」について、京都やましろ農業協同組合八幡
市支店に対し助成する。
26年度実績：出荷数　1等米 2,547袋　　2等米 49袋

生産助成
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 大豆・そば栽培奨励金 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 野菜価格安定対策事業 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 スクミリンゴガイ駆除助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 アライグマ防除（有害鳥獣駆除対策） 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 シカ捕獲強化事業奨励金（有害鳥獣対策） 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業経営基盤強化資金利子補給 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水田農業構造改革対策事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 経営所得安定対策推進事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 加工用米生産事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

都市農村交流及び新たな水田農業対策を推進するため、土地
利用型作物のうち、やわた流れ橋交流プラザで消費される大豆
又はそばを生産する八幡市農業経営者会議その他個人に対し、
大豆・そば栽培奨励金を交付する。
26年度実績：生産　大豆 367㎏　そば 26.84a

奨励金交付

内  容

野菜価格の低落や収穫量の減少が農業経営に及ぼす影響を緩
和するために、野菜等の粗収益が保証基準額を下回った場合の
補てん資金造成を行う「公共社団法人 京のふるさと産品価格流
通安定協会」へ加盟し、事業費を負担する。

事業費負担

内  容

シカによる農林業被害を減少させ、シカの個体数を適正頭数へ
誘導するために、狩猟期間内に京都府内でシカを狩猟で捕獲し
た市内に居住する方またはグループに対し、奨励金を支給する。
26年度実績：捕獲 10頭

奨励金支給

内  容

効率的・安定的な農業経営育成のため、農業経営基盤強化促進
法に基づく農業経営改善計画等の認定を受け、(株)日本政策金
融公庫から農業経営基盤強化資金を借入れた農業者等に対し、
利子補給を行う。
26年度実績：補給 1件

利子補給

内  容

京都やましろ農業協同組合八幡市支店に対し、稲の害虫である
スクミリンゴガイ（ジャンボタニシ）の駆除に係る費用の一部を助成
する。
26年度実績：駆除剤使用量 147袋

駆除助成

内  容
アライグマ防除京都広域協議会へ加入し、捕獲したアライグマの
処分費を負担する。

駆除対策負担

内  容

経営所得安定対策の推進を図るため、JAと契約して出荷された
加工用米について、京都やましろ農業協同組合八幡市支店に対
し加工用米と一般流通米の買い取り差額を助成する。
26年度実績：助成 281袋

事業助成

内  容
米の生産調整を円滑に推進し、水田農業の構造改革を図るた
め、目標作付面積を達成した地区に対し助成を行う。
26年度実績：助成 13地区

事業助成

内  容
八幡市農業再生協議会に対し、経営所得安定対策を推進するた
めに必要な水田情報等の整備や制度の周知に係る経費を助成
する。

事業助成
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 農業用施設改修等助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 綴喜西部土地改良区維持管理事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 府営八幡地区ほ場整備事業償還金助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 城西土地改良区運営助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業基盤整備促進事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業排水路しゅんせつ工事助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 土地改良施設維持管理適正化事業負担金 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 岩田・川口揚水機場維持管理 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

事業名 川北排水機場維持管理 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

内  容
安定的な農業用水の供給等を図るため、農家実行組合等に対
し、農業用揚水機・用排水路の新設・修理・改修費の一部を助成
する。

改修等助成

内  容 城西土地改良区に対し、その運営経費の一部を助成する。

運営助成

内  容
綴喜西部土地改良区に対し、農業基盤整備促進事業の一部を
助成する。

事業助成

内  容
綴喜西部土地改良区における排水機等の維持管理にかかる賦
課金の農家負担軽減を図るため、綴喜西部土地改良区に対し、
事業費の一部を助成する。

事業助成

内  容
綴喜西部土地改良区に対し、府営八幡地区ほ場整備事業の償
還金を助成する。

平成26年度で終了

内  容
農家の負担軽減及び農業振興を図るため、農業排水路のしゅん
せつ工事費の一部を助成する。

工事助成

内  容

施設維持管理の適正化及び農家の利便性向上を図るため、土
地改良施設の改修等に係る事業費の一部を負担する。
26年度実績：川口川樋門改良工事
　　　　　　　　岩田水中ポンプ整備
　　　　　　　  川北排水機場改良工事

維持管理経費負担
・川口川樋門改良工事
・岩田水中ポンプ整備

内  容
農地等への安定的な農業用水の供給を図るため、岩田・川口揚
水機場の維持管理を行う。 調査計画・

改修実施
設計

内  容
6市2町の負担により管理運営する川北排水機場について、農地
等を水害から守るため、適正に維持管理を行う。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 農道・農業用用排水路維持補修 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【新規】多面的機能促進事業負担金 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業費負担

事業名 農道及び幹線排水路の占用許可 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農道等放置自動車対策 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地基本台帳整備 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 農業経営基盤強化事業 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地利用集積事業 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地流動化奨励金 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地の利用調査 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
資源の適切な保全や景観形成、農薬の使用削減、用排水路の
維持補修等を実施する団体に対し、事業費の一部を負担する。

内  容
農道または幹線排水路の占用に関する申請を受理し、許可等を
行う。
26年度実績：許可 1件

申請受理・許可等

内  容
農業環境の改善を図るため、農道・排水路等に放置されている
自動車の撤去・移送等を行う。

撤去・移送

内  容
農家の利便性向上を図るため、市管理の農道・農業用用排水路
の維持補修を行う。

維持補修

内  容
農地利用権の集積等を通じて農業の担い手確保及び農用地等
の有効活用を促進するため、要綱に定める賃借権等の設定に対
し奨励金を支給する。

奨励金支給

内  容

遊休農地や耕作放棄地の解消と防止を図るため、農業委員によ
る農地パトロール及び利用状況調査等を実施し、市内農地の利
用状況を把握する。
26年度実績：平成26年11月 調査実施 全地区 752ha

パトロール実施

内  容

農業基盤の農地台帳整備及び円滑な法令事務の遂行を図るた
め、改正農地法に対応したシステムの改良及び農業者・農地の
データ整備・更新を行う。
26年度実績：システム改修

内  容
農業経営の基盤強化を図るため、国有農地等（八幡三本橋、八
幡馬場）の管理等を行う。

国有農地等維持管理

内  容

地域農業と農家の経営を守り、遊休農地や荒廃農地の解消と防
止を図るため、利用権の設定に係るあっせんや相談等を行い、
農用地利用集積計画を作成し、農業委員会での決定を経て利用
権を設定する。
26年度実績：利用権設定面積 5.5ｈa

農地流動化推進
計画作成・告示
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 紛争処理仲介委員会 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地法第3条届出受理・許可 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地法第4条届出受理等 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農地法第5条届出受理等 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業生産法人事業報告等受理 農業委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市地産地消推進計画策定・推進 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 八幡産ブランド野菜ＰＲ事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市農産物品評会 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 宇治茶広域宣伝事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

市街化区域内の自己所有農地を農地以外の用途に使用する場
合、法に定める基準により届出を受理する。
26年度実績：届出 5件
                  許可（府へ進達） 2件

届出受理

内  容

市街化区域内の農地を第三者が所有権移転・権利の設定を行
い農地を農地以外の用途に使用する場合、届出を受理する。
26年度実績：届出 9件
　　　　　　　  許可（府へ進達） 1件

届出受理

内  容
農地の利用・賃借料・境界確定等に係る紛争に際し、農地法第
25条による申請に基づき農業委員が仲介を行う。

必要に応じ開催

内  容
農地の権利移転や設定に関する申請を受付し、法に定める基準
により農業委員会による許可を行う。
26年度実績：許可 25件

許可

内  容
八幡産の農産物であることを出荷袋等に表記して、地産地消を
推進する活動を行う出荷団体に対し助成する。
26年度実績：出荷数 1,137,732枚

事業助成

内  容
高品質で安全な農作物の普及啓発を図り、農業に対する理解を
深めるため、農産物品評会を開催する。
26年度実績：平成26年12月5日開催　出品数 108点

品評会開催

内  容

農業生産法人が耕作もしくは養畜の事業を行っている場合に、
毎年、事業の状況その他農林水産省令で定める事項についての
報告を受ける。
26年度実績：報告 2件

報告等受理

内  容
地産地消に取り組み、食料自給率の向上を図るとともに、市民が
一体となって安全な農産物を消費者にいつでも供給できる仕組
みの構築を目指し、取組を推進する。 進捗状況

調査

内  容
公益社団法人京都府茶業会議所に対し、抹茶の消費拡大に向
けた宇治茶全般の宣伝事業経費の一部を助成する。

事業助成
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 地元産米給食利用促進助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地元産味噌給食利用促進助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 府内産木材利用促進事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業使用済プラスチック処理事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 京都府農地・水・環境保全向上対策協議会負担金 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市民農園管理運営 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 やわた流れ橋交流プラザ管理運営 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 やわた流れ橋交流プラザ施設整備 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市農産物直売所整備 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

地場産農産物の市内における利用促進を図るとともに、食育を推
進するため、八幡市学校給食運営委員会へ助成し、小学校にお
ける地元産味噌の利用を促進する。
26年度実績：使用量　赤味噌 1,390.9ｋｇ　白味噌 642.3ｋｇ

利用促進助成

内  容

京都府内産の木材の利用を促進し、地域経済の活性化や輸送
過程における二酸化炭素排出量を削減するため、住宅や店舗等
を府内産の木材を使用して増改築・改造した方に対し、購入費の
一部を助成する。

購入費助成

内  容

地場産農産物の市内における利用促進を図るとともに、食育を推
進するため、八幡市学校給食運営委員会へ助成し、小学校にお
ける地元産米の利用を促進する。
26年度実績：使用量　玄米 35,049ｋｇ
　　　　　　　　米飯給食回数　週4回

利用促進助成

内  容

農業への理解促進及び都市と農村との交流促進を図るため、市
内在住・在勤者を対象に市民レクリエーション農園管理組合の管
理する農園の一部区画を賃貸する。
26年度実績：貸付 117区画

管理運営

内  容

都市型市民と農村型市民とのふれあいの場を創出するため、や
わた流れ橋交流プラザの管理運営を行う。
指定管理者：京都やましろ農業協同組合（平成26年度～30年
度）

指定管理者制度による管理運営

内  容

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の制定をうけ、環境に配
慮した農業を推進するため、京都やましろ農業協同組合八幡市
支店に対し、農業使用済プラスチックの回収事業費の一部を助
成する。
26年度実績：処理量 13,660kg

事業助成

内  容
農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図るため、京都府農
地・水・環境保全向上対策協議会へ資金拠出し、地域の活動を
支援する。

活動支援

内  容
やわた流れ橋交流プラザについて、必要に応じ施設改修等の整
備を行う。
26年度実績：テラステント修繕等

必要に応じ改修等実施

内  容

地産地消の推進を図り、生産者と消費者の交流促進や安全・安
心な農産物の提供を促進するため、計画に基づき常設の農産物
直売所の整備を行う。
26年度実績：直売所開設

平成26年度で終了
（やわた流れ橋交流プラザ施設整備に

て実施）
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 地域交流推進事業助成 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 農業ボランティア支援 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動支援

内  容

ふれあい市に対し、地域住民との交流の推進を目的として実施さ
れるイベントや研修会などの活動費の一部を助成する。
26年度実績：松花堂ふれあい市に助成
　　　　　　　　 （イベント 2回開催、視察 1回実施）

事業助成

内  容
八幡農業ボランティアの会が行う農作業体験等の活動について、
市ホームページ等によるＰＲなどの各種支援を行う。
26年度実績：ボランティア数 25人　　農作業体験 4回開催 収穫体験

実施
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第６節 工業 
 

[めざす姿]  

■ 良好な都市型工業地の形成に向けて、広域幹線道路整備や計画に伴う八幡市の

ポテンシャルの高まりを活かした基盤整備が行われ、地場産業の振興とともに、

経済波及効果の高い企業や先端技術を有する企業が立地していることをめざし

ます。また、立地企業と地域社会が共生していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．工業基盤の整備 (1) 工業基盤の整備 

２．企業誘致の推進 

(1) 優良企業の誘致【重点】 

(2) 地元雇用の促進 

３．企業間・地域との連携 

(1) 企業間の連携の促進 

(2) 地域社会との共生【重点】 

４．企業の高度化の促進 (1) 自動車処理事業の振興 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 企業誘致対策 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 京都府市町村企業誘致推進連絡会議負担金 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【充実】就労相談 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
情報提供

京都ジョブパーク出張相談窓口
設置

事業名 京都府緊急雇用創出事業 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 企業間等連携促進 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 自動車処理事業振興対策（事業者等指導） 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 工場立地法に関する届出受理等 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
産業の振興発展に向けた工場等の誘致を推進するため、市内へ
進出する企業に対し、整備費の一部を助成する。

誘致推進

内  容

府内の地域経済の活性化と就業機会の拡大を図るため、新産業
の育成や集積促進等を含めた産業立地施策の一環として、府と
中長期的に企業誘致を推進する。
26年度実績：会議 2回開催

事業負担金

内  容

商工観光課窓口へ相談に来られた市民に対し、ハローワークや
京都ジョブパーク等の関係機関と連携した支援・情報提供を行
う。
26年度実績：京都ジョブパーク出張相談窓口開設 13回
　　　　　　　　相談 66件

宇治若者サポートステーション参画

内  容

京都府緊急雇用創出事業補助金を活用し、庁内業務の一部ま
たは一時的な業務において臨時的な雇用を図るなど、雇用の創
出を図る。
26年度実績：雇用 19人（地域人づくり事業）

事業実施

内  容
特定工場の新設の届出の受理、特定工場の設置に関する必要
な事項の勧告等を行う。

届出受理等

内  容

市内4工業団地の企業が、相互または行政との情報・意見交換の
場としての八幡市工業団地立地企業交流会を通して、周辺への
経済的波及効果を高めるとともに、地域社会と協力し調和のある
まちづくりを進める。

情報・意見交換
課題等検討

内  容
自動車処理事業の振興及び廃油廃液に伴う公害防止等を図る
ため、市内処理事業者及び協同組合への指導を行う。
26年度実績：啓発・指導 44件

啓発・指導
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第７節 商業 

 

[めざす姿]  

■ 駅周辺、大規模団地、広域幹線道路周辺など八幡市の多様な地域特性を活かし、

商業地としての魅力づくりや、周辺環境と調和のとれた商業の活性化が進んで

いることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．商業拠点の活性化の推

進 

(1) 八幡市駅周辺の商業の活性化【重点】 

(2) 橋本駅周辺への商業の誘導【重点】 

(3) 既存商業地の活性化【重点】 

２．商業環境の充実 

(1) 商業環境の充実 

(2) 商工会との連携強化【重点】 

(3) 活動組織の充実 

３．（仮称）八幡ジャンクシ

ョン・インターチェン

ジ周辺への商業集積   

(1) 広域的集客を図る商業機能等の誘導【重点】 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 小売店等出店指導 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 中小小売商業振興法に関する届出受理等 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 中小企業金融対策（保証料補給） 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 中小企業金融対策（利子補給） 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 東日本大震災復興緊急保証制度市区町村認定 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市商工会運営助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運営助成

事業名 【新規】プレミアム商品券事業（地域消費喚起型） 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 山城地区商工会連絡協議会助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運営助成

事業名 八幡で買おう応援事業助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業助成

内  容
消費者利益の保護と市内商業の振興を図るため、大規模小売店
舗立地法の対象とならない小売店舗（1,000㎡以下）の市内出店
に対し、調整及び指導を行う。

調整・指導

内  容 商店街整備計画の認定、報告の徴収等を行う。

届出受理等

内  容
国の緊急経済対策を受け、市内の消費喚起を目的としたプレミア
ム商品券（10,000円につき3,000円のプレミアム付）の発行を、商
工会へ助成することにより実施する。（地方創生）

商品券発行 平成27年度で終了

内  容

中小企業の経営安定を図るため、京都府中小企業融資制度の
利用者で、京都信用保証協会の保証を得た者に対し、保証料の
一部を補給する。
26年度実績：補給 29件

保証料補給

内  容

中小企業の経営安定を図るため、京都府中小企業融資制度の
一部及び小企業等経営改善資金貸付制度の利用者に対し、利
子の一部を補給する。
26年度実績：補給 12件

利子補給

内  容

緊急保証制度（一般保証及びセーフティーネット保証とは別枠で
の信用保証協会の保証制度）に基づき、震災の直接又は間接被
害による売上高等の減少などにより経営の安定に支障が生じて
いる中小企業者の認定を行う。

認定

内  容
八幡市商工会が行う①経営改善普及事業指導職員設置及び②
経営改善普及指導事業、地域総合振興事業等に対して助成す
る。

内  容
山城地区の商工会間の連携充実を図るため、山城地区商工会
連絡協議会運営費の一部を助成する。

内  容

地元商業の活性化を図るため、販売促進事業やイベント等を行う
市内の商業団体または複数商店が組織する実行委員会等に対
し、事業費の一部を助成する。
26年度実績：助成 4団体 8件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 【新規】婚活事業助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業助成

事業名 特定計量器定期検査 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

巡回検査 巡回検査
集合検査 集合検査

実施 実施

事業名 市発注工事の前金払制度 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市発注工事の中間前金払制度 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市発注工事の分離発注推進 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
地域活性化に向け、市内商店会「石清水共栄会」に対し、石清水
八幡宮研修センターを会場として実施する婚活事業費の一部を
助成する。

内  容
正しい計量器による計量取引の適正化を図るため、商取引や証
明上の計量に使用されている特定計量器について、2年に1度検
査を行い、合格した計量器について、定期検査済証を交付する。

―

内  容
建設業者の資金需要に対応するため、市が発注する130万円以
上の工事契約について、前金払制度を適用する。

制度適用

内  容
建設業者の資金需要に対応するため、市が発注する工事の契約
について、中間前金払制度を適用する。

制度適用

内  容
市内建設業者の受注機会拡大を目的として、市が発注する工事
のうち、高額なものを対象として分離発注を推進する。
26年度実績：分離発注 3件

分離発注推進
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第８節 観光 

 

[めざす姿]  

■ 豊かな自然と歴史文化を活かした魅力ある観光が振興し、観光を通じて市民生

活や産業の活性化が図られていることをめざします。また、来訪者との交流を

通じて、八幡市の魅力が市民に再認識され、地域への愛着や誇りが育まれてい

ることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．自然環境を活かした観

光の振興 

(1) 三川合流部の雄大な自然を味わう場づくり【重点】 

(2) 

 

大谷川（放生川）、防賀川の再生と散策ルートの整備【重

点】 

(3) 男山等の緑や田園風景の保全と活用 

２．歴史文化を活かした観

光の推進 

(1) 社寺等の一般公開等によるにぎわいづくり【重点】 

(2) 歩いて楽しむ「まちなか観光」等の振興 

(3) 物語を使ったロマンづくり 

３．地域産業を活かした観

光の推進 

(1) 農業体験型観光の振興 

(2) 工場等の観光資源化 

(3) 農産物や水産物等を活かした特産品づくり 

４．祭りや行事等を活かし

た観光の推進 
(1) 祭りやイベント等の支援・促進 

５．観光協会との連携及び

情報提供の推進 

(1) 観光協会との連携強化【重点】 

(2) 多彩な資源を結ぶネットワークの形成【重点】 

(3) 観光情報発信の充実・機能強化【重点】 

６．受け入れ環境の整備 (1) 受け入れ環境の整備 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 淀川三川景観確保事業 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 七夕まつり 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 歴史街道推進 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 太鼓まつり連絡協議会助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡まちかど雛まつり事業助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業助成

事業名 八幡市観光基本計画策定・推進 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 八幡市観光協会助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
事業助成

事業名 八幡市駅前観光案内所整備 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市駅前観光案内所運営助成 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運営助成

内  容
男山等からの淀川三川合流域の景観を確保するため、八幡市里
山再生協議会への委託により男山展望台の整備を行う。

展望台維持管理

内  容

木津川・宇治川・桂川の三川が合流する淀川三川合流域は、歴
史・文化・自然が豊かな地域であり、このイベントを通じて淀川三
川合流域の魅力を多くの人に知ってもらうため、ＮＰＯ・八幡市・
京都府等で組織する実行委員会により開催する。

七夕まつり開催

内  容
日本の歴史文化等の再認識及び世界へのアピール等を行う歴
史街道推進協議会に参加する。

歴史街道推進

内  容

太鼓まつりを八幡市の代表的な伝統行事とし、市内文化・観光等
の振興を図るため、太鼓まつり連絡協議会へ助成する。
26年度実績：太鼓まつり統一巡行　平成26年7月20日
　　　　　　　　来場者　3,500人

活動助成

内  容

東高野街道を中心とした観光振興を図るため、東高野街道八幡
まちかど博物館協議会に対し、「八幡まちかど雛まつり」事業費の
一部を助成する。
26年度実績：まちかど雛まつり開催 4月1日～4月13日

内  容

全国に誇る木津川、宇治川、桂川の淀川三川合流域をはじめ、
豊かな自然と多彩な歴史、文化、広域交通網の活用や来訪者へ
の情報の発信を強化し、魅力ある観光の舞台づくりを進めるため
に基本計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。

内  容
八幡市の観光魅力発信及び各種観光事業を行う八幡市観光協
会に対して、事業費の一部を助成する。
26年度実績：ARコンテンツ導入 レンタルサイ

クル更新

内  容
八幡市駅前観光案内所について、必要に応じ施設改修等の整
備を行う。

必要に応じ改修等実施

内  容

八幡市観光協会が本市の観光情報・魅力発信の拠点として運営
する八幡市駅前観光案内所の運営経費について助成する。
26年度実績：対応件数 78,542件
　　　　　　　　営業日数　362日
　　　　　　　　営業時間拡大（4/1～4/6、1/1～1/3）
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 【充実】観光案内板設置等事業 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 レンタルサイクル事業 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 観光ＰＲ事業 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
ＰＲ推進

事業名 広域観光PR事業 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 乙訓・八幡広域観光連絡協議会負担金 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【新規】お茶の京都観光協議会負担金 商工観光課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
観光客が市内各観光地において快適かつ安全に過ごすことがで
きるよう、観光案内板や安全設備等の新設・改良を行う。
26年度実績：二宮忠八翁飛行器研究地跡案内板設置

東高野街道
起点案内看

板設置

必要に応じ設置

内  容

観光客等が京阪八幡市駅、松花堂、やわた流れ橋交流プラザな
どの施設間で手軽に利用できるよう、レンタルサイクルを配置し、
貸し出しを行う。
26年度実績：利用台数　2,171台

各主要観光施設にレンタルサイクル配
置

内  容
「お茶の京都」構想の実現に向け、京都府南部に位置する市町
村、交通事業者等が連携して観光振興を図ることを目的に組織
されたお茶の京都観光協議会に対し、各種事業費を負担する。

事業費負担

内  容
本市で行われるイベントや史跡、名勝、観光施設等について、市
ホームページや配付物等により来訪者へ情報を提供し、来訪者
の増加を目指す。

内  容

観光地を周遊するネットワークや観光ルートの調査研究を行うとと
もに、観光客の誘客を図るため市主催行事等を掲載したパンフ
レットを作成し、京阪各駅等に設置する。
26年度実績：広域観光パンフレット発行　秋・春号 各23,000部

パンフレット作成・配布

内  容

近隣市町（向日市、長岡京市、大山崎町）と観光面での連携を図
ることを目的に組織された乙訓・八幡広域観光連絡協議会に対
し、パンフレット作成等の各種事業費を負担する。
26年度実績：英語版パンフレット発行 10,000部
　　　　　　　　バス会社にプロモーション実施

事業費負担
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第６章 安心して暮らせる安全で快適なまち 
―安全・安心、都市整備― 

 

 

 

 

安心して暮らせる安全で快適なまちをつくるためには、災害や犯罪等を防止する都市基

盤の整備と普段から万一に備える地域の人々の取組が欠かせません。 

このため、消防・救急の充実をはじめ、住環境、上下水道、河川など災害に強いまちづ

くりを進めるとともに、地域における防犯・防災活動を支援し、安心して暮らせる社会を

ともにつくる仕組みを整えます。 

また、市民の安全を脅かす新たな問題を迅速・的確に把握し、対応できるよう努めます。 

さらに、住環境の向上、公園・緑地等の整備を通じて快適でうるおいのあるまちづくり

を進めます。 

 

 

 

 

■成果指標 ………………………………………………………………………………… 

 

指  標 計画当初値 26年度実績値 目標値 

水洗化率 96.6％ 98.4％ 100.0％ 

下水道人口普及率 99.4％ 99.9％ 100.0％ 

地元団体への公園管理委託率 80.3％ 78.0％ 83.8％ 

自主防災組織設立地域数 39隊（会） 44隊(会) 49隊（会） 

刑法犯認知件数 ※1 1,889件/年 857件/年 
※2現状値(1,023 件/年)

より低い数値 

高齢者の交通事故発生比率 ※1 0.64％ 0.52％ 0.53％ 

※1 については、各年末の実績値。（26年度実績値は平成 26年 12月 31日実績値） 

※2「現状値」については、後期基本計画策定時に設定した値。（平成 23年 12月 31日実績値） 
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第１節 住宅・住環境 

 

[めざす姿]  

■ あらゆる市民が安心して暮らせるよう、適正な水準を満たした住宅が確保され

ているとともに、地域特性を活かした魅力的な住環境が形成されていることを

めざします。 

 

 

[施策体系] 

１．総合的な住宅対策の推

進 
(1) 総合的な住宅対策の推進 

２．良好な住宅の供給促進 

(1) 公的住宅の整備【重点】 

(2) 良好な住宅供給の促進 

３．住環境整備の推進 

(1) 市民との協働による住環境整備【重点】 

(2) 良好な住宅地の誘導 

(3) 住宅地タイプ別の住環境整備 

(4) 環境衛生対策の充実 

(5) 町界・町名地番の整理 

４．公衆浴場 

(1) 市営浴場の運営 

(2) 公衆浴場の支援 

５．墓地・斎場利用 (1) 墓地・斎場の利用 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 八幡市住生活基本計画策定・推進 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
後期基本計画推進

事業名 八幡市営住宅等ストック総合活用計画策定・推進 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 八幡市における地域住宅等整備計画策定・推進 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

次期計画策定検討

事業名 住生活総合調査 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公営住宅管理 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理人設置
樹木剪定等実施

事業名 公営住宅管理台帳整備 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

台帳整備
公営住宅管理システム運用

事業名 公営住宅適正入居指導 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

適正入居指導

事業名 市営住宅明渡強制執行 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

訴訟提起・強制執行実施

事業名 市営住宅等空家改修 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
空家改修

市営　1戸
改良　4戸
府営　5戸

内  容
「住生活」にかかる幅広い分野での総合的かつ具体的な計画とな
る住生活基本計画後期基本計画を策定し、計画に基づく取組を
推進する。（計画期間：平成26年度～平成35年度）

内  容

八幡市住生活基本計画の一部として、既存の市営住宅等ストック
について、今後の集約・建替え及び長寿命化工事等を行うにあ
たり基本的な指針となるストック総合活用計画を策定し、計画に
基づく取組を推進する。（計画期間：平成26年度～平成35年度）

内  容

八幡市営住宅等ストック総合活用計画に沿った事業の推進にあ
たり、社会資本整備総合交付金の対象となる事業の必要性・事
業費等を定めた計画を策定し、計画に基づく整備を推進する。
（計画期間：平成23年度～平成27年度）

内  容
公営住宅の入居者及び住宅の状況等を適正に把握するため、
管理台帳の整備を行う。
26年度実績：システム改修

内  容

公営住宅の良好な住環境を維持するため、必要に応じ入居者へ
の入居指導を行う。
26年度実績：指導件数　6件
　　　　　　　　　（不適正入居　4件　継続入居　2件）

内  容
不法に占拠している入居者や悪質な滞納者に対し、弁護士への
委託により法的措置を行う。

計画に基づ
く整備推進

内  容
住宅及び住環境に対する評価や住宅改善計画等の居住者の意
識・意向を把握するため、5年ごとに調査を実施する。

次期調査は平成30年度

内  容

住宅に困窮する低所得者に対し、低廉な家賃で賃貸することを
目的として整備された公営住宅について、適正な維持管理を行
う。
26年度実績：市営住宅　185戸　福祉住宅　6戸
　　　　　　　　改良住宅　406戸　府営住宅（受託分）　194戸

内  容
公営住宅について空き家が発生した場合、次期入居者募集に向
け住戸の改修を行う。
26年度実績：改修　市営6戸　改良5戸　府営5戸
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 市営住宅等入居募集 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

入居者募集

事業名 公営住宅修繕 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
修繕等実施

事業名 【充実】市営住宅集約・建替え 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画に基づく集約・建替え実施

事業名 市営住宅等長寿命化計画策定・推進 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画推進

事業名 市営住宅等長寿命化工事 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

長寿命化工事実施

事業名 市営住宅集約・建替えに伴う移転支援 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

移転料支給
家賃差額助成

事業名 不法駐車対策 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

不法駐車対策検討・実施

事業名 住宅使用料減免 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

使用料減免

事業名 男山地域再生基本計画策定・推進 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画推進

内  容

八幡市営住宅等ストック総合活用計画に基づき、老朽化した木
造市営住宅の除去工事（集約）及び建替えを順次実施する。
26年度実績：中ノ山団地建替え等
　　　　　　　　清水井団地建替え等

住宅除却
5団地 34戸

内  容
八幡市営住宅等ストック総合活用計画に基づき、市営住宅を今
後も維持・活用していくため、市営住宅等長寿命化計画を策定
し、計画に基づく取組を推進する。

内  容
八幡市営住宅等ストック総合活用計画及び市営住宅等長寿命化
計画に基づき、長寿命化工事を実施する。
26年度実績：吉原団地6棟改修設計

内  容
公営住宅について、毎年度入居者の募集を行う。

内  容
公営住宅について、入居者の住環境を維持するため、必要に応
じ住戸及び共用部分の修繕を行う。
26年度実績：修繕　271戸

内  容

入居者の収入が著しく減ったときや病気・災害、その他特別の事
情により使用料の納付が困難と認められる場合に、家賃の減免
又は徴収の猶予を行う。
26年度実績：使用料減免　17件

内  容

子育て世代を呼び込み、地域で支えあうまちづくりを進め、男山
地域の再生・活性化を図るため、男山地域再生基本計画を策定
し、計画に基づく取組を推進する。
26年度実績：「男山地域再生基本計画」リーフレット作成・配付

吉原7棟
改修設計

耐震診断
都・一丁地 吉原6・7棟改修

内  容

木造市営住宅の集約や建替えに伴う仮移転及び本移転がス
ムーズに行われるよう、移転料支給または家賃差額助成を行う。
26年度実績：移転料　8件
　　　　　　　　家賃差額助成　中ノ山団地　4件 清水井団地　3件

内  容
公営住宅の駐車場における不法駐車を防止するため、駐車場封
鎖バリカー及び区画線と区画ナンバーの設置等を行う。
26年度実績：バリカー等設置　13件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 【充実】男山地域再生 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
男山地域再生に向けた調査・検討
庁内検討委員会の開催

事業名 分譲集合住宅再生検討 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 分譲マンション建替検討費助成 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 勤労者住宅資金貸付事業 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
新築資金等貸付

事業名 マンション建替組合認可・指導等 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 木造住宅耐震診断士派遣 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 木造住宅耐震改修助成 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 木造住宅簡易耐震改修助成 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 大規模建築物等耐震化緊急支援事業 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
耐震診断助成
耐震設計助成
耐震改修助成

内  容

子育て世代を呼び込み、地域で支えあうまちづくりを進め、男山
地域の再生・活性化を図るため、ＵＲ都市機構、関西大学、地域
住民、京都府等と連携し、総合的な取組を検討、実施する。
26年度実績：だんだんテラス運営支援
　　　　　　　　京都府による公共員の配置

内  容
市内に居住する勤労者に対し、住宅の新築・増改築及び修繕に
係る資金について、長期融資を実施する。

内  容
マンション建替え円滑化法による法人格を有するマンション建替
組合の設立、権利変換手法による関係権利の再建後のマンショ
ンへの円滑な移行等に関する認可及び指導を行う。

認可・指導等

内  容

地震時等において危険性の高い木造住宅の耐震性の向上を図
るため、住宅の所有者又は居住者からの申請に基づき京都府木
造住宅耐震診断士を派遣して耐震診断を実施する。
26年度実績：派遣　26件

診断士派遣
改修計画提案

だんだん
テラス運営

支援

内  容
男山地域の再生に係る取組の一環として、高経年分譲集合住宅
の再生手法について検討を行う。
26年度実績：検討結果報告書作成

平成26年度で終了

内  容
マンションの建替えを行おうとする管理組合に対し、建替えに向
けた検討の初期段階での合意形成を進めるために行う基礎的な
調査及び検討に要する費用を助成する。

建替検討経費助成

内  容

地震による建築物の倒壊等の被害から住民の生命、身体及び財
産を保護するため、昭和56年5月31日以前に着工された病院、店
舗等の不特定多数の者が利用する建築物等について、耐震化
に要する費用の一部を助成する。
26年度実績：助成　2件

内  容

地震時等において危険性の高い旧耐震基準（昭和56年5月31日
以前）により着工された木造住宅について、耐震改修経費の一部
を助成する。
26年度実績：助成　16件

改修助成

内  容

地震時等において危険性の高い旧耐震基準（昭和56年5月31日
以前）により着工された木造住宅について、簡易な耐震改修経費
の一部を助成する。
26年度実績：助成　5件

改修助成
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 マンション耐震診断助成事業の検討 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産税減額制度（バリアフリー改修） 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産税減額制度（耐震改修） 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産税減額制度（認定長期優良住宅新築） 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産税減額制度（熱損失防止改修） 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 優良建築物等整備事業等の検討 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に関する許可等 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地域再建被災者住宅等支援事業助成 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
住宅補修等助成

事業名 管理不全空き家対策 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

震災に強いまちづくりの推進をめざし、昭和56年5月31日以前に
着工され完成しているマンション（共同住宅）の耐震性の向上を
図るため、耐震診断に要する費用の一部助成の実施について、
検討を行う。

検討

内  容

要介護認定・要支援認定者等が居住し平成19年1月1日以前か
ら存在する住宅（賃貸除く）について、自己負担額が50万円を超
えるバリアフリー改修工事を行った場合、翌年度分の当該家屋の
固定資産税額の3分の1相当額を減額する。（100㎡分まで）
26年度実績：減額 22件

制度運用

内  容

平成20年1月1日以前から存在する住宅（賃貸除く）について、平
成25年4月1日から28年3月31日の間に、費用の合計が50万円を
超える熱損失防止改修工事を行った場合、翌年度分の当該家屋
の固定資産税額の3分の1相当額を減額する。（120㎡分まで）
26年度実績：減額 4件

制度運用

内  容

良好な居住環境を創出する優良なマンションの建替えに関する
事業において、マンションの建替えの円滑化等に関する基本的
な方針により、優良建築物等整備事業の活用等による必要な支
援についての検討を行う。

調査・検討

内  容

昭和57年1月1日以前に建築された住宅について、平成25年4月
1日から27年12月31日の間に、1戸あたり工事費が50万円を超え
る耐震改修工事を行った場合、一定期間、当該家屋の固定資産
税額の2分の1相当額を減額する。（120㎡分まで）
26年度実績：減額 26件

制度運用

内  容

平成21年6月4日から平成28年3月31日までの間に認定長期優良
住宅を新築した場合、一定期間、当該家屋の固定資産税額の2
分の1相当額を減額する。（120㎡分まで）
26年度実績：減額 41件

制度運用

内  容
特定優良賃貸住宅の供給計画の認定、特定優良賃貸住宅の建
設又は管理の状況に係る報告の徴収等を行う。

申請受理・許可等

内  容

平成24年8月の京都府南部豪雨、平成25年9月の台風18号及び
要綱に規定する大規模自然災害により床上浸水被害等を受けた
方に対し、住宅の補修や、一時転居等に要する経費（住宅の賃
借経費）等の一部を助成する。
26年度実績：助成　3件

内  容
放置され、管理不全な状態にある危険な空き家についての対策
を検討するため、現状把握と適正管理依頼を行う。
26年度実績：改善のあった空き家 3件

現状把握・適正管理依頼
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 町名地番整理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ実施

事業名 南ケ丘共同浴場運営 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管理運営

事業名 南ケ丘共同浴場整備 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 公衆浴場湯づくり助成 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 高齢者ふれあい入浴事業 福祉総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業助成

事業名 市営墓地の管理 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 墓地、納骨堂又は火葬場の経営許可等 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 火葬料助成 環境保全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
土地区画整理事業の施行等、町の区域に変更が生じる場合に、
町名地番住居表示審議会を開催し審議・検討を行うとともに、新
しい町名と地番を整理する。

内  容
地域住民の福祉と健康の増進を図るため、市営の共同浴場とし
て設置し、運営する。
26年度実績：利用　大人64,051人　小人1,553人

内  容
市営南ケ丘共同浴場について、必要に応じ施設改修等の整備を
行う。

維持管理

内  容
墓地、納骨堂又は火葬場の経営の許可、立入検査及び報告の
要求等を行う。

申請受理・許可等

内  容

市内に火葬場がないことから、市民の葬儀にかかる負担軽減を
図るため、市民が死亡又は死産した場合、市外の火葬場で火葬
を行った者に対し、申請に基づきその費用の一部を助成する。
26年度実績：助成 490件

火葬料助成

内  容

民間公衆浴場の経営安定化及び地域住民の公衆衛生に寄与す
るため、市内民間公衆浴場に対し、最初の湯づくりに必要な経費
の一部を助成する。
26年度実績：助成 1浴場

内  容

高齢者の増加に伴い、市内民間浴場を利用する市内在住70歳
以上の方を対象に、月2回の入浴料無料日を設定する市内民間
公衆浴場に対し、その経費の一部を助成する。
26年度実績：助成 1浴場　毎月15日・26日実施

内  容 隅田墓地の適切な管理を行う。
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第２節 上下水道 

 

[めざす姿]  

■ 上水道については、事業経営の効率化や施設等の耐震性強化により、安全な水

の安定的な供給が持続的に実現できていることをめざします。下水道について

は、耐震性強化を含めた効率的・効果的な整備・維持管理により、快適な生活

環境の形成と河川等の水質が保全されていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．水の安定供給 

(1) 施設・設備の整備【重点】 

(2) 広域連携体制の強化 

(3) 水質管理の充実 

２．下水道の整備推進 

(1) 施設・設備の整備【重点】 

(2) 維持管理の充実 

(3) 水洗化の促進 

３．経営の安定化 (1) 事業経営の安定化 

４．水に対する意識啓発 

(1) 水週間の活用 

(2) 下水道の日の活用 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 水道施設維持管理 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水道施設管理地理情報システム運用 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 基幹管路等耐震化計画推進 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 幹線道路配水管整備 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
配水管整備

事業名 配水管等整備（老朽管更新） 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
老朽管更新・管路耐震化

・男山石城地区
・男山長沢地区
・西山和気地区
・府道長尾八幡線

事業名 配水池等耐震補強・劣化補修工事 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 鉛製給水管対策 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 消火栓整備 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水道メーター取替 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
導水・受水・送水管等の基幹管路について、優先順位を定め耐
震化を図る。
26年度実績：府営水受水管布設（耐震化）工事 L= 660.4m

府営受水管布設（耐震化）実施設計

府営受水管布設（耐震化）工事

内  容

水需要に対応した配水管の整備を進めるため、広域幹線道路や
市内道路工事等の整備に合わせて、配水管を布設する。
26年度実績：府道内里高野道線配水管整備 L= 236m
  　　　　　　  府道八幡インター線配水管整備 L= 58.1m

国道１号南
山地区

府道八幡インター線

内  容
安全な水道水を供給するため、水道施設（浄水場、配水池、受水
場等）の適切な維持管理を行う。

維持管理

内  容
水道施設の適切な維持管理に向け、水道施設管理地理情報シ
ステムの保守及びデータのバックアップを行う。

システム運用

内  容
安全で安心な水道水を供給するため、昭和46年から昭和60年ま
での間に使用された鉛管の更新を行う。
26年度実績：更新工事 799件

更新

内  容

安全なまちづくりを目指すため、配水管を整備する際に消防本部
の依頼に応じて消火栓を設置し、維持管理を行う。
26年度実績：設置 12箇所
　　　　　　　　緊急修繕 15箇所

設置（新設・更新）
維持管理

内  容
水道事故防止のため、老朽化に伴い漏水のおそれがある配水管
の布設替工事を緊急性の高いところから順次行う。
26年度実績：老朽管更新　L= 1,748 m

内  容

配水池や浄水場等の耐震補強や内外面の劣化に応じた防水改
良を行う。
26年度実績：耐震補強・劣化補修工事実施
　　　　　　　　（美濃山浄水場、隅田口配水池）

耐震補強・劣化補修工事
・美濃山浄水場

西山第2・栗ヶ谷配水池

内  容
正確な検針業務を行うため、量水器（水道メーター）を適切に維
持管理し、定期的に取替を行う。
26年度実績：取替 5,016件

水道メーター取替
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 給水装置工事申請審査・検査 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 給水装置工事事業者の指定 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 京都府営水道水受水 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 分水受水 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 応援給水活動 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水質検査計画策定・推進 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水質検査 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 簡易専用水道設置者の指導等 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 専用水道設置者の指導等 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
届出受理・指導等

内  容

適切な工事及び修繕等が行えるよう、給水装置の工事を行う事
業者を指定し、指導等を行う。
26年度実績：新規指定 8件
　　　　　　　　指定事業者 224件

指定・指導

内  容
安定的に水道水を供給するため、水道供給事業者である京都府
営水道から浄水の供給を受ける。

府営水道水受水
・美濃山浄水場
・月夜田受水場

内  容
給水装置工事申請の受付及び内容の審査を行う。また、工事が
適切に施行されているか検査を行う。
26年度実績：検査 467件

申請審査
工事検査

内  容
安全な水道水の供給に向けて、水質検査計画を策定し、市民に
公表する。

計画策定・公表

内  容
安全な水道水の供給のため、水質検査計画に基づき給水栓水
の全項目検査を年4回実施し、結果の公表を行う。
26年度実績：定期検査 4回

水質検査実施・公表

内  容
地形的な問題等により配水が困難又は効率的でない場所につい
て、近隣市町（京都市、久御山町、枚方市）と協定を締結し、水の
供給を受ける。

分水受水
・京都市
・久御山町
・枚方市

内  容
広域的な災害発生時等において、相互応援協定を締結している
自治体への給水部隊派遣を行い、または派遣を受けることで、飲
料水の確保及び早期の災害復旧を目指す。

相互応援協定
災害時応援給水実施

内  容
簡易専用水道を設置しようとする者からの届出を受理し、指導等
を行う。
26年度実績：届出 2件　水質報告 34件

届出受理・指導等

内  容
専用水道を設置しようとする者からの届出を受理し、指導等を行
う。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 貯水槽水道設置者の指導 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 飲用井戸の衛生管理 水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
相談受付・報告等

事業名 建築指導 水道工務課・下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 開発指導 水道工務課・下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 下水道長寿命化計画策定・推進 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 下水道管渠長寿命化工事（汚水） 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
改築更新工事実施

事業名 下水道管渠長寿命化工事（雨水） 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
改築更新工事実施

事業名 国道１号歩道整備に伴う下水道施設整備 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設計調整

事業名 【充実】公共下水道洛南処理区雨水施設整備 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対策実施

建築確認事前協議

内  容
開発行為等の相談、事前協議等に対応する。
26年度実績：事前協議（水道） 38件
　　　　　　　　事前協議（下水道） 17件

開発許可事前協議

内  容
貯水槽水道を設置しようとする者からの届出を受理し、指導等を
行う。
26年度実績：届出 2件　水質報告 4件

届出受理・指導等

内  容
老朽化が進んでいる下水道施設について、長寿命化計画を策
定・推進し、計画的に管更生・改築の工事に着手する。
26年度実績：下水道長寿命化計画策定

内  容
老朽化が進んでいる下水道施設について、長寿命化計画に基
づき計画的に修繕することで長寿命化を図る。
26年度実績：男山・西山地区　本管 2,180m、取付管 31箇所

内  容
老朽化が進んでいる下水道施設について、長寿命化計画に基
づき計画的に修繕することで長寿命化を図る。
26年度実績：本管 850m、取付管 160箇所

内  容
水道法等で規制を受けない水道の衛生管理を行うため、飲用井
戸の設置者からの相談や管理状況の報告を受ける。

内  容
建築確認申請の相談、事前協議等に対応する。
26年度実績：事前協議（水道） 256件
　　　　　　　　事前協議（下水道） 265件

内  容
国道１号歩道整備に伴う随伴工事として下水道整備を実施する。
26年度実績：設計調整

内  容
雨水による浸水被害の軽減に向け、公共下水道（雨水）の事業
認可を取得し、対策を実施する。
26年度実績：事業認可取得

雨水貯留施
設実施設計
（あさかぜ公

園）
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 下水道総合地震対策 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
対策実施

事業名 木津川流域関連公共下水道整備 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備推進

事業名 洛南浄化センター運営経費負担金 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 木津川流域下水道整備 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 際目処理分区分管渠維持管理費負担金 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 伏見水環境保全センター費負担金 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 淀川左岸流域下水道事業運営費負担金 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 淀川左岸流域下水道整備 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 枚方北部調整槽費負担金（汚水） 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
快適な生活環境の確保及び河川等の公共用水域の水質保全を
図るため、公共下水道の整備を推進する。
26年度実績：管渠布設工事　本管 415ｍ

内里地区枝
線管渠新設

南山地区枝
線管渠新設

内  容
本市は独自処理場を保有していないため、洛南処理区の汚水の
処理を京都府の洛南浄化センターに委託し、その費用を負担す
る。

運営経費負担

内  容

地震発生時における重要な幹線等の下水道施設への被害を軽
減するため、下水道総合地震対策事業計画を策定し、対策を実
施する。
26年度実績：下水道総合地震対策事業計画策定 実施設計

内  容
飛地（宇治川北－長町）の汚水処理を京都市（伏見水環境保全
センター）に委託し、その費用を負担する。

運営費負担

内  容
本市は独自処理場を保有していないため、西部処理区の汚水の
処理を大阪府（渚水みらいセンター）に委託し、その費用を負担
する。

運営費負担

内  容

本市が汚水処理を委託している京都府が施工する下水道整備
事業（管渠築造・洛南浄化センター処理場整備）にかかる費用を
負担する。
26年度実績：洛南浄化センター施設整備

建設費負担

内  容
際目処理分区の汚水を京都府の洛南浄化センターにて処理す
るために一部使用している京都市の汚水管渠の維持管理に係る
費用を負担する。

維持管理費負担

内  容

本市が汚水処理を委託している大阪府が施工する淀川左岸流
域下水道整備事業（管渠築造・渚水みらいセンター処理場整備）
にかかる費用を負担する。
26年度実績：渚水みらいセンター施設整備

建設費負担

内  容
強降雨時に、淀川左岸流域下水道で処理しきれない汚水を一時
貯留する施設として旧北部処理場の施設を利用するため、その
維持管理費と建設改良費を負担する。

維持管理・建設改良費負担
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 枚方北部ポンプ場運営経費負担金（雨水） 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公共下水道台帳整備 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 汚水管渠維持管理 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 雨水管渠維持管理 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 雨水調整池維持管理 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 排水設備工事計画確認申請受付・審査等 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 排水設備工事事業者の指定 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公共下水道への接続に関する申請受付・審査等 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 特定施設採水及び水質分析 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
男山地区西斜面の雨水対策として枚方北部ポンプ場の運営経
費を負担する。

運営費負担

内  容
下水道施設の情報化及び適切な維持管理を行うため、公共下水
道台帳の整備を行う。

台帳整備
更新測量

内  容
局地的豪雨時にA号幹線への急激な雨水の流入を緩和するた
め、雨水の貯留池として利用している笹ヶ谷池について、適正な
維持管理（清掃やパトロール）を行う。

維持管理

内  容
排水設備工事計画確認申請の受付・審査・指導と、現場立会検
査を行う。
26年度実績：申請 250件

審査・立会検査

内  容
快適で衛生的な生活環境を守るため、汚水施設（人孔・取付管・
下水道ポンプ施設等）の適正な維持管理を行う。
26年度実績：人孔蓋取替 308箇所

維持管理

内  容
水環境を守り、水害から街を守るため、雨水施設（人孔・取付管
等）の維持管理（管渠内しゅんせつ等）を行う。
26年度実績：人孔蓋取替 64箇所

維持管理

内  容
河川等の水環境を守るため、特定施設の採水を行い、水質基準
に適合しない場合には指導等を行う。
26年度実績：採水 41件　指導 6件

特定施設採水実施

内  容
適切な工事及び修繕等が行えるよう、排水設備の工事を行う事
業者を指定し、指導業務等を行う。
26年度実績：指定 38件（継続 35件・新規 3件）

指定・指導

内  容
公共下水道への接続に関する新規・変更の申請について、受
付・審査し、現場立会検査を行う。
26年度実績：申請 78件

審査・立会検査
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 水洗化普及啓発 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水洗便所改造等資金あっ旋 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水洗化困難箇所ポンプ施設等設置工事費助成 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水洗便所設置奨励金 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水道事業中期経営計画策定・推進 水道総務課・水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画推進

事業名 水道水供給 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水道検針 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水道料金改定 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 口座振替促進 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
下水道供用区域の水洗化促進を図るため、未水洗家屋を訪問し
普及に向けた啓発を行う。
26年度実績：啓発 715戸

普及啓発

内  容
下水道使用料の減免基準に該当し、下水道処理区域内で既設
のくみ取り便所等を水洗便所に改造する場合に、奨励金を支給
する。

水洗便所設置促進
奨励金支給

内  容

水道事業の運営基盤の強化、安心・快適な給水の確保、災害対
策等の充実等に向け、事業の現状と将来見通しを分析・評価し、
めざすべき将来像を描き、その実現のための方策を示した水道
ビジョンを策定し、計画に基づく取組を推進する。

内  容
上水道の使用に関する契約を行い、安全・安心な水道水を供給
する。
26年度実績：給水戸数 32,156件

水道水供給
水道料金徴収

内  容
水洗便所の普及促進による環境衛生の向上を目指し、水洗便所
への改造に対する資金融資をあっ旋する。

資金融資あっ旋

内  容
立地条件により自然排水が困難な世帯に対し、自家用汚水ポン
プ施設設置費用を助成する。

設置助成

内  容
安定的に料金の徴収を行うため、使用者に対し、口座振替による
支払いを促進する。

口座振替促進

内  容
水道料金を徴収するため、水道水の使用量について、検針を行
う。

検針

内  容
節水意識の高まりや節水機器の普及により給水収益が減少して
いることから、逓増料金体系の見直しの検討を行う。

調査・検討
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 上下水道料金漏水軽減 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 上下水道料金減免 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 上下水道料金コンビニ収納 水道総務課・下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 下水道使用料徴収等 水道総務課・下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 調定事務等電算システム運用 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公営企業会計事務の電算化 水道総務課・下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用

事業名 下水道使用料改定 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 下水道使用料減免 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 下水道使用量認定（井戸水等） 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
埋設管など発見が困難な箇所の漏水があり、修繕が完了した場
合、上下水道料金を軽減する。
26年度実績：軽減 174件

上下水道料金漏水軽減

内  容
下水道施設の維持管理等を行い、公衆衛生の向上を図るための
原資とするため、下水道使用料を徴収する。事務の効率化の観
点から水道総務課において算定・徴収・減免等を行う。

下水道使用料徴収等

内  容
安定的に経営するために、電算システムを運用し、水道料金のコ
ンビニエンスストアでの調定・収納事務等を効率的に行う。

システム運用

内  容

65才以上独居老人世帯、母子・父子世帯で市民税が非課税の
世帯及び特別児童扶養手当・特別障害者手当受給世帯の料金
を減免する。
26年度実績：減免 1,172件

上下水道料金減免

内  容

納付者の利便性の向上及び徴収率の向上に向け、コンビニエン
スストアでの納付ができるように環境を整備する。
26年度実績：コンビニ収納　水道料金 28,494件
　　　　　　　　　　　　　　　　　下水道使用料 27,302件

コンビニ収納実施

内  容

井戸等で水道メーターを介さずに下水道を使用している場所の
下水道使用料を算定するため、人数や使用状況を勘案して使用
量の認定を行う。
26年度実績：新規認定 1件

使用量認定

内  容 予算・決算・会計等事務の電算化を行い、経営の合理化を図る。

内  容
下水道事業の適切な運営を行うために、使用料改定についての
調査・検討を行う。

調査・検討

内  容
利用者負担の適正化を図るため、公益上その他特別の理由があ
る場合に下水道使用料を減免する。
26年度実績：減免 21件

下水道使用料減免
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 下水道管理システム運用 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 広報紙発行（やわたの上下水道） 上下水道部各課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水に対する意識啓発 水道総務課・水道工務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 雨水貯留施設設置助成 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
下水道総合管理システムの構築を図り、計画的な維持管理を行
うための作業をパソコンで行うことで、効率的管理をめざす。

システム運用

内  容

近年の局地的な集中豪雨や緑地の減少等の影響により都市型
水害が多発していることから、浸水への対策となり、また雨水を樹
木の水やりや打ち水に使用することができる雨水貯留施設を設
置する方に対し、設置費用の一部を助成する。
26年度実績：助成 25件

設置費助成

内  容
上下水道の役割や財務状況、安全・安心な水の啓発など事業内
容を市民に広報する。
26年度実績：発行 1回 31,500部

広報紙発行

内  容
水道週間（6月1日～7日）等を活用して、市民に向けて上水道事
業についての啓発活動を行う。
26年度実績：美濃山浄水場施設見学会（平成26年6月1日）

啓発活動
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第３節 公園・緑地・河川 

 

[めざす姿]  

■ 公園が、市民や来訪者の憩いとふれあいの場、健康づくりの場として活用され

ているとともに、防災拠点としての機能が強化されていることをめざします。

また、本市のシンボルである男山等の緑地が適切に保存され、市民に親しまれ

ているとともに、市内の河川が安全で美しく保たれ、親水空間として市民にう

るおいを与えていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．総合的緑地対策の推進 (1) 総合的緑地対策の推進 

２．緑地の保全 (1) 緑地の保全 

３．公園の整備 

(1) 公園機能の充実【重点】 

(2) 三川合流部周辺の整備【重点】 

４. 河川の整備 

(1) 河川の維持管理【重点】 

(2) 治水対策の推進【重点】 

５. 水と緑のネットワーク

づくり 
(1) やすらぎと潤いの回廊づくり【重点】 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 八幡市みどりの基本計画策定・推進 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 みどりのつどい開催 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
みどりのつどい開催

事業名 花のまちづくり推進 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
花の苗等支給

事業名 みどりの約束 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
みどりの約束締結促進

事業名 ふるさとの森等保全事業（自然保護緑化促進交付金） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
奨励金支給

事業名 八幡市森林整備計画樹立・推進 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 緑地保全対策 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
開発事前協議

事業名 生産緑地法の運用 都市計画課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
現況調査等

事業名 【新規】公園施設長寿命化計画策定・推進 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

内  容

豊かな自然や歴史風土のみどりを守り、都市環境を向上させ、み
どりが人々に憩いと安らぎを与え、安全・安心で、生き生きした市
民生活が営めるまちづくりを目標にみどりの基本計画を策定し、
計画に基づく取組を推進する。

内  容

みどりのつどいを開催し、多くの恵みを与えてくれている緑のはた
らきを見直し、緑を守り育てていくことの大切さを市民に啓発す
る。
26年度実績：開催2日間（平成26年5月24・25日）
　　　　　　　　参加者延212人　グリーンカーテン講習会開催

内  容

緑あふれる美しいまちづくりを推進するため、自治会、緑化団体
等が実施する事業を対象にみどりの基金を活用して花の苗、プラ
ンター等を支給する。
26年度実績：参加　延42団体

内  容

土地や樹木所有者等との間において、“みどり”の保全について
の協定「みどりの約束」を締結し、残されたみどりを保護・育成す
ることで、生活環境の向上を図る。
26年度実績：ふるさとの森(保存区域) 　約797,000㎡
　　 　　　　　　ふるさとの木(保存樹)　30本

内  容

「みどりの約束」を締結した土地や樹木所有者に対して、奨励金
を支給し、残されたみどりを保護・育成することで、生活環境の向
上を図る。
26年度実績：交付対象面積（ふるさとの森）　約482,000㎡
　　　　 　　　　交付対象本数（ふるさとの木）　21本

内  容
平成25年度から平成35年度までを計画期間とし、京都府地域森
林整備計画に適合した森林の整備の方向性に関する計画を樹
立し、推進する。

計画推進

内  容
無秩序な開発を抑止し、良好な自然環境を保全するため、開発
において開発業者と事前協議を行い、緑地の確保に努める。
26年度実績：事前協議　9件

内  容

市街化区域内の農地等のうち、公害や災害の防止など良好な生
活環境の確保に効果があり、公園・緑地などの敷地に適している
500㎡以上の土地を生産緑地地区として指定することで、農林業
との調整を図りつつ良好な都市環境を形成する。

内  容
都市計画公園、児童遊園の老朽化した遊具等の効率的・効果的
な更新・維持管理に向け、長寿命化計画を策定し、計画に基づく
整備を推進する。 計画策定
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 公園等維持管理 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
遊具点検、施設設置修繕工事

事業名 公園等維持管理（指定管理分） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【充実】都市公園等整備 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設備等整備推進

事業名 公園等台帳整備 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
台帳整備

事業名 公園樹管理 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

事業名 街区公園・児童遊園地元管理 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
地元管理

事業名 児童遊園等管理 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理
・遊園緑地等
・児童遊園
・緑地緑道

事業名 馬場市民公園維持管理 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

事業名 公園美化推進 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
市の管理する都市公園等について、設備等の整備を行う。
26年度実績：近隣公園時計設置等 遊具改良

公園灯改良
ベンチ更新

内  容
公園が、安心して集い、遊び、憩う場所となるように公園・遊園等
の維持管理・補修等を行う。
26年度実績：都市公園等　193カ所

内  容

都市公園等の維持管理・補修等について、公益財団法人八幡市
公園施設事業団を指定管理者として、よりよいサービスの提供及
び適正な管理を行う。
26年度実績：管理委託公園等　93カ所

指定管理者制度による維持管理
・市民体育館
・都市公園等

内  容
市が管理する都市公園等を適正に維持管理するため、管理台帳
を整備する。

内  容
それぞれの公園規模や用途に適した公園樹の質、量を確保する
ために、適正な公園樹管理及び樹木枝処分を委託し実施する。

内  容
街区公園・児童遊園等の清掃等管理を近隣の市民団体へ委託
し、安全でかつ良好な公園環境を確保する。
26年度実績：街区公園等　145カ所　協力団体　42団体

内  容
公園が、安心して集い、遊び、憩う場所となるように児童遊園等の
管理を委託し、適正な管理を行う。

内  容
ヒートアイランド対策や緑化対策、環境学習効果、地域のコミュニ
ティ形成などを目的として芝生化した馬場市民公園について、市
民との協働により適正に維持管理を行う。

内  容
都市公園等の良好な環境保全を図るため、委託により清掃等を
実施する。
26年度実績：都市公園等　93カ所

清掃等実施
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 さつき市民プール管理運営 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 さつき市民プール整備 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 健康器具設置・維持管理 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公園等ＡＥＤ設置・維持管理 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

事業名 都市計画決定（公園、児童遊園、緑地等） まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公園使用・占用許可 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 淀川三川合流域交流拠点整備促進 まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 七夕まつり まちづくり推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 一級河川大谷川・防賀川整備促進 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
整備促進

内  容 公園や児童遊園、緑地等の都市計画決定を必要に応じ行う。

必要に応じ実施

内  容
さつき市民プールについて、八幡市公園施設事業団への委託に
より管理運営を行う。
26年度実績：利用　18,416人

管理運営

内  容
さつき市民プールについて、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。

濾過ポン
プ、日除け
テント、人工
芝整備

内  容
健康増進のため、身近に立ち寄ることができる公園に健康遊具を
設置し、維持管理を行う。

維持管理
周知・PR活動の実施

内  容
安全で安心して公園で遊んだり休憩することができるように、ＡＥ
Ｄを設置するとともに、設置したAEDがいつでも正常に運用できる
ように維持管理を行う。

内  容
公園を自治会の行事等で使用する場合や倉庫や電柱等の設置
により占用する場合の許可・指導を行う。
26年度実績：許可　81件

許可・指導

内  容
三川合流域の自然・歴史環境や文化的な特性を生かした公園整
備等の調査を行い、国土交通省による広域交流拠点の整備を促
進する。

整備促進

内  容
木津川・宇治川・桂川の三川が合流する淀川三川合流域の魅力
を多くの人に知ってもらうため、ＮＰＯ・八幡市・京都府等で組織
する実行委員会により七夕まつりを開催する。

七夕まつり開催
（淀川河川公園背割堤地区）

内  容
京都府の管理河川である一級河川大谷川及び防賀川につい
て、浸水防止や自然にやさしい河川環境の創造をめざし、京都
府による改修・維持管理の強化を促進する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 市管理河川しゅんせつ等維持管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

事業名 市管理河川等改修 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
河川・排水路改修等実施

事業名 八幡市雨水排水基本計画決定・推進 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進
土地利用に伴う流域見直し

事業名 雨水排水対策 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
調査・検討

事業名 土井ポンプ場維持管理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡排水機場維持管理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理
ポンプ運転・ゲート、除塵機操作

事業名 樋門維持管理 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理
　橋本樋門
　上津屋樋門

事業名 大谷川維持用水ポンプ維持管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理

事業名 河川水路占用許可 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
許可・指導

内  容
市管理河川を対象として、浸水防止や河川環境整備に向けた
しゅんせつ等の維持管理を行う。

内  容
治水対策として、樋門の操作及び維持管理を行う。
26年度実績：橋本樋門（2門）　操作実日数　3日
　　  　　　　　上津屋樋門（4門）　操作実日数　4日

内  容

市管理河川・下排水路を対象に、浸水防止や河川環境整備に向
けた改修を行う。
26年度実績：園内地区排水路改修
　　　　　　　　川口地区水路改修

盛戸地区
排水路改修
延長160ｍ

内  容
雨水排水施設の整備の基本となる計画であり、八幡市の既決定
計画を除く約1,700haの雨水排水計画の計画決定とその一部の
事業認可用図書の作成を行う。

内  容
局所的な集中豪雨に対応するため、旧大谷川・軸川水系の浸水
常襲地域を対象に調査を行い、対策を検討・実施する。
26年度実績：八幡水珀・南山地区の対策検討

内  容 治水対策として、土井ポンプ場施設の維持管理を行う。

平成26年度で終了

内  容
治水対策として、ゲートの閉鎖及びポンプ運転により内水排除を
行う排水機場の操作及び維持管理を行う。
26年度実績：操作実日数　4日

内  容
大谷川（放生川）の水量を維持するため設置された維持用水ポン
プについて、点検等を実施し、適切な維持管理を行う。

内  容
市管理河川の水路を横断して上下水道管を設置する場合や出
入りのために河川水路を横断し工作物を設置する場合の申請を
受理し、許可・指導を行う。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 やすらぎと潤いの回廊づくり 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
大谷川散策路整備

事業名 放生川再生 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
しゅんせつ
流況調査

内  容
治水整備としては完了している放生川の水量確保や景観整備に
ついて、京都府と連携のもと取組を行う。

内  容
市民や来訪者が、自然や歴史・文化・観光関連施設等を安全で
安心して周遊できるように、京都府と連携し、河川・緑地空間・既
存道路を活用した自転車・歩行者道の整備を行う。
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第４節 防災 

 

[めざす姿]  

■ 市民一人ひとりの防災意識の向上、自主防災組織 1の機能の向上、行政の危機管

理体制の整備を通じて、「自助」「共助」「公助」のいずれの側面においても防災

力が高まっていくことをめざします。 

 
 

[施策体系] 

１．防災基盤の整備 

(1) 災害に強いまちづくり【重点】 

(2) 防災拠点の整備 

(3) 治山治水対策の推進 

２．防災体制の強化 

(1) 関係機関と連携した初動体制の強化 

(2) 広域連携体制の強化 

(3) 災害リスク情報の共有 

３．市民防災組織の拡充 

(1) 防災意識の啓発 

(2) 自主防災組織の育成【重点】 

４．国民保護計画 (1) 国民保護情報の周知 

 

1 自主防災組織：災害に対して、地域ぐるみで防災への取組や日常的な訓練、緊急時の対応を図ろうとする市民組織。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 八幡市地域防災計画策定・推進 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 ブロック塀等対策助成 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 急傾斜地対策事業 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
順次対策実施

事業名 【新規】美桜12号線法面補強 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 災害に強い森づくり事業 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

狩尾川沿川危険木除去

事業名 保安林指導 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 森林等の火入れ許可等 農業振興課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 新防災行政無線運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運用

事業名 緊急速報メール利用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

市域に係る防災に関して、市及び防災関係機関が処理すべき事
務又は業務の大綱等を定めた地域防災計画を策定し、計画に基
づく取組を推進する。
26年度実績：計画一部改訂

計画一部
改訂

内  容

災害時のブロック塀の倒壊による被害を防止し、避難路の確保を
図るため、ブロック塀の撤去並びに生垣への改修を行った方に対
し、改修費の一部を助成する。
平成26年度実績：助成 2件

撤去費等助成

内  容
治山対策の推進を図るため、京都府からの委託により不動谷川
上流の治山ダム等の堆積土砂撤去や倒木除去を行う。
26年度実績：不動谷川上流域堆積土砂撤去等工事

平成28年度
で終了

内  容
保安林の適切な維持管理を図るため、保安林における制限を遵
守せず、その機能上で支障が生じる恐れがある場合に、指定者
（知事）と連携し、所有者に指導を行う。

指導

内  容
急傾斜崩壊危険区域に指定された区域について、現況調査に
基づき安全対策を検討し、順次実施する。
26年度実績：調査結果に基づく対策検討

内  容
急傾斜地対策事業で対応できない土砂災害特別警戒区域（レッ
ドゾーン）に指定されている美桜12号線の法面補強工事を実施
する。

補強工事
実施

平成27年度で終了

内  容
地ごしらえや開墾準備、害虫駆除、焼畑等を行う場合の許可を行
い、必要に応じ指示を行う。

申請受理・許可等

内  容

新防災行政無線システムを構築し、緊急連絡体制を確立する。ま
た、平常時には行政情報、防犯情報、選挙啓発等にも活用す
る。
平成26年度実績：戸別受信機配付 500台

内  容
NTTドコモ、au、ソフトバンクの「緊急速報メール」サービスを利用
し、市民の携帯電話に緊急情報を提供する。

利用
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 全国瞬時警報システム（J-ALERT)運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 防災対策衛星インターネット運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 防災気象情報収集・活用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 避難所開設・運営 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
避難所開設・運営

事業名 簡易型放射線量測定器貸出 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
測定器貸出

事業名 【充実】災害用資機材・備蓄物資整備 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水防施設・資器材整備 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
水防資器材整備

事業名 災害対応型飲料用自動販売機設置・運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 旧小学校体育館整備 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

地震や武力攻撃など緊急事態が発生した場合に、国からの緊急
情報を防災行政無線を通じて瞬時に住民に伝達することのでき
る「J-ALERT」を運用する。
26年度実績：速報訓練実施 4回

運用

内  容
大規模災害発生時等、地上のインターネット回線が使用不能な
場合の対策として衛星インターネットを運用する。

導入・運用

内  容
市民及び市内に事業所や土地建物を所有する方を対象に、無
料で簡易型放射線量測定器の貸出を行う。
平成26年度実績：貸出 2件

内  容
災害応急活動に必要な物資（食料、災害用簡易トイレ等）を計画
的に備蓄し、迅速かつ的確な災害応急活動に資する。
26年度実績：倉庫・土のう等整備、備蓄品購入

物資整備推進

備蓄品購入

内  容
災害時の初動態勢を強化するため、24時間365日体制で気象情
報の提供を受け、防災対策に活用する。

情報収集・活用

内  容
災害時、市民が避難をされる場合に、公民館等の避難所を開設
し、運営する。
26年度実績：避難所誘導標識設置 65箇所 標識65箇所

増設

内  容

木津川堤防決壊等の災害に備え、木津川沿い6カ所に設置した
水防倉庫について、改修等の適切な維持管理を行うとともに、備
蓄品の整備を行う。
26年度実績：水防倉庫施設修繕（川口・岩田）

内  容
災害発生時、内蔵する飲料を無償提供する自動販売機を設置・
運用し、災害発生時に備える。

設置・運用

内  容
災害発生時における避難場所等の拠点となる旧小学校体育館の
耐震診断及び改修を行う。
※対象：旧小学校体育館（八幡第四小・八幡第五小・八幡東小）

体育館利用方針決定後に検討
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 市役所庁舎耐震化の検討 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
方向性検討

事業名 防災パトロール 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 防災講演会 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 一般災害対策活動 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 防災図上訓練 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 防災訓練 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 水防訓練 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
水防訓練実施

事業名 澱川右岸水防事務組合負担金 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営費負担

事業名 淀川・木津川水防事務組合負担金 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動費等負担

内  容
市庁舎について、平成26年度の検討結果に基づき今後の方向
性を検討する。
26年度実績：庁舎整備検討資料作成

内  容
市内の防災関係団体との連携により合同市内パトロールを実施
し、災害時における危険箇所の点検を行う。
26年度実績：実施 1回

パトロール実施
災害時危険箇所点検

内  容
市民の防災・減災意識を高め、地域の防災力向上を図るため、
防災講演会を開催する。
26年度実績：平成27年1月24日開催 参加 198人

講演会開催

内  容

発生する災害を想定し、対処等を確認する職員対象の訓練を実
施するほか、市町村広域災害ネットワーク等で実施する訓練への
参加、各自治組織等が実施する訓練への支援を行う。
26年度実績：市町村広域災害ネットワーク訓練参加 2回
　　　　　　　　各自治組織等訓練支援 16回

職員訓練実施
市町村広域災害ネットワーク訓練参加
各自治組織等訓練支援

内  容
木津川堤防決壊等の災害を想定し、消防団、消防職員、市職員
を対象とした水防訓練を毎年実施する。
26年度実績：平成26年5月31日実施　参加者 150人

内  容

澱川右岸地域における水防に関する広域行政組織として、水防
施設等の改修や水防活動充実に向けた訓練・研修等を行う澱川
右岸水防事務組合に対し、構成市として運営費・工事費等の一
部を負担する。
26年度実績：林ノ元樋門改修

内  容
災害発生時、八幡市地域防災計画に基づき警戒体制を整えるこ
とにより、被害の軽減を図る。
26年度実績：災害警戒本部設置7回

災害警戒・対策本部設置

内  容
災害発生に備えるため、想定される被害や防災拠点などを地図
に書き込んで行う図上訓練を実施する。
26年度実績：実施 1回

図上訓練実施

内  容
淀川・木津川流域における水防に関する広域行政組織として、水
防活動充実に向けた訓練・研修等を行う淀川・木津川水防事務
組合に対し、構成市として活動費の一部を負担する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 災害時対応車運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運用

事業名 災害対応マニュアル策定・運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運用

事業名 災害時初動対応カード作成 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市役所消防計画策定・推進 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 災害時応援協定の締結・運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市町村広域災害ネットワーク 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 り災証明発行 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 防災ハザードマップ作成 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運用

事業名 出前講座（防災） 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
災害発生時に優先的に取り組むべき事項を明記した「災害時初
動対応カード」を作成し、本庁職員全員に配付する。

作成・職員に配付
職員携行

内  容
八幡市庁舎における火災の未然防止及び火災等発生時の人
的・物的被害の抑制を図るため、市役所消防計画を策定し、計画
に基づき行動出来るよう取り組む。

計画推進

内  容
災害発生時の防災備蓄品等運搬を行うため、市公用車として災
害時対応車を運用する。

内  容
災害発生の初動期に、職員が迅速かつ適切な対応を行えるよ
う、災害対応マニュアルを策定し、職員への周知を行う。

一部改訂

内  容
風水害・火災・地震などで被災した家屋や事業所などの被害の
程度を証明するり災証明を発行する。
26年度実績：発行 4件

証明書発行

内  容

災害時の危険箇所・水害及び震災時の拠点避難地、避難方法・
防災対策等の情報を各小学校区毎に区分し掲載したマップを作
成し、全戸配布する。また、適宜内容の改訂を行う。
26年度実績：改訂版作成・全戸配布

内  容
災害時における自助・共助をテーマに、市職員が市民のもとに出
向いて行う出前講座を実施する。
26年度実績：開催 9回

出前講座実施

内  容
災害時の応急活動への相互支援についての協定を事業者等と
締結し、災害時の緊急需要に備える。
26年度実績：協定締結 1件

締結・運用

内  容

市町村広域災害ネットワーク構成団体の地域において地震等に
よる災害が発生し、被災団体独自では十分な応急措置ができな
いとき、相互に救援協力し、被災団体の応急及び復旧対策を行
う。
26年度実績：協定締結 19市1町

ネットワーク推進
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 災害対策啓発（事業所） 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
防災訓練等実施

事業名 災害対策啓発（保育園・幼稚園・介護保険施設等） 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
啓発活動実施

事業名 災害対策啓発（駅前啓発） 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
啓発活動実施

事業名 自主防災組織設立支援 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
組織化促進　

事業名 自主防災推進協議会助成 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

事業名 自主防災組織訓練指導 予防課、警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
訓練指導

事業名 【充実】自主防災活動用資機材等整備 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
資機材等整備

事業名 八幡市国民保護計画策定・推進 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画推進

事業名 国民保護対策 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
国・府等との連携により実施

内  容

地域住民が地域ごとに組織し、自発的な防災活動や災害発生時
の応急処置を行う自主防災組織の拡大に向け、未組織地域への
啓発活動等により設立支援を行う。
26年度実績：自主防災組織設立地域数 44隊（会）

内  容
自主防災組織の連携強化及び防災活動支援を図るため、自主
防災推進協議会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：助成 44組織　視察研修 1回

内  容
自主防災組織の連携の強化及び防災活動支援を図るため、自
主防災組織が防災訓練等を実施する際に助言・指導を行う。
26年度実績：自主防災組織等 29回　マンション管理組合 4回

内  容
防災意識の向上を図るため、市内事業所等を対象とした防災訓
練等を実施する。
26年度実績：訓練実施 44回　参加者　延1,734人

内  容
防災意識の向上を図るため、市内保育園・幼稚園及び介護保険
施設等を対象とした啓発活動（啓発ビデオや講座等）を行う。
26年度実績：啓発活動実施 25回

内  容
防災意識の向上を図るため、京阪八幡市駅前及び橋本駅前に
おいて、関係機関等との連携による啓発活動を実施する。
26年度実績：啓発活動実施 2回

内  容
武力攻撃事態等において、国民の生命、身体及び財産を保護す
るために関係機関が行う措置を総合的に実施する。

内  容
自主防災組織の防災活動支援に向け、各自主防災組織に対し
防災資機材を整備し貸与する。 折りたたみ

式リヤカー
購入

内  容
武力攻撃等の事態において、市民の生命、身体及び財産を保護
する国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、八幡市国民
保護計画を策定し、計画に基づく取組を推進する。 計画改訂
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 Em-Net運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
国民保護事案に早期に対応するため、Em-Net端末を登録し、そ
の運用により緊急情報の受信及び市民への周知を行う。

運用
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第５節 防犯・交通安全 
 

[めざす姿]  

■ 犯罪や交通事故を防ぐための設備の充実や知識の普及、情報の共有が進んでい

るとともに、地域における自主的な活動が広がり、被害にあう市民の数が減少

していることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．防犯体制の強化 

(1) 自主防犯活動の促進【重点】 

(2) 防犯設備の充実 

(3) 防犯情報の共有 

２．防犯知識の普及・啓発 (1) 防犯知識の普及・啓発【重点】 

３．交通安全の推進  

(1) 交通安全啓発の強化【重点】 

(2) 交通安全施設の整備 

(3) 道路の安全対策の推進 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 男山地域安心・安全コミュニティ創造プロジェクト 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
会議開催
各主体の取組検討・推進

事業名 八幡防犯協会負担金 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡防犯推進委員協議会負担金 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市社会を明るくする運動助成 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡市暴力追放対策協議会助成 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 八幡地区保護司会活動助成 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 防犯カメラ設置・運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
防犯カメラ設置・運用

事業名 青色パトロール車運用 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 犯罪被害者等支援 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
防犯思想の普及・啓発並びに地域安全活動を促進する八幡防
犯推進委員協議会に対し、活動費の一部を負担する。

活動費負担

内  容

八幡署管内の軽犯罪や交通事故、特殊詐欺被害等認知や発生
の改善に向け、京都府、京都府警察、関西大学、ＵＲ都市機構と
の連携によりプロジェクト会議を設置し、取組の検討と推進を図
る。
26年度実績：会議開催 7回

内  容
広く防犯思想の普及を図り、地元市民の自発的な協力・援助を促
進する八幡防犯協会に対し、活動費の一部を負担する。

活動費負担

内  容

犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深
め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪のない地域社会
の実現に向けた運動を行う八幡市社会を明るくする運動実施委
員会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：構成員 29団体

活動助成

内  容
暴力追放に向けた活動を推進する八幡市暴力追放対策協議会
に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：構成員37団体

活動助成

内  容
犯罪者の改善・更生、犯罪の予防にあたる八幡地区保護司会に
対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：保護司 23人

活動助成

内  容
市内における犯罪防止を図るため、街頭、公共施設及び通学路
等に防犯カメラを設置し、運用する。
26年度実績：新設 15台 新規設置

内  容

犯罪防止と市民の防犯意識の向上を目的とし、公用車に青色回
転灯を取り付け、公務終了後の帰庁途上等における防犯パト
ロールを実施する。
26年度実績：週1回定期パトロール実施

パトロール実施

内  容
犯罪に巻き込まれた人に対し、被害の回復・軽減を支援するた
め、犯罪被害者等支援窓口を設置する。また、円滑かつ適切な
支援を行うため、警察などの関係機関と連携する。

支援窓口設置
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 犯罪被害者等見舞金支給 防災安全課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 通学路調査 学校教育課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
通学路の状況把握・報告

事業名 通学路安全対策検討 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
連絡会開催

事業名 【充実】通学路安全対策工事 道路河川課・教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

対策工事順次実施

事業名 【充実】「ゾーン30」設定 管理・交通課、道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設定推進

事業名 交通安全指導及び啓発 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
指導・啓発

事業名 八幡市交通安全対策協議会活動助成 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動助成
・全国交通安全運動（春・秋）
・交通事故防止府民運動（夏・年末）

事業名 通学路等安全指導 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
交通安全指導員配置
指導実施

事業名 高齢者運転免許自主返納支援 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
自主返納支援
記念品贈呈

内  容

教育委員会の行った通学路調査に基づき発見された危険箇所
について、府・市及び八幡警察署で構成する「八幡市通学路安
全対策連絡会」を設置し、対策の検討を行う。
26年度実績：対策検討　12カ所
　　　　　　　　対策済件数　14件　進捗率　77.7％

内  容
犯罪被害に遭って死亡した人の遺族や犯罪行為により傷害を受
けた人のうち、一定の条件を満たす人に対し、経済的負担の軽
減を図るため、見舞金を支給する。

見舞金支給

内  容

児童生徒の通学時交通安全を徹底するため、各学校の報告に
基づき通学路の安全状況を把握し、関係機関への報告等を行
う。
26年度実績：危険箇所 92箇所

内  容
「八幡市通学路安全対策連絡会」において設定された短期・中
期・長期の安全対策について、順次実施する。
26年度実績：実施設計　2件

三反長泉線
通学路工事

森線通学路
工事

内  容

近年、交通死亡事故が生活道路で多発していることを受け、京都
府公安委員会の推進する「ゾーン30」（制限速度を時速30キロ
メートルとするエリア）を設定する。
26年度実績：欽明台地区に設定　約25ha
　　　　　　　　路面表示、路側線設置、カラー舗装等

くすのき
小学校区内

に設置
（地方創生）

内  容

交通事故の減少に向け、市民一人ひとりの交通安全に対する意
識高揚を図るため、交通安全についての指導及び啓発活動を行
う。
26年度実績：指導・啓発活動　41回

内  容

安全かつ円滑な市内道路交通を確保するため、総合的な交通対
策の検討及び交通安全教育・啓発運動を行う交通安全対策協議
会に対し、活動費の一部を助成する。
26年度実績：構成　27団体

内  容

園児及び児童生徒の通園・通学時等における交通安全を図るた
め、市内通学路各所において、交通安全指導員による交通指導
を行う。
26年度実績：指導員　16人　指導日数　205日

内  容

高齢者が当事者となる交通事故防止対策として、70歳以上の運
転免許証保持者を対象に記念品を贈呈し、運転免許証の自主
的な返納を促す。
26年度実績：返納　156件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 交通安全施設整備及び交通規制強化の促進 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備促進

事業名 【新規】男山地区交差点改良 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 道路点滅鋲設置・維持管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

設置・維持管理

事業名 道路反射鏡設置・維持管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設置・維持管理

事業名 区画線設置・維持管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設置・維持管理

事業名 道路防護柵設置・維持管理 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
設置・維持管理

事業名 放置自動車処理業務 道路河川課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運搬・処理
警告・指導

内  容

交通の秩序及び安全を確保するため、信号機や横断歩道、道路
標識など交通安全施設の整備及び交通規制の強化について、
京都府警察本部に対し要望を行う。
26年度実績：信号機　改良　4基

内  容
男山地域における交通安全対策推進に向け、泉地区・金振地区
における交差点改良を実施する。（地方創生）

交差点改良
工事

（泉・金振）
平成27年度で終了

内  容

運転手への注意喚起による安全確保を目的として、点滅鋲を設
置し、更新・修理等を行う。また、更新時に電気式から自光式へ
変更することにより、管理費用を削減する。
26年度実績：更新　2基

内  容

見通しの悪い交差点等における安全対策として、道路反射鏡
（カーブミラー）を設置し、支柱の腐食による転倒や鏡面の汚れ等
による機能低下の有無等について適宜点検するなど、適切に維
持管理を行う。
26年度実績：新設　11基　更新　16基　安全点検実施　741基

内  容
道路における危険防止を図るため、道路区画線を設置し、維持
管理を行う。
26年度実績：設置　15,753ｍ

内  容
歩行者の安全確保や交通安全を図るため、市内全域を対象に道
路防護柵を設置し、補修等の維持管理を行う。
26年度実績：設置延長　72ｍ

内  容
市道等の安全確保のため、放置車両の所有者に対し警告・指導
を行い、必要に応じて放置車両の運搬・処理を行う。
26年度実績：運搬等　5台
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第６節 消防・救急 

 

[めざす姿]  

■ 必要な資機材の整備や人材の育成、市民や事業所の防火意識の向上等を通じて、

地域における防火・消防体制が充実していることをめざします。また、救急隊

員の技能向上や救急の適切な利用を通じて、質の高い救急体制が保たれている

ことをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．予防体制の充実 

(1) 防火意識の高揚 

(2) 市民自主防火組織の育成【重点】 

(3) 事業所の防火体制の充実 

(4) 住宅火災予防対策の推進 

(5) 災害弱者の安全対策の推進 

２．消防体制の充実 

(1) 消防力の強化 

(2) 消防団の活性化及び資質の向上 

(3) 緊急消防援助隊 2の充実 

３．救急・救助体制の充実 

(1) 救急・救助活動の強化 

(2) 医療機関等との連携強化 

(3) 応急・救護体制の確立 

４．消防広域化の推進 

(1) 消防広域化の検討【重点】 

(2) 広域化に向けた取組の検討・推進 

 

2 緊急消防援助隊：阪神・淡路大震災での教訓を踏まえ、国内で発生した地震等の大規模災害発生時における人命救助活
動等を効果的かつ迅速に実施する体制を国として確保するために創設。 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 防火啓発指導 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
出前講座等による防火啓発

事業名 女性防火推進隊活動支援 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動支援・入隊促進
・高齢者宅防火訪問指導実施
・地域活動等への出務
・文化財査察　他

事業名 女性防火推進隊員人材育成 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
研修会等実施・参加支援

事業名 防火推進連絡会活動支援 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動支援

事業名 危険物安全協会活動支援 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動支援

事業名 広報車整備 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理
整備計画に基づく更新

事業名 防火管理者講習会 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講習会開催

事業名 ガス事業法に基づく立入検査等 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市内事業者等への報告聴収・立入検査
実態把握・適正指導等の実施

事業名 電気用品安全法に基づく立入検査等 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市内事業者等への報告聴収・立入検査
実態把握・適正指導等の実施

内  容

火事を「出さない、出させない、火災ゼロ」をスローガンとして、市
内全世帯及び小・中学生を対象に、出前講座や訓練による防火
啓発指導を実施する。
26年度実績：出前講座 2回　小学校訓練 5回

内  容

防火思想の普及と火災予防措置の徹底を図るため、女性防火推
進隊を設置し、啓発活動や地域行事への参加による防災啓発を
行う。また、入隊促進に向け活動内容等のアピールを行う。
26年度実績：隊員 26人　高齢者宅防火訪問指導 107回
　　　　　　　　地域活動等への出務 14回　各種査察 1回

内  容

女性防火推進隊隊員の知識・技能向上に向け、各種研修・講座
等を実施するほか、他機関等の実施する研修等への参加を促進
する。
26年度実績：教養講座 2回　管外視察研修 1回
　　　　　　　　参加者　延59人

内  容

市内事業所等による自主的な火災予防の普及徹底に向け組織
され、各種事業を推進する防火推進連絡会に対し、活動支援を
行う。
26年度実績：会員 78事業所

内  容

市内事業所（危険物貯蔵所及び取扱所等）における自主的な火
災予防の普及徹底に向けて各種事業を推進する危険物安全協
会に対し、活動支援を行う。
26年度実績：会員 18事業所

内  容
消防車両整備計画に基づき、広報車の更新及び適切な維持管
理を行う。

内  容
公共施設及び事業所等の防火管理担当者を対象として、防火に
関する講習・訓練等を実施し、防火管理者の育成を図る。
26年度実績：開催 1回　参加者 45人

内  容
ガス事業法に基づき、市内事業者を対象とした報告徴収及び立
入検査による実態把握を行い、適正な指導を実施する。

内  容
電気用品安全法に基づき、市内事業者を対象とした報告徴収及
び立入検査によるく実態把握を行い、適正な指導を実施する。
26年度実績：立入検査 2件
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 液化石油ガスの保安の確保等に関する立入検査等 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市内事業者等への報告聴収・立入検査
実態把握・適正指導等の実施

事業名 住宅用火災警報器設置啓発活動 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
啓発活動実施

事業名 火災出動 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
火災出動実施

事業名 救急出動 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
救急出動実施

事業名 救助出動 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
救助活動実施

事業名 警戒出動 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
警戒活動実施

事業名 消防訓練等実施 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
訓練実施
　消防訓練
　救助訓練
　救急訓練
　水防訓練

事業名 消防職員人材育成 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
技能講習受講
資格免許取得

事業名 警備計画策定・推進 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
計画策定
計画に基づく活動実施

内  容

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に
基づき、市内事業者を対象とした報告徴収及び立入検査による
実態把握を行い、適正な指導を実施する。
26年度実績：立入検査 4件

内  容

平成23年6月から住宅用火災警報器の設置が義務付けられたこ
とにより、設置率の向上に向け、関係団体との連携による啓発活
動等を行う。
26年度実績：啓発実施 2回　設置調査実施 1回

内  容
火災発生時において、通報等に基づき出動し、人命救助・消火・
延焼防止活動を実施する。
26年実績：火災出動 13件

内  容
事故発生時など、医療機関への搬送に緊急を要する場合におい
て、通報等に基づき出動し、応急処置・搬送等を実施する。
26年実績：救急出動 3,631件

内  容
事故や水難・災害等により救助が必要な場合において、通報等
に基づき出動し、救助活動を実施する。
26年実績：救助出動 43件

内  容

怪煙や危険物流出など、市民の生命身体または財産の安全確
保に向け警戒が必要な場合に、通報等に基づき出動し、必要な
活動を実施する。
26年実績：警戒出動 167件

内  容

各種の出動にあたる消防職員の技能向上を図るため、日常的な
訓練（消防訓練、救助訓練、救急訓練、水防訓練等）を実施す
る。
26年度実績：訓練実施　延361回
　　　　　　　　（消防50回　救助200回　救急110回　水防1回）

内  容
消防職員の資質の向上と人材育成を図るため、技能講習を受講
し、職務に必要となる各種資格免許の取得等を行う。
26年度実績：各種免許取得・技能講習等受講者 延21人

内  容
効果的・効率的な警備活動を実施するため、計画を策定し、計画
に基づく警備活動を実施する。
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 地水利調査・点検 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
調査・点検実施

事業名 火災調査及び損害調査 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
調査実施

事業名 消防活動等資機材整備 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
消防活動用資機材整備
水難救助活動用資機材整備

事業名 消防施設点検 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
消防施設点検実施

事業名 消防庁舎整備 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
必要に応じ改修等実施

事業名 消防自動車整備 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理及び整備計画に基づく更新

事業名 消防緊急通信指令施設整備・維持管理 通信指令室 平成27年度 平成28年度 平成29年度
システム運用・更新

事業名 消火栓整備 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
消火栓設置・修理等
維持管理

事業名 消火栓道路標示維持管理 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

迅速かつ的確な消火活動を図るため、消防地理、消防水利の的
確な把握に向け調査を実施するとともに、現有水利について定
期的に点検・維持管理を行う。
26年度実績：調査 110件　点検 1,500箇所

内  容
類似火災の予防に活用するため、火災発生原因及び損害の的
確な把握に向け調査を行う。
26年実績：調査 13件

内  容
消防活動及び救急・救助活動に必要な資機材について、計画的
な整備・維持管理を行う。

内  容
迅速・適切な消火活動等を実施するため、消防団車両等の資機
材や管轄内の消火栓等について日常的な点検を実施する。
26年度実績：車両重点点検　52回　208人

内  容

市民が安心して暮らせる安全で快適なまちを実現するため、消
防・防災の拠点となる消防庁舎について、必要に応じ施設改修
等の整備を行う。
26年度実績：駐輪場整備

内  容

消防車両整備計画に基づき、消防自動車の適切な維持管理及
び計画的な更新を行う。
26年度実績：救助工作車更新　1台
　　　　　　　　資機材搬送車導入　1台

人員搬送車
購入　１台

内  容

火災・救急等の迅速な対応を図るため、消防緊急通信指令施設
の各機器について、維持管理等を行うとともに、経年劣化による
機器の更新を行う。（平成24年度デジタル化完了）
26年度実績：無停電装置バッテリー、消防情報管理装置更新

指令台更新
に係る

実施設計

内  容
火災の発生に備え、道路等への消火栓の新設及び移設、修理
等を行い、適切な維持管理を図る。
26年度実績：新設 2基　緊急修理 18カ所

内  容
道路上に設置している消火栓上への車両駐車を防止するため、
3年に一度、焼き付けレーンマークを標示する。

レーン
マーク
標示

調査活動
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 消火栓器具等整備 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
格納箱設置・更新等
ホース等更新

事業名 コミュニティー消防（防災）センター管理運営 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 市民防災広場維持管理 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
防災資器材（救助道具等）保守管理

事業名 予防査察 予防課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
危険箇所把握及び指導等実施

事業名 消防団運営助成 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運営・活動助成
・消火・警戒活動等実施

事業名 消防団消防操法訓練 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
ポンプ操法訓練実施

事業名 出初式開催 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
出初式開催

事業名 消防団年末警戒 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
年末警戒実施

事業名 消防団員人材育成 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講習会等実施

内  容

消火栓格納箱について、老朽化による更新及び不足地域への設
置（耐久性の高いステンレス製の格納箱）を行う。
26年度実績：格納箱 10基 ホース 80本
　　　　　　　　 筒先・スタンドパイプキー各10本

内  容

消防団、女性防火推進隊、消防職員により1年の防火・防災活動
に対する誓いを立てる出初式を開催し、地域防災に貢献されて
いる団員らの表彰や一斉放水訓練などを実施する。
26年度実績：平成26年1月12日実施　参加 204人

内  容
平常時における市民への防災啓発等及び災害時における初動
体制の確立など災害対策本部機能支援を行う場として、消防庁
舎内のコミュニティー消防（防災）センターの管理運営を行う。

内  容

平常時における自主防災組織の訓練や一般市民向けの防災啓
発普及活動等及び災害時における一時避難地、災害復旧・救援
活動の拠点となる市民防災広場について、防災資器材の保守管
理を行う。

内  容
災害予防に向け、市内各所の危険箇所把握や指導・啓発活動を
行う。
26年度実績：実施 177件

内  容

地域における火災予防活動及び消防本部との連携による消火活
動等を行う消防団について、その運営及び活動費用の一部を助
成する。
26年度実績：消防団員 322人 団員報酬

引き上げ

内  容

消防団員の消火作業に関する技術向上に向け、ポンプ操法訓練
を行う。
26年度実績：訓練演習  　12回 414人
　　　　　　　　ポンプ操法　33回 721人

内  容
年末年始の火災について注意喚起を図るため、消防団による年
末警戒を実施する。
26年度実績：実施 4日間　参加　延352人

内  容
消防団員の消火活動・火災予防活動等に関する知識・技能向上
を図るため、定期的な講習会等を開催する。
26年度実績：講習会開催 延3回　参加者 延102人
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 消防団施設整備 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
器具庫整備

事業名 消防団員訓練指導 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
訓練指導実施

事業名 緊急消防援助隊 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
広域大規模災害時の派遣・派遣受入

事業名 消防相互応援協定 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
災害協定締結
合同訓練実施

事業名 救急救命士育成 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
救命士資格取得推進
医療機関での症例実習

事業名 普通救命講習会 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講習会開催

事業名 救急自動車整備 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
維持管理
整備計画に基づく更新

事業名 救急救命士指示センター連携 警備一課・二課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
救急救命士指示センターとの連携

事業名 消防広域化に向けた検討 消防総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
広域化検討

内  容
消防団活動の充実を図るため、各分団・班の活動拠点となる消
防器具庫の整備を行う。
26年度実績：消防器具庫修繕 2施設

内  容

消防団員の消火活動・火災予防活動等に関する知識・技能向上
を図るため、訓練指導を行う。
26年度実績：機関員講習 2回　訓練礼式指導 2回
　　　　　　　　新入団員訓練指導 2回　その他訓練等 2回

内  容

広域的・大規模な災害発生時における救命率の向上及び早期
復旧に向け、緊急消防援助隊に登録した部隊の派遣または派遣
受け入れを行う。
26年度実績：総登録車両 3台　総登録隊員 10人
　　　　　　　　合同訓練実施 2回（京都市・和歌山県）

内  容

広域的・大規模な災害における被害の拡大防止に向け、近隣市
町との消防相互応援協定を締結するとともに、合同訓練を実施す
る。
26年度実績：締結協定総数 7協定　合同訓練実施 1回

内  容

救命率の向上に向け、京都府内共同で一極集中拠点方式にて
医師による指示を行う「救急救命士指示センター」との連携によ
り、指示を受け、救急救命士による特定行為を行う。
26年度実績：特定行為 17件

内  容 消防活動の効率化をめざし、消防広域化について検討を行う。

内  容

救急救助業務の高度化及び年々増加する救急需要に対応し、
救命率の向上を図るため、消防職員の救命士資格の取得を推進
する。並行して気管挿管及び薬剤投与の実施に向けた病院実習
等を実施する。
26年度実績：資格取得 1人　実習実施 延16人

内  容

救急救命率の向上と応急手当の普及と啓発を図るため、市民や
市職員を対象に、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用を取り入
れた普通救命講習会を開催する。
26年度実績：開催 19回　参加者 370人

内  容
消防車両整備計画に基づき、救急自動車の適切な維持管理及
び更新を行う。
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第７節 消費生活 

 

[めざす姿]  

■ 社会経済情勢の変化に対応した情報の提供や相談体制の充実により、消費者の

意識が高まり、トラブルに巻き込まれにくい環境ができていることをめざしま

す。 

 

 

[施策体系] 

１．消費者保護対策の推進 

(1) 相談窓口機能の充実 

(2) 情報収集・提供の充実 

(3) 消費者関係団体の自主的な活動の促進 

 

216



＜実施計画事業一覧＞

事業名 法律相談（弁護士相談） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
相談実施

事業名 法律相談（司法書士相談） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
相談実施

事業名 生活情報センター管理運営 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
管理運営

事業名 生活情報センター整備 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 消費生活相談 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
消費生活相談常時実施

事業名 消費者啓発活動（くらしのセミナー開催） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
セミナー開催

事業名 消費者啓発活動（夏休みこどもセミナー開催） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
セミナー開催

事業名 消費者啓発活動（HP等による啓発活動） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
常時実施

事業名 消費者教育・啓発活性化事業（グッズ等作成） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
グッズ等による啓発活動実施

内  容

消費者保護対策と消費者意識の向上を図るため、弁護士や学識
者、企業、専門相談員等による消費生活に関するセミナーを開
催する。
26年度実績：開催　8回　受講者延　173人

内  容

市民の法的権利を守るため、毎月文化センターで2回、生活情報
センターで1回の計3回、弁護士相談を開催し、法的問題の解決
に向けて助言する。
26年度実績：開催　36回　相談　269件

内  容

登記・多重債務等の法律問題を抱えている市民に対し、文化セ
ンター及び生活情報センターで交互に隔月で１回、司法書士相
談を実施し、解決に向けて助言する。
26年度実績：開催　12回　相談　58件

内  容
消費者活動の促進及び消費者保護対策推進の拠点となる生活
情報センターの管理運営を行う。

内  容
生活情報センターについて、必要に応じ施設改修等の整備を行
う。

必要に応じ改修等実施

内  容

市民の消費活動の安定を図るため、消費生活全般に関わる相談
やトラブルの解決に向け、公的資格を持った専門相談員による消
費生活相談を受け付ける。
26年度実績：相談　595件

内  容
こどもの消費生活に対する学習促進を図るため、夏休みに工場
見学等のセミナーを開催する。
26年度実績：開催　1回　受講者　19人

内  容

消費者意識の高揚を図るため、生活情報センターにおいて、ビ
デオ・関係資料等の閲覧・提供、「くらしの掲示板」による最新情
報の提供、談話や学習などへの会議室の利用提供を行う。また、
市ホームページにおいて、「最近の事例」を掲載し、情報提供を
行う。

内  容
消費者活動の促進及び消費者保護対策の推進を図るため、啓
発グッズ等を作成・配布し、市内消費者の安全な消費生活に関
する意識啓発を図る。

悪質撃退ﾏ
ﾆｭｱﾙ作成

啓発シール
作成
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 消費者啓発活動（消費者啓発パトロール） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
啓発パトロール実施

事業名 消費者行政活性化オリジナル事業（センターだより発行） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
センターだより発行

事業名 消費生活情報提供（消費者行政報告） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
報告書作成

事業名 消費生活情報提供（啓発リーフレット配付） 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
啓発リーフレット発行

事業名 消費者行政活性化記念事業 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
講演会等開催

事業名 家庭用品品質表示法に基づく立入検査 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
立入検査実施

事業名 消費生活用製品安全法に基づく立入検査 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
立入検査実施

事業名 不用品情報提供 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
不用品情報提供

事業名 消費生活研究会活動助成 市民協働推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
活動助成

内  容
消費者月間である5月に、市内の大型店舗にて消費者被害未然
防止のための啓発活動を行う。
26年度実績：実施　1回

内  容
消費生活に関する情報や、生活情報センターの実施する事業等
に関する情報紙を定期的に発行し、全戸配布する。
26年度実績：センターだより発行　3回

内  容
消費者行政に関する情報を報告書としてまとめ、閲覧に供するこ
とにより、消費者意識の啓発を図る。
26年度実績：報告書作成　200部

内  容
消費者意識の啓発を図るため、消費生活に関する情報を記載し
たリーフレットを発行し、配付する。

内  容

平成21年度の消費者庁発足に伴い、消費者行政活性化の記念
事業として、消費生活に関する啓発寄席及び講演会等を開催す
る。
26年度実績：平成26年8月2日開催　参加者　442人

内  容

消費者意識の高揚及び消費者被害の軽減を目指す消費生活研
究会に対し、消費生活問題の情報提供や研修会等の調査・研究
活動費用の一部助成を行う。
26年度実績：会員数　175人

内  容
家庭用品品質表示法に基づき、市内にある店舗等への立入検
査・指導を行う。
26年度実績：立入調査　4店舗

内  容
消費生活用製品安全法に基づき、市内にある店舗等への立入
検査・指導を行う。
26年度実績：立入調査　3店舗

内  容
くらしの無駄をなくし、物資の有効利用を促進するために、ホーム
ページや広報等で市民の不用品情報の提供を行う。
26年度実績：登録総件数　78件
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第７章 計画の実現に向けた取組や体制の強化 
―計画の推進など― 

 

 

 

 

総合計画の実現に向け、市役所は市民に最も身近な行政組織として、効率的かつ効果的

に運営されることが求められています。 

そのために、職員を適材適所に登用するとともに、個々の資質を向上させる取組をこれ

まで以上に強化していきます。 

また、民間の活力や手法の活用、行政の仕事を評価し、検証する仕組みの構築等を通じ

て、市民にとってよりよいサービスを効率的に提供できるよう努めます。 

さらに、近隣市町との連携を深め、広域的な事業や活動により、効率性・効果性の向上

が期待される取組について積極的に協力していきます。 

 

 

 

 

 

■成果指標 ………………………………………………………………………………… 

 

指  標 計画当初値 26年度実績値 目標値 

全成果指標の達成率 ― 
全成果指標の 

達成率 28.3％ 

※1現状値(33.3％)

より高い比率 

経常収支比率 100.6％ ※294.0％ 95.0％以下 

実質公債費比率 7.9％ ※20.5％ 6.0％以下 

将来負担比率 ― ※217.9％ 60.0％以下 

※1「現状値」については、後期基本計画策定時に設定した値。（前期基本計画に掲げる成果指標達成率） 

※2 については、平成 26年３月 31日実績値 
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第１節 行政経営 

 

[めざす姿]  

■ 複雑・多様化する行政需要に対し、計画的・効率的に対応できる行政経営の体

制がつくられ、それを担う職員が育成されていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．計画的な行政経営の推

進 
(1) 計画的な行政経営の推進【重点】 

２．効率的な行政経営の推

進 

(1) 事務事業の効率化の推進 

(2) 施設の管理・運営の効率化の推進【重点】 

(3) 総合的ネットワークシステムの活用の推進 

(4) 時代の要請・課題に対応できる組織機構の構築【重点】 

３．職員の資質向上 

(1) 行政サービスの充実 

(2) 職員研修の充実 

(3) 人事評価制度の確立 

(4) 時代に対応した人材の確保 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 第４次八幡市総合計画策定・推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 第４次八幡市総合計画実施計画策定・推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【新規】まち・ひと・しごと創生総合戦略策定・推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画推進

事業名 義務付け・枠付けの見直しへの対応 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
義務付け・枠付けの見直しへの対応

事業名 権限移譲への対応 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 各種選挙執行 選挙管理委員会 平成27年度 平成28年度 平成29年度

統一地方選
・府議会議員

・市議会議員

事業名 行政評価システム推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 全事務事業一覧作成 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 業務マニュアル作成推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

平成28年度
で終了

内  容

「まち・ひと・しごと創生法」が制定・公布され、国の「まち・ひと・し
ごと創生長期ビジョン」が示されたことを受け、本市人口の将来展
望と今後5カ年の総合戦略を策定し、計画に基づく取組を推進す
る。（地方創生）

検討懇談会
設置・開催

計画策定

内  容

地域の実情に合った最適な行政サービスの提供を目的に、地方
分権改革の一環として行われる「義務付け・枠付けの見直し」に
対応し、事務の把握及び条例改正等を行う。
26年度実績：条例改正　2件

内  容

市のまちづくりの基本方針として、平成19年度から28年度までの
10年間を計画期間とする第4次八幡市総合計画を策定し、計画
に基づく各種取組を推進する。また、検討懇談会を開催し、計画
の進行管理等を行う。
26年度実績：検討懇談会開催  2回

後期基本計画推進
検討懇談会開催

次期計画
策定検討

内  容

第4次八幡市総合計画後期基本計画の具体化方策を示す「実施
計画」について、基本的に市の全事業を対象とする向こう3年間
の計画を策定し、計画に基づく各種取組を推進する。
26年度実績：全成果指標の達成率　28.3％

第9次計画
策定・推進

第10次計画
策定・推進

内  容
地域における行政事務の自主的かつ総合的な実施を目的に、地
方分権改革の一環として行われる京都府事務処理権限等の市
への移譲に対応し、事務の把握及び執行体制の整備を行う。

権限移譲への対応

内  容

民主政治の基礎となる国・府・市政及び市の機関等に係る各種
選挙を執行する。
26年度実績：京都府知事選挙執行
　　　　　　　　農業委員会委員選挙執行
　　　　　　　  衆議院議員総選挙執行

参議院議員
選挙等

各種選挙執
行

市長選挙

内  容

知識・経験の豊富な職員の大量退職に対応し、新規採用職員に
対して蓄積された知識・技術・経験の継承を行い、迅速かつ的確
な業務遂行能力を付与していくことを目的として、各課における
業務マニュアルの作成を推進する。
26年度実績：作成　22課 24件

業務マニュアル作成推進

内  容
総合計画の効果的な進行管理及び行財政改革との連動を図るこ
とのできる行政評価システムの構築を検討する。
26年度実績：研修会等参加　2回

検討

内  容

事務事業の把握及び業務に関する知識の円滑な継承を目的とし
て、各課等のすべての事務事業について、その基本事項を過去
の実績とともに整理し、適宜更新を行う。
26年度実績：一覧更新

実績等更新
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 財務会計システム運用 財政課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 入札事務適正化推進 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 京都府電子入札共同利用システムの運用 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 定例調査 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
学校基本調査
工業統計調査

事業名 臨時調査 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
各種統計調査

事業名 八幡市統計書発行 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 指定管理者制度推進 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公共施設有効活用基本計画策定・推進 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公共施設等総合管理計画策定・推進 契約検査課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
庁内行政事務の効率化を図るため、予算編成から執行管理、決
算、監査などの広範かつ多量で複雑な財務事務の正確で迅速な
処理を可能にするオンラインシステムの運用を行う。

システム運用

内  容

各種行政施策等の基礎資料を得ることを目的に、幼稚園、学校、
事業所を対象として周期的に各種統計調査を実施する。
26年度実績：学校基本調査実施
  　　　　       工業統計調査実施

学校基本調
査

内  容

各種行政施策等の基礎資料を得ることを目的に、国内の人、世
帯、事業所等を対象として周期的に各種統計調査を実施する。
26年度実績：全国消費実態調査実施、農林業センサス実施
　　　　　　　　経済センサス基礎調査・商業統計調査実施

国勢調査

内  容
入札事務の透明性・公平性確保に向け、入札制度懇話会を設
置・開催し、第三者によるチェック機能の強化を図る。
26年度実績：入札制度懇話会設置　開催 2回

懇話会開催

内  容

建設工事・測量等コンサル業務の入札において、京都府電子入
札システムを利用した電子入札を実施し、入札にかかる事務の効
率化・省力化を図る。
26年度実績：執行 162件

電子入札の実施
システム運用

内  容
既存の公共施設も含め、市内の公共施設の配置・あり方を再検
討し、公共施設の有効活用に向け計画を策定し、計画に基づく
取組を推進する。

計画推進

内容
公共施設等の老朽化及び市の財政状況、今後の人口減少によ
る公共施設等の利用需要の変化を踏まえ、公共施設等の総合的
かつ計画的な管理を推進するための計画の策定に取り組む。

策定検討・準備

内  容

行政上の基礎資料として活用するために、八幡市の人口、産業、
福祉、教育などの分野について、基本的な統計資料を収録した
八幡市統計書を発行する。
26年度実績：作成 120部

統計書発行
市ホームページ掲載

内  容
外部団体・民間事業者に、指定管理者として、八幡市の公の施
設の一部の管理を行わせる。

適用施設拡大等の検討
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 庁舎管理 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 庁舎整備 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

必要に応じ改修等実施

事業名 旧学校施設管理・修繕 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

グラウンド・体育館管理・修繕

事業名 市有財産維持管理 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 公用車維持管理 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
公用車維持管理

事業名 【充実】組織編成 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

組織改正検討・実施
分掌事務の見直し検討・実施

事業名 市制施行記念式典 総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市勢要覧の発行 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 戸籍記載事務 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容 市有地の適正な管理及び市有財産の維持管理を行う。

市有地管理
市有財産維持管理

内  容
公用車（共用車、専用車）の車両管理及び維持管理を行う。
26年度実績：管理台数　共用車24台　専用車36台
　　　　　　　　更新6台 公用車2台

更新

内  容
庁舎、付属施設の適切な管理・整備、庁舎内外の警備・清掃を
行う。

庁舎管理
樹木維持管理
庁舎内外警備
庁舎内外清掃

内  容
本庁舎及び分庁舎について、必要に応じ施設改修等の整備を
行う。
26年度実績：第二分庁舎開庁　福祉総務課・保護課移転

内  容
学校再編に伴い閉校となった旧学校施設（旧八幡第五小学校、
旧八幡第四小学校及び旧八幡東小学校）のグラウンド・体育館の
管理及び修繕を行う。

式典開催

内  容
市制施行の節目の年度となる5年周期で市勢要覧を作成し、発
行する。

―
市勢要覧

発行

内  容

出生・死亡等の届出に基づき、戸籍への記載を行う。
26年度実績：戸籍記載 3,017件
（出生 768件　死亡 637件　婚姻 606件　離婚 198件　転籍 337
件　縁組・帰化等 471件）

戸籍記載

内  容
簡素で効率的な組織機構の構築を図るため、組織改正や分掌事
務の見直しを検討し、適宜実施する。
26年度実績：防災安全課新設 組織改正

実施

内  容
昭和52年（1977年）11月1日の市制施行後の節目の年（5年ごと）
に、記念式典を開催する。

―
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 住民票記載事務 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 各種証明書等発行 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 金曜夜間窓口開設 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地域窓口開設 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 出張地域窓口（長町・樋ノ口地区） 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 住民基本台帳カード発行 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 社会保障・税番号制度 政策推進課・各担当課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

利活用の検討

事業名 社会保障・税番号制度（個人番号付番・通知） 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 番号案内表示機の設置・運用 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

市民課窓口において、毎週金曜日（祝日除く）の17：15から20：00
の間、印鑑登録、及び戸籍（除籍）謄・抄本、印鑑証明、住民票、
住民票記載事項証明等の発行業務を行う。
26年度実績：証明書等発行 1,158件

金曜夜間窓口での各種証明書等発行

内  容

市民の利便性の向上を図るため、住民票・印鑑証明・戸籍謄本
等を発行する地域窓口を4施設で開設する。
26年度実績：証明書等発行　①生活情報センター 5,582件　②
橋本公民館 2,045件　③美濃山コミュニティセンター 2,579件　④
JA京都やましろ八幡市支店 567件

地域窓口での各種証明書等発行

内  容

転入等の届出に基づき、住民票への記載を行う。
26年度実績：住民票記載 10,879件
（転入 1,762件　転出 1,856件　転居 937件　世帯変更 418件
職権記載等　戸籍附票事項 2,235件　住民票記載事項通知
1,261件 　転入通知 2,410件）

住民票記載

内  容

市民課窓口において戸籍（除籍）謄・抄本、印鑑証明、住民票、
住民票記載事項証明等の発行業務を行う。
26年度実績：戸籍等発行数 8,905件　住民票等発行数 36,360件
印鑑証明等発行数 24,297件　その他証明発行数 1,332件（地域
窓口含む）

各種証明書等発行

内  容

社会保障、税、災害対策の分野において、個人番号を利用した
本人確認の簡素化等により事務を効率化する社会保障・税番号
制度について、平成28年1月の利用開始に向け、庁内で情報の
共有と取組の検討を行い、円滑な導入を図る。
26年度実績：庁内ワーキンググループ開催　2回

個人番号
利用開始

内  容

社会保障、税、災害対策の分野において、個人番号を利用した
本人確認の簡素化等により事務を効率化する社会保障・税番号
制度の導入に向け、平成27年10月に個人番号を指定し、通知
カードにより通知する。

個人番号
付番・通知

内  容

市民の利便性の向上を図るため、市役所への交通アクセスが不
便な長町・樋ノ口地区において、市民課の証明発行に伴う受付
業務を巡回自動車文庫で行う。
※長町北・南、樋ノ口の3地区を3週間に1回巡回

自動車文庫で出張地域窓口開設

内  容

公的な身分証明書としても利用できる寿民基本台帳カードにつ
いて、社会保障・税番号制度の導入に伴い発行を停止し、個人
番号カードに移行する。
26年度実績：発行 468件（うち運転免許返納者無料交付 155件）

発行停止

平成27年度で終了個人番号
カードへ

移行

出生等に伴う個人番号の
付番・通知

内  容
市民の利便性の向上を図るため、市民課窓口に番号案内表示
機を設置し、運用する。

運用
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 登録型本人通知制度運用 市民課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 住民監査請求 監査委員事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人材育成基本方針推進 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 【充実】職員研修 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
職位及び経験に応じた研修実施
研修専門機関への派遣

事業名 職員人事交流 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 職員提案制度運用 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 人事評価制度運用 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
運用
評価者研修実施
階層別導入

事業名 職員・嘱託員採用 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

市の執行機関または職員の違法もしくは不当な財務会計上の行
為により損害を被ったとして行う住民監査請求を受け付け、必要
な措置を講ずる。
26年度実績：請求　1件

住民監査請求受付

内  容
「自らの使命を果たすため、情熱を以て果敢に行動できる職員」
を目指し、「八幡市人材育成基本方針」に基づいて総合的な人
材育成を推進する。

人材育成推進

内  容

住民票等の不正取得防止に向け、代理人や第三者に交付した
戸籍謄・抄本、戸籍附票、住民票等の交付状況について、証明
書の交付年月日、種別、交付枚数等を登録した方に対して通知
する。
26年度実績：システム導入　登録件数 102件 通知件数 6件

制度運用

内  容

職員の創意工夫と執務意欲の高揚及び市民サービス・行政能率
の向上を図るため、市政全般に関し、市職員のアイデア・提案を
募集し、積極的な採用を行う。
26年度実績：提案　1件　採用　1件

提案募集

内  容
適切な人事管理と継続的な人材育成を図ることを目的として、職
員個々の能力や業績などを反映した人材管理を行うための評価
システムを確立する。

内  容

職員の大量退職が続いており、将来の年齢構成及び組織の新陳
代謝や活性化を図るため、透明性・公平性を確保のうえ必要最
小限の範囲で計画的な職員・嘱託員の採用を行う。
26年度実績：職員採用 37人　嘱託員採用 25人

計画的な職員・嘱託員採用

内  容

職員の職務遂行に必要な知識、技能及び教養の向上を図り、公
務員としての資質を高めるため、研修等を行う。
26年度実績：階層別研修開催 8回・参加延 332人、基本研修開
催 17回・参加延 883人、専門研修開催 3回・参加延 3人、派遣
研修 28回・参加延 101人

研修項目
拡大

内  容
国、京都府をはじめとする関係機関との人事交流を通じて相互理
解を深めるとともに、人材育成を図る。

国土交通省との人事交流実施
京都府等との人事交流実施
やわた市民文化事業団との人事交流実
施
八幡市観光協会との人事交流実施
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第２節 財政運営 

 

[めざす姿]  

■ 徹底的な無駄の排除や、知恵を絞った事業の実施等による歳出の削減と、地域

経済の活性化等による歳入の増収が図られ、財政が健全で効率的・効果的に運

営されていることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．健全な財政運営の推進 

(1) 持続可能な財政運営の推進【重点】 

(2) 市の財政状況の公表 

(3) 定員管理及び給与の適正化 

２．効率的な財政運営の推

進 

(1) 中期財政計画に基づく財政運営【重点】 

(2) 税等の徴収率の向上【重点】 

(3) 納税者の納付環境の整備 

(4) 市有財産の有効活用の推進【重点】 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 【充実】行財政改革実施計画策定・推進 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

第6次実施計画策定・推進
検討懇談会設置・開催

事業名 ふるさとやわた応援寄附金 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 京都府予算要望 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 有料広告募集（広報やわた） 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 有料広告募集（市ホームページ） 秘書広報課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 有料広告募集（ごみ収集車） 環境業務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 有料広告募集（コミュニティバス） 管理・交通課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
有料広告募集

事業名 基金の管理運用 財政課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 定期監査 監査委員事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度
定期監査実施

内  容
財源確保の取組として、八幡市有料広告取扱要綱に基づき、広
報やわたにおいて有料広告を募集する。
26年度実績：有料広告掲載　延 97回

有料広告募集

内  容
財源確保の取組として、八幡市有料広告取扱要綱に基づき、市
ホームページにおいて有料広告を募集する。
26年度実績：有料広告掲載　延 51回

有料広告募集

内  容

安定した行財政基盤を確立し、魅力あるまちづくりと新たな市民
ニーズに対応するため、行財政改革実施計画を策定し、計画に
基づく取組を推進する。
26年度実績：審議会開催　8回　答申受領（2月6日）
　　　　　　　　平成26年度行財政改革取組計画策定・実施

内  容

納税によるふるさと支援を促進する「ふるさと納税制度」の創設に
伴い、本市でも「ふるさとやわた応援寄附金」として寄附金を募集
する。
26年度実績：寄附　3件

ふるさと応援寄附金募集

内  容

本市のまちづくりにおける事業のうち、京都府の予算編成等にあ
たり特に支援・協力を得たい項目について、要望書を作成し、知
事等への要望活動を実施する。
26年度実績：要望　45項目

要望書作成
要望活動実施

内  容
市の財務及び経営に関する事務事業の執行・管理について、監
査委員による定期監査を実施する。
26年度実績：実施　10日

内  容
財源確保の取組として、八幡市有料広告取扱要綱に基づき、市
の保有するごみ収集車への広告を募集する。
26年度実績：1件（2台分）

有料広告募集

内  容
財源確保の取組として、八幡市有料広告取扱要綱に基づき、コ
ミュニティバス車内において有料広告を募集する。
26年度実績：広告募集　5件

内  容
各種基金の管理運用を行う。（一般財政調整基金、ふるさとづくり
事業基金、減債基金、公共施設等整備基金、地域活性化基金、
国民健康保険広域化準備基金、市民協働防災対策基金）

管理運用
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 例月現金出納検査 監査委員事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 決算審査 監査委員事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 決算審査意見書作成 監査委員事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 地方公会計の整備・推進 財政課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 一般会計・特別会計決算書作成 会計課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 決算の概況と主要な施策の成果に関する報告書作成 財政課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 職員定員適正化計画策定・推進 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 職員適正配置計画策定・推進 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 職員給料適正化 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容

会計管理者及び企業出納員の保管する現金の在高及び出納関
係諸表等の計数の正確性を検証し、現金の出納事務が適正に
行われているか、毎月検査を実施する。
26年度実績：実施　12回（毎月）

例月出納検査実施

内  容
決算その他関係諸表の計数の正確性を検証し、予算執行及び
事業経営の適正さや効率性を審査する。
26年度実績：実施　1日

決算審査実施

内  容
一般会計・特別会計の決算を調製し決算書を作成する。
26年度実績：作成　140部

決算書・決算事項別明細書作成

内  容
地方自治法に基づき、決算の概況と主要な施策の成果に関する
報告書を作成する。
26年度実績：作成　140部

決算の概況と主要な施策の成果に関す
る報告書作成

内  容
決算審査終了後、審査結果をふまえ、監査委員の意見を集約し
た意見書を作成する。
26年度実績：作成　100部

決算審査意見書作成

内  容
普通会計及び公営企業会計の決算に基づき、連結ベースの財
務諸表4表を整備し、広報紙及び市ホームページで市民に公表
する。

総務省方式改訂モデルに
よる財務諸表4表の整備・
公表

国の統一的な基準による財務書類の検
討・作成

内  容
職員の給料表について、国・府等の指導及び行財政改革実施計
画等に基づき、見直しを図る。
26年度実績：人事院勧告に伴う給料表改定

適正化推進

内  容

職員の大量退職及び権限移譲が進むなか、健全な行財政の確
立を図るため、定員適正化計画を策定し、計画に基づき適切な
定員管理を推進する。
26年度実績：職員数 595人（平成26年4月1日現在）

定員適正化
計画策定

適正化推進

内  容
市の事務が円滑に効率よく進むよう、職員の配置を随時見直し、
適正な配置となるよう取り組む。

適正配置計
画策定

適正化推進
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 職員手当適正化 人事課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
適正化推進

事業名 中期財政計画策定・推進 財政課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 個人市民税賦課徴収 課税課・納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 法人市民税賦課徴収 課税課・納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 軽自動車税賦課徴収 納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 市たばこ税賦課徴収 納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 鉱産税賦課徴収 納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産税賦課徴収 課税課・納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会事務局 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
人事院勧告や国・府の動向に配慮するとともに、他市町村との均
衡も考慮して、職員手当の適正化を図る。
26年度実績：人事院勧告に伴う勤勉手当の支給率改定

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
法人市民税の適正な賦課徴収を行う。
26年度実績：1,368件

賦課徴収

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
軽自動車税の適正な賦課徴収を行う。
26年度実績：26,910件

賦課徴収

内  容

地方分権のもと地方公共団体の責任の重大性が増したことに伴
い、また多種多様な市民ニーズへの対応を行うため、中期財政
計画を策定し、無駄を削り必要な施策に予算を重点配分するな
ど、効率的で持続可能な財政運営を目指す。

調整・策定

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
個人市民税の適正な賦課徴収を行う。
26年度実績：32,942件

賦課徴収

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
固定資産税の適正な賦課徴収を行う。
26年度実績：25,311件

賦課徴収

内  容
固定資産税の納税者による、固定資産税課税台帳に登録された
価格に係る不服の審査決定を行う。
26年度実績：開催　1回

審査

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
市たばこ税の適正な賦課徴収を行う。
26年度実績：４件

賦課徴収

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
鉱産税の適正な賦課徴収を行う。
26年度実績：1件

賦課徴収
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 固定資産税（土地）評価 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産税（家屋）評価 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 固定資産税（償却資産）評価 課税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 都市計画税賦課徴収 課税課・納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 特別土地保有税賦課徴収 課税課・納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 税務共同化 課税課・納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 使用料等徴収率向上対策 保険料収納課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

徴収率向上に向けた研修会等実施
各種徴収手段の研究・検討

事業名 後期高齢者医療保険料徴収率向上対策 保険料収納課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

制度説明を兼ねた訪問相談・徴収実施
金曜夜間・休日納付相談窓口開設

事業名 介護保険料徴収率向上対策 保険料収納課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

口座振替促進
通年訪問相談・徴収実施
金曜夜間・休日納付相談窓口開設

内  容

固定資産税賦課のため、償却資産申告書に基づき評価を実施
するとともに、国税資料の閲覧等を行い課税客体を把握し、評価
する。
26年度実績：評価 1,883件

償却資産申告書の受付
国税資料の閲覧等

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
都市計画税の適正な賦課徴収を行う。
26年度実績：24,696件

賦課徴収

内  容
固定資産税賦課のため、標準宅地の鑑定評価、路線価の算定、
地目の確認等により適正な時価の評価を行う。
26年度実績：評価 57,850件

固定資産評価
標準宅地鑑定評価
時点修正
地図システム運用

内  容

固定資産税賦課のため、新・増築された家屋評価の実施、異動
判読システムによる状況変化の確認等により、適正な時価を評価
する。
26年度実績：評価 36,408件

地図システム運用
家屋評価システム運用

内  容
使用料等について、徴収率向上に向け各種取組を行う。
未収金対策推進本部の主導により全庁的な取組を推進する。
26年度実績：研修会開催 2回

内  容
後期高齢者医療保険料について、徴収率向上に向け各種取組
を行う。
26年度実績：徴収率　現年度 99.2％　過年度 20.5％

口座振替促進

内  容
介護保険料について、徴収率向上に向け各種取組を行う。
26年度実績：徴収率　現年度 98.7％　過年度 9.4％

内  容
公平公正な税負担の実現と持続可能な財政運営の推進に向け、
特別土地保有税の適正な賦課徴収を行う。

賦課徴収

内  容

納税者の利便性向上、業務の効率化を図り、公平・公正な税業
務を推進するため、京都府及び府下25市町村（京都市除く）で構
成する京都地方税機構に参加し、課税資料の収集、税額算出、
納税通知書の作成、収納、徴収等について共同処理を行う。
26年度実績：課税共同化ワーキンググループ会議開催 8回

京都地方税機構での徴収業務・法人課
税業務共同化
固定資産税等課税共同化の検討
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 くらしの資金貸付金徴収率向上対策 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

督促状送付
電話催告実施

事業名 生活保護費返還金徴収率向上対策 生活支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

未収金発生防止に向けた収入申告
指導

課税調査による不正受給の早期発見
生活実態把握及び就労指導強化

事業名 放課後児童健全育成施設使用料徴収率向上対策 子育て支援課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

徴収率向上に向けた取組実施

事業名 保育園保育料徴収率向上対策 保育・幼稚園課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

文書・電話等による催告・督促実施
預金口座差押えの検討
児童手当からの特別徴収実施
滞納者に対する家庭訪問（納付指導）

事業名 住宅使用料徴収率向上対策 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
面談や法的措置の実施
徴収率向上に向けた取組実施

事業名 福祉住宅整備資金貸付金徴収率向上対策 住宅管理課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
徴収率向上に向けた取組実施

事業名 水道料金徴収率向上対策 水道総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 下水道使用料徴収率向上対策 下水道課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 奨学金貸付金徴収率向上対策 教育総務課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
督促状送付
徴収率向上に向けた取組実施

内  容
保育園保育料について、徴収率向上に向け各種取組を行う。
26年度実績：徴収率　現年度97.7％　過年度 16.0％

内  容
住宅使用料について、徴収率向上に向け各種取組を行う。
26年度実績：徴収率　現年度　88.7％　過年度　7.9％

内  容
福祉住宅整備資金貸付金について、徴収率向上に向け各種取
組を行う。
26年度実績：徴収率　過年度　2.2％

内  容
くらしの資金貸付金について、徴収率向上に向け各種取組を行
う。
26年度実績：徴収率　現年度　48.7％　過年度　1.3％

内  容
生活保護費返還金について、徴収率向上に向け各種取組を行
う。
26年度実績：徴収率　現年度 74.5％　過年度 1.2％

内  容
放課後児童健全育成施設使用料について、徴収率向上に向け
各種取組を行う。
26年度実績：徴収率　現年度 99.3％　過年度 2.1％

内  容
奨学金貸付金について、徴収率向上に向け各種取組を行う。
26年度実績：徴収率　現年度 92.5％　過年度 53.7％

内  容
水道料金について、徴収率向上に向け各種取組を行う。
26年度実績：徴収率　現年度 97.6％　過年度 53.3％

各戸訪問及び電話催告を実施（木曜日
のみ夜間も実施）
口座振替促進
督促・催告送付
悪質滞納者に対する給水停止

内  容
下水道使用料について、徴収率向上に向け各種取組を行う。 
26年度実績：徴収率　現年度 97.6％　過年度 50.2％

各戸訪問及び電話催告を実施（木曜日
のみ夜間も実施）
口座振替促進
督促・催告送付
悪質滞納者に対する給水停止
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 納付環境整備 納税課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

内  容
納税者の利便性の向上を図るため、口座振替制度及びコンビニ
エンスストアでの収納環境整備を推進する。

納付環境の整備
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第３節 広域行政 

 

[めざす姿]  

■ 近隣市町、府県、さらには国や遠方の自治体等を含め、福祉・防災・環境・観

光等広域的な対応が必要なさまざまな課題に応じて、適切な体制が取れるよう、

交流・連携が進んでいることをめざします。 

 

 

[施策体系] 

１．広域行政の推進 (1) 広域行政組織の活動の推進 

２．広域連携の推進 

(1) 近隣市町との連携強化【重点】 

(2) 広域的な交流の推進 

(3) 国、京都府等との連携 

３．住民相互交流の促進 (1) 地域住民間の相互理解の促進【重点】 
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＜実施計画事業一覧＞

事業名 京都都市圏自治体ネットワーク会議 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 淀川三川合流域地域づくり推進協議会 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 淀川舟運整備推進協議会 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業名 ソーシャルデザイン推進会議 政策推進課 平成27年度 平成28年度 平成29年度
会議参加

内  容

広域的に一定のまとまりをもつ生活圏として、京都・滋賀・大阪の
30市町で構成される「京都都市圏自治体ネットワーク会議」に参
加し、各自治体との連携による情報交換等の各種取組を行う。
26年度実績：会議開催　1回　パンフレット作成

パンフレット作成
ホームページ運用・充実

内  容

自治体首長の連携により、ソーシャルデザイン（行政のみでなく、
地域社会の多様な人がつながり、これまでのやり方にとらわれな
い自由な発想で社会をよくする活動）の普及発展を推進するソー
シャルデザイン推進会議に参加し、情報交換等を行う。
26年度実績：発足式（平成26年5月17日）　参加　27自治体

内  容

国、京都府、大阪府及び両府内の関係市町により策定された「淀
川三川合流域地域づくり構想」の実現に向け、各機関・自治体と
の連携によるイベント等の各種取組を行う。
26年度実績：交流促進部会開催　2回

淀川三川ふれあい交流イベント実施

内  容

淀川における舟運整備事業の推進を図るため、京都・大阪の10
市町で構成される淀川舟運整備推進協議会に参加し、各自治体
との連携による情報交換等の各種取組を行う。
26年度実績：総会開催　1回　要望実施

調査・研究
国への要望活動実施
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